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CRM は顧客情報のプロセス 

CRM・知的財産管理システム 
 

エグゼクティブサマリー 

■ CRM とは 

CRM(Customer Relation Management；顧客管理)とは、1885 年頃から米国

で提唱されはじめた経営システムで、顧客情報を入手し、蓄積し、顧客毎に満足した

サービスを与えるものである。CRM の技術は、顧客情報の収集技術、入手した情報

を個人別の情報に特化するパーソナライジング技術、データベース化した情報を解析

し、年齢・嗜好等で顧客をカテゴライズするデータマイニング技術、そして、これら

の情報に基づいて顧客にリコメンデーション（お勧め）あるいはポイントサービス等

のサービス提供技術から構成される。 

■ リコメンデ-ションをはじめとするサービス提供が技術開発の中心 

1990年１月以降に出願され 2002年８月までに公開された CRMに関する特許

出願件数は、1,164 件ある。この中では、サービス提供に関するものが 643 件

（56％）を占める。特に、リコメンデーションは 400 件（34％）で、多くの出願

がなされている。顧客情報加工技術に関連する出願は 417 件（36％）で、その 80％

がパーソナライジング技術に関するものである。顧客情報収集技術に関するものは

94 件（8％）である。これらは、情報技術の進展する中、米国におけるビジネス方

法に関する特許を巡る判決等を契機に、日本においてもビジネス関連発明のブーム

ともいえる状況が生じ、2000 年に入ってから急増した。 

■ CRM の課題は顧客に対する対応及び提供する情報の個性化 

CRM の特許出願に表れた技術開発の課題としては、顧客に対する「サービスの個

性化」が最も多く、「顧客の囲い込み」を図るものも多い。 

顧客に対する「サービスの個性化」にあたっては、入手した「顧客情報の多面的

活用」で対応しようとするものと、顧客属性情報に加え行動履歴情報等の「補助的

情報の活用」をするものも多い。 

「顧客の囲い込み」に対しては、ポイントサービス、値引きサービス等の「新た

なサービス提供」をすることにより解決する出願が多い。 
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知的財産立国をサポートする知的財産管理システム 

CRM・知的財産管理システム 
 

エグゼクティブサマリー 

■ CRM に関する米国特許の状況 

米国特許庁に 1990 年１月以降に出願され、2002 年 4 月までに特許または出願公

開された CRM に関する特許・出願（以下「米国特許・出願」と呼ぶ）は 302 件であ

る。その内容をみると、リコメンデーションに関するものが 94 件（31％）、パーソナ

ライジングに関するものが 70 件（23％）、データマイニングに関するものが 58 件

（19％）である。我が国のように技術に集中せず、それぞれの技術についてバランス

のとれた特許・出願がなされている。 

米国特許ついても、顧客に対する「サービスの個性化」を図るものが多いが、我が国

に比べると「システムの改善」や「顧客の分析」を課題とするものが多い。 

■ 知的財産管理システム 

企業・大学を問わず、今日の経済活動において、知的財産管理は極めて重要なもの

となっている。この知的財産活動を支援する情報システムが、「知的財産管理システ

ム」である。 

知的財産管理システムに関して、1990 年以降に出願され 2002 年８月までに公開

された出願は 222 件である。この中では、検索システム等の特許情報管理システム

に関するものが 97 件(44％)で最も多い。期間管理等の出願管理システムに関するも

のは 56 件（25％）、知的財産流通支援システムに関するものは 45 件(20％)である。

技術開発の課題としては、「検索の高度化」と「業務処理の効率化」に関するものが

多い。検索機能の改善には、過去の「分析結果・履歴情報の活用」するものが多く、

「業務処理の効率化」については、「識別情報の活用」するものが多い。 

■知的財産管理システムに関する米国の状況 

知的財産管理システムに関する米国特許・出願は 89 件である。 

その内訳をみると、特許情報管理システムと知的財産流通システムに関するものが

それぞれ 30 件（34％）であり、出願管理システムに関するものは 17 件(19％)であ

る。これを我が国の状況と比較すると、米国は我が国よりも知的財産流通システムに

関する特許・出願の割合が高い。 

個別技術としては、「新たなサイト構築」により知的財産の流通を促進しようとする

ものが多い。 
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ＣＲＭ技術と特許件数（日本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術要素別出願件数比率 

 

 

 

 

CRM 技術と特許分布 

CRM・知的財産管理システム 
 

主要構成技術 

CRM は、顧客とコンタクト（店内、電話、Web など）する中で、顧客から個人情

報の提供を受け、これを加工・処理し、顧客に応じた情報・サービスの提供を行う経

営システムである。CRM 技術に関して 1990 年１月以降に出願され 2002 年８月

までに公開された出願は 1,164 件である。技術別には、リコメンデーションに関す

るものが多い。 

顧客情報収集技術
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CRM および知的財産管理システムの出願人-出願件数の推移 

       日本国特許庁             米国特許商標庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CRM および知的財産管理システムの出願件数(日本)および特許件数(米国)の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

急増する特許出願と出願人 

CRM・知的財産管理システム 
 

技術開発の動向 

1990 年代を通じて、CRM および知的財産管理システムに関する日本国特許庁へ

の出願は、大きな変化はなかった。2000 年に入り、ビジネス関連の発明が注目さ

れると、CRM を中心にこの分野の出願は急増することになる。 

米国特許商標庁で特許された CRM 関連技術（注：データ継続性の意味から出願

公開された出願の数は含まれていない）は、全体としては拡大基調にあるものの、

急増していない。これは、出願から特許までのタイムラグなどによるものと考えら

れる。 
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CRM の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産管理システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CRM の課題は、顧客対応の個性化と顧客の囲い込み 

CRM・知的財産管理システム 
 

課題と解決手段 

CRM に関する技術開発の解決しようとする課題としては、顧客への対応や提供

する情報についての「サービスの個性化」に関するものが多い。これに対しては、

顧客データベースの拡充等の「顧客情報の多面的活用」、地図情報等の「補助的情

報の活用」等のさまざまな手段が用いられて対応している。次いで出願が多い「顧

客の囲い込み」については、解決手段がポイントサービス等の「新たなサービスの

提供」に集中している。 

知的財産管理システムに関しては、「検索の高度化」と「業務処理の効率化」を

課題とするものが多い。また、「知的財産の流通促進」の課題に関しては、「新たな

サイトの構築」に出願が集中している。 
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リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の分布 

 

                          リコメンデーション技術の 
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CRM・知的財産管理システム 
 

課題・解決手段対応の出願人 

リコメンデーション技術の課題は顧客の囲い込みなど様々 

ＣＲＭ技術の中で出願が最も多い「リコメンデーション技術」をみると、上顧客

を逃がさないという「顧客の囲い込み」、事務消耗品等の「追加・買換の促進」、グ

レードアップを勧める「購入品の稼動維持」、ターゲットを絞った広告配信で「広告

効果の向上」等の様々な課題を持っている。購買履歴情報等の「履歴情報の活用」

により「追加・買換の促進」に関しては、制御機器、電気、通信、石油、事務機、

繊維、印刷、ガス、化粧品、自動車、事務用品等の企業が出願している。 
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案内情報の
活用

日本電気 1
島田 光展 1
大日本印刷 1
三菱電機 1
伊藤 和俊 1
ﾔﾏﾊ 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ﾀﾞｲｷﾝ工業 1

画像情報の
活用

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ 1
ｼﾔ-ﾌﾟ 1

商品情報の
活用

住友林業 1 野村 耕造 1
武藤 哲郎 1
富士通 1
飯田 勧;ｵ-ｹ-
(共願) 1
日立製作所 1
東京電気 2
新日鉄ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝｽﾞ
1
松下電器産業 1
三菱電機 1
最首 孝之 1
ﾒﾆｺﾝ 1
ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 1
ｴｽ ﾃｲ ｴﾌ 1
ｲﾋﾞｹﾝ 1

ｺﾛﾝﾌﾞｽ倶楽部 1 日立製作所 1
日本電気 1
田村電機製作所
2
ﾘｺ- 4

地域･地図情報
の活用

大日本印刷 1
山本 敬介 1
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ 1
ﾊﾟｽｺ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｺﾑｳｴｱ
1

稲垣 勇 1
ｹﾞﾂﾄ ﾜﾝ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾃﾞ-ﾀ 1

ｷﾔﾉﾝ 1

分析結果の
活用

富士通 1
日本ｱﾌﾟﾘｹ-ｼﾖﾝ 1
松下電器産業 1
ﾌﾞﾙ-ｺ-ﾄﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞ
-;情報通信研究
振興院 (共願) 1
ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 1
ｴﾂﾁ ｱｲ ｼ- 1
あさひ銀行 1

日立製作所 1
西日本電信電話;
東日本電信電話
(共願) 1

日本電気 1
鯨田 雅信 3
ｿﾆ- 1
ｺｸﾖ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｺﾑｳｴｱ
1

富士通 1
内山味噌店 1
仲谷 康 1
吉田 末吉;西尾
真樹子 (共願) 1
ﾅﾑｺ 1
ﾀﾂﾁｱﾂﾌﾟ 1
ｽﾀﾃﾞｲﾎﾞﾂｸｽ 1
ｸﾘﾑｿﾝ 1
ｶｼｵ計算機 1

富士通 1
博報堂;日本ｴﾇ ｼ
- ｱ-ﾙ (共願) 1
日立製作所 1
ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1

履歴情報の
活用

富士通 1
日立製作所 1
日本電気 1
大英ｸﾞﾙ-ﾌﾟ 1
三井住友海上火
災保険 1
技研商事ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖ
ﾅﾙ 1
井上 英昭;田中
猪夫 (共願) 1
ﾘｺ- 1
ﾋﾞ-ﾄｳ-ｼ- ｲﾝﾀﾌｴｲ
ｽ 1
ﾊﾞﾘﾕ- ｺﾏ-ｽ
INTERN LTD 1
ｿﾆ- 2
ｺｱﾃﾂｸｼｽﾃﾑ 1
ｳｲﾝｸﾞ ﾗﾎﾞ 1
ｲﾝﾌｲﾙ 1
ｲ-ﾃﾝﾌﾟﾚ-ﾄ ﾄﾞﾂﾄ
ｺﾑ 1

ｶｼｵ計算機 1 富士通 1
日立製作所 1
大日本印刷 1
積水化学工業 1

豊丸産業 1
日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ
1
大日本印刷 1
松下電器産業 1
興和新薬 1
沖電気工業 2

立石電機 1
明電ﾎｲｽﾄｼｽﾃﾑ;明
電舎 (共願) 1
日立製作所;日立
ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ (共願) 1
日立製作所 1
日本電気;ｴﾇｲ-ｼ-
ｱｸｾｽﾃｸﾆｶ (共願)
1
日本電気 5
日本石油 1
東芝 1
東京電気 2
東ﾚ 1
大日本印刷 1
大蔵 1
大阪瓦斯 1
九州日立ﾏｸｾﾙ 1
九州日本電気ｿﾌﾄ
ｳｴｱ 1
花王 1
ﾛｲﾔﾙｵﾍﾟﾚ-ｼﾖﾝ 1
ﾊﾞﾌﾞｺﾂｸ日立 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ｿﾆ- 3
ｼｽﾃﾑｼﾞﾔﾊﾟﾝ 1
ｻﾄ- 1
ｺｸﾖ 1
ｹﾝﾄﾂﾌﾟ 1

日立製作所 1
積水化学工業 1
松下電器産業 1
ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 2

追加･買替の促進　　　　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　    　Ⅱ

補
助
的
情
報
の
活
用

広告効果の
向上

購買機会への
対応

商品選択支援
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○2  

○4  

○1 ○2 ○4 ○5 ○6 ○7 ○8  

○10○11○12○13○14  

○2 ○3 ○13○14  

○4 ○15  

○13○14  

○9 ○13  

○2  ○6  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

○技術開発拠点地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ CRM・知的財産管理システムの上位出願人の出願件数 
 

技術開発拠点は大都市圏に集中 

CRM・知的財産管理システム 
 

技術開発拠点の分布 

CRM と知的財産管理システムを合わせた出願件数を出願人別にとると、情報・通

信、印刷、OA 機器、家電関連の企業が上位に位置する。 

出願上位 15 社の開発拠点を発明者の住所・居所でみると、東京都を中心とする

もの 12 社（23 拠点）、神奈川県に４社（12 拠点）等の関東地域に集中(41 拠点)

している。また、京都府、大阪府、兵庫県等の関西地域（７拠点）や愛知等の中部

地域に拠点が集中している。 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 日本電気 3 2 3 4 10 5 3 60 90

2 日立製作所 1 1 2 2 10 11 7 10 5 3 24 77

3 富士通 2 5 8 5 4 13 4 31 74

4 大日本印刷 4 2 2 4 5 3 29 49

5 キヤノン 30 30

6 東芝テック 3 6 2 2 3 2 3 9 30

7 ソニー 1 26 1 28

8 日本電信電話 1 1 3 5 2 2 12 26

9 松下電器産業 2 2 2 15 21

10 カシオ計算機 1 1 1 1 17 21

11 沖電気工業 1 1 3 3 2 1 9 20

12 リコー 1 2 4 1 1 10 1 20

13 東芝 1 1 1 2 3 1 2 7 18

14 三菱電機 1 1 1 10 13

15 オムロン 1 4 2 1 1 2 11

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

US1 International Business Machines 1 1 3 1 3 4 1 1 15

US2 First to File 7 7

US3 NCR 1 2 3 6

US4 Accenture 1 4 1 6

US5 AT&T 1 1 2 4

US6 SmartPatents 2 2 4

US7 Aurigin Systems 1 3 4

US8 American Management Systems 1 2 4

出願人No.
年次別出願件数

No. 出願人
登録特許（米国特許商標庁）の年次別出願件数

米国 

California 20 件 

New Jersey 18 件 

North Carolina 11 件 
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出願状況 CRM の課題と解決手段の分布 

 

この分野の出願数は 90 件あ

り、そのうち 10 件が特許とし

て登録されている。米国でも、

この分野の特許１件を有して

いる。 

CRM についてはパーソナラ

イジング、リコメンデーショ

ン、に関する出願が多い。 

内容的には、顧客「サービ

スの個性化」については「顧

客情報の多面的活用」あるい

は「補助的情報の活用」で対

応しているものが多い。「追

加・買換の促進」については、

「顧客情報の多面的活用」で

対応しているものが多い。 

「顧客囲い込み」に対して

は、全体動向と同じ「新たな

サービス提供」で対応してい

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
出願日 
主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情
報の活用、
履歴情報 
の活用 

 

特開 2002-73954
00.08.24 
G06F17/60,170 

コンピユ－タ周辺装置の販売促進システムおよび販売促進方

法 

周辺機器の使用実績を  
把握し、増設・アップグ  
レードの提案をする  
 
 
ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0026324 

 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

顧
客
囲
い
込
み 

新 た な サ
ー ビ ス 提
供、 
ポ イ ン ト
サービス 
 

 

特開 2002-41983
00.07.24 
G06F17/60,330 

法人マイレ－ジ運営システム及び法人マイレ－ジ運営方法 

 
搭乗者が法人マイレージ登録

された法人の社員であるか否か

を法人個人対応情報データベー

スに問い合わせ、社員である場合

法人にマイレージを加算する 

 
ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0019742 

 

 

 日本電気株式会社  

CRM・知的財産管理システム 
 

主要企業 

1

4

1

1

2

1

3

7

2

1

8

1

2

6

1

3

2

1

1

1

6

1

1

1

1

9

1 33

課　題

解
決
手
段

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強
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出願状況 CRM の課題と解決手段の分布 

 

この分野の出願件数は 77

件であリ、そのうち２件は特

許として登録されている。 

CRM に関しては、リコメン

デーション、サービスの提供

に関する出願が多い。 

課題としては大きな特徴

はないが、「補助的情報の活

用」で対応している「問合せ

対応強化」や、「新たなサー

ビスの提供」で対応している

「顧客囲い込み」、あるいは

「補助的情報の活用」で対応

している「追加・買換の促進」

に関する出願が多い。 

知的財産管理システムで

は２件の登録特許を持ち、新

旧法令の差分を出すものと、

抄録の自動作成のものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
出願日 
主 IPC 

共同出願人 
[被引用回数] 

発明の名称 
概要 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情
報 の 活
用、 
履歴情報
の活用 

 
特開平 9-231264
96.02.23 
G06F17/60 
[被引用 2 回] 

オンラインシヨツピング支援方法およびシステム 

利用者の購入履歴情報を検索し、利用者の商品別の購入間隔を

計算した後、その購入間隔を計算した各商品について最新購入

日から購入間隔に相当する時間が経

過しているか否かを判定し、購入間

隔に相当する時間が経過している商

品に関する情報をサービス利用シス

テムに通信ネットワークを通じて送

信し、サービス利用システムに表示

させることを特徴とするオンライン

ショッピング支援方法 
 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ 

顧
客
の
分
析 

補助的情
報 の 活
用、 
履歴情報
の活用 

 
特開平 9-153094
95.12.02 
G06F17/60 
[被引用 3 回] 

 

販売促進効果分析方法及びその実施システム 

顧客が商品に関する情報を参照したとき

に情報提供履歴として記録し、顧客が実際

に購入した商品に関する情報を購買履歴と

して記録し､特定の顧客の顧客識別子によ

って特定の顧客の顧客属性と情報提供履歴

と購買履歴を検索し、検索により得られた

特定の顧客の情報提供履歴及び購買履歴中

に記録された特定の商品の販売促進効果を

分析することを特徴とする販売促進効果分

析方法  

 

 株式会社日立製作所 

CRM・知的財産管理システム 
 

主要企業 

1

1

2 1

1

1

5 1

5

1

1

1

5

1

1

2

1

2

1

4 2 2

1

1

2

1

2 1

1

1

1

4

課　題

解
決
手
段

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強
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出願状況 CRM の課題と解決手段の分布 

 

この分野の出願件数は 74

件であり、4 件の特許は登録

されている。米国でも５件の

特許出願が特許となってい

る。 

 CRM に関しては、パーソナ

ライジング、サービス提供に

関する出願が多い。 

「顧客の囲い込み」に関し

ては、「新たなサービスの提

供」で対応している。また「デ

ータ関連付け」や「顧客情報

の多面的活用」で対応する顧

客に対する「サービスの個性

化」が多い。 

知的財産管理システムに

関しては、１件の登録特許を

持ち、出願書類の確認に関す

るものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要

素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
出願日 
主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

 

パ
ー
ソ
ナ 

 
 

ラ
イ
ジ
ン
グ 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

シ ス テ ム
構 成 の 改
善 
 
 

 
特許 2923552 
1995/2/13 
G06F17/60 

 

組織活動デ－タベ－スの構築方法，それに使用する分析シ－ト

の入力方法及び組織活動管理システム 

概念を定義する実モデルを作 

り、階層化し、分析し、論理モ 

デルを作り､企業活動を統合する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

US 5,675,745 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン 

顧
客
囲
い
込
み 

顧 客 情 報
の 多 面 的
活用、 
パ ー ソ ナ
ル メ ッ セ
ージ 
 

 
特開 2000-40181
1998/6/9 
G07G1/12,321 

 

電子個人用デイジタル買い物支援装置を使用する買い物取引

履歴を更新するためのシステムと方法 

人口学的ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ情報､取引履歴情報および報奨標識情報を

出力する出力装置と､顧客の最新の取引を反映させるために､

顧客の取引履歴ﾃﾞｰﾀの編集･更新､および現在の報奨標識の編

集･更新を行うとともに､特定顧客の最新の取引がその顧客に

報奨ﾎﾟｲﾝﾄを与えるのに値するかどうかを判定する取引回路を

備え,ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの制御を受けて情報転送とﾃﾞｰﾀ処理と

を管理する制御ﾕﾆｯﾄと,を有し､ｲﾝﾀﾌｪｰｽﾕﾆｯﾄが､取引回路によ

り処理された更新済取引履歴ﾃﾞｰﾀ及 

び報奨標識とを､個人用記憶装置の 

第二の部分と第三の部分とに書き込 

むように構成されたことを特徴とす 

る､電子買物ｼｽﾃﾑ 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

US 6,129,274 

 

 富士通株式会社  

CRM・知的財産管理システム 
 

主要企業 

4

2 1 1

3

2 2

9

1

1

1

1 1

5

1

2

1

2

1

1

4

2

1

1

1

1

4

4

2

1

1

1

課　題

解
決
手
段

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強



 

xi 

 

 

 

出願状況 CRM の課題と解決手段の分布 

 

 この分野の出願件数は、

49 件である。 

CRM に関しては、リコメ

ンデーションに関する出願

が多い。 

内容としては、「顧客の

囲い込み」のための「新た

なサービスの提供」に関す

るものが多い。例えば、ポ

イントサービスにおいて、

顧客を分析し顧客別に規定

を設けたり、新たに顧客と

なる可能性のある「購入見

込み客」についての情報提

供者に特別のポイントを与

えるというものもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
出願日 
主 IPC 

共同出願人 
[被引用回数] 

発明の名称 
概要 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

広
告
効
果
の
向
上 

顧 客 情 報
の 多 面 的
活用 
 

 
特開平 11-282393
98.03.30 
GO9F27/00 
[被引用 5 回] 

 

購買履歴に応じた個人別インタ－ネツト広告方法 

サーバに保存した広告のうち 

顧客別の個別広告を送信 

顧
客
情
報
収
集 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

シ ス テ ム
構 成 の 改
善、 
ア ン ケ ー
ト 機 械 読
取 
 

 
特開平 7-186582
93.12.27 
B42D15/10,551 
[被引用 1 回] 

展示会用招待状及びそれを用いた来場者登録方法 

宛先が記載された宛先シートと、調査事項に対する解答を記

入するための解答欄を有し調査集計に用いる調査シートとが

分離可能に結合してなる結合シートに対して、来場者が携帯し

て用いる顧客カードが分離可能に結合してなる展示会用招待 

状であって、かつ調査シートと顧客

カードのそれぞれに同一のコード

を意味する機械読取り可能な顧客

識別コードが付与されていること

を特徴とする展示会用招待状 

 

 大日本印刷株式会社  

CRM・知的財産管理システム 
 

主要企業 

2

1 2 1

1

9

1

1

1

1

1

1

4

3 3

2

2

1

3

1

3

1

1

1

課　題

解
決
手
段

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強



 

xii 

 

 

 

出願状況 知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 

 

 この分野での出願件数は、

30 件である。 

知的財産管理システムに

関しては、出願管理システム

に関する出願が多い。この中

では、識別情報を活用して

「業務処理の効率化」するも

のがある。その一つが、海外

を含めた様々な法制度に対

して、送付資料をチェックす

るために、識別情報を活用す

るものがある。 

CRM に関しては、リコメン

デーションの出願が多い。 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
出願日 
主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 
概要 

業
務
処
理
の
効
率
化 

パター

ン・ルール

の活用 

 

 

特開 2001-344384

00.06.05 

G06F17/60,154 

情報処理装置及び方法並びにプログラム記憶媒体 

国外に送信する情報の法規制 

をチェックする 

 

 

 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0002481 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

識別情報

の活用 

 

 

 

特開 2001-325410

00.05.16 

G06F17/60,162 

情報処理装置及び方法並びにプログラム記憶媒体 

外国出願を含めて技術文献を蓄積し、特定出願の文献を一括

表示させる 

 

 

 

 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0019836 

 

 キヤノン株式会社  

CRM・知的財産管理システム 
 

主要企業 

1

1

1

1

2

7

1

2 1

課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発



 

1 

 
 

 

 

 

１. 技術の概要 

1.1 CRM・知的財産管理システムの技術......................3 

1.1.1 CRM とは .........................................3 
(1) 顧客 .............................................4 

(2) 顧客情報 .........................................4 

(3) 顧客との関係（リレーションシップ）...............4 
1.1.2 CRM システムの技術 ...............................5 

(1) 顧客情報収集技術.................................5 

(2) 顧客情報加工技術.................................6 
(3) 顧客対応技術 .....................................6 

1.1.3 知的財産管理システム.............................7 

(1) 出願管理システム.................................8 
(2) 明細書作成支援システム...........................8 

(3) 特許情報管理システム.............................9 

(4) 知的財産流通支援システム.........................9 
(5) その他 ..........................................10 

1.2 CRM・知的財産管理システム技術の特許情報へのアクセス.11 

1.2.1 国際特許分類（IPC）によるアクセス...............11 

1.2.2 広域ファセットによるアクセス....................11 

1.2.3 ファイルインデックス（FI）によるアクセス........11 

1.2.4 F ターム（FT）によるアクセス ....................13 

1.2.5 キーワードによるアクセス........................13 

1.2.6 技術別のアクセス例..............................13 

1.2.7 米国特許へのアクセス............................14 

1.3 技術開発活動の状況..................................15 

1.3.1 CRM の技術要素 ..................................15 

1.3.2 CRM の技術開発活動の状況 ........................15 

(1) 顧客情報収集技術................................19 

(2) 顧客情報加工技術................................20 

(3) 顧客対応技術 ....................................23 
1.3.3 知的財産管理システムの技術要素..................27 

1.3.4 知的財産管理システムの技術開発の状況 ............27 

 

 

 

 

 

 

 

 

C
ontents 

目次 
CRM・知的財産管理システム



 

2 

 

     

(1) 出願管理システム................................31 

(2) 明細書作成支援システム..........................31 
(3) 特許情報管理システム............................32 

(4) 知的財産流通支援システム........................34 

1.4 CRM および知的財産管理システムの課題と解決手段 ......36 

1.4.1 CRM の課題と解決手段 ............................36 

1.4.2 知的財産管理システムの課題と解決手段............38 

1.4.3 CRM の技術要素と課題 ............................41 

1.4.4 CRM の課題と解決手段 ............................43 

1.4.5 CRM の技術要素別の課題と解決手段 ................45 

(1) 顧客情報収集技術................................45 
(2) 顧客情報加工技術................................52 

(3) 顧客対応技術 ....................................66 

1.4.6 知的財産管理システムの技術要素と課題............83 

1.4.7 知的財産管理システムの課題と解決手段............84 

1.4.8 知的財産管理システムの技術要素別技術開発の 

課題と解決手段 ................................85 

(1) 出願管理システム................................85 

(2) 明細書作成支援システム..........................91 

(3) 特許情報管理システム............................93 
(4) 知的財産流通支援システム.......................101 

1.5 サイテーション分析.................................105 

1.5.1 被引用される回数の多い出願.....................105 

1.5.2 各出願の引用出願との関係.......................105 

(1) CRM 関係 .......................................105 

(2) 知的財産管理システム関係.......................106 
1.5.3 主要出願の概要.................................107 

２. 主要企業等の特許活動 

2.1 日本電気 ...........................................112 

2.1.1 企業の概要.....................................112 

2.1.2 製品例 .........................................112 

2.1.3 技術開発拠点と研究者...........................113 

2.1.4 技術開発課題対応特許の概要.....................114 

2.2 日立製作所.........................................125 

2.2.1 企業の概要.....................................125 

2.2.2 製品例 .........................................125 

2.2.3 技術開発拠点と研究者...........................126 

2.2.4 技術開発課題対応特許の概要.....................127 

目 次 

 

 

 

 

 

 

 

 

C
ontents 



 

3 

 

 

2.3 富士通 .............................................139 

2.3.1 企業の概要.....................................139 

2.3.2 製品例 .........................................139 

2.3.3 技術開発拠点と研究者...........................140 

2.3.4 技術開発課題対応特許の概要.....................141 

2.4 大日本印刷.........................................153 

2.4.1 企業の概要.....................................153 

2.4.2 製品例 .........................................153 

2.4.3 技術開発拠点と研究者...........................154 

2.4.4 技術開発課題対応特許の概要.....................154 

2.5 キヤノン...........................................160 

2.5.1 企業の概要.....................................160 

2.5.2 製品例 .........................................160 

2.5.3 技術開発拠点と研究者...........................160 

2.5.4 技術開発課題対応特許の概要.....................161 

2.6 東芝テック.........................................167 

2.6.1 企業の概要.....................................167 

2.6.2 製品例 .........................................167 

2.6.3 技術開発拠点と研究者...........................167 

2.6.4 技術開発課題対応特許の概要.....................168 

2.7 ソニー .............................................173 

2.7.1 企業の概要.....................................173 

2.7.2 製品例 .........................................173 

2.7.3 技術開発拠点と研究者...........................173 

2.7.4 技術開発課題対応特許の概要.....................174 

2.8 2 日本電信電話 .....................................180 

2.8.1 企業の概要.....................................180 

2.8.2 製品例 .........................................180 

2.8.3 技術開発拠点と研究者...........................180 

2.8.4 技術開発課題対応特許の概要.....................181 

2.9 カシオ計算機.......................................184 

2.9.1 企業の概要.....................................184 

2.9.2 製品例 .........................................184 

2.9.3 技術開発拠点と研究者...........................184 

2.9.4 技術開発課題対応特許の概要.....................185 

2.10 松下電器産業......................................189 

2.10.1 企業の概要 ....................................189 

目 次 

 

 

 

 

 

 

 

 

C
ontents 



 

4 

 

 

2.10.2 製品例 ........................................189 

2.10.3 技術開発拠点と研究者..........................189 

2.10.4 技術開発課題対応特許の概要....................190 

2.11 沖電気工業 ........................................194 

2.11.1 企業の概要....................................194 

2.11.2 製品例 ........................................194 

2.11.3 技術開発拠点と研究者..........................195 

2.11.4 技術開発課題対応特許の概要....................195 

2.12 リコー ............................................199 

2.12.1 企業の概要....................................199 

2.12.2 製品例 ........................................199 

2.12.3 技術開発拠点と研究者..........................199 

2.12.4 技術開発課題対応特許の概要....................200 

2.13 東芝 ..............................................205 

2.13.1 企業の概要....................................205 

2.13.2 製品例 ........................................205 

2.13.3 技術開発拠点と研究者..........................206 

2.13.4 技術開発課題対応特許の概要....................206 

2.14 三菱電機 ..........................................211 

2.14.1 企業の概要....................................211 

2.14.2 製品例 ........................................211 

2.14.3 技術開発拠点と研究者..........................212 

2.14.4 技術開発課題対応特許の概要....................212 

2.15 オムロン ..........................................215 

2.15.1 企業の概要....................................215 

2.15.2 製品例 ........................................215 

2.15.3 技術開発拠点と研究者..........................215 

2.15.4 技術開発課題対応特許の概要....................216 

2.16 International Business Machines...................220 

2.16.1 企業の概要....................................220 

2.16.2 製品例 ........................................220 

2.16.3 技術開発拠点と研究者..........................221 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要....................221 

2.17 First to File .....................................227 

2.17.1 企業の概要....................................227 

2.17.2 製品例 ........................................227 

2.17.3 技術開発拠点と研究者..........................227 

目 次 

 

 

 

 

 

 

 

 

C
ontents 



 

5 

 

 

2.17.4 技術開発課題対応特許の概要....................228 

2.18 NCR ...............................................230 

2.18.1 企業の概要....................................230 

2.18.2 製品例 ........................................230 

2.18.3 技術開発拠点と研究者..........................230 

2.18.4 技術開発課題対応特許の概要....................231 

2.19 Accenture .........................................233 

2.19.1 企業の概要....................................233 

2.19.2 製品例 ........................................233 

2.19.3 技術開発拠点と研究者..........................233 

2.19.4 技術開発課題対応特許の概要....................234 

2.20 AT&T ..............................................236 

2.20.1 企業の概要....................................236 

2.20.2 製品例 ........................................236 

2.20.3 技術開発拠点と研究者..........................236 

2.20.4 技術開発課題対応特許の概要....................237 

2.21 Information Holdings ..............................240 

2.21.1 企業の概要....................................240 

2.21.2 製品例 ........................................240 

2.21.3 技術開発拠点と研究者..........................241 

2.21.4 技術開発課題対応特許の概要....................241 

2.22 American Management Systems.......................244 

2.22.1 企業の概要....................................244 

2.22.2 製品例 ........................................244 

2.22.3 技術開発拠点と研究者..........................244 

2.22.4 技術開発課題対応特許の概要....................245 

３. 主要企業の技術開発拠点 

3.1 CRM・知的財産管理システムの技術開発拠点............249 

 

資 料 

1. 特許流通促進事業 

2. 特許流通・特許検索アドバイザー一覧 

3. 平成 14 年度 21 技術テーマの特許流通の概要 

4. 特許番号一覧 

4.1 特許番号一覧（日本） 

4.2 特許番号一覧（米国） 

5. ライセンス提供の用意のある特許 

 

目 次 

 

 

 

 

 

 

 

 

C
ontents 



 

1 

１.技術の概要 

 

 

 

 

 

 

1.1 CRM・知的財産管理システムの技術 

1.2 CRM・知的財産管理システム技術の 

特許情報へのアクセス 

1.3 技術開発活動の状況 

1.4 CRM および知的財産管理システムの課題と解決手段 

1.5 サイテーション分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

第１章  

1.1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1 CRM とは 

「佐藤さんの奥さん、昨日はお買い上げありがとう！今日は新鮮な安い鯵が入荷した

よ！５匹で 500 円にまけるよ！娘さんにはイカどう？」。これは、佐藤さんの奥さんが近所

の魚屋さんに買い物に行き、魚屋の店主との会話の一部である。今ではだいぶ少なくなっ

てしまった光景であるが、CRM（Customer Relationship Management：顧客管理）とは、IT

の力を借りて、この魚屋さんのような営業方法を行う経営手法であるといえる。 

CRM は、「情報システムを高度化して、企業が顧客と長期的な関係を築き、より効率の良

い営業活動をしようとする」経営手法である。詳細な顧客データベースをもとに、商品の

売買から、保守サービス、問い合せやクレーム対応等、個々の顧客とのすべてのやりとり

を一貫して管理することにより実現するものである。顧客のニーズにきめ細かく対応する

ことで、顧客の利便性と満足度を高め、顧客を常連客として囲い込んで、収益率の極大化

を図るものである。 

魚屋の店主は、常連客の奥さんが昨日は刺身を買ったので、今日はお買い得品の鯵を勧

めている。佐藤さんの家族構成や各人の嗜好まで把握しており、娘さんは青み魚が嫌いな

ことを知っていてイカを勧めている。さらに明日も奥さんに来てもらうために、値下げの

サービスを行っている。 

1980 年代半ばに入ると、米国を中心に、新聞やテレビ等のマスメディアにより、不特定

多数に大量販売するという考え方は、無駄が多く投資効率が悪いといわれるようになった。

これが、古くから行われていた顧客を中心にした効率の良い販売あるいはサービスの提供

を評価させるものとなった。すなわち、新規顧客を獲得するよりも常連客をつかみ、繰り

返し受注するほうが、営業コストを削減でき、収益率の極大化をめざすというものである。

1999 年に我が国に入ってきたこの経営手法は、経済的停滞が続く我が国において、急速に

注目されるものとなった。 

 

 

 

１. 技術の概要 

バブル経済の崩壊後、もの余りの時代になり、各企業は商品

企画のあり方を見直している。その中で、顧客と企業のより

良い関係を構築するためのツールとして CRM に関する技術

が発展している。 

特許流通 

支援チャート

1.1 CRM・知的財産管理システムの技術
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以下、CRM で用いられる基本的用語について紹介する。 

 

(1) 顧客 

CRM では、しばしばカスタマーセントリック（顧客中心主義）という言葉が使われる。

ここでいうカスタマー（顧客）は、潜在的に購入する可能性のある客（潜在客）を意味す

るものではなく、企業が経済的理由から意識的に選んだ客である。この中には、既に購入

した実績のある客だけでなく、データ分析（データマイニング６頁参照）等により顧客と

なる可能性の高い客として選定されたものも含まれるといわれている。 

 

(2) 顧客情報 

CRM の基本となる顧客情報には、いくつかの情報が含まれる。 

その基本となるのが「顧客属性情報」である。顧客属性とは、氏名、電話番号、住所、

生年月日、性別等顧客が持つ属性データであり、さらに家族構成、年収、結婚暦、学歴、

職業、趣味等も含まれる。 

顧客属性データ以上に重要とされるのが、商品の購入データやサービスの利用データを

含む「顧客行動情報」である。顧客行動情報がない顧客属性情報は、名簿でしかないとも

いわれる。魚屋さんは、昨日刺身を買ったという購買履歴情報を持っているから、顧客に

お勧め(リコメンデーション)ができるのである。Web 上でクッキー（Web サイトの提供者が、

Web の閲覧ソフトであるブラウザを通じて訪問者のコンピュータに一時的にデータを書込

んで保存させる仕組み）による顧客の挙動行動もこの情報の一つである。クッキーには顧

客に関する情報や最後にサイトを訪れた日時、サイトの訪問回数などを保存できる。 

さらに「心理学的情報」が注目される場合がある。これは生活スタイル、信念、価値観、

個性等の情報である。 

 

(3) 顧客との関係（リレーションシップ） 

初めて購入した顧客の氏名情報を獲得した時点から、売り手と顧客との関係を構築して

いく活動（マネージメント）が必要になる。売買にあたっては、顧客との関係（リレーシ

ョンシップ）を構築することが重要となり、顧客属性の収集からスタートする。 

このリレーションシップの構築にあたっては、さまざまなサービスを準備し、顧客を刺

激する（インセンティブ）ことが必要である。その結果、顧客が再購入、経続購入をし、

より親密な関係にすることが重要となる。インセンティブで顧客との関係を構築するとも

いえる。そのためには、顧客一人一人を認識し、それに対応できる技術がなければならな

い。親密な関係を確保する最も良い方法は、顧客一人一人を個人化し、狙い撃ちにするこ

とである（ワン・ツー・ワン：One to One とも呼ばれる）。自分だけが認識されている、

馴染み客であるということは顧客にとって気持ちの良いものである。 

顧客を刺激するには、すべてのイベントやプロモーション等に招待するだけではかえっ

て逆効果になり、関係は破壊してしまう恐れさえある。どんな内容のイベントやプロモー

ションが、その顧客のニーズと合っているかを知ってから顧客を招待すべきである。顧客

の情報を蓄積したら、それを解析し、顧客をカテゴライズしておく必要がある。 



 

5 

1.1.2 CRM システム技術 

経営方法である CRM を技術的に支える情報システムが、CRM 技術である。CRM 技術は、

顧客に関するさまざまな情報を収集する「顧客情報収集技術」、収集した情報をもとに顧客

データベースを構築し加工する｢顧客情報加工技術｣、および顧客データベースの情報をも

とに行われる「顧客対応技術」の３つの技術要素から構成される。図 1.1.2 にその概念図

を示す。 

 

図 1.1.2 CRM 技術の概念図と技術要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）数字は 1990 年以降に出願され、2002 年 4 月までに公開された出願件数 

 

 

 

(1) 顧客情報収集技術 

顧客情報は、キャンペーンやイベントの際のアンケート等により、効率よく収集する。

また、Web のクッキーを集めることによっても行われる。さらに会員カードやクレジット

カードによる会員登録時、商品購入時点やサービス提供時点の情報収集の技術も含まれる。 
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データマイニング

技術 

94 件 

顧客データベース

顧客対応技術

顧
客
情
報
加
工
技
術 



 

6 

(2) 顧客情報加工技術 
1）パーソナライジング技術（Personalizing） 

顧客情報収集技術より収集した顧客情報を顧客データベースに既に蓄積されている顧

客データと関連付けたり、データマイニングによって分析された顧客の嗜好情報を顧客

データと関連付けたり、基幹システムからの顧客の購買情報を顧客データベースの顧客

データと関連付けたりして、個々の顧客の好みやニーズに合わせて、対応や提供する情

報を変える技術である。顧客データベースの内容を充実させる技術ともいえる。また、

データベースを統合するデータウェアハウスもここに含まれる。 

 

2）データマイニング技術（Data Mining） 

マイニングとは鉱山の採掘という意味で、膨大な岩石から宝を見つけ出す意味合いも

ある。つまり、膨大なデータを解析してルールや傾向を導き出すという意味で使われて

いる。 

データマイニングは、大量のデータから統計的手法を使ってデータ間の関連性から何

らかの関係を見つけ出す技術である。顧客セグメンテーションや併売分析等に利用され

る。蓄積した大量のデータを多次元データベースに格納し、さまざまな角度から分析し

て、新たな知見を得る OLAP（On-Line Analytical Processing）を含んでいる。 

 

(3) 顧客対応技術 
電話による問い合せとその回答をするサービス、電話を使った営業、情報を受け取るこ

とを事前に承諾した人だけに配信する電子メールによるサービス提供等がある。パーソナ

ライジング技術により、個性化されたサービス対応と、個性化された情報の提供のサービ

スがあり、サービスの内容で下記の２つに分けられる。 

 

1)リコメンデーション技術（Recommendation） 

リコメンデーションは、顧客のニーズに合わせたタイミングの良い「オススメ」情報

を提供することで、顧客の購買意欲を増進させ、販売促進へとつなげる技術である。企

業にとっては、販売促進につながる利点があり、顧客にとっても自分の欲しい情報に直

接到達できるという利点がある。 

 

2)サービス提供技術 

典型的な CRM は、コールセンターを中心に行われる。コールセンターは、企業と顧客

を結ぶ部門で、その業務は、顧客からの電話を受ける「インバウンド」と、企業から顧

客に対して電話をかける「アウトバウンド」の二つからなる。このいずれにおいても、

オペレータは、端末操作により顧客の過去の発注履歴や嗜好情報を引き出し、キャンペ

ーン情報を提供し、問い合わせに回答する。 

さらに顧客囲い込みの技術としてポイントサービス、クーポン券サービス、値引きサ

ービス等、金銭的なサービスを提供するための技術と、上顧客等に対する心理的、心情

的なハートに訴え、特典等を与えるサービスを提供する技術である。 
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1.1.3  知的財産管理システム 

近年の経済活動のグローバル化に伴い、企業等の国際競争力を高めていくためには知的

財産制度の活用が重要となっている。これに伴い、企業や大学等における知的財産管理活

動を支援する情報システムである知的財産管理システムが重要な役割を持つものとなって

いる。 

 

我が国の企業において、その知的財産管理にコンピュータが使用されるようになったの

は、必ずしも新しいものではないが、当初は、自社出願の情報の管理等に限られたもので

あった。その後財団法人日本特許情報センター（JAPATIC）により、特許情報の電子データ

が公開されるようになり、企業における電子データを用いた知的財産管理へも徐々に拡大

していった。1982 年に日本特許協会(現「日本知的財産協会」)特許情報委員会の行ったア

ンケート調査では、回答のあった 36 社のうち、11 社は商用システムと自社システムを組

み合わせた機械検索を使用していると答えている。 

この状況に大きな変革を与えたものは、特許庁が 1984 年に開始した「ペーパーレス計

画」である。このプロジェクトは、企業等の知的財産管理において、二つの大きなインパ

クトを与えるものとなった。 

その一つがオンライン等による電子出願の開始である。1990 年に開始したオンライン等

の電子媒体による特許出願は、明細書作成業務の電子化を実現させ、また知的財産管理部

門、研究開発部門および外部特許事務所のネットワーク構築を可能とした。 

もう一つは、1993 年に開始されたいわゆる電子公報の発行である。これまでの紙媒体の

公報から電子媒体（CD-ROM）により発行されることになったことにより、企業等の社内検

索システム構築を加速するものとなった。特に、特許庁の「マージナルコストポリシー」

の方針により、CD-ROM 公報だけでなく、その他の特許庁保有電子データについても、比較

的安い料金で提供されるようになったことから競争が始まりさらにデータの入手が安価な

ものとなった。 

この結果、1990 年代に入ると、さまざまな企業により「知的財産管理システム」の開発・

提供が行われている。 

図 1.1.3-1 知的財産管理システムの概念図 
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知的財産管理システムは、一般に、企業における知的財産管理活動をベースに、権利取

得手続きと年金等の管理を行う出願･登録管理、特許情報検索等による知的財産情報管理、

ライセンシング等の知的財産流通管理、そして発明奨励等に対応した職務発明補償金管理

システム等の技術から構成される。 

 

(1) 出願管理システム 

企業における知的財産管理の最も基本的な機能の一つが、発明を発掘し、特許明細書を

作成し、特許出願を行うという権利取得と、取得した権利を維持するという手続きに関連

したものである。この業務では、社内の研究開発部門だけでなく、外部の特許事務所、あ

るいは特許庁・裁判所への対応を含めて行われる。 

知的財産出願・登録管理を支える情報システム、すなわち出願管理システムとしては、

以下のようなものが利用されている。 

 

・提案受付システム ：研究開発部門からの提案を受付、評価を支援するシステム 

・代理人発注システム：代理人に明細書作成を依頼し、管理するシステム 

・電子出願システム ：特許庁に対する電子出願(オンライン出願)を支援するシステム 

・包袋管理システム ：自社の出願について、電子包袋として管理するシステム 

・外国出願システム ：海外出願に特化した管理システム 

・期間管理システム ：さまざまな手続きの期間を管理するシステム 

・料金管理システム ：権利化された特許の年金等の支払い管理を支援するシステム 

 

これに特許情報検索システムを加えた「総合知的財産管理システム」も、利用されてい

る。 

図 1.1.3-2 総合知的財産管理システムの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 明細書作成支援システム 

知的財産管理部門だけでなく、特許事務所や研究開発部門において、特許出願のための

強くて広い権利を取得できる明細書を作成することは極めて重要な要素である。 
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インターネット 



 

9 

明細書作成支援システムは、このような明細書の作成を支援するシステムである。具体

的には、技術、法律に関する情報を蓄積し、法改正に伴う審査基準や審査便覧の規程を参

考として明細書の作成を可能とするものなどが含まれる。 

 

(3) 特許情報管理システム 

特許調査や特許分析等の特許情報管理業務は、企業等の知的財産管理の鍵を握る一つで

ある。このため、特許情報管理システムは、商用サービスのためのものを含めて、古くか

ら利用されてきた。その後、特許庁のペーパーレス計画の推進により、新たなデータベー

ス（公報データ、F ターム等）が公開されたことや、インターネット技術が身近なものと

なり、また C/S 技術が急速に進みハードウエア等の価格も大幅に下落したこともあり、イ

ンハウスシステムが急速に普及した。 

一般に特許情報は、研究開発開始時、特許出願･審査請求時、市場投入時等、企業の経

済活動のさまざまな場において利用される。この中には、特定の主題について関連する特

許情報を収集する主題調査、新たに発行される特許情報から関連する特許をウォッチする

監視調査（権利調査および先行技術調査）などのいわゆる主題調査のほかに、パテントマ

ップに代表される技術動向、権利動向、企業動向の分析等にも用いられる。 

このようなニーズをサポートするものとして、次のような情報システムが利用されてい

る。 

 

・特許情報検索システム：特許、商標等のいわゆる特許情報を蓄積し、キーワード、分

類等により検索するシステム 

・電子公報閲覧システム：CD-ROM 公報を単独、ジュークボックス形式、あるいはダウン

ロードして閲覧するシステム 

・特許情報加工システム：CD－ROM 公報等のデータを加工して要約集を作成し、インデ

ックスを抽出するシステム 

・公報回覧システム  ：新しい公報情報等を回覧に供するシステム 

・注目特許監視システム：注目特許を指定し、その経過を監視するシステム 

・パテントファミリー分析システム：国内外の特許情報を収集し、パテントファミリー

を構築するシステム 

・パテントマップ分析システム：特許情報を収集し、加工し、ビジュアル化してパテン

トマップを作成するシステム 

 

パテントマップ分析システムは、特許の評価をするものとして、知的財産流通支援シス

テムと密接な関係を有するものである。 

 

(4) 知的財産流通支援システム 

我が国においても、これまで以上に知的財産権の流通が拡大するに従い、これを支援す

る知的財産流通支援システムが開発されている。 

知的財産流通支援システムには、次のような情報システムが含まれている。 
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・契約管理システム    ：他社使用、自社使用のライセンス契約について、契約金

の支払い、契約期間等を一括して管理するシステム 

・権利の開示システム   ：ライセンスできる権利を公開するシステム（ライセンス

条件を開示するものも含まれる） 

・権利への投資募集システム：ライセンスできる権利への投資を求めるサイト 

・権利の売買支援システム ：特許等の知的財産の仲介を行う市場を提供するシステム 

・知的財産評価システム  ：知的財産流通を促す、知的財産の評価を行うシステム 

・オークションシステム  ：知的財産のオークション（入札）を行うシステム 

 

具体的なものとしては、アイデア募集のサイト運営関連技術や権利者と出資者との仲介

サイトウエア等が含まれる。 

 

(5) その他 

社内における発明奨励を支援する技術として、職務発明補償金管理システム等がある。

職務発明補償金管理システムは、発明時・出願時･審査請求時･登録時の各段階について、

制度に応じて補償金を管理するものである。 
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車いすの特許情報へのアクセス 

 

1.2.1  国際特許分類（IPC）によるアクセス 

CRM および知的財産管理システムに関する技術は、国際特許分類(IPC)では、G06F 電気

的デジタルデータ処理のサブクラスに分類されている。 

IPC メイングループでは、G06F17/00（特定機能に特に適合したデジタル計算またはデー

タ処理の装置または方法）、および G06F19/00（特定用途に適合したデジタル計算またはデ

ータ処理の装置または方法）が対応する分類である。さらに G06F17/00 には、G06F17/60

（管理目的、業務目的、経営目的、監督目的または予測目的のもの）が含まれている。 

IPC：G06F17/00 特定の機能に特に適合したデジタル計算またはデータ処理の装置また

は方法 

G06F17/60 ・管理目的、業務目的、経営目的、監督目的または予測目的のもの 

G06F19/00 特定の用途に特に適合したデジタル計算またはデータ処理の装置ま

たは方法（17/00 が優先） 
1.2.2 広域ファセットによるアクセス 

 特許庁は平成 14 年４月より、ビジネス関連の特許出願の内「電子商取引関連技術」に関

して、横断的な分類である広域ファセット（ZEC）を新設し、付与を開始した。平成 12 年

７月より ZEC の付与された公開公報が順次発行されている。このファセットを利用するこ

とにより、各分野に渡り横断的な観点からアクセスができる。 

 広域ファセットの電子商取引関連技術（ZEC）の分野 

＊ インターネット等のコンピュータネットワークを用いた商取引である「電子商取

引」 

＊ 「電子商取引」に特に適合した要素技術、及び「電子商取引」を応用した技術 

＊ 「電子商取引」の対象としては、「物品」、「デジタルデータ」、「サービス」などが

ある。取引行為としては、複数間の売買、仲介、斡旋、競売（オークション）、賃

貸及びそれに伴う契約、決済がある。 
1.2.3 ファイル・インデックス（FI）によるアクセス 

CRM および知的財産管理システムに関する技術は、以下のファイル・インデックス（FI）

によってもアクセスできる。 

FI：・G06F17/60,100・・・業務システム（業務設計、計画、管理に関するものを含む） 

G06F17/60,114・・・物流のための業務システム 

G06F17/60,116・・・・物流における在庫管理のためのもの 

G06F17/60,118・・・卸売・小売業、飲食店のための業務システム 

G06F17/60,120・・・・飲食店のための業務システム 

G06F17/60,124・・・サービス業のための業務システム 

G06F17/60,142  ライセンス、著作権管理 

G06F17/60,150  調査･予測のための業務システム 

G06F17/60,156  経営 

G06F17/60,168  ・経営戦略･意思決定 

1.2 CRM・知的財産管理システム技術の特許情報へのアクセ
ス 
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G06F17/60,170  ・マーケティング 

G06F17/60,170A ・・マーケティングリサーチ 

G06F17/60,170C ・・商品計画 

G06F17/60,170E ・・販売計画･管理 

G06F17/60,170Z ・・その他 

G06F17/60,172  ・顧客管理･営業支援システム 

G06F17/60,174  ・その他の経営情報システム 

G06F17/60,220  金融･保険業の顧客情報に関する処理 

G06F17/60,221  金融機関と顧客間の業務に関連する処理 

G06F17/60,222  顧客の認証 

G06F17/60,224  ・暗証番号の使用 

G06F17/60,226  新規契約、加入契約の追加 

G06F17/60,228  ・顧客の審査･信用調査 

G06F17/60,232  店外の顧客との通信 

G06F17/60,310  小売（ＢtoＣ） 

G06F17/60,310A ・コンビニエンスストア 

G06F17/60,310C ・自動販売機 

G06F17/60,310E ・オンラインショッピング、バーチャールショッピングモール、

TV ショッピング 
G06F17/60,310Z ・その他 

G06F17/60,312  消費者間取引(ＣtoＣ) 

G06F17/60,314  仲介･斡旋 

G06F17/60,316  ・オークション(競売)、逆オークション 

G06F17/60,318 受発注管理 

G06F17/60,318A・見積作成 

G06F17/60,318C・販売時点情報管理システム 

G06F17/60,318G・発注支援 

G06F17/60,318H・データベースとの連携 

G06F17/60,318Z・その他 

G06F17/60,322 予約 

G06F17/60,324 販売促進(例:クーポン等) 

G06F17/60,326 広告、情報提供 

G06F17/60,328 ・カタログ 

G06F17/60,330 顧客管理･営業支援(電子商取引に関するもののみ) 

G06F17/60,334 配送(電子商取引に関するもののみ) 

G06F17/60,336 ユーザインタフェイス一般 

G06F19/00,100 予測に関するもの 

G06F19/00,110 シミュレーション 

G06F19/00,130 データマイニング 
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1.2.4 F ターム（FT）によるアクセス 

CRM および知的財産管理システムの技術に関しては、直接対応する F ターム（FT）はな

い。ただし、CRM に関しては、下記のＦタームを利用することができる。 

FT：5B049CC01  受付業務 

5B049CC05  注文、受注業務 

5B049CC06  ・予約(電話等によるものを含む) 

1.2.5 キーワードによるアクセス 

CRM 技術に用いられるキーワードまたはフリーワードとしては、以下のものがある。 

顧客管理、顧客囲い込み、顧客満足度、購入意欲、コールセンタ、サービスセンタ、

サポートセンタ、保守センタ、オプトインメール、リコメンデーション、パーソナ

ライジングデータマイニング、ポイントサービス、クーポン券、マイレージ 

知的財産管理システムの検索に用いられるキーワードとしては、以下のものがある。 

特許、パテント、実用新案、工業所有権、知的財産、出願管理、年金管理、マップ 

1.2.6 技術別のアクセス例 

CRM および知的財産管理システムを構成する技術にアクセスする場合、それらの技術を

分類している IPC、FI、FT を選択して、それらを母集合として、各技術を表すキーワード

を用いて、アクセスをする方法がある。表 1.2.6 に、技術別のアクセス参考例を示す。 

 

表 1.2.6 技術別のアクセス参考例 

  技術 使用分類 

FI=G06F17/60,222 

FI=G06F17/60,224 

FI=G06F17/60,226 

FI=G06F17/60,228 

顧客情報収集技術 

  FI=G06F17/60,232 

FI=G06F17/60,172 

FI=G06F17/60,330 パーソナライジング技術 

FI=G06F17/60,318H 
顧客情報加工技術 

データマイニング技術 FI=G06F19/00,130 

FI=G06F17/60,326 

FI=G06F17/60,328 リコメンデーション技術 

FI=G06F17/60,322 

FI=G06F17/60,124 

FI=G06F17/60,310～FI=G06F17/60,318

CRM 

顧客対応技術 

サービス提供技術 

FI=G06F17/60,324 

出願管理システム   IC=G06F17/60 

IC=G06F17/60 
明細書作成支援システム 

  IC=G06F17/20 

IC=G06F17/60 
特許情報管理システム 

  IC=G06F17/30 

FI=G06F17/60,142 

知
的
財
産
管
理
シ
ス
テ
ム 

知的財産流通支援システム 
  FI=G06F17/60,312～FI=G06F17/60,316
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1.2.7 米国特許へのアクセス 

CRM および知的財産管理システムに関する米国特許へのアクセスは、米国特許分類

(USPC) で 行 う の が 最 も 効 率 的 と い わ れ る 。「 customer, patron, client, patent, 

intelligent property」等のキーワードを使うこともできる。 

 USPC： 705/1  Automated electrical financial or business practice or  

                 management arrangement 

        705/7    Operation research 

        705/10   ・ Market analysis, demand forecasting or surveying 

        705/14   Distribution or redemption of coupon or incentive or promotion 

                 program 

        705/26   Electronic shopping 

        705/27   ・ Presentation of image or description of sales item(e.g. 

                   electronic catalog browsing) 

        705/35   Finance (e.g. banking, investment or credit) 

        705/36   ・ Portfolio selection, planning or analysis 

        705/37   ・ Trading, matching or bidding 

        705/57   Copy protection or prevention 

        705/58   ・ Having origin or program ID 

        705/59   Licensing 
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1.3  

 

1.3.1 CRM の技術要素 

1.1 章で示した CRM の技術要素を表 1.3.1 に示す。この章では、表 1.3.1 に網掛けを付

した部分の技術要素を中心に、技術開発活動の状況を紹介する。 

表 1.3.1 CRM の技術要素 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 

顧客情報の収集技術  

パーソナライジング技術 顧客情報の加工技術 

データマイニング技術 

リコメンデーション技術 顧客対応技術 

サービス提供技術 

 

1.3.2 CRM の技術開発活動の状況 

図 1.3.2-1 は、日本国特許庁に出願された CRM に関する出願の出願人数-出願件数の推

移を示すものである｡1999 年までは、出願件数は 100 件を下回り、出願人数も 50 社程度で

あったが、2000 年には出願件数、出願人数ともに 10 倍の規模に急増した。これは、ビジ

ネス関連発明が社会的ブームになったこと等を反映したものである。2000 年の出願人数は

499 社（人）、出願件数は 792 件に達している。 

図1.3.2-1 CRM に関する出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-1 は、CRM に関する主要出願人の出願件数推移を示したものである。この分野

で出願の多い企業として、日本電気、富士通などの情報・通信機器メーカ、大日本印刷、

家電メーカが上位に位置している。これら企業の出願開始時期には大きな差はないが、日

立製作所が 1992 年から出願を始めている。 

特に 2000 年に限ってみると、日本電気が 55 件、大日本印刷が 28 件、富士通が 29 件、

日立製作所が 19 件と、極めて大量の出願を集中していることが注目される。 

 

1.3 技術開発活動の状況
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表 1.3.2-1 CRM の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

合計

*1

1 日本電気 3 2 2 3 7 4 1 55 77

2 富士通 2 4 8 4 4 10 3 29 64

3 日立製作所 1 6 10 6 7 5 3 19 57

4 大日本印刷 4 2 1 4 5 3 28 47

5 東芝テック 3 4 2 2 2 2 3 8 26

6 日本電信電話 1 1 3 3 2  1 10 21

7 沖電気工業 1 1 3 2 2 1  8 18

8 ソニー   15 15

9 カシオ計算機 1 1 1  11 14

10 松下電器産業 1 2   11 14

11 東芝 1 2 2  2 5 12

11 三菱電機 1 1   9 11

13 キヤノン   10 10

14 リコー 1  1 7 9

15 オムロン 3 2 1 1   2 9

*1:合計値は 1990～2000 年までの出願件数の合計を示す（以下同じ） 

図 1.3.2-2 は、CRM の技術要素別に日本における出願件数推移を示すものである。 

CRM に関する特許出願は 1993 年から本格的になったが、99 年までは多少の変化があっ

たものの、各技術要素ともほぼ同様の傾向で安定した水準にあった。しかし、前述の通り

2000 年に急増した。この背景を出願の技術要素でみると、すべての技術について増加傾向

は示されているが、データマイニング技術や顧客情報の収集技術はそれほど大きな変化を

示していないのに対し、顧客情報の加工技術の中心である「パーソナライジング技術」と

顧客対応技術の中心である「リコメンデーション技術」に関する出願が急増していること

が明らかとなっている。 

図1.3.2-2 CRM の技術要素別出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-3 は、CRM に関する出願の技術要素別の件数構成比を示すものであるが、我が

国の特許の場合、リコメンデーション技術やサービス提供技術の顧客に対する情報あるい

はサービス提供に関するものが 50％を超えていることが示されている。次いで、パーソナ

ライジング技術とデータマイニング技術に関するものが多く、あわせて 36％を占めている。

特にリコメンデーションとパーソナライジングをあわせた出願件数は、全体の 62％に達し

ている。一方、顧客情報の収集技術は８％に留まっている。 
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図1.3.2-3 CRM の技術要素別出願件数比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

CRM に関する米国特許商標庁で発行された特許（以下「米国特許」と呼ぶ）は、1990 年

から 2002 年４月までに 138 件になる。 

図 1.3.2-4 は、米国特許の CRM に関する特許権者数-特許件数の推移を示したものであ

る｡CRM が早くから注目されていた米国では、1996 年から特許権者数・特許件数ともに増加

し、98 年にピークを示した。99 年以降、減少しているが、審査のタイムラグによる影響も

あり、全体としては拡大基調にあるものとみられる。 

図1.3.2-4 米国特許の CRM に関する権利者数-特許件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-2 は、CRM に関する米国特許の権利者毎の特許件数推移を示す。全体的に件数

は多くないが、その中で IBM の特許件数は抜き出ている。IBM は 1991 年以降、継続的に出

願がなされている。このほか情報・通信関連の企業からの出願が上位を占めている。我が

国の特許出願では上位に位置する海外企業はみられないが、米国では、富士通が特許取得

件数で 4 番目に位置している。 

表 1.3.2-2 米国特許の CRM に関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 合計
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00  

1 International Business Machines 1 1 2 1 3 4 12

2 Accenture  4 4

3 NCR 1 2 1 4

4 Fujitsu JP 1 1  1 1 4

5 IPF 2 1 3

6 Intel 3  3

7 Citibank N A 1 1  1 3

8 American Management Systems  1 2 3

9 AT&T 1 1 2 4

10 Clear With Computers 1 1  1 3
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図 1.3.2-5 は、CRM に関する米国特許を技術要素別に示すものである。米国特許の場合、

1990 年代中盤からパーソナライジングに関する特許が次第に増加していることが表れて

いる。一方、リコメンデーションに関する特許とサービス提供技術のような「顧客対応技

術」は、1996 年から特許となるものの件数は増加を始め 98 年にピークを示している。 

図1.3.2-5 米国特許の CRM に関する技術要素別特許件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この傾向は、CRM に関する米国特許の構成比を示す図 1.3.2-6 により、よりいっそう明

確である。米国特許の場合、データマイニング技術、パーソナライジング技術や顧客情報

の収集技術についても、我が国出願に比べ高い割合を示している。すなわち、米国特許で

は、CRM の特定の技術に偏ることなく、３つの機能について、バランスのとれた開発が行

われていることが表れている。 

図1.3.2-6 米国特許の CRM に関する技術要素別特許件数比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国では 2000 年 11 月末の出願から公開制度が導入されている。この制度により公開さ

れた 2001 年の CRM に関する出願は、164 件に達している。（2002 年４月公開まで） 

図 1.3.2-7 は、CRM に関する米国特許商標庁で公開された出願（以下「米国出願」と呼

ぶ）の技術要素別出願件数を示す。リコメンデーション技術、パーソナライジング技術に

関する出願が多く、この両分野は今後特許される件数が増加するものと思われる。 
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図1.3.2-7 米国出願の技術要素別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-3 は、米国出願の CRM に関する主要出願人を示す。 

表 1.3.2-3 米国出願の CRM に関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

00 01 
合計 

1 Borg John W (US) 2 2

2 Calver James (US) 2 2

3 Carlson Angeline M (US) 2 2

4 Goetzke Gary A (US) 2 2

5 Johns Thomas N P (US) 2 2

6 Kirkconnell-Ewing Nancy (US) 2 2

7 Raveis William M JR (US) 2 2

8 Reddy Sada L (US) 2 2

9 Reid Malcolm E (US) 2 2

10 Sauder Lynn (US) 2 2

11 Vincent Perry G (US) 2 2

 

(1) 顧客情報の収集技術 

図 1.3.2-8 は、我が国の CRM に関する出願のうち、「顧客情報の収集技術」について、

その出願人数-出願件数の推移を示したものである｡顧客情報収集技術に関する出願件数は

他の技術に比べては多くはないが、2000 年に入って急増している。2000 年の出願人数は

48 社（人）、出願件数は 55 件に達している。 

図1.3.2-8 顧客情報の収集技術の出願人数-出願件数の推移 
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表 1.3.2-4 は、我が国の「顧客情報の収集技術」に関する主要出願人毎の出願件数推移

を示したものである｡ 

表 1.3.2-4 顧客情報の収集技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 
合計

1 大日本印刷 1 1 1   4 7

2 日本電気 2   4 6

3 日立製作所 1 2 1 1   5

4 沖電気工業 1   2 3

4 矢崎総業 2   1 3

6 富士通  1 2 3

 

表 1.3.2-5 は、米国特許における「顧客情報の収集技術」に関する主要権利者の特許件

数推移を示したものである。「顧客情報の収集技術」に関する米国特許の状況はあわせて

16 件にすぎない。また、公開公報では 2002 年９月までに 15 件公開されている。 

表 1.3.2-5 米国特許の顧客情報の収集技術に関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 Intel 3    3

2 Fujitsu Ltd JP 1    1 2

 

(2) 顧客情報の加工技術 

a. パーソナライジング技術 

図 1.3.2-9 は、顧客情報の加工技術の中心技術である｢パーソナライジング技術｣の動向

を示すものである。この技術に関する 2000 年の出願人数は 172 社（人）、出願件数は 231

件である。 

図1.3.2-9 パーソナライジング技術の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-6 は、我が国のパーソナライジング技術に関する主要出願人の出願件数推移を

示したものである。2000 年の出願では日本電気、富士通、大日本印刷が多い。 
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表 1.3.2-6 パーソナライジング技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 日本電気 1 2 2 1 2 1 1 14 24

2 富士通 1 2 1 1 3 3 11 23

3 大日本印刷 2  1 7 10

4 日立製作所 1 1 1   6 9

5 東芝テック 1  1 5 7

5 沖電気工業 1 1   5 7

7 ミサワホーム   5 5

8 ソニー   4 4

9 松下電工   3 3

9 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ （米国） 1   2 3

9 国際電気 1 1 1  3

9 松下電器産業   3 3

9 富士ゼロックス   3 3

9 トヨタ自動車   3 3

9 オムロン 2 1   3

9 セイコーエプソン   3 3

17 リコー   1 1 2

 

図 1.3.2-10 は、米国特許の状況を示すものであるが、最も多い 1996 年でも特許の数は

6 件程度に留まっている。2002 年９月までに公開された 2001 年の出願ではパーソナライジ

ング技術に関する出願が 40 件含まれている。今後、特許件数も大幅に増加するものとみら

れる。 

図1.3.2-10 米国特許のパーソナライジング技術に関する権利者数-特許件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-7 は、米国特許の主要権利者である Citibank N A の特許の出願年別の推移を

示すものであるが、その数は極めて限られている。 

 

表 1.3.2-7 米国特許のパーソナライジング技術に関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 Citibank N A 1 1  1 3

 

表 1.3.2-8 米国出願のパーソナライジング技術に関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 合計 
No. 出願人名 

00 01  

1 Reddy Sada L (US) 2  2
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b. データマイニング技術 

図 1.3.2-11 は、顧客情報の加工技術のもう一つの柱である｢データマイニング技術｣の

我が国における出願件数と出願人数の推移を示すものである。2000 年の出願では、出願人

数は 42 社（人）、出願件数は 50 件である。 

図1.3.2-11 データマイニング技術の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-9 は、データマイニング技術に関する主要出願人の出願件数推移を示したもの

である。この分野では、日立製作所、日本電信電話の出願が多い。これらの企業の出願は、

1995 年に一斉に行われたが、その後も大幅には増加していない。 

表 1.3.2-9 データマイニング技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 日立製作所 1 3 1 3 1 2 11

2 日本電信電話 1 1 1 1 3 7

3 富士通 1 1  2 4

4 マロネイト 2   1 3

5 ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ （米国） 2  1  3

6 大日本印刷   3 3

 ジェーエヌエル 2   1 3

 

データマイニング技術にかかわる米国特許は、あわせて 29 件と少ない。 

表 1.3.2-10 は、データマイニング技術に関する米国特許の主要権利者の特許件数推移

を示すものである。最も多い IBM での 5 件に留まっている。 

2001 年に出願され 2002 年９月までに公開されたデータマイニング技術に関する出願は

28 件、出願人数は 60 社（人）である。今後、米国特許の数も急激に増加することが予想

される。 

表 1.3.2-10 米国特許のデータマイニング技術に関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 International Business Machines 2 1  2 5

2 American Management Systems  1 1 2

2 NCR 2   2

2 Net Perceptions Inc  2 2
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表 1.3.2-11 米国出願のデータマイニング技術に関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

00 01 
合計 

1 Borg John W (US) 2 2

2 Carlson Angeline M (US) 2 2

3 Goetzke Gary A (US) 2 2

4 Johns Thomas N P (US) 2 2

5 Reid Malcolm E (US) 2 2

 

(3) 顧客対応技術 

a. リコメンデーション技術 

リコメンデーション技術は、顧客対応技術の中心となる技術であるだけでなく、CRM 技

術を代表する技術の一つでもある。 

リコメンデーション技術についても、1999 年までは出願件数が毎年 30 件程度、出願人

数も毎年 25 社程度であったが、2000 年には、出願件数が 298 件、出願人も 208 社（人）

に達した。 

図1.3.2-12 リコメンデーション技術の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-12 は、リコメンデーション技術に関する主要出願人の出願件数推移を示した

ものである。日本電気、富士通等の上位企業は 1993 年に各社が一斉に出願を始め、ほぼ継

続して出願を行っている。これに対して、ソニーは 2000 年にはじめて多数の出願を行って

いる。 

表 1.3.2-12 リコメンデーション技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 日本電気 2 1 1  21 25

2 日立製作所 3 1 1 3 2 2 6 18

3 富士通 1 1 2 2 4  7 17

4 大日本印刷 3 2 1 10 16

5 ソニー   9 9

6 東芝テック 2 2 1  1 2 8

6 松下電器産業 2  6 8

8 リコー 1   5 6

8 カシオ計算機 1 1  4 6

8 シャープ 1 1  4 6

11 セイコーエプソン  2 3 5

11 松下電工   5 5

11 三菱電機   5 5

0

50

100

150

200

250

300

350

0 50 100 150 200 250

出願人数

出
願
件
数

00

97

99

98



 

24 

図 1.3.2-13 は、米国特許におけるリコメンデーション技術に関する権利者数と特許件

数の推移を示すものである。ここに示された傾向は、CRM に関する米国特許全体の変化と

ほとんど同じもので、1998 年まで増加傾向を示している。2001 年に出願され 2002 年９月

までに公開されたリコメンデーション技術に関する出願は 51 件、出願人数は 164 社（人）

である。今後、米国特許の数も急激に増加することが予想される。 

図1.3.2-13 米国特許のリコメンデーション技術に関する権利者数-特許件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-13 は、米国特許の主要特許権者と特許件数推移を示すものである。上位３社

はいずれも３件の特許を有している。 

表 1.3.2-13 米国特許のリコメンデーション技術に関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 Clear With Computers 1 1  1  3

2 IPF 2 1  3

3 International Business Machines 1 1 1  3

 

表 1.3.2-14 米国出願のリコメンデーション技術に関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

00 01 
合計 

1 Kirkconnell-Ewing Nancy (US) 2 2

2 Sauder Lynn (US) 2 2

 

b. サービス提供技術 

図 1.3.2-14 は、この｢サービス提供技術｣の我が国における出願人数と出願件数の推移

を示すものである。 

ポイントサービスやマイレージサービス、あるいは保守サービスなどの｢その他サービ

ス｣は、CRM の特徴をなす技術の一つでもある。このため、この技術についても、CRM 技術

全体と同様に 2000 年に大幅な増加を示し、出願件数は 158 件、出願人数は 140 社（人）と

なっている。 
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図1.3.2-14 サービス提供技術の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-15 は、CRM の「サービス提供」に関する主要出願人の出願件数推移を示すもの

である｡日本電気は、比較的早くから出願を行っているが、その後出願が途絶え、2000 年

になって急激に出願を行った。1995 年から出願を始めた日立製作所と富士通は、この年に

まとまった出願を行ったほか、2000 年にも多数の出願を行っている。カシオ計算機、大日

本印刷、日本電信電話、東芝等も早くから出願を行っているが、カシオ計算機はその後 2000

年まで出願がなかった。大日本印刷は、その後毎年 1 件程度の出願を継続した。1996 年か

ら出願を始めた積水ハウスは、その後出願を行っていなかったが、2000 年に入りまとまっ

た出願を行っている。 

表 1.3.2-15 サービス提供技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 日本電気 2 2 2 14 20

2 富士通 1 2 4 2  2 7 18

3 日立製作所 4 3 2  5 14

4 東芝テック 1 2 2 1 1 2 1 1 11

4 大日本印刷 1 1 1  2 2 4 11

6 カシオ計算機 1   5 6

7 三洋電機 1  3 4

7 東芝 1 1   3 5

7 日本電信電話 1 1 2   1 5

10 積水ハウス 1   3 4

11 ピーエフユー 1   2 3

11 寺岡精工  1 1 1 3

11 沖電気工業 1 2  3

11 オムロン 1 1   1 3

11 凸版印刷 1   1 1 3
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米国特許における「サービス提供技術」に関する特許権者数と特許件数は、限られてい

る。しかし 2001 年に出願され 2002 年９月までに公開されたサービス提供技術に関する出

願は 24 件、出願人数は８社（人）である。今後、米国特許の数も急激に増加することが予

想される。 

図1.3.2-15 米国特許のサービス提供技術に関する権利者数-特許件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.2-16 米国特許のサービス提供技術に関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 Accenture  3  3

2 Harrah s Operating 1  1  2

 

米国出願における「サービス提供技術」に関する出願人の出願件数に、大きな特徴はみ

られない。 
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1.3.3 知的財産管理システムの技術要素 

1.1 章で示した知的財産管理システムの技術要素を、表 1.3.3 に示す。ここでは、この

技術要素に従い,知的財産管理システムの技術開発活動の状況を紹介する。 

 

表 1.3.3 知的財産管理システムの技術要素 

技術要素Ⅰ 

出願管理システム 

明細書作成支援システム 

特許情報管理システム 

知的財産流通支援システム 

 

1.3.4 知的財産管理システムの技術開発の状況 

CRM 技術に比べると、その増加が顕著ではないが、知的財産管理システムに関する出願

件数および出願人数も 2000 年になって急激に増加した。 

図 1.3.4-1 は、知的財産管理システム全体に関する我が国の出願人数-出願件数の推移

を示したものである。 

図に示されるように、1990 年以降、知的財産管理システムに関する出願件数-出願人数

は順調に増加していたが、90 年代を通じて、出願人で 20 人、出願件数で 30 件前後に留ま

っていた。この状況が 2000 年に急増した。2000 年の出願人数は 75 社（人）、出願件数も

108 件となっている。 

図1.3.4-1 知的財産管理システムの出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4-1 は、知的財産管理システム全体に関する主要出願人の出願件数推移を示した

ものである。この表に示されるように、日立製作所、東芝、松下電器産業は古くから知的

財産管理システムに関する特許を出願していた。これに対して、最近、新たに出願を行っ

てきたのがキヤノン、ソニーと日本触媒化学工業である。特に、キヤノンは 2000 年だけで

17 件の特許を出願している。 
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表 1.3.4-1 知的財産管理システム全体の主要出願人と出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 キヤノン   17 17

2 日立製作所 1 1 1 2 3 1 1 3  2 15

3 インパテック 1 1  4  3 9

4 リコー 1 1 4 1  1 8

5 日本電気 3 1 2 2 8

6 ソニー   7 7

7 東芝 1 1 1 1  2 6

8 松下電器産業 2 1   3 6

9 富士通 1  2 1 1 5

10 野村総合研究所  1  3 4

11 日本触媒化学工業   4 4

12 岩堀 邦男（弁理士）  4  4

 

図 1.3.4-2 は、我が国における知的財産管理システムの技術要素毎の出願件数推移を示

したものである。1999 年頃までは、「特許情報管理システム」に関する出願が全体の半数

近くを占め、知的財産管理システムの中心技術であった。しかし、2000 年に入ると、ビジ

ネス関連特許の出願が増加したこともあって、知財流通支援システムに関する出願が急増

した。また、出願管理システムに関する出願も増加した結果、特許情報管理システムの占

める割合は、従来に比べ低いものとなっている。 

図1.3.4-2 知的財産管理システムの技術要素別出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.4-3 は、知的財産管理システムの各技術要素別に出願件数比率を示す。累積件数

では、現在においても特許情報管理システムに関するものが知的財産管理システムの 40％

以上を占めており、次いで出願管理システムに関するもの、知的財産流通支援システムに

関するものがそれぞれ 27％および 21％を占めている。 

図1.3.4-3 知的財産管理システムの技術要素別出願件数比率 
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図 1.3.4-4 は、米国特許商標庁が特許とした知的財産管理システムの権利者数-特許件

数の推移を示すものである。米国特許についても増加傾向にあるが、権利者数は 10 人以下

であり特許件数 10 件に達していない。 

図1.3.4-4 米国特許の知的財産管理システムに関する権利者数-特許件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国については、特許件数が少ないこともあって、多数の特許を持つ企業は少ない。 

スマートパテント社は当初から知財管理システムの提供を行なっている企業であり、

Aurigin システム社は、特許情報分析のソフトウェアで有名な企業である。 

 

表 1.3.4-2 米国特許の知的財産管理システムに関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 SmartPatents 2 2  4

2 Aurigin Systems 1 3 4

3 Sandia 1  1 2

 

図 1.3.4-5 は、米国特許商標庁が特許した知的財産管理システムに関する特許を技術要

素別に示したものである。 

米国においても、1996 年から 98 年までは特許情報管理システムに関する出願がほとん

どであったが、99 年から知財流通支援システムに関する出願が急増している。特に公開公

報ではその傾向が顕著となっている。 

図1.3.4-5 米国特許の知的財産管理システムに関する技術要素別特許件数推移 
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図 1.3.4-6 は、米国特許商標庁が特許した知的財産管理システムに関する特許の技術要

素別に構成比を示す。米国特許の場合、特許情報管理システムに関するものの割合が 60％

を超えている。 

図1.3.4-6 米国特許の知的財産管理システムに関する技術要素別特許件数比率 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.4-7 は、米国出願の知的財産管理システムに関する技術要素別に出願件数をみた

ものである。日本と比較し、知財流通支援システムに関する割合が高い。 

図1.3.4-7 米国出願の知的財産管理システムに関する技術要素別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4-3 米国出願の知的財産管理システムに関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

00 01 
合計 

1 Grainger Jeffry J (US) 8 8

2 Snyder Cecily Anne (US) 5 5

3 Wilkinson William T (US) 5 5
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(1) 出願管理システム 

図 1.3.4-8 は、出願管理システムの出願人数-出願件数の推移を示したものである。出

願件数は少ないが、1998 年まで増減を繰り返していたが、99 年から 2000 年にかけて出願

人数、出願件数ともに急増している。 

図1.3.4-8 出願管理システムの出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4-4 は、知的財産管理システムの出願管理システムに関する主要出願人の出願件

数推移を示したものである。 

 

表 1.3.4-4 出願管理システムの主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 キヤノン   13 13

2 日立製作所 1 3   4

3 日本電気 1 1 1 3

4 東芝 1 1   1 3

 

(2) 明細書作成支援システム 

効率的な明細書作成や、法律改正への対応などにおいて、明細書作成支援システムは大

きな効果を発揮するものである。図 1.3.4-9 に示されるように、1999 年までは、この明細

書作成支援システムに関する出願は極めて限られたものであった。この技術についても

2000 年に急速に出願が増加したが、依然として出願件数として 12 件、出願人数は９人と

限られたものである。 

図1.3.4-9 明細書作成支援システムの出願人数-出願件数の推移 
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表 1.3.4-5 は、知的財産管理システムの明細書作成支援システムに関する主要出願人の

出願件数推移を示したものである。近年、ソニーからの出願が増加している。 

 

表 1.3.4-5 明細書作成支援システムの主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 ソニー   3 3

2 東芝 1   1 2

3 日本電気 2  2

4 日立製作所 1   2

5 日立通信システム  1  1 2

6 斉藤 繁   2 2

 

米国特許商標庁が特許した明細書作成支援システムに関する特許は、極めて限られたも

のである。 

 

(3) 特許情報管理システム 

図 1.3.4-10 は、特許情報管理システムに関する我が国の出願人数-出願件数の推移を示

したものである。 

最初に述べたように、特許情報管理システムに関する出願件数は、以前から行われてい

たものであるが、1990 年代後半においても出願人数、出願件数とも 15 人、15 件程度のも

のであった。特許情報管理システムに関する特許も 2000 年には急増し、出願件数で 27 件、

出願人数で 20 社（人）に増加した。 

図1.3.4-10 特許情報管理システムの出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4-6 は、特許情報管理システムに関する主要出願人とその出願件数推移を示した

ものである。この表に示すように、継続して出願を行っている日立製作所と最近まとめて

出願をしているインパテックの出願が多い。2000 年にまとまった出願を行っている企業と

しては、インパテックのほか、パトリス、キヤノンなどがある。 
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表 1.3.4-6 特許情報管理システムの主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 インパテック 1 1 4  3 9

2 日立製作所 1 2 1 1 3   1 9

3 リコー 1 4 1  6

4 松下電器産業 2 1   2 5

5 富士通 1 1 1 1 4

6 パトリス   3 3

7 キヤノン   3 3

8 レーム プロパティズ ＢＶ 2 1   3

9 エイデイシーテクノロジー 1 2   3

 

図 1.3.4-11 は、米国特許商標庁が特許した特許情報管理システムに関する特許の権利

者数と特許数の推移を示したものである。 

米国特許において、特許情報管理に関するものは、知的財産管理システムの他の技術に

比べて多いほうであるが、権利者数は５社、特許件数は毎年６件が最高である。 

表 1.3.4-7 はその主な権利者を示すが、最も多いスマートパテントおよび Auringin シ

ステムズであっても、関連する特許は３件だけである。 

 

図1.3.4-11 米国特許の特許情報管理システムに関する権利者数-特許件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4-7 米国特許の特許情報管理システムに関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 SmartPatents 1 2   3

2 Aurigin Systems 1 2  3

3 Sandia 1   1 2

 

表 1.3.4-8 米国出願の特許情報管理システムに関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

00 01 
合計 

1 Grainger Jeffry J (US) 4 4

2 Shay James R (US) 3 3

3 Snyder Cecily Anne (US) 3 3
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(4) 知的財産流通支援システム 

知的財産の活用が重要な課題となり、ライセンス等の知的財産流通を支援するシステム

も注目されるものとなっている。 

図 1.3.4-12 は、我が国における知的財産流通支援システムに関する出願人数-出願件数

の推移を示したものである。 

図に示されるように、1990 年代のこの分野の出願件数及び出願人数は、毎年５件あるい

は５人を下回るものであった。ところが、ビジネス関連特許が注目されるようになると、

サイトによる特許流通支援システムを構築しようとする出願が急増することになる。2000

年の出願では、出願人数が 99 年に比べて５倍、出願件数は６倍強の増加となっている。 

図1.3.4-12 知的財産流通支援システムの出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4-9 は、知的財産流通支援システムに関する主要出願人とその出願件数推移を示

したものである。ここに表れた上位の出願人は、いずれも 98 年以降の出願であり、岩堀邦

男弁理士を除けば、2000 年に初めて出願されたところが特徴である。 

 

表 1.3.4-9 知的財産流通支援システムの主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 岩堀 邦男（弁理士） 4 4

2 古川 正雄 3 3

3 葛生 幹夫 2 2

4 アトランテイス 2 2

5 野村総合研究所 2 2

6 日本電気 2 2

7 ソニー 2 2

 

米国特許商標庁が特許とした知財流通支援システムに関する特許件数は極めて限られ

た件数に留まっている。また、表 1.3.4-10 に示されるように、多数の特許を保有する権利

者もない。 

2000 年末から始まった公開制度により公開された出願をみると、2001 年にその数は急

増している。 
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表 1.3.4-10 米国特許の知財流通支援システムに関する権利者別の特許件数推移 

年次別出願件数 
No. 権利者名 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00
合計

1 Mosaic Technologies 1 1

2 CHI Res 1 1

3 IP Value 1 1

 

表 1.3.4-11 米国出願の知財流通支援システムに関する主要出願人の出願件数 

年次別出願件数 
No. 出願人名 

00 01 
合計 

1 Wilkinson William T (US) 5 5

2 Arrow Alexander K (US) 3 3

3 Brandegee Bear (US) 3 3

4 Kossovsky Nir (US) 3 3

5 Wheelock Kenneth S (US) 2 2
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1.4 全体の動向 

 

1.4.1 CRM の課題と解決手段 

CRM に関する特許出願の技術開発の課題を、表 1.4.1-1 に示す。課題Ⅰは、具体的な課

題である課題Ⅱで示されるものをまとめたものである。 

 

表 1.4.1-1 CRM の課題一覧 

課題 Ⅰ 課題 Ⅱ 

広告効果の向上   

購買機会への対応   

商品選択支援 商品選択支援 

正確なターゲット抽出   

問合せ対応強化   

購入品の稼動の維持 稼動の維持 

  確実な始動 

  確実な修理 

  保守･保証の適正化 

顧客囲い込み 金銭的囲い込み 

  心情的囲い込み 

追加・買換の促進 追加 

  買換 

待ち時間短縮   

サービスの個性化 顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの内容充実 

  対応の個性化 

収集率の向上   

分析機能の改善 分析処理時間短縮 

  正確な傾向分析 

  潜在ﾆｰｽﾞ把握 

  評価方法の改善 

顧客の分析 顧客の分類 

  嗜好分析 

商品の分析 選好度分析 

情報の分析   

安全性の向上 ﾃﾞｰﾀ漏洩防止 

  改ざん防止 

  不正ｱｸｾｽ防止 

業務効率の改善 営業支援強化 

  事務手続きの効率化 

  販売形態の改善 

システムの改善 ｶｰﾄﾞ機能の改善 

  ﾃﾞｰﾀ更新の改善 

  ﾃﾞｰﾀ収集の改善 

  ﾃﾞｰﾀ入力の改善 

  稼動の維持 

  処理時間短縮 

  情報の共有 

  表示方法の改善 

会員の増強 新規顧客の獲得 

  紹介促進 

 

 

1.4 CRM および知的財産管理システムの課題と解決手段 
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一方、このような課題を解決するために開発された解決手段を表 1.4.1-2 に示す。解決

手段Ⅰは、具体的な解決手段である解決手段Ⅱをまとめたものである。 

 

表 1.4.1-2 CRM の解決手段一覧 

解決手段 Ⅰ 解決手段 Ⅱ 

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用   

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの活用   

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

  ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

  ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

  情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

  値引ｻｰﾋﾞｽ 

  特典ｻｰﾋﾞｽ 

新たなｻｲﾄ構築   

ｼｽﾃﾑ構成の改善 CD-ROM の利用 

  携帯端末接続 

  ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ接続 

  ｽｷｬﾅｰ接続 

  統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

  IC ｶｰﾄﾞの利用 

  RF-ID の利用 

  画面の分割 

  新たなｼｽﾃﾑ構成 

ﾃﾞｰﾀ関連付け   

ﾃﾞｰﾀの変換 暗号化 

  音声 

  認証･署名の付加 

顧客情報の多面的活用 ｱﾝｹｰﾄの活用 

  ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

  顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

  回答情報の活用 

  反応情報の活用 

  問合せ内容の活用 

補助的情報の活用 案内情報の活用 

  画像情報の活用 

  商品情報の活用 

  地域･地図情報の活用 

  対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

  分析結果の活用 

  履歴情報の活用 

補助的手段の活用 電子ﾒｰﾙの活用 
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1.4.2 知的財産管理システムの課題と解決手段 

知的財産管理システムに関する特許出願の技術開発の課題を、表 1.4.2-1 に示す。課題

Ⅰは、具体的な課題である課題Ⅱで示されるものをまとめたものである。 

 

表 1.4.2-1 知的財産管理システムの課題一覧 

課題 Ⅰ 課題 Ⅱ 

システムの改善 データ入力の改善 

  表示機能の改善 

  検索速度の向上 

安全性の向上 不正アクセス防止 

  漏洩防止 

  改ざん防止 

  照合の確実化 

創造の支援   

検索の高度化 外国文献の効率的利用 

  キーワード・分類の抽出 

  検索式入力支援 

  検索速度の向上 

  出願管理 

  相互利用 

  動向分析機能 

資料作成の効率化   

知的財産の評価   

評価手法の開発 出力・表示の改善 

  検索精度向上 

  専門家による支援 

  動向分析機能 

業務処理の効率化 期日管理 

  事務手続きの効率化 

  訴訟の支援 

  資金調達支援 

  動向分析機能 

  案件処理 

  見積書作成支援 

知財の流通促進 資金調達支援 

  専門家により支援 

  取引促進 
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一方、このような課題を解決するために開発された解決手段を、表 1.4.2-2 に示す。解

決手段Ⅰは、具体的な解決手段である解決手段Ⅱをまとめたものである。 

 

表 1.4.2-2 知的財産管理システムの解決手段一覧(1/2) 

解決手段 Ⅰ 解決手段 Ⅱ 

キー情報の活用 データベース 

新たなサイト構築 業務委託 

  仲介 

  情報開示 

  契約支援 

  使用許諾 

  証券化 

  信託 

  投資 

  特許事務所との連携 

  入札 

  有効性の先行技術調査に報奨金 

システム構成 メディア記録装置の接続 

  メディア読取機の接続 

  スキャナー読取 

  ディスクキャッシュ 

  ハードウエア 

  安全システム 

  特許商標料の口座振替 

データベースの活用 DB の統合化 

  インターネット情報 

  依頼情報 

  対応情報 

データ関連付け キーワード 

  グラフ 

  引用情報 

  外国優先権情報 

  分割特許 

  文書構成要素 

  リンク 

  補助情報との関連付け 

データ変換 位置決め 

  ファイヤウオールの通過 

  暗号化 

  外国語翻訳 

  文字認識 

パターン・ルールの活用 ドメイン名 

  パターンの活用 

  ルールの活用 

  対応情報 

  弁理士に見積依頼 

画像情報の活用 テキストの頁付け 

技術文献の活用 キーワード 

  技術文献の活用 

  分布図の特定部位指定 

校正機能の活用 作成と校正のｻｰﾊﾞ/ｸﾗｲｱﾝﾄｼｽﾃﾑ 

  用語整合 

識別情報の活用 書類の確認 

  開示文書の明示 

  関連情報 

  期日管理システム 

  検討依頼 
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表 1.4.2-2 知的財産管理システムの解決手段一覧(2/2) 

解決手段 Ⅰ 解決手段 Ⅱ 

識別情報の活用 事項の文頭 

  手続き情報 

  抄録の作成 

実施利益の活用 ポートフォリオ 

  寄与度 

  現価値 

書誌情報の活用 テンプレート 

  案件の検討 

  共願先問合せ 

  指定範囲とコメント 

  時間デーブルを作成 

  手続き情報 

  提案書の検証 

  必要書類 

抄録の活用 設計資産の再利用 

  評価 

認証・署名 ID・顧客 

  アクセス権 

  タイムスタンプ 

  依頼の承認 

  特許情報 

分析結果・履歴情報の活用 グラフ 

  カタログ 

  ステータス 

  フォーマット・集計用 

  検索結果の活用 

  差分の活用 

  座標データの活用 

  色別表示 

  進捗情報の活用 

  知的財産情報の活用 

  付加情報の活用 

  有効性 

分類・キーワードの活用 キーワード 

  テーマ情報 

  ヒット件数 

  項目順位ファイル 

  侵害識別 

  付加情報 

類似度の活用 キーワード 

  トレーニングデータ 

  使用回数 

  叙述語 

  照合率 

  特許分類 

  文書間の関係 

  技術要素に分類 
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1.4.3 CRM 技術の技術要素と課題 

図 1.4.3-1 に、CRM 技術の技術要素と課題に対応した出願件数の分布を示す。 

CRM 技術の共通の課題としては、「サービスの個性化」と「顧客の囲い込み」を課題とすも

のが多い。次いで、「業務効率の改善」、「システムの改善」を課題とするものが多い。 

技術要素別にみると、顧客情報加工技術、顧客情報収集技術については、課題が３つ程

度に集中しているのに対して、顧客対応技術については、多様な課題を有していることが

分かる。すなわち、顧客情報収集技術では、便利な入力機器の接続や、遠方やいろいろな

場所で会員登録できる入力機器の接続等の「システムの改善」と「サービスの個性化」に

出願が集中している。 

データマイニング技術では、顧客をカテゴライズ化する「顧客の分析」と「分析機能の

改善」にほとんどの出願が集中している。 

パーソナライジング技術については、これらの技術よりもやや多くの課題を抱えている。

顧客データベースの充実、サービス対応の変化や提供情報の変化を目的とする「サービス

の個性化」が際立って大きな課題となっている。さらに「業務効率の改善」、「安全性の向

上」と「システムの改善」が課題となっている。 

 

図 1.4.3-1 CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

33

2

8

76

3

3

13

43

175

2

3

4

7

6

3

2

3

5

13 16

2

7

2

49

53

53

3

2

38

26

4

7

109

81

29

6879 7051
6

8

2218 195026

7774

4

課　題

技
術
要
素

顧客情報収集技術

パーソナライジング技術

データマイニング技術

リコメンデーション技術

サービス提供技術

顧
客
対
応
技
術

顧
客
情
報
加
工
技
術

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

会
員
の
増
強



 

42 

これに対して、顧客対応技術は、特定の課題に集中せず、さまざまな課題を有している。

サービス提供技術では、ポイントサービスや値引サービスの「顧客囲い込み」の課題が際

立っており、次いでコールセンターでの親身な相談と、正確な回答をサービスする「問合

せの強化」を課題としている。 

リコメンデーション技術は最も出願が多いが、課題はサービス提供技術以上に分散して

いる。広告によるお勧めの「広告効果の向上」、消耗品等のお勧めの「追加・買換の促進」、

心情的なサービスによる「顧客の囲い込み」、タイミングの良いお勧めの「購買機会への対

応」、グレードアップのお勧めの「購入品の稼動の維持」、組み合せの難しいオプション商

品等のお勧めの「商品選択支援」等課題が分散している。 

 

図 1.4.3-2 に、CRM 技術に関して、米国特許商標庁で発行された特許および出願公開さ

れた出願（以下「米国特許・出願」と呼ぶ）の技術要素と課題に対応した出願の分布を示

す。 

米国特許・出願についても、この傾向は同じであるが、課題については、特に集中してい

ない。 

 

図 1.4.3-2 米国特許・出願の CRM 技術の技術要素と課題の分布 
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1.4.4 CRM 技術の課題と解決手段 

図 1.4.4-1 に、CRM 技術の課題と解決手段に対応した出願の分布を示す。 

CRM 技術で最も多くの出願が集中している「サービスの個性化」と「顧客囲い込み」に

ついてみると、「サービスの個性化」については、顧客データベースの内容を充実させて個

性化に対処するために「顧客情報の多面的活用」や、購買履歴を活用してタイミングの良

いお勧めをする「補助的情報の活用」、「データの関連付け」、「キャンペーンや試用などの

活用」などさまざまな工夫の手段が用いられている。それに対して「顧客囲い込み」は、

金銭的なサービスの「新たなサービスの提供」に 70％ぐらい集中している。 

この２つの課題に次いで多いのが、「システムの改善」である。システムに携帯電話を

つなげて顧客データを収集する、携帯端末を訪問先で使用する、IC カードや RF-ID などで

リアルタイムに顧客の情報を収集するための「システム構成の改善」に集中している。 

この CRM の技術で、最も広範囲に用いられている解決手段は、顧客属性とその関連情報

である「顧客情報の多面的活用」と、顧客の行動属性、地図情報、画像情報等である「補

助的情報の活用」である。 

図 1.4.4-1 CRM 技術の課題と解決手段の分布 
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図 1.4.4-2 に、CRM 技術に関する米国特許・出願の課題と解決手段の分布を示す。 

日本と比較して、「顧客囲い込み」のポイントサービスなどが少なく、顧客の分析を購

買履歴等の補助的情報を活用して行うデータマイニング技術の比率が高いのが特徴である。 

 

図 1.4.4-2 米国特許・出願の CRM 技術の課題と解決手段の分布 
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1.4.5 CRM の技術要素別の課題と解決手段 

CRM の技術毎に、課題に対する解決手段で、特徴ある部分を取り出して解析し、その出

願人の分布を示す。 

 

(1) 顧客情報収集技術 
図 1.4.5-1 に、顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の分布を示す。 

顧客情報の収集技術で多い課題である「システムの改善」に対しては、「システム構成

の改善」で対応している。会員が買い物の時に提示する IC カードによる情報収集、商品に

付けた RF-ID による情報収集、バーコードやスキャナーによる情報収集をするためのシス

テムの改善によるもの、遠隔の会員登録のため又は商品の売れ筋しか分からなかった POS

システムを CRM の顧客情報収集機能を設けるための新たなシステム構成等である。「サー

ビスの個性化」に対して、「顧客情報の多面的活用」は、アンケートを活用した顧客情報の

収集である。 

図 1.4.5-1 顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

2

2

12

8

2

2

3

44

課　題

解
決
手
段

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強



 

46 

図 1.4.5-2 に、米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の分布を示

す。サービスの個性化に対して補助的情報の活用で対応するものが、日本に比べて多い。 

図 1.4.5-2 米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の分布 
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表 1.4.5-1 に、「顧客情報収集技術」の課題に対する解決手段の詳細を示す。 

最も出願が集中しているシステムの改善に対しては、「データ収集の改善」と「カード機能

の改善」が具体的課題となっている。この課題に対する解決手段である「システム構成の

改善」は、「IC カードの利用」、「バーコードの接続」、「CD-ROM の利用」、「RF-ID の利用」

に関するものが多く、主として効率の良い情報の収集をめざすものである。 

一方、次に集中している「サービスの個性化」に対しては、「対応の個性化」と「顧客

データベースの内容充実」が具体的課題になっている。この課題に対する解決手段である

「顧客情報の多面的活用」は、「パーソナル情報の活用」、「アンケートの活用」で対応する

ものが多く、収集する情報の内容の充実をめざすものである。 

 

表 1.4.5-1 顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の詳細 
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表 1.4.5-2 に、米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の詳細を示

す。「サービスの個性化」は、日本より出願が集中しており、「画像情報の活用」が多い。 

 

表 1.4.5-2 米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の詳細 
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表 1.4.5-3 顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の出願人（1/2） 
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(共願) 1
日本電気ｿﾌﾄｳｴｱ;
日本電気 (共願)
1
大日本印刷 1
ﾊﾟｿｺﾝｻ-ﾋﾞｽ群馬;
ｳｴﾙｶﾑ商事 (共
願) 2

名取 仁 1
ｷﾕ-ｻｲ 1

ｽｷｬﾅｰ接続 大日本印刷 1
ﾀﾞｲｱﾛｸﾞｼﾞﾔﾊﾟﾝ;
日本ﾊﾞﾝｶﾞ-ﾄﾞ;ﾌﾘ
-ﾀﾞﾑ ｸﾞﾙ-ﾌﾟ (共
願) 1
ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ
INTERN INC 1

ICｶｰﾄﾞの利用 大日本印刷 1
小林記録紙 1
三菱樹脂;ﾊﾄﾞｿﾝ;
ﾃｽｺﾑ (共願) 2
三菱樹脂;ﾊﾄﾞｿﾝ;
ｼﾞﾔﾙﾃﾞ-ﾀ通信
(共願) 1
ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 2

矢崎総業 1
日立製作所;日立
ｲﾝﾌｵﾒ-ｼﾖﾝﾃｸﾉﾛｼﾞ
- (共願) 1
日本電信電話 1
沖電気工業 1
横浜ｺﾞﾑ 1
ﾊﾟｼﾌｲﾂｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝ
ｻﾙﾃｲﾝｸﾞ 1
ﾆﾃﾞﾂｸ 1

日本ｱﾋﾞｵﾆｸｽ 1
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 1
ｼﾃｲｺ-ﾌﾟ DEV ｾﾝﾀ
- INC 1

            課　題

解決手段

　Ⅰ　　　 　Ⅱ

サービスの個性化

収集率の向上

システムの改善

補
助
的
情
報
の
活
用

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用

シ
ス
テ
ム
構
成
の
改
善
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表 1.4.5-3 顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の出願人（2/2） 

 

 

表 1.4.5-4 に、米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の権利者・

出願人を示す。出願の集中している「パーソナル情報の活用」による「サービスの個性化」

については、半導体の企業と個人が出願している。 

 

表 1.4.5-4  米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客データベー
スの内容充実

対応の個性化
カード機能の
改善

データ収集の
改善

データ入力の
改善

RF-IDの利用 立石電機 1
富士通 1
ｳｴﾙｺﾑ 1
ヴｴﾂｸ 1

新たなｼｽﾃﾑ構
成

ﾓﾄﾛ-ﾗ INC 1
ｴｲ ﾃｲ ｱﾝﾄﾞ ﾃｲ
CORP 1

北九州消防設備
保守ｾﾝﾀ- 1
昌平不動産総合
研究所 1

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

新たなｻｲﾄ構築 李 文生;ｴﾇ ﾃﾞｲ-
ﾋﾞ- (共願) 1
日本電気 1

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 北陸日本電気ｿﾌﾄ
ｳｴｱ 1

情報提供ｻｰﾋﾞｽ ｶﾞｲｱﾂｸｽ 1

特典ｻｰﾋﾞｽ 日本ﾃｲ-ｴﾑｱｲ 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や

試
用
な
ど
の
活
用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用
などの活用

ﾌｼﾞｼ-ﾙ 1

新
た
な
サ
ー

ビ
ス

の
提
供

シ
ス
テ
ム

構
成
の
改
善

            課　題

解決手段

　Ⅰ　　　 　Ⅱ

サービスの個性化

収集率の向上

システムの改善

業務処理の効率化

顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
内容充実

対応の個性化 販売形態の改善 ｶｰﾄﾞ機能の改善 ﾃﾞｰﾀ収集の改善

画像情報の
活用

個人 1
Telxon Corp 1
Glacier
Advertising Ltd
1

商品情報の
活用

GaiaX Co Ltd JP
1

分析結果の
活用

個人 1
Sabre Inc 1
International
Business
Machines Corp 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

個人 1
Intel Corp 3

Vivonet Inc 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

個人 2

デ
ー

タ

関
連
付
け

ﾃﾞｰﾀ関連付け Fujitsu Ltd JP
1

サービスの個性化

収集率の向上

システムの改善　　　　　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　　 　　Ⅱ

補
助
的
情
報
の
活
用

顧
客
情
報
の

多
面
的
活
用
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表 1.4.5-4  米国特許・出願の顧客情報収集技術の課題に対する解決手段の出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務処理の効率化

顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
内容充実

対応の個性化 販売形態の改善 ｶｰﾄﾞ機能の改善 ﾃﾞｰﾀ収集の改善

ｽｷｬﾅｰ接続 NCR Corp 1 Airclic Inc 1
統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 個人 1
ICｶｰﾄﾞの利用 個人 1
RF-IDの利用 個人 1

Fujitsu Ltd JP
1

新たなｼｽﾃﾑ
構成

Motorola Inc 1
AT&T Corp 1

Systec
Ausbausysteme
GmbH DE 1

新
た
な
サ

イ
ト
構
築

新たなｻｲﾄ構築 Walker Digital
LLC 1

情報提供ｻｰﾋﾞｽ GaiaX Co Ltd 1

特典ｻｰﾋﾞｽ 個人 2

収集率の向上

システムの改善

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

シ
ス
テ
ム

構
成
の
改
善

　　　　　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　　 　　Ⅱ

サービスの個性化
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(2) 顧客情報加工技術 

(a) パーソナライジング技術 

図 1.4.5-3 に、パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の分布を示す。 

前述の通り、パーソナライジング技術では、「サービスの個性化」が最も出願の多い課

題となっている。具体的には顧客データベースの内容の充実と、サービス等への対応の個

性化のためであり、「顧客情報の多面的活用」、「補助的情報の活用」と「データ関連付け」

で対応するものが多い。次いで多い課題が「システムの改善」で、これは他のデータベー

スから顧客データベースに必要情報を取り込んだり、他のデータベースを統合するための

「システム構成の改善」で対応するものである。 

 

図 1.4.5-3 パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の分布 
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情
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図 1.4.5-4 に、米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する解決手段の分

布を示す。 

「サービスの個性化」に対して「顧客情報の多面的活用」が多く、「システムの改善」に対

して「システム構成の改善」で多く対応している。 

 

図 1.4.5-4 米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-5 に、パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の詳細を示す。 

出願が最も集中している課題は、「サービスの個性化」であり、具体的には「顧客デー

タベースの内容充実」と「対応の個性化」である。「顧客データベースの内容充実」に対し

ては、「データ関連付け」や「履歴情報の活用」で対応しているものが多く、基本的な情報

を集めたり、関連付けたりすることによる顧客データベースの内容の充実といえる。それ

に対して「対応の個性化」は、「アンケートの活用」、「キャンペーンや試用などの活用」や

データマイニング技術などによる「分析結果の活用」であり、嗜好など心情的な情報を集

めてデータベースを充実させるものである。 
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次に集中している課題に「システムの改善」があるが、具体的には「情報の共有」であ

る。購買履歴情報、商品情報や価格情報等は、企業の基幹システムの情報であり、CRM 技

術と連携させなければならない。その解決手段が「統合データベース」であり、データウ

エアハウスとも呼ばれている技術である。 

その次に集中している課題に「安全性の向上」があり、具体的には「顧客照合の確実化」

があり、これに対しては「認証・署名」で対応している。 

 

表 1.4.5-5 パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧
客
囲
い
込
み

待
ち
時
間
短
縮

分
析
機
能
の
改
善

商
品
の
分
析

心
情
的
囲
い
込
み

顧
客
デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の
内
容
充
実

対
応
の
個
性
化

潜
在
ニ
ー

ズ
把
握

顧
客
の
分
類

嗜
好
分
析

選
好
度
分
析

デ
ー

タ
漏
洩
防
止

改
ざ
ん
防
止

顧
客
照
合
の
確
実
化

不
正
ア
ク
セ
ス
防
止

営
業
支
援
強
化

事
務
手
続
き
の
効
率
化

販
売
形
態
の
改
善

カ
ー

ド
機
能
の
改
善

デ
ー

タ
更
新
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改
善

デ
ー

タ
入
力
の
改
善

処
理
時
間
短
縮

情
報
の
共
有

表
示
方
法
の
改
善

新
規
顧
客
の
獲
得

紹
介
促
進

案内情報の活用 2

画像情報の活用 5 1 1 2 1

商品情報の活用 1 1

地域･地図情報の活用 4

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 2

分析結果の活用 17 2 1 1 1 5 1 1

履歴情報の活用 2 17 1 1 2 11 3 2 1 1 1

ｱﾝｹｰﾄの活用 19

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 1 11 3 1 6 8 2 1 4 1 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 6 3 1

反応情報の活用 2

暗号化 7

認証･署名の付加 1 16 5

1 35 1 1 1 4 1 1 1 2 1

携帯端末接続 1 1 6 2 1

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ接続 1

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 1 1 4 17

ICｶｰﾄﾞの利用 2 2 1 2

画面の分割 1

新たなｼｽﾃﾑ構成 2 3 1 3 2 2 3

7 3 3

1 9

2

顧客情報の多面的活用

ﾃﾞｰﾀの変換

ｼｽﾃﾑ構成の改善

業
務
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率
の
改
善

シ
ス
テ
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の
改
善

会
員
の
増
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補助的情報の活用
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表 1.4.5-6 に、米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する解決手段の詳

細を示す。出願が集中しているのは、「サービスの個性化」で、それに対しては「アンケー

トの活用」が多い。 

 

表 1.4.5-6 米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-7 に、パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の出願人を示す。出願

の最も集中している「データ関連付け」による「顧客データベースの内容充実」について

は、電気通信、写真機、印刷、建築、自動車等の企業が出願している。 

次に集中している「アンケートの活用」による「対応の個性化」については、電気通信、

化学、印刷、広告、旅行等の企業が出願している。 

次に集中している「分析結果の活用」による「対応の個性化」については、電気通信、

陶器、印刷、OA 機器等の企業が出願している。 
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縮
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反応情報の活用 1

暗号化 3

認証･署名の付加 3

6 2

携帯端末接続 1
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次に集中している「履歴情報の活用」による「顧客データベースの内容充実」について

は、電気通信、OA 機器、建築、印刷、重工業、光学等の企業が出願している。 

さらに「統合データベース」による「情報の共有」については、自動車、電気通信、OA

機器、証券、ガス、運輸、化粧品等の企業が出願している。 

 

表 1.4.5-7 パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の出願人（1/4） 
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ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1
ﾊﾟｲｵﾆｱ 1

対応者ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽの活用

ﾘ-ﾄﾞ総合ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ
1
ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1

分析結果の
活用

富士通 2
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
日本電気 2
東陶機器 1
大日本印刷 1
高崎 義一 1
稲門堂 1
ﾒｶﾞﾌﾕ-ｼﾞﾖﾝ 1
ﾄﾞｳ- ｱｼｽﾄ 1
ｿﾆ- 2
ｷﾔﾉﾝ 1
ｵﾌﾟﾄﾛﾑ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛ
ｼﾞ- 1
ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ
INTERN INC 1

日本ﾀｲﾌﾟﾗｲﾀ- 1 ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1 北陸日本電気ｿﾌﾄ
ｳｴｱ 1
日本ｸﾞﾗﾝｹﾞﾂﾄ 1
大日本印刷 1
ﾘｺ- 1
ﾊﾞﾂｸｵﾌｲｽ 1

履歴情報の
活用

日本電気 3
東京電気 1
中井 正和 1
大和ﾊｳｽ工業;あ
かがね印刷出版
(共願) 1
大日本印刷 2
大阪瓦斯 1
柴田 二三男 1
三菱重工業 1
希易資訊股ふん
1
沖電気工業 1
ﾘｺ- 1
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 1
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
1
ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ 1

ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 1 日立製作所 1
ﾈﾂﾄｽﾊﾟｲｽ 1

野村総合研究所
1
武蔵野 1
日立建機 1
京ｾﾗ 1
ﾓﾃｲﾍﾞｱ 1
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾛﾝﾃｲｱ 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ｼﾞｴ-ｴﾇｴﾙ;ﾏﾛﾈｲﾄ
(共願) 1
ｹﾝﾄﾂﾌﾟ 1
ｹﾞﾂﾄ ﾜﾝ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｺﾑｳｴｱ
1

日本鋼管 1
中国日本電気ｿﾌﾄ
ｳｴｱ 1
ｶｼｵ計算機 1

　　   　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　　 　　Ⅱ

サービスの個性化 業務効率の改善

補
助
的
情
報
の
活
用
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表 1.4.5-7 パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の出願人（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の向上 システムの改善

顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
内容充実

対応の個性化
顧客照合の
確実化

営業支援強化
事務手続きの
効率化

情報の共有

ｱﾝｹｰﾄの活用 富士通 1
白石 崇 1
日本交通公社 1
中井 正和 1
大日本印刷 3
全国鉄道広告 1
松下電器産業 1
熊坂 憲二 1
沖電気工業 1
ﾚｲﾝｽﾞｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ
1
ﾕ-ｽﾞ 1
ｼ- ﾈｸｽﾄ 1
ｼﾞ- ｱﾝﾄﾞ ｼﾞ-ﾌｱﾙ
ﾏ 1
ｴﾙｺﾞ ﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾌﾛﾝﾃｲｱ
1
ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾀ-ﾁﾔﾈﾙ
1
ｱ-ﾙ ﾂ- ｲﾉﾍﾞ-ｼﾖﾝ
1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

日本電気 8
第一勧業銀行;富
士銀行;日本興業
銀行 (共願) 1
松下電工 1
ｲﾝﾌﾟﾚｽ 1

沖電気工業 1
ｺﾆﾝ. ﾌｲﾘﾂﾌﾟｽ ｴﾚ
ｸﾄﾛﾆｸｽ NV 1
ｴﾑ ｴﾑ ｴﾇ 1

富士通 2
三洋電機 1
ﾘｵ-ﾀﾞﾝ ｼﾞﾖﾝ;ﾓｱﾊ
ｳｽ ﾌﾞﾙ-ｽ (共願)
1
ﾔﾏﾊ 1
ｳｴﾝｽﾞﾈﾂﾄﾜ-ｸ;大
野 勝久 (共願)
1
ｲｵﾝｸﾚｼﾞﾂﾄｻ-ﾋﾞｽ
1
ｱｲﾘﾂｸ 1

日本電信電話 1 東京電気 1
ﾀｶﾔﾓ-ﾀ- 1
ｿｼｵﾝ 1
ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

日本電信電話 1
日本電気 1
三好 貴志男 1
ﾆﾕ-ﾖ-ｸ UNIV 1
ｿﾆ- 1
ｱｳﾄｿ-ｼﾝｸﾞ ｼｽﾃﾑ
1

日比谷花壇 1
積水化学工業 1
ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 1

反応情報の
活用

泰栄商工;ｺｽﾓｽﾎﾟ
-ﾂ (共願) 1
沖電気工業 1

デ
ー

タ
の
変
換

認証･署名の
付加

富士通 1
日立製作所 1
東京電気 1
大日本印刷 1
住友生命保険 1
ﾔﾌ- 1
ﾒﾃﾞｲｶﾙﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ
1
ﾍﾞﾈﾂｾｺ-ﾎﾟﾚ-ｼﾖﾝ
1
ﾌﾟﾛ ﾃｸﾄ 1
ﾃﾞﾙ ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ LP
1
ｼﾔ-ﾌﾟ 1
ｼｽﾃﾑﾊﾞﾝｸ 1
ｼﾞｴﾈｽ 1
ｸﾗﾘﾈﾂﾄ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 1
ｴｸｼﾝｸﾞ;ﾌﾞﾗｻﾞ-工
業 (共願) 1

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用

　　   　　　課　題

 解決手段
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表 1.4.5-7 パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の出願人（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の向上 システムの改善

顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
内容充実

対応の個性化
顧客照合の
確実化

営業支援強化
事務手続きの
効率化

情報の共有

デ
ー

タ
関
連
付
け

ﾃﾞｰﾀ関連付け 富士通;関西電力
(共願) 1
富士通 4
富士写真ﾌｲﾙﾑ 1
日立製作所 1
日本電気 2
日本ﾛﾂｸｻ-ﾋﾞｽ 1
日本ﾀｲﾌﾟﾗｲﾀ- 1
凸版印刷 1
東京電気 1
積水ﾊｳｽ 2
住商ｵ-ﾄﾘ-ｽ 1
三洋電機 1
三菱電機ﾋﾞﾙﾃｸﾉｻ
-ﾋﾞｽ 1
国際電気 1
沖電気工業 3
ﾘｺ-ｴﾚﾒﾂｸｽ 1
ﾘｺ- 1
ﾒﾙｺ 1
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ 1
ﾄﾋﾟﾂｸｽ 1
ﾄｳﾄｳﾓﾛｳ 1
ｿﾆ- ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀｴﾝﾀﾃ
ｲﾝﾒﾝﾄ 1
ｾｷﾔ自動車 1
ｼｸﾞﾏﾓﾊﾞｲﾙ 1
ｻﾞｲｵﾝ 1
ｶｼｵ

平和 1
ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ 1
ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1
ｱｻﾋ電子研究所 1

日本電気 1

携帯端末接続 ﾊﾟｼﾌｲﾂｸ ｾﾝﾁﾕﾘ-
ｻｲﾊﾞ-ﾜ-ｸｽ ｼﾞﾔﾊﾟ
ﾝ 1

本田技研工業 1
富士通;ﾄﾑﾃﾂｸ
(共願) 1
日立製作所 1
日立ｿﾌﾄｳｴｱｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸﾞ 1
東京電気 1
ﾔﾏﾄｼｽﾃﾑ開発 1

ﾗｲｵﾝ 1

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 大日本印刷 1 ﾃﾚﾋﾞ朝日ｸﾘｴｲﾄ 1 名古屋ﾄﾖﾍﾟﾂﾄ 1
富士通 1
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
浜 勝巳 1
日本電気 1
大和証券ｸﾞﾙ-ﾌﾟ
本社 1
大阪瓦斯 1
資生堂 1
国際航業 1
ﾚｶﾑ 1
ﾌﾟﾗﾈﾂﾄ 1
ﾋﾞ-ｳｲｽﾞ;ｲﾝﾃﾞｲｺﾞ
(共願) 1
ﾅﾚﾂｼﾞｿﾌﾄ 1
ﾄﾖﾀ自動車;ﾄﾖﾀﾌｱ
ｲﾅﾝｽ (共願) 1
ﾀｶﾗﾍﾞﾙﾓﾝﾄ 2
ｱｸｾﾝﾄ 1

ICｶｰﾄﾞの利用 東京電気 1
ﾍﾞﾙﾊ-ﾄ 1

田村電機製作所;
神奈中ﾊｲﾔ-;ﾘｵｽｺ
-ﾎﾟﾚ-ｼﾖﾝ (共願)
1

新たなｼｽﾃﾑ
構成

日立製作所 1 明電舎 1
電通 1
大和証券ｸﾞﾙ-ﾌﾟ
本社 1

富士通 1
ﾔﾏﾄｼｽﾃﾑ開発 1
ﾊﾟ-ｿﾅﾗｲｽﾞｼ-ｵ-ｼﾞ
ｴｲﾋﾟ- 1

サービスの個性化 業務効率の改善

シ
ス
テ
ム
構
成
の
改
善

　　   　　　課　題

 解決手段
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表 1.4.5-7 パーソナライジング技術の課題に対する解決手段の出願人（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-8 に、米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する解決手段の権

利者・出願人を示す。最も出願の集中している「アンケートの活用」による「対応の個性

化」については、個人と電気通信、化学の企業が出願している。同じく「データ関連付け」

による「顧客データベースの内容充実」については、電気通信などの企業が出願している。

次に出願の集中している「顧客パターンの活用」によるに「顧客データベースの内容充実」

については、個人と大学等が出願している。 

 

表 1.4.5-8 米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する 

解決手段の権利者・出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の向上 システムの改善

顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
内容充実

対応の個性化
顧客照合の
確実化

営業支援強化
事務手続きの
効率化

情報の共有

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

新たなｻｲﾄ構築 富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
日立電子ｻ-ﾋﾞｽ 1
日本電気 1
日商岩井 1
松下電工 1
ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1
ｼﾞﾖﾝｿﾝ ｴﾝﾄﾞ ｼﾞﾖ
ﾝｿﾝ 1

ﾂｱ-ﾄ-ﾀﾙ ﾄﾞﾂﾄ ｺﾑ
INC 1
ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝ ｸﾘｴｲﾄ
1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｿﾌﾄｳｴｱ
1

大丸興業 1
松下電工 1
黄 全福 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や

試
用
な
ど
の
活
用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用
などの活用

高野 淳 1 博報堂 1
大日本印刷 1
三菱電機 1
高千穂 1
吉田 博一 1
ﾌﾟﾛｼﾞﾂｸ 1
ｼﾞﾔｽﾄｼｽﾃﾑ 1
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
1
ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 1

イ
ベ
ン
ト
モ

デ
ル
の
活
用

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの
活用

栗田工業 1
ｵｽﾞ 1

　　   　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　　 　　Ⅱ

サービスの個性化 業務効率の改善

分析機能の改善

顧客の内容充実 対応の個性化 潜在ﾆｰｽﾞ把握 ﾃﾞｰﾀ漏洩防止
顧客照合の
確実化

不正ｱｸｾｽ防止

画像情報の
活用

International
Business
Machines Corp 1

分析結果の
活用

個人 2
Ndex Systens
INC 1

個人 1

履歴情報の
活用

個人 2
CyberCash Inc 1

サービスの個性化 安全性の向上

補
助
的
情
報
の
活
用

            課　題

解決手段

  Ⅰ         Ⅱ
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表 1.4.5-8 米国特許・出願のパーソナライジング技術の課題に対する 

解決手段の権利者・出願人（2/2） 

 分析機能の改善

顧客の内容充実 対応の個性化 潜在ﾆｰｽﾞ把握 ﾃﾞｰﾀ漏洩防止
顧客照合の
確実化

不正ｱｸｾｽ防止

ｱﾝｹｰﾄの活用 個人 3
Silicon
Graphics Inc 1
Ignite Sales
Inc 1
Hudson Soft Co
Ltd JP；JAL
Data
Communication
and Systems Co
Ltd；Mitsubishi
Plastics Ind
Ltd JP (共願) 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

個人 3
Tele Publishing
Inc 1

Philips
Electronics
North America
Corp 1

個人 1 個人 1
International
Business
Machines Corp
JP 1
Electronic
Address Inc 1

個人 1
AT&T Corp 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

個人 2
New York
University 1
MetaEdge Corp 2

反応情報の
活用

個人 1

暗号化 個人 3
認証・署名の
付加

Tacit Knowledge
Systems Inc 1
International
Business
Machines Corp 1
Citibank N A 1

デ
ー

タ
関
連
付
け

Walker Asset
Management L P
1
個人 2
International
Business
Machines Corp 1
Digital
Equipment Corp
1
Amcol
International
Corp 1

個人 1
Bessette Jean
Guy CA 1

デ
ー

タ
の
変
換

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用

サービスの個性化 安全性の向上            課　題

解決手段

  Ⅰ         Ⅱ
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(b) データマイニング技術 

図 1.4.5-5 に、顧客情報のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の分布を示す。 

最も出願が集中している「顧客の分析」に対しては、顧客の購買履歴等の補助的情報を分

析し、顧客の嗜好や顧客のカテゴライズを行う「補助的情報の活用」で対応している。 

 

図 1.4.5-5 データマイニング技術の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.5-6 に、米国特許・出願のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の分布

を示す。課題の「顧客の分析」に対しては、解決手段の「補助的情報の活用」で対応して

おり、日本と同様の傾向である。 

 

 

2

5

55 7 6
12

課　題

解
決
手
段

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

商
品
選
択
支
援

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ

ト
抽
出

問
合
せ
対
応
強
化

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

顧
客
囲
い
込
み

追
加
･
買
換
の
促
進

待
ち
時
間
短
縮

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

収
集
率
の
向
上

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強



 

62 

図 1.4.5-6 米国特許・出願のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-9 に、データマイニング技術の課題に対すると解決手段の詳細を示す。 

出願が最も集中している課題は「顧客の分析」であり、具体的には「顧客の分類」と「嗜

好の分析」である。「顧客の分類」に対しては、どんな商品をどのぐらいの頻度で購入する

か分析し顧客のランク付けを行うもので「履歴情報の活用」で対応しており、顧客識別の

デジタル分析とも呼ばれている。これに対して「嗜好分析」は同じ「履歴情報を活用」す

るが、例えば個人と特定商品の相関関係を、統計手法を使用して強弱を出すものである。 

 

表 1.4.5-10 に、米国特許・出願のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の詳

細を示す。日本では「顧客の分析」と「嗜好分析」に出願が集中しているが、米国ではそ

れに加え「情報の分析」、「分析機能の改善」にも集中しており、広範囲な課題に対応して

いる。インターネット上で行う「イベントモデルの活用」が日本より多い。 
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み

追
加
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換
の
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進

待
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縮

サ
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ビ
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個
性
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収
集
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上

分
析
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能
の
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善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

情
報
の
分
析

安
全
性
の
向
上

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

イベントモデルの活用

キャンペーンや試用などの活用

新たなサービスの提供

新たなサイト構築

システム構成の改善

データ関連付け

データの変換

認証･署名の付加

顧客情報の多面的活用

補助的情報の活用

補助的手段の活用

会
員
の
増
強
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表 1.4.5-9 データマイニング技術の課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-10 米国特許・出願のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-11 に、顧客情報のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の出願人を

示す。出願の最も集中している「履歴情報の活用」による「嗜好分析」に関しては、個人

と自動車、電気通信、印刷、サービス業等の企業から出願している。次に出願の集中して

いる「履歴情報の活用」による「顧客の分類」に関しては、シンクタンク、電気通信、広

告、印刷、瓦斯等の企業が出願している。 

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

商
品
の
分
析

業
務
効
率
の
改
善

シ
ス
テ
ム
の
改
善

顧
客
デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の
内
容
充
実

分
析
処
理
時
間
短
縮

正
確
な
傾
向
分
析

評
価
方
法
の
改
善

顧
客
の
分
類

嗜
好
分
析

選
好
度
分
析

営
業
支
援
強
化

情
報
の
共
有

商品情報の活用 1 3

地域･地図情報の活用 3 1

分析結果の活用 2 3 4 3 2 2 1 1

履歴情報の活用 3 22 23 2 5

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 1 1 3 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 1 1

ﾃﾞｰﾀの変換 音声 1

ｼｽﾃﾑ構成の改善 新たなｼｽﾃﾑ構成 1

2

1

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの活用

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用

情
報
の
分
析

顧客情報の多面的活用

　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　　解決手段Ⅰ　　　　　　解決手段Ⅱ

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

補助的情報の活用

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

商
品
の
分
析

業
務
効
率
の
改
善

顧
客
デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の
内
容
充
実

分
析
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理
時
間
短
縮

正
確
な
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向
分
析

評
価
方
法
の
改
善

顧
客
の
分
類

嗜
好
分
析

選
好
度
分
析

事
務
手
続
き
の
効
率
化

商品情報の活用 1 1

分析結果の活用 1 2 2 2 2 4

履歴情報の活用 6 5 8 3 5

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 1 1 3 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 1 1

2

4 2

補助的情報の活用

顧客情報の多面的活用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの活用

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用

　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　解決手段Ⅰ　　　　　　解決手段Ⅱ

分
析
機
能
の
改
善

顧
客
の
分
析

情
報
の
分
析
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表 1.4.5-11 データマイニング技術の課題に対する解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商品の分析 情報の分析

正確な傾向分析 評価方法の改善 顧客の分類 嗜好分析 選好度分析 情報の分析

商品情報の
活用

鯨田 雅信 1 日立製作所 1
日本電信電話 1
ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 1

地域･地図情報
の活用

日立製作所 1
ﾘｺ- 1
ﾒﾃﾞｲｱ-ﾄ 1

ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1

分析結果の
活用

本田技研工業 1
日立製作所 1
ｽﾊﾟｲｽｺ-ﾎﾟﾚ-ｼﾖﾝ;
ﾒﾙｳｴｽ (共願) 1

日本電信電話 1
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 1
ﾈﾂﾄ ﾊﾟ-ｾﾌﾟｼﾖﾝｽﾞ
INC 2

ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1
ｵｺ-ﾅ- ﾎﾟ-ﾙ ﾏｲｹﾙ
1
あさひ銀行 1

ﾒﾃﾞｲｱ-ﾄ 1
ｷﾔﾉﾝ 1

日立製作所 1
ｷﾔﾉﾝ 1

ｱﾂﾄ ｼﾞﾔﾊﾟﾝ ﾒﾃﾞｲ
ｱ 1

履歴情報の
活用

電通ﾃﾂｸ 1
ｼﾞﾔﾊﾟﾝﾌﾟﾛｽﾍﾟｸﾄ
1
ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 1

野村総合研究所
1
富士通 1
富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
日立製作所 2
日本電信電話 1
電通ﾃﾂｸ 1
大日本印刷 1
大阪瓦斯 1
情報技術開発 1
小野 達朗 1
沖電気工業 1
ﾔﾝｾﾝ協和 1
ﾐｸｽ 1
ｿﾆ- ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀｴﾝﾀﾃ
ｲﾝﾒﾝﾄ;ｿﾆ- ﾐﾕ-ｼﾞ
ﾂｸｺﾐﾕﾆｹ-ｼﾖﾝｽﾞ
(共願) 1
ｼﾞｴ-ｼ-ﾋﾞ- 1
ｼﾞｴ-ｴﾇｴﾙ;ﾏﾛﾈｲﾄ
(共願) 2
ｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙﾒﾃﾞｲｱｵﾝﾗ
ｲﾝ 1
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
1
ｲﾝﾃﾂｸ 1
ｲﾝﾀ-ﾄﾗｽﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ
-ｽﾞ COR

末崎 和博 1
本田技研工業 1
富士通;家本 修
(共願) 1
日立製作所 1
日本電信電話 3
日本電気 2
張 中 1
大日本印刷 2
ﾘｸﾙ-ﾄ 2
ﾊﾞﾃﾞｲ ｺﾐﾕﾆｹ-ｼﾖﾝ
1
ｿﾆ- 1
ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ ｺﾝｻﾙﾃｲﾝ
ｸﾞ 1
ｸﾘｴｲﾃｲﾌﾞ ﾌﾞﾚｲﾝ
ｽﾞ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾃﾞ-ﾀ 1
ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ
INTERN INC 1
ｲﾝﾌｲﾙ 1
ｲﾝﾋﾞﾂﾄ INC 1
ｱﾙﾏﾂｸ;ﾃﾞｲ- ﾋﾞ-
ﾄ-ﾀﾙﾌﾟﾗﾝ (共願)
1

東日本電信電話
1
ｼｴ-ﾅ 1

富士通 1
日立製作所 2
ﾕﾆｵﾝ ｷﾔﾋﾟﾀ ｱﾝﾄﾞ
ﾎ-ﾙﾃﾞｲﾝｸﾞ LTD 1
ﾍﾞﾙｼｽﾃﾑ二四 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 1

松下電器産業 1
ﾀﾞﾝ ｱﾝﾄﾞ ﾌﾞﾗﾂﾄﾞ
ｽﾄﾘ-ﾄ INC 1
ｼﾞｴ-ｴﾇｴﾙ;ﾏﾛﾈｲﾄ
(共願) 1

日本電算機 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

ｴｸｿﾝ ﾘｻ-ﾁ ｱﾝﾄﾞ
ENG CO 1

日立製作所 1

デ
ー

タ
の

変
換

音声 ﾄﾖﾀ自動車 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や

試
用
な
ど
の
活
用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用
などの活用

富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
1

イ
ベ
ン
ト

モ
デ
ル
の
活
用

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの
活用

日立製作所 1

顧客の分析　　   　　　課　題

 解析手段

  Ⅰ　     　Ⅱ

補
助
的
情
報
の
活
用

顧
客
情
報
の

多
面
的
活
用

分析機能の改善
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表 1.4.5-12 に、米国特許・出願のデータマイニング技術の課題に対する解決手段の権

利者・出願人を示す。出願が最も集中している「履歴情報の活用」による「嗜好分析」に

関しては、個人が多く出願している。次いで出願が集中している「履歴情報の活用」によ

る「顧客の分類」に関しては、個人と電気通信の企業が出願している。 

 

表 1.4.5-12 米国特許・出願のデータマイニング技術の課題に対する 

解決手段の権利者・出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商品の分析

正確な傾向分析 評価方法の改善 顧客の分類 嗜好分析 選好度分析

商品情報の
活用

個人 1 Atabok Inc 1

分析結果の
活用

Honda Motor Co
Ltd JP 1
American
Management
Systems Inc 1

Net Perceptions
Inc 2

Unassigned Or
Assigned To
Individual 1
American
Management
Systems Inc 1

Unassigned Or
Assigned To
Individual 2

Unassigned Or
Assigned To
Individual 2
ICPlanet
Acquisition
Corp 1
American
Management
Systems Inc 1

履歴情報の
活用

個人 4
International
Business
Machines Corp 2

個人 3
InterTrust Tech
Corp 1
International
Business
Machines Corp 1

Word of Net Inc
1
個人 6
Lintec Corp KR
1

個人 2
First USA Bank
NA 1

個人 4
Realty One Inc
1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

CFI Group 1 Microsoft Corp
1
International
Business
Machines Corp 2

個人 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

Exxon Research
and Engineering
Co 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や

試
用
な
ど
の
活
用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用
などの活用

NCR Corp 2

イ
ベ
ン
ト

モ
デ
ル
の
活
用

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの
活用

個人 4 SBC Tech
Resources Inc 1
Digital
Equipment Corp
1

情報の分析

　　   　　　課　題

 解析手段

  Ⅰ　     　Ⅱ

補
助
的
情
報
の
活
用

顧
客
情
報
の

多
面
的
活
用

分析機能の改善 顧客の分類分析
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(3) 顧客対応技術 

(a)リコメンデーション技術 

図 1.4.5-7 に、リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の分布を示す。前述の

ように、多様な課題に対して、解決手段である「補助的情報の活用」、「顧客情報の多面的

活用」と「新たなサービスの提供」に出願が集中している。リコメンデーション（お勧め）

技術は、購買意欲を誘うことを目的とするために、視覚に訴える出願や心情に訴える出願

が多いのが特徴である。 

 

図 1.4.5-7 リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.5-8 に、米国特許・出願のリコメンデーション技術の課題に対する解決手段の分

布を示す。 

「追加・買換の促進」に対しては、解決手段の「補助的情報の活用」で対応しているもの

が多い。 
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図 1.4.5-8 米国特許・出願のリコメンデーション技術の課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-13 に、リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の詳細を示す。 

最も出願が集中している「広告効果の向上」に対しては、誕生日や結婚記念日等に「パ

ーソナル情報の活用」で広告を配信するものである。これに対して「購買機会への適応」

に対しては、顧客のプロフィールを予め用意しておき、それに洋服を着せたり、顔にメイ

キャップをしたり、ヘアスタイルを変えたりして「イメージ情報を活用」したサービスを

提供するものである。 

次に出願が集中している「追加・買換の促進」に対しては、購入日と使用実績から、事

務消耗品の追加、関連商品のお勧め（クロスセール）、機器のグレードアップのお勧め（ア

ップセール）等の「履歴情報の活用」で対処している。これに対して「心情的顧客囲い込

み」は、具体的に商品を売るためのお勧めでなく、心を癒す催し等へのお勧めであり、「情

報提供サービス」で対処している。上顧客は金銭的なサービスより、このようなサービス

を受けることにより、さらに売上が伸ばせるといわれている。 
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表 1.4.5-13 リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-14 に、米国特許・出願のリコメンデーション技術の課題に対する解決手段の

詳細を示す。「追加・買換の促進」に対しては、「履歴情報の活用」が多い。「心情的顧客囲

い込み」に対して、「新たなサービスの提供」ばかりでなく、さまざまな解決手段での対応

が行われている。 

 

商
品
選
択
支
援

顧
客
囲
い
込
み

サ
ー

ビ
ス
の
個
性
化

分
析
機
能
の
改
善

商
品
選
択
支
援

稼
動
の
維
持

確
実
な
始
動

確
実
な
修
理

保
守
･
保
証
の
適
正
化

心
情
的
囲
い
込
み

追
加
買
換
顧
客
デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の
内
容
充
実

正
確
な
傾
向
分
析

顧
客
の
分
類

嗜
好
分
析

デ
ー

タ
漏
洩
防
止

顧
客
照
合
の
確
実
化

不
正
ア
ク
セ
ス
防
止

営
業
支
援
強
化

事
務
手
続
き
の
効
率
化

販
売
形
態
の
改
善

カ
ー

ド
機
能
の
改
善

処
理
時
間
短
縮

表
示
方
法
の
改
善

新
規
顧
客
の
獲
得

紹
介
促
進

補助的手段の活用 電子ﾒｰﾙの活用 1

案内情報の活用 8

画像情報の活用 2 4 1 1 2 3 1 1

商品情報の活用 1 15 1 1 8 1

地域･地図情報の活用 5 3 1 1 2 1 1

分析結果の活用 8 2 7 3 9 4 3 2 1 3

履歴情報の活用 16 1 4 11 1 4 4 7 34 5 1 1 1 4 5 7

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 2

ｱﾝｹｰﾄの活用 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 38 9 4 2 1 9 1 1 1 1 1 5 1 4

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 1 1

問合せ内容の活用 1

暗号化 1

認証･署名の付加 1

1 1

携帯端末接続 1 1 1

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 1

ICｶｰﾄﾞの利用 1 2

新たなｼｽﾃﾑ構成 1

1 3 3

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 17 1 1

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 2 3 1 1 22 2 2 3 1 1 3 11

値引ｻｰﾋﾞｽ 1 1

特典ｻｰﾋﾞｽ 1 5 2

1 1 1

問
合
せ
対
応
強
化

待
ち
時
間
短
縮

新たなｻｲﾄ構築

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの活用

ﾃﾞｰﾀ関連付け

補助的情報の活用

顧客情報の多面的活用

ﾃﾞｰﾀの変換

ｼｽﾃﾑ構成の改善

新たなｻｰﾋﾞｽの提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　　解決手段Ⅰ　　　　　　　　　　解決手段Ⅱ

会
員
の
増
強

シ
ス
テ
ム
の
改
善

業
務
効
率
の
改
善

安
全
性
の
向
上

顧
客
の
分
析

追
加
・
買
換
の
促
進

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応
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表 1.4.5-14 米国特許・出願のリコメンデーション技術の課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-15 に、リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の出願人を示す。 

最も出願の集中している「パーソナル情報の活用」による「広告効果の向上」に関しては、

シンクタンク、電気通信、広告、印刷等の企業と個人が出願している。 

２番目に出願の集中している「履歴情報の活用」による「追加」の促進に関しては、電

気部品、電気通信、石油、OA 機器、繊維、印刷、ガス、化粧品、自動車、事務用品等の企

業が出願している。 

３番目に出願の集中している「情報提供サービス」による「心情的囲い込み」に関して

は、電気通信、OA 機器、鉄鋼、機械、プラスチック、電気部品、銀行等の企業が出願して

いる。 

４番目に出願の集中している「イメージ情報サービス」による「購買機会への対応」に

関しては、電気通信、電気部品、ゴム、洗剤、農機、自動車、家庭機器、光学の企業と個

人が出願している。 

５番目に出願の集中している「履歴情報の活用」による「広告効果の向上」に関しては、

電気通信、保険、OA 機器、サービス業等の企業と個人が出願している。 

表 1.4.5-15 リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の出願人（1/4） 

 

 

 

 

 

 

商
品
選
択
支
援

顧
客
囲
い
込
み

安
全
性
の
向
上

シ
ス
テ
ム
の
改
善

商
品
選
択
支
援

稼
動
の
維
持

確
実
な
始
動

確
実
な
修
理

保
守
･
保
証
の
適
正
化

心
情
的
囲
い
込
み

追
加
買
換
顧
客
照
合
の
確
実
化

営
業
支
援
強
化

事
務
手
続
き
の
効
率
化

販
売
形
態
の
改
善

処
理
時
間
短
縮

新
規
顧
客
の
獲
得

紹
介
促
進

案内情報の活用 7 1

商品情報の活用 1 1 1

分析結果の活用 1 2 3 1 2 2 1 2 1 3 1 2

履歴情報の活用 2 1 2 1 4 9 1 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 3 4 2 3 3

反応情報の活用 1

ｼｽﾃﾑ構成の改善 新たなｼｽﾃﾑ構成 2 1

1 1

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 8 1

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 2 2 1 1 2

特典ｻｰﾋﾞｽ 1 1

1ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの活用

新たなｻｲﾄ構築

広
告
効
果
の
向
上

購
買
機
会
へ
の
対
応

顧客情報の多面的活用

新たなｻｰﾋﾞｽの提供

業
務
効
率
の
改
善

会
員
の
増
強

補助的情報の活用

問
合
せ
対
応
強
化

情
報
の
分
析

購
入
品
の
稼
動
の
維
持

追
加
・
買
換
の
促
進

購入品の稼動の維持 顧客囲い込み 追加･買替の促進

保守･保証の
適正化

心情的
囲い込み

追加

補
助
的
情
報
の
活
用

案内情報の
活用

日本電気 1
島田 光展 1
大日本印刷 1
三菱電機 1
伊藤 和俊 1
ﾔﾏﾊ 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ﾀﾞｲｷﾝ工業 1

広告効果の
向上

購買機会への
対応

商品選択支援

　　　　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　    　Ⅱ
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表 1.4.5-15 リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の出願人（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

購入品の稼動の維持 顧客囲い込み 追加･買替の促進

保守･保証の
適正化

心情的
囲い込み

追加

画像情報の
活用

日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ 1
ｼﾔ-ﾌﾟ 1

商品情報の
活用

住友林業 1 野村 耕造 1
武藤 哲郎 1
富士通 1
飯田 勧;ｵ-ｹ-
(共願) 1
日立製作所 1
東京電気 2
新日鉄ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝｽﾞ
1
松下電器産業 1
三菱電機 1
最首 孝之 1
ﾒﾆｺﾝ 1
ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 1
ｴｽ ﾃｲ ｴﾌ 1
ｲﾋﾞｹﾝ 1

ｺﾛﾝﾌﾞｽ倶楽部 1 日立製作所 1
日本電気 1
田村電機製作所
2
ﾘｺ- 4

地域･地図情報
の活用

大日本印刷 1
山本 敬介 1
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ 1
ﾊﾟｽｺ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｺﾑｳｴｱ
1

稲垣 勇 1
ｹﾞﾂﾄ ﾜﾝ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾃﾞ-ﾀ 1

ｷﾔﾉﾝ 1

分析結果の
活用

富士通 1
日本ｱﾌﾟﾘｹ-ｼﾖﾝ 1
松下電器産業 1
ﾌﾞﾙ-ｺ-ﾄﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞ
-;情報通信研究
振興院 (共願) 1
ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 1
ｴﾂﾁ ｱｲ ｼ- 1
あさひ銀行 1

日立製作所 1
西日本電信電話;
東日本電信電話
(共願) 1

日本電気 1
鯨田 雅信 3
ｿﾆ- 1
ｺｸﾖ 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｺﾑｳｴｱ
1

富士通 1
新東工業 1
ｷﾔﾉﾝ 1

富士通 1
内山味噌店 1
仲谷 康 1
吉田 末吉;西尾
真樹子 (共願) 1
ﾅﾑｺ 1
ﾀﾂﾁｱﾂﾌﾟ 1
ｽﾀﾃﾞｲﾎﾞﾂｸｽ 1
ｸﾘﾑｿﾝ 1
ｶｼｵ計算機 1

富士通 1
博報堂;日本ｴﾇ ｼ
- ｱ-ﾙ (共願) 1
日立製作所 1
ﾐｻﾜﾎ-ﾑ 1

履歴情報の
活用

富士通 1
日立製作所 1
日本電気 1
大英ｸﾞﾙ-ﾌﾟ 1
三井住友海上火
災保険 1
技研商事ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖ
ﾅﾙ 1
井上 英昭;田中
猪夫 (共願) 1
ﾘｺ- 1
ﾋﾞ-ﾄｳ-ｼ- ｲﾝﾀﾌｴｲ
ｽ 1
ﾊﾞﾘﾕ- ｺﾏ-ｽ
INTERN LTD 1
ｿﾆ- 2
ｺｱﾃﾂｸｼｽﾃﾑ 1
ｳｲﾝｸﾞ ﾗﾎﾞ 1
ｲﾝﾌｲﾙ 1
ｲ-ﾃﾝﾌﾟﾚ-ﾄ ﾄﾞﾂﾄ
ｺﾑ 1

ｶｼｵ計算機 1 富士通 1
日立製作所 1
大日本印刷 1
積水化学工業 1

富士通 1
積水化学工業 1
山中 唯義 1
三菱電機 1

豊丸産業 1
日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ
1
大日本印刷 1
松下電器産業 1
興和新薬 1
沖電気工業 2

立石電機 1
明電ﾎｲｽﾄｼｽﾃﾑ;明
電舎 (共願) 1
日立製作所;日立
ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ (共願) 1
日立製作所 1
日本電気;ｴﾇｲ-ｼ-
ｱｸｾｽﾃｸﾆｶ (共願)
1
日本電気 5
日本石油 1
東芝 1
東京電気 2
東ﾚ 1
大日本印刷 1
大蔵 1
大阪瓦斯 1
九州日立ﾏｸｾﾙ 1
九州日本電気ｿﾌﾄ
ｳｴｱ 1
花王 1
ﾛｲﾔﾙｵﾍﾟﾚ-ｼﾖﾝ 1
ﾊﾞﾌﾞｺﾂｸ日立 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ｿﾆ- 3
ｼｽﾃﾑｼﾞﾔﾊﾟﾝ 1
ｻﾄ- 1
ｺｸﾖ 1
ｹﾝﾄﾂﾌﾟ 1

補
助
的
情
報
の
活
用

　　　　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　    　Ⅱ

広告効果の
向上

購買機会への
対応

商品選択支援
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表 1.4.5-15 リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の出願人（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

購入品の稼動の維持 顧客囲い込み 追加･買替の促進

保守･保証の
適正化

心情的
囲い込み

追加

ｱﾝｹｰﾄの活用 小田島 章 1
ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

野村総合研究所
2
富士通ｾﾞﾈﾗﾙ 1
富士通 3
萩原 省三 1
日本電信電話 1
日本電気 4
日本ﾄ-ﾀﾙﾈﾂﾄ 1
東芝 1
東京電気 1
電通ﾃﾂｸ 1
大日本印刷 2
大広堂 1
上野 可南子;山
下 久徳 (共願)
1
三洋電機 1
串間 道生 1
ﾏﾂﾓﾄ印刷 1
ﾋﾞ- ﾋﾟ- PLC 1
ﾈﾂﾄﾊﾞﾝｸｻ-ﾋﾞｽ 1
ﾀﾞｲｴ-ｵ-ｴﾑｼ- 1
ｼﾞﾕ-ｷ 1
ｼﾔ-ﾌﾟ 2
ｻﾌﾗ 1
ｺｸﾞﾆﾃｲﾌﾞﾘｻ-ﾁﾗﾎﾞ
1
ｺｱﾃﾂｸｼｽﾃﾑ 1
ｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙﾒﾃﾞｲｱｵﾝﾗ
ｲﾝ 1

日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ
1
凸版印刷 1
東芝 1
三優 1
三井住友海上火
災保険 2
ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 1
ｼﾕｳｳｴﾑﾗ化粧品 1
ｴｽ ﾃｲ ｴﾌ 1

高岡 正信 1
紀伊産業 1
ﾓｱ ﾒ-ﾑ 1
ﾈﾂﾄｳｴｲ 1

ｴﾇｲ-ｼ-ｱｸｾｽﾃｸﾆｶ
1

富士通機電 1
富士通 1
大日本印刷 1
松下電工 1
高山 竜太郎;森
本 あや子 (共
願) 1
ｿﾆ- 1
ｼ-ｱ-ﾙｼ-ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝ
ｽﾞ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛ
ｼﾞ- 1

凸版印刷 1

デ
ー

タ

の
変
換

暗号化 松下電器産業 1

携帯端末接続 長江 芳実;松本
卓也 (共願) 1

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 沈 海寅 1
ICｶｰﾄﾞの利用 日立製作所;日立

情報ｼｽﾃﾑｽﾞ (共
願) 1
日本ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ 1

新
た
な
サ

イ
ト
構
築

新たなｻｲﾄ構築 ﾌｵ-ｽ ﾁﾔﾈﾙ ｲﾆｼｱﾃ
ｲﾌﾞ 1

日本電気 1
ﾌﾞﾛ-ﾃﾞｲｱ ｸﾞﾙ-
ﾌﾟ:ｻﾞ 1
ｲ-ﾈﾂﾄ CO LTD 1

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

ｲﾒｰｼﾞ情報
ｻｰﾋﾞｽ

日立製作所 1
日本ﾋﾞｸﾀ- 1
島 辰夫 1
杉野 貞一 1
新居 高行 1
松下電工 1
住友ｺﾞﾑ工業 1
三星電子 1
角保 正 2
ﾗｲｵﾝ 1
ﾔﾝﾏ-農機 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ﾃﾞｲ-ﾙﾌｱｸﾄﾘ- 1
ﾀｲｶﾞ-魔法瓶 1
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
1
ｲﾏ-ｼﾞﾕ 1

　　　　　　課　題

 解決手段
　Ⅰ　    　Ⅱ

広告効果の
向上

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用

シ
ス
テ
ム

構
成
の
改
善

購買機会への
対応

商品選択支援
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表 1.4.5-15 リコメンデーション技術の課題に対する解決手段の出願人（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-16 に、米国特許・出願のリコメンデーション技術の課題に対する解決手段の

権利者・出願人を示す。最も出願の集中している「履歴情報の活用」による「追加」の促

進に関しては、電気通信、流通関連ソフトウェア等の企業と個人が出願している。次に出

願の集中している「イメージ情報サービス」による「購買機会への対応」に関しては、電

気通信、金融情報の企業と個人が出願している。 

次いで出願が集中している「案内情報の活用」による「商品選択支援」に関しては、流

通関連ソフトウェア、電気通信の企業と個人が出願している。 

 

購入品の稼動の維持 顧客囲い込み 追加･買替の促進

保守･保証の
適正化

心情的
囲い込み

追加

情報提供ｻｰﾋﾞｽ ﾃﾞｲﾂﾌﾟ 1
ﾀｽﾈﾂﾄ 1

三井住友海上火
災保険 1
ｿﾆ- 1
ｶ-ﾌｱｸﾄﾘ-ﾛｼﾞｶﾙ 1

富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1 富士通 1
日立電子ｻ-ﾋﾞｽ 1
日立製作所 1
日本電信電話 1
日本電気 3
東京電気 1
神戸製鋼所;ｺﾍﾞﾙ
ｺｼｽﾃﾑ (共願) 1
松下電送ｼｽﾃﾑ 1
松下電器産業 1
小松製作所 1
ﾍﾟﾝｼﾙﾎﾟ-ﾄｶﾝﾊﾟﾆ-
1
ﾊﾟﾃﾝﾄﾜﾝ 1
ﾈﾂﾄﾜ-ﾙﾄﾞ 1
ｿﾆ- 1
ｾｲｺ-ﾌﾟﾚｼｼﾞﾖﾝ 1
ｼﾔ-ﾌﾟ 1
ｻﾄ- 1
ｶｼｵ計算機 1
ｲﾝｽﾞｳｴﾌﾞ 1
あさひ銀行;日本
ｴｲ ﾃｲ- ｴﾑ (共
願) 1

大日本印刷 1
ｴﾇｲ-ｼ-ﾛｼﾞｽﾃｲｸｽ
1

値引ｻｰﾋﾞｽ 日本電気 1 翼ｼｽﾃﾑ 1

特典ｻｰﾋﾞｽ 木村 俊良 1 富士通 1
大阪瓦斯 1
ﾌｱﾐﾘ-ﾏ-ﾄ;日本ｴﾇ
ｼ- ｱ-ﾙ (共願) 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾃﾞ-ﾀ 1
ｱｲｴｽｴﾙｱｿｼｴｲﾂ 1

東京電気 1
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や
試

用
な
ど
の
活
用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用
などの活用

大日本印刷 1

　　　　　　課　題

 解決手段

　Ⅰ　    　Ⅱ

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

広告効果の
向上

購買機会への
対応

商品選択支援
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表 1.4.5-16 米国特許・出願のリコメンデーション技術の課題に対する 

解決手段の権利者・出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

購入品の稼動の維持 顧客囲い込み 追加･買替の促進

確実な修理 心情的囲い込み 追加

案内情報の
活用

個人 1
SuperMarkets
Online Inc 1
Square D Co 1
International
Business
Machines Corp 1
Dell USA L P 1
Clear With
Computers Inc 2

商品情報の
活用

Telebuyer LLC 1 個人 1

分析結果の
活用

個人 1 個人 1
AT&T Corp 1

個人 2
Green Ford Inc
1

個人 2 個人 2 個人 1

履歴情報の
活用

個人 2 個人 2
MCI WorldCom
Inc 1
Accenture LLP 1

個人 2
NEC Corp JP 2
Kentop Corp JP
1
IPF Inc 3
Bergen Brunswig
Corp 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

個人 1
NCR Corp 1
International
Business
Machines Corp 1

個人 4 個人 1
Southwestern
Bell Telephone
Co. 1

個人 3

反応情報の
活用

個人 1

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

Brodia Group 1

ｲﾒｰｼﾞ情報
ｻｰﾋﾞｽ

個人 3
Prophet
Financial
Systems 1
New Century
Information
Services Inc 1
Mitsubishi
Denki K K JP 1
Levi Strauss
and Co 1
Frankel Charles
et al 1

個人 1

情報提供ｻｰﾋﾞｽ United Parcel
Service of
America Inc 1
NEC Logistics
LTD JP 1

特典ｻｰﾋﾞｽ 個人 1 個人 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や

試
用
な
ど
の
活
用

International
Business
Machines Corp 1

補
助
的
情
報
の
活
用

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

顧
客
情
報
の

多
面
的
活
用

広告効果の向上
購買機会への
対応

商品選択支援

　　　 　　　課　題

 解決手段

   Ⅰ　    　Ⅱ
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(b) サービス提供技術 

図 1.4.5-9 に、サービス提供技術の課題に対する解決手段の分布を示す。最も集中して

いる出願は「顧客囲い込み」であり、具体的には「金銭的顧客囲い込み」である。ポイン

トサービスや値引サービス等の「新たなサービスの提供」で対処している。金銭的な顧客

の囲い込みは、顧客として掴んで初期の段階であり、顧客は割引率の良いところへ移りや

すいと言われている。次いで出願が集中しているのは、「問合せ対応強化」であり、「顧客

情報の多面的活用」と「補助情報の活用」で対応しており、これはコールセンタやサポー

トセンタでの相談、質問に対応する回答の工夫である。 

 

図 1.4.5-9 サービス提供技術の課題に対する解決手段の分布 
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図 1.4.5-10 に、米国特許・出願のサービス提供技術の課題に対する解決手段の分布を

示す。 

「顧客囲い込み」が多く、ポイントサービスやクーポン券の発行の「新たなサービスの提

供」で対応している。 

 

図 1.4.5-10 米国特許・出願のサービス提供技術の課題に対する解決手段の分布 
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表 1.4.5-17 に、サービス提供技術の課題に対する解決手段の詳細を示す。 

最も出願が集中しているのは、「金銭的囲い込み」で、「ポイントサービス」が 60％を占

めている。次いで出願が集中しているのは「問合せ対応強化」であり、相談や苦情の内容

により回答者を決めるため「対応者データベースの活用」で対応しているのが多く、次い

で「問合せ内容の活用」である。 

 

表 1.4.5-17 サービス提供技術の課題に対する解決手段の詳細 
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析
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能
の
改
善

顧
客
の
分
析

商
品
の
分
析

金
銭
的
囲
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追
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買
換
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析
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析
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好
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止
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客
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正
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ク
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ス
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支
援
強
化
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務
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き
の
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化

販
売
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態
の
改
善

デ
ー

タ
収
集
の
改
善

デ
ー

タ
入
力
の
改
善

稼
動
の
維
持

処
理
時
間
短
縮

新
規
顧
客
の
獲
得

紹
介
促
進

補助的手段の活用 電子ﾒｰﾙの活用 2 1 1 1

画像情報の活用 1 1

商品情報の活用 1

地域･地図情報の活用 2

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 12

分析結果の活用 9 1 2

履歴情報の活用 7 2 1 2 2 1 1 1 1

ｱﾝｹｰﾄの活用 1 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 9 6 2 4 5 5

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 3 3

回答情報の活用 1 1 1 1

反応情報の活用 1

問合せ内容の活用 10 3 1 1

暗号化 2

音声 3 1 3

認証･署名の付加 3 6

携帯端末接続 1 1 1

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 1

画面の分割 2

新たなｼｽﾃﾑ構成 1 1 1

2 1 3 1 1 1

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 10

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 53 1

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 4 1 1 3 1

値引ｻｰﾋﾞｽ 23 1 2

特典ｻｰﾋﾞｽ 4

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの活用 2

会
員
の
増
強

シ
ス
テ
ム
の
改
善

業
務
効
率
の
改
善

安
全
性
の
向
上

問
合
せ
対
応
強
化

待
ち
時
間
短
縮

補助的情報の活用

顧客情報の多面的活用

　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　　解決手段Ⅰ　　　　　　解決手段Ⅱ

追
加
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出
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表 1.4.5-18 に、米国特許・出願のサービス提供技術の課題に対する解決手段の詳細を

示す。 

最も出願が集中しているのは、「顧客囲い込み」で「ポイントサービス」や「クーポン

券」で対応している。 

次いで出願が集中しているのは、「問合せの対応強化」で「対応者データベースの活用」

で対応している。 

表 1.4.5-18 米国特許・出願のサービス提供技術の課題と解決手段の詳細 
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分析結果の活用 1 1

履歴情報の活用 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 2 1 2

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 2 1

回答情報の活用 1

問合せ内容の活用 1 1

暗号化 2

音声 1

認証･署名の付加 3 1

携帯端末接続 1

画面の分割 1

新たなｼｽﾃﾑ構成 1 5

1

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 3 1
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情報提供ｻｰﾋﾞｽ 1 1

値引ｻｰﾋﾞｽ 2

新たなｻｰﾋﾞｽの提供

補助的情報の活用

顧客情報の多面的活用

ﾃﾞｰﾀの変換
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表 1.4.5-19 に、サービス提供技術の課題に対する解決手段の出願人を示す。 

最も出願の集中している「ポイントサービス」による「金銭的囲い込み」に関しては、

電気部品、電気通信、印刷、OA 機器、経営コンサルタント、サービススタンプ会社、自動

車、サービス業等の企業と個人が出願している。 

次いで出願の集中している「値引サービス」による「金銭的囲い込み」に関しては、電

気通信、印刷、OA 機器、光学、計器、サービス業等の企業と個人が出願している。 

次いで出願の集中している「対応者データベースの活用」による「問合せ対応強化」に

関しては、電気部品、電気通信の企業が出願している。 

 

表 1.4.5-19 サービス提供技術の課題に対する解決手段の出願人（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客囲い込み システムの改善

金銭的囲い込み 処理時間短縮 新規顧客の獲得 紹介促進

補
助
的
手

段
の
活
用

電子ﾒｰﾙの活用 日本電装 1
まぐｸﾘﾂｸ;ｱﾗﾝ
(共願) 1

日産自動車 1 資生堂 1 ｴｲﾍﾟﾂｸｽ ｲﾝﾀﾗｸﾃｲ
ﾌﾞ INC 1

画像情報の活
用

富士通ﾃﾝ 1

地域･地図情報
の活用

凸版印刷 1
ﾀﾞﾘｱﾝ ﾘ- ｳｲﾙｿﾝ
1

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ
ｽ
の活用

立石電機 1
日立製作所 4
日本電気 2
埼玉日本電気 1
栗原 秀之 1
ﾒﾃﾞｲｶﾙｲﾝﾀ-ﾈﾂﾄ 1
ｴﾑ ｴﾑ ｴﾇ 1
ｴﾇｲ-ｼ-ﾌｲ-ﾙﾃﾞｲﾝ
ｸﾞ 1

分析結果の活
用

日本電気 1
積水ﾊｳｽ 2
市川甚商事 1
三共 1
ﾈﾂﾄﾜ-ｸ二十一 1
ｼﾞ-ﾌﾟﾗﾝ 1
ｶｼｵ計算機 1
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
1

松下電工 1 日立製作所 1
ｲ-ｷｶｲ ﾄﾞﾂﾄ ｺﾑ 1

履歴情報の活
用

富士通 2
日立製作所 1
日本電気 1
神奈川ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
松下電送ｼｽﾃﾑ 1
ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ 1

ｶｼｵ計算機 1 日立製作所 1

会員の増強

補
助
的
情
報
の
活
用

　　　　　　　課　題

 解決手段

  Ⅰ　     　Ⅱ

正確なター
ゲット抽出

問合せ対応強化
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表 1.4.5-19 サービス提供技術の課題に対する解決手段の出願人（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客囲い込み システムの改善

金銭的囲い込み 処理時間短縮 新規顧客の獲得 紹介促進

ｱﾝｹｰﾄの活用 島野工業 1 富士通 1
ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

日本総合研究所
1
東京電気 1
中庭 伸平;原
裕;小林 好孝;斉
藤 隆秀;秋山 光
輝;河野 孝;玉岡
弘光;岡村 紀明;
杉元 新;木内 光
春 (共願) 1
松田 由子 1
松下電器産業 1
ｻｸｾｽｺ-ﾙ;ｴﾑｱﾝﾄﾞｴ
ﾑﾄﾚ-ﾄﾞ;ﾗｳﾝﾄﾞｱﾊﾞ
ｳﾄ (共願) 1
ｵ-ﾋﾞﾂｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻ
ﾙﾀﾝﾄ 1
ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃﾑ
ｽﾞ 1
ｲ-ｴﾌﾋﾟ- 1

立石電機 1
富士通 1
日立製作所 1
大和ﾊｳｽ工業 1
積水ﾊｳｽ 1
ﾅｼﾖﾅﾙ住宅産業 1

富士通 1
日通工 1
ﾙ-ｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ
INC 1
ｴｲ ﾃｲ ｱﾝﾄﾞ ﾃｲ
CORP 1
ｲﾝﾃﾂｸ 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

日本電気;ｴﾇｲ-ｼ-
ｿﾌﾄ (共願) 1
日本電気 1
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 1

回答情報の活
用

ｻﾞ ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝ ｺﾝｻﾙ
ﾃｲﾝｸﾞ 1

沖電気工業 1

問合せ内容の
活用

本田技研工業 1
富士通 1
日本電信電話 1
日本電気;ｴﾇｲ-ｼ-
ﾌｲ-ﾙﾃﾞｲﾝｸﾞ (共
願) 1
三菱電機 1
ﾒﾙｳｴｽ 1
ﾒｶﾞﾌﾕ-ｼﾞﾖﾝ;ﾒｶﾞﾁ
ﾂﾌﾟｽ (共願) 1
ｸｲﾂｸ;佐藤 治
(共願) 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ｺﾑｳｴｱ
1
ｲ-ｷｶｲ ﾄﾞﾂﾄ ｺﾑ 1

日本電気 1 光通信ﾃｸﾉﾛｼﾞ-;ｺ
-ﾙ ﾄｳ ｳｴﾌﾞ (共
願) 1

デ
ー

タ
の

変
換

音声 東芝 1
ｾﾌﾄ研究所 1
ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾃﾞ-ﾀ 1

携帯端末接続 日本電気 1

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 日本電気 1

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

新たなｻｲﾄ構築 日本電気通信ｼｽﾃ
ﾑ 1

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 日立製作所 1
東京電気 1
大日本印刷 2
宇都宮 美穂 1
ﾘﾝｸ 1
ﾏ-ﾙ 1
ﾌﾞﾙ ﾗｲﾌ 1
ｴｽﾃﾞｲ ﾗﾎﾞ 1
ｲ- ﾘﾋﾞﾝｸﾞ 1

シ
ス
テ
ム

構
成
の
改
善

　　　　　　　課　題

 解決手段

  Ⅰ　     　Ⅱ

正確なター
ゲット抽出

問合せ対応強化

会員の増強

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用
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表 1.4.5-19 サービス提供技術の課題に対する解決手段の出願人（3/4） 
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ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 立石電機 1
北陸日本電気ｿﾌﾄ
ｳｴｱ 1
富士通ｴﾌ ｱｲ ﾋﾟ-
1
富士通 5
日立製作所 2
日本電気 3
凸版印刷 1
東京電気 2
大日本印刷 6
森 太郎;矢野 裕
史;芝尾 芳昭
(共願) 1
新世紀経営ｾﾝﾀ-
1
松下電器産業 1
三洋電機 1
三菱電機 1
坂本 博則 1
高砂電器産業 1
ﾒｲｸｿﾌﾄｳｴｱ;赤松
彰宏 (共願) 1
ﾎﾂﾄﾎﾟﾂﾄ 1
ﾌﾞﾙ-ﾁﾂﾌﾟ 1
ﾌﾞﾙ ﾗｲﾌ 1
ﾌｼﾞｼ-ﾙ 1
ﾌｱﾝﾃﾂｸ 1
ﾊﾝｸﾞﾘ-ﾀｲｶﾞ- 1
ﾊﾙｼｽﾃﾑ 1
ﾄﾖﾀ自動車 1
ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 1
ﾃﾚﾌｵﾆ- 1
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾗｲﾂｼﾞﾔﾊﾟﾝ
1
ﾀｽﾈﾂﾄ 1
ｾﾝﾄﾗﾙ ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ ｻ
-ﾋﾞｽ 1
ｾﾝﾀ- ｵﾌﾞ ｴｸｾﾚﾝｽ
ｸﾞﾙ-ﾌﾟ 1
ﾞ情報提供ｻｰﾋﾞｽ ﾄﾖﾀ自動車 1

ﾀﾞｲｺｸ電機 1
ｶｼｵ計算機 1

ｳｵ-ｸｽ 1

値引ｻｰﾋﾞｽ 米満 雄輝 1
富士通 2
日立製作所 1
日本電信電話;西
日本電信電話
(共願) 1
日本電気 1
日本ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ
1
東京電気 5
大日本印刷 1
石田 明 1
手塚 文孝;桑畑
祐生 (共願) 1
寺岡精工 1
三洋電機 1
光文堂 1
ﾋﾟ-ｴﾌﾕ- 1
ｷﾔﾉﾝ 1
ｶ-ﾌｱｸﾄﾘ-ﾛｼﾞｶﾙ 1
ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 1
ｲ-ﾈﾂﾄ CO LTD 1

富士通 1
ｼﾞ-ｴｽ情報ｼｽﾃﾑ 1

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

会員の増強　　　　　　　課　題

 解決手段

  Ⅰ　     　Ⅱ

正確なター
ゲット抽出

問合せ対応強化
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表 1.4.5-19 サービス提供技術の課題に対する解決手段の出願人（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.5-20 に、米国特許・出願のサービス提供技術の課題に対する解決手段の権利者・

出願人を示す。最も出願の集中している「新たなシステム構成」による「稼動の維持」に

関しては、ソフトウエアの企業と個人が出願している。次いで出願が集中している「ポイ

ントサービス」による「金銭的囲い込み」に関しては、流通コンサルタント、電気通信の

企業と個人が出願している。 

 

表 1.4.5-20 米国特許・出願のサービス提供技術の課題に対する 

解決手段の権利者・出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客囲い込み システムの改善

金銭的囲い込み 処理時間短縮 新規顧客の獲得 紹介促進

新
た
な
サ
ー

ビ

ス
の
提
供

特典ｻｰﾋﾞｽ 松川 幸弘 1
ﾋﾕ-ﾏﾝ ｿﾌﾄ ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞ- 1
ｸﾛﾚﾗ商事 1
ｴﾇｲ-ｼ-ｶｽﾀﾏﾂｸｽ 1

キ
ャ

ン
ペ
ー

ン
や

試
用
な
ど
の
活
用

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用
などの活用

野村総合研究所
1
富士通 1

　　　　　　　課　題

 解決手段

  Ⅰ　     　Ⅱ

正確なター
ゲット抽出

問合せ対応強化

会員の増強

顧客囲い込み 安全性の向上 業務効率の改善 システムの改善

金銭的囲い込み
顧客照合の
確実化

事務手続きの
効率化

稼動の維持

補
助
的

手
段
の
活
用

電子ﾒｰﾙの活用 個人 1

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ
ｽの活用

個人 2
Sun
Microsystems
Inc 1
Lucent
Technologies
Inc 1

分析結果の
活用

Moore Business
Forms Inc 1

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の
活用

個人 2 Onsale Inc 1
International
Business
Machines Corp 1

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報
の活用

個人 1
Alcatel USA
Sourcing L P 1

回答情報の
活用

個人 1

問合せ内容の
活用

General
Instrument Corp
1

デ
ー

タ
の
変
換

認証･署名の
付加

個人 1
Toshiba Corp JP
1
Regal Greetings
and Gifts Inc
CA 1

正確なター
ゲット抽出

問合せ対応強化

顧
客
情
報
の
多
面
的
活
用

 　　 　 　　課　題

 

 解決手段

   Ⅰ　　    Ⅱ

補
助
的
情
報
の
活
用
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表 1.4.5-20 米国特許・出願のサービス提供技術の課題に対する 

解決手段の権利者・出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客囲い込み 安全性の向上 業務効率の改善 システムの改善

金銭的囲い込み
顧客照合の
確実化

事務手続きの
効率化

稼動の維持

携帯端末接続 Accenture LLP 1

画面の分割 Kana
Communications
Inc 1

新たなｼｽﾃﾑ
構成

Korea Telecom
KR 1

個人 1
SBC Tech
Resources Inc 1
Alcatel DE 1
Accenture LLP 2

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

新たなｻｲﾄ構築 個人 1

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 個人 1
SoftCard
Systems Inc 1
SellectSoft L C
1

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 個人 1
Harrah s
Operating Co 2
Fujitsu Ltd JP
1
Concept
Shopping Inc 1

値引ｻｰﾋﾞｽ 個人 1
Micro
Enhancement
International 1

新
た
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

 　　 　 　　課　題

 

 解決手段

   Ⅰ　　    Ⅱ

シ
ス
テ
ム
構
成
の
改
善

正確なター
ゲット抽出

問合せ対応強化
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1.4.6 知的財産管理システムの技術要素と課題 

図 1.4.6-1 に知的財産管理システムの技術要素と課題に対応した出願件数の分布を示す。 

知的財産管理システムの共通の課題としては、「業務処理の効率化」と「検索の高度化」

を課題とするものが多い。次いで「知財の流通促進」を課題とするものが多い。 

技術要素別に見ると、出願管理システム、明細書作成システムと知的財産管理システム

に関しては、１点集中の課題になっているが、特許情報管理システムに関しては、広範囲

な課題を持っている。 

図 1.4.6-1 知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.6-2 に米国特許・出願の知的財産管理システムの技術要素と課題に対応した出願

件数の分布を示す。知的財産管理システムの共通の課題としては、「知財の流通促進」を課

題とするものが多い。次いで「評価手法の開発」と「業務処理の改善」が多く、日本と課

題の違いがある。 

図 1.4.6-2 米国特許・出願の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

15

4

5

4

49

20

3

13

47

6

38

13

課　題

技
術
要
素

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

知
財
の
流
通
促
進

見
や
す
い
マ
ッ

プ

出願管理システム

明細書作成支援システム

特許情報管理システム

知的財産流通支援システム

10

3

2

9

9

8

7

13

2

22

課　題

技
術
要
素

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

知
財
の
流
通
促
進

見
や
す
い
マ
ッ

プ

出願管理システム

明細書作成支援システム

特許情報管理システム
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1.4.7 知的財産管理システムの課題と解決手段 

図 1.4.7-1 は、知的財産管理システムの課題に対する出願の解決手段毎の分布を示す。 

知的財産管理システム全体を通じて最も出願が集中している課題は「検索の高度化」で

あるが、その解決手段は多岐にわたっており、あらかじめ行った分析結果を活用するもの

や、特定のパターンを活用して効率化を図ろうとするものが多い。 

次いで出願が集中しているのは「業務処理の効率化」であるが、この課題は出願管理シ

ステムに多い課題であるが、この課題に対してもさまざまな解決手段が提案されているが、

識別情報を活用する出願が最も多い。 

知的財産の流通促進を図ろうとする課題に対しては、全て「新たなサイト構築」による

ものである。 

一方、さまざまな課題に対応して用いられる解決手段の特徴をみると、最も広く用いら

れているのは、サイト構築によるものであり、これに続いてさまざまな分析結果を活用す

るものやパターンを活用するものが多い。 

 

図 1.4.7-1 知的財産管理システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.7-2 に、米国特許・出願の知的財産管理システムの課題に対する解決手段の分布

を示す。知的財産管理システム全体を通じて最も出願が集中している課題は、「知的財産の

流通促進」に関するものである。この課題に対しては、全て「新たなサイト構築」を解決

手段としている。 

また、「評価手法の開発」を課題とするものについては、「分析結果・履歴情報の活用」

で対応する出願が多い。 

米国特許では、知的財産管理においてライセンシング等の知的財産流通が重要な機能と

なっていることもあって、我が国特許にくらべて知的財産流通に関連する特許の割合が高

いのが特徴である。 
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校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

有効期間情報

分類・キーワードの活用



 

85 

図 1.4.7-2 米国特許・出願の知的財産管理システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4.8 知的財産管理システムの技術要素別技術開発の課題と解決手段 

(1) 出願管理システム 

図 1.4.8-1 は、知的財産出願管理システムの課題に対する解決手段の分布を示す。 

知的財産出願管理システムの中心となる技術開発課題は、出願手続きに関連した業務処

理の効率化を図ろうとするもので、この課題に対応する出願がほとんどを占めている。こ

の中には、一般的事務手続きの効率化や、期日管理の適正化、個別出願の処理(案件処理)

の効率化、訴訟手続きの支援を図るもの等が含まれている。 

この課題に対しては、さまざまな解決手段が用いられているが、最も出願が多いのは、

出願等の識別情報を活用して効率化を図るものである。このほか、過去の先行技術情報を

活用或いは特許事務所との連携により効率化するものも含まれている。 

次いで情報のセキュリティー確保を課題とするものが多い。この解決には、認証、署名

技術が用いられている。 
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図 1.4.8-1 出願管理システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.8-2 に、米国特許・出願の出願管理システムの課題に対する解決手段の分布を示

す。「業務処理の効率化」に対し、「識別情報の活用」が多い。 

 

図 1.4.8-2 米国特許・出願の出願管理システムの課題に対する解決手段の分布 
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表 1.4.8-1 は、出願管理システムの課題に対する解決手段の詳細を示す。多くの企業の

出願が集中しているものとしては、期日管理の効率化のために、履歴情報を活用するもの

と、個別の出願管理に書誌情報を活用するものである。 

 

表 1.4.8-1 出願管理システムの課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シ
ス
テ
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の
改
善
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不
正
ア
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止
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防
止

改
ざ
ん
防
止
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合
の
確
実
化

専
門
家
に
よ
る
支
援

知
財
の
評
価

期
日
管
理

事
務
手
続
き
の
効
率
化

訴
訟
の
支
援

案
件
処
理

差分の活用 1

進捗情報の活用 7 1

特許情報 1

評価ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 1

ｱｸｾｽ権 1

依頼の承認 1

開示情報 1

案件の検討 1

共願先問合せ 1

時間ﾃｰﾌﾞﾙを作成 1

手続き情報 1

必要書類 1

寄与度 1

現価値 1

案件処理一覧表の作成 1

期日管理ｼｽﾃﾑ 1

検討依頼 2

項目名 1

手続き情報 4

出願書類 1

出願判定 2 1

書類の確認 2

ﾙｰﾙの活用 1

国外送信情報 1

時間情報･日時 1

法令改正 1
ﾃﾞｰﾀ変換 暗号化 2 2
ﾃﾞｰﾀ関連付け 更新処理 1

DBの統合化 1

依頼情報 1

ﾊｰﾄﾞｳｴｱ 1 1

中間処理ｼｽﾃﾑ 1

業務委託・出願管理 1

侵害情報の通報 1

知的財産管理の委託 1

特許事務所との連携 2

発明内容の開示 1
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　　　　解決手段Ⅰ　　　　　　　解決手段Ⅱ

安
全
性
の
向
上

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

分析結果･履歴情報の活用

認証･署名

書誌情報の活用

実施利益の活用

新たなｻｲﾄ構築

識別情報の活用

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用

ｼｽﾃﾑ構成
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表 1.4.8-10 に米国特許・出願の出願管理システムの課題に対する解決手段の詳細を示

す。 

集中している出願は少なく、同じ課題について企業毎の対応が分散している。 

表 1.4.8-10 米国特許・出願の出願管理システムの課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.8-11 に、知的財産出願管理システムの課題に対する解決手段の出願人を示す。 

最も出願の集中している「進捗情報の活用」による「期日管理」の効率化に関しては、

事務機器、電気通信、鉄鋼、特許情報サービスの企業が出願している。次で出願の集中し

ている「手続き情報」の活用による「事務手続きの効率化」に関しては、電気通信、事務

機器、特許情報サービスの企業が出願している。 

表 1.4.8-11 出願管理システムの課題に対する解決手段の出願人（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シ
ス
テ
ム
の
改
善

出
力
・
表
示
の
改
善

漏
洩
防
止

改
ざ
ん
防
止

照
合
の
確
実
化

期
日
管
理

事
務
手
続
き
の
効
率
化

訴
訟
の
支
援

案
件
処
理

見
積
書
作
成
支
援

分析結果･履歴情報の活用 進捗情報の活用 1
承認と承認通知 1
特許情報 1

書誌情報の活用 提案書の検証 1
開示文書の明示 1
検討依頼 1
手続き情報 1 1
手続き情報 1
弁理士に見積依頼 1
ﾌｧｲﾔｳｵｰﾙの通過 1
暗号化 1
ﾊｰﾄﾞｳｴｱ 1
ﾒﾃﾞｨｱ記録装置の接続 1
特許商標料の口座振替 1
意匠の法律問題の情報開示 1
発明内容の開示 1

新たなｻｲﾄ構築

識別情報の活用

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用

ﾃﾞｰﾀ変換

ｼｽﾃﾑ構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　　　解決手段Ⅰ　　　　　　　　解決手段Ⅱ

安
全
性
の
向
上

業
務
処
理
の
効
率
化

認証･署名

安全性の向上 評価手法の開発

漏洩防止 知財の評価 期日管理
事務手続きの
効率化

訴訟の支援 案件処理

差分の活用 日立製作所;神
奈川県 (共願)
1

進捗情報の
活用

富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 1
東芝 1
神戸製鋼所;ｺﾍﾞ
ﾙｺｼｽﾃﾑ (共願)
1
新日鉄ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝ
ｽﾞ 1
ｺｽﾓﾃﾂｸ特許情報
ｼｽﾃﾑ 1
ｷﾔﾉﾝ 2

小山 方宜 1

特許情報 ｽﾀﾝﾚ-電気 1

分
析
結
果
･
履
歴
情
報
の
活
用

業務処理の効率化          課　題

 解決手段

  Ⅰ　   　Ⅱ
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表 1.4.8-11 出願管理システムの課題に対する解決手段の出願人（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の向上 評価手法の開発

漏洩防止 知財の評価 期日管理
事務手続きの
効率化

訴訟の支援 案件処理

案件の検討 日本触媒化学工
業 1

共願先問合せ ｽﾀﾝﾚ-電気 1

時間ﾃｰﾌﾞﾙを
作成

東京瓦斯 1

手続き情報 浜松ﾎﾄﾆｸｽ 1

必要書類 ｷﾔﾉﾝ 1

寄与度 小松製作所 1

現価値 ｾｲｺ-電子工業;
安江 邦治 (共
願) 1

案件処理一覧
表の作成

日本電気 1

期日管理
ｼｽﾃﾑ

ｱﾙﾄﾘｻ-ﾁ 1

検討依頼 ｷﾔﾉﾝ 2

項目名

手続き情報 富士通 1
ﾊﾟﾃﾝﾄﾓ-ﾙ 1
ｷﾔﾉﾝ 2

出願書類 ｷﾔﾉﾝ 1

出願判定 塚田 英夫 1
ｷﾔﾉﾝ 1

ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃ
ﾑｽﾞ;日本電気
(共願) 1

書類の確認 日立製作所 1
ｷﾔﾉﾝ 1

ﾙｰﾙの活用 ﾈﾂﾄﾜ-ｸｽ;山口
恵康 (共願) 1

国外送信情報 ｷﾔﾉﾝ 1

時間情報･
日時

ｷﾔﾉﾝ 1

法令改正 日立製作所;神
奈川県 (共願)
1

デ
ー

タ
変
換

暗号化 東芝ｱｲﾃｲ- ｺﾝﾄ
ﾛ-ﾙｼｽﾃﾑ;東芝
(共願) 1
ｺｽﾓﾃﾂｸ特許情報
ｼｽﾃﾑ 1

丸井 智敬;井上
智;梅田 恵里
(共願) 1
ｱﾄﾗﾂｸ 1

デ
ー

タ

関
連
付
け

更新処理 東芝 1

DBの統合化 日立製作所 1

依頼情報 ｷﾔﾉﾝ 1

ﾊｰﾄﾞｳｴｱ 足立ﾗｲﾄ工業所
1

小西 富雅 1

中間処理
ｼｽﾃﾑ

ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃ
ﾑｽﾞ;日本電気
(共願) 1

書
誌
情
報
の
活
用

実
施
利
益

の
活
用

識
別
情
報
の
活
用

パ
タ
ー

ン
･

ル
ー

ル
の
活
用

          課　題

 解決手段

  Ⅰ　   　Ⅱ

業務処理の効率化

デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の

活
用

シ
ス
テ
ム

構
成
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表 1.4.8-11 出願管理システムの課題に対する解決手段の出願人（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.8-12 に、米国特許・出願の出願管理システムの課題に対する解決手段の権利者・

出願人を示す。同じ課題に対して企業毎の対応が分散しているが、特許情報サービス会社

の First to File が３件の出願をしている。 

表 1.4.8-12 米国特許・出願の出願管理システムの課題に対する解決手段の権利者・出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の向上

照合の確実化 期日管理
事務手続きの
効率化

訴訟の支援 案件処理 見積書作成支援

分
析
結
果
･
履

歴
情
報
の
活
用

進捗情報の
活用

個人 1

承認と承認通
知

First to File
Inc 1

特許情報

書
誌
情
報

の
活
用

提案書の検証 NEC JP 1

開示文書の
明示

個人 1

検討依頼 個人 1

手続き情報 個人 1 First to File

手続き情報 First to File
1

弁理士に見積
依頼

個人 1

ﾌｧｲﾔｳｵｰﾙの
通過

個人 1

暗号化

ﾊｰﾄﾞｳｴｱ 個人 1
ﾒﾃﾞｨｱ記録装
置の接続

特許商標料の
口座振替

Patent and
Trademark Fee
Management 1

意匠の法律問
題の情報開示

個人 1

発明内容の
開示

IP Com 1

パ
タ
ー

ン
･

ル
ー

ル
の
活
用

デ
ー

タ

変
換

シ
ス
テ
ム

構
成

サ
イ
ト

構
築

業務処理の効率化          課　題

 解決手段

  Ⅰ　   　　Ⅱ

認
証
･

署
名

識
別
情
報

の
活
用

安全性の向上 評価手法の開発

漏洩防止 知財の評価 期日管理
事務手続きの
効率化

訴訟の支援 案件処理

業務委託・
出願管理

ｲﾝﾌｵｺﾑ;帝人
(共願) 1

侵害情報の
通報

ｶｼｵ計算機 1

知的財産管理
の委託

特定非営利活動
法人ｼﾔﾄﾙｸﾗﾌﾞ
1

特許事務所
との連携

金沢工業大学 1
ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ 1

発明内容の
開示

吉川 毅 1

サ
イ
ト
構
築

          課　題

 解決手段

  Ⅰ　   　Ⅱ

業務処理の効率化



 

91 

(2) 明細書作成支援システム 

図 1.4.8-3 に、明細書作成支援システムの課題に対する解決手段の分布を示す。 

ここに示されるように、明細書作成支援システムは、その性格上、資料（すなわち明細

書）作成の効率化が中心となる課題であり、特許出願もここに集中している。 

この課題への対応としては、テンプレートを活用するなどのパターンの活用を図るもの

が多いが、公募により弁理士を選択するなどのサイト構築により対応するものも多い。 

図 1.4.8-3 明細書作成システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.8-4 に、米国特許・出願の明細書作成支援システムの課題に対する解決手段の分

布を示す。明細書作成支援システムについても、日本特許と米国特許との間に大きな差は

ない。 

図 1.4.8-4 米国特許・出願の明細書作成システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 5
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7

3

課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発

4

2

課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発
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表 1.4.8-5 は、明細書作成支援システムの課題に対する解決手段の詳細を示すものであ

る。同じ課題「資料作成の効率化」に対して、様々な解決手段で対応している。「創造の支

援」に対して、全て「新たなサイト構築」で対応している。 

 

表 1.4.8-6 は、米国特許・出願の明細書作成支援システムの課題に対する解決手段の詳

細を示すものである。「創造の支援」に対して、「ルールの活用」で対応している。 

 

表 1.4.8-5 明細書作成支援システムの      表 1.4.8-6 米国特許・出願の明細書作成支援 

課題に対する解決手段の詳細         システムの課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.8-7 は、明細書作成支援システムの課題に対する解決手段の出願人を示すもので

ある。同じ課題について企業毎の対応が分散している。 

 

表 1.4.8-8 は、米国特許・出願の明細書作成支援システムの課題に対する解決手段の権

利者・出願人を示す。同じ課題について企業毎の対応が分散している。 

 

書誌情報の活用 ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 1

識別情報の活用 抄録の作成 3

校正機能の活用 用語整合 1

ｶﾞｲﾄﾞ 1

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 2

ﾌｫｰﾏｯﾄ 1

ﾙｰﾙの活用 1

入力不可領域 1

文節入力 1

開発要望情報 1

階層構造のﾒﾆｭｰ 1

請求情報 1

ｺﾋﾟｻｰﾋﾞｽに弁理士の広告 1

設計資産の開示 1

仲介・ｱｲﾃﾞｱ 4

入札・代書 3

資
料
作
成
の
効
率
化

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用

ﾃﾞｰﾀ関連付け

ｻｲﾄ構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　　解決手段Ⅰ　　　　　　　解決手段Ⅱ

創
造
の
支
援

シ
ス
テ
ム
の
改
善

デ
ー

タ
入
力
の
改
善

抄録の活用 設計資産の再利用 1
校正機能の活用 用語整合 2

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 1
ﾙｰﾙの活用 1 1
診断ﾙｰﾙ 1
文書ｻﾝﾌﾟﾙ 1

ﾃﾞｰﾀ変換 文字認識 1
ﾃﾞｰﾀ関連付け 知識と情報 1

設計資産の開示 1
仲介・ｱｲﾃﾞｱ 1

創
造
の
支
援

資
料
作
成
の
効
率
化

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用

新たなｻｲﾄ構築

　　　　　　　　　　　　　課　題

　　解決手段Ⅰ　　　　解決手段Ⅱ
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表 1.4.8-7 明細書作成支援システムの    表 1.4.8-8 米国特許・出願の明細書作成支援 

課題に対する解決手段の出願人        システムの課題に対する解決手段の 

権利者・出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)特許情報管理システム 

図 1.4.8-5 に、特許情報管理システムの課題と解決手段の分布を示す。 

特許情報管理システムでは、「検索の高度化」を課題とする出願が最も多い。この中に

は、処理時間短縮(高速化)、分類・キーワードの抽出の支援、関連情報の抽出支援が含ま

れるほか、検索の高度化を目的とするものが含まれている。検索の高度化については、検

索精度の向上を目指したもののほか、質問式の入力を効率化するもの、外国特許文献の利

用を効率化するもの、特許マップによる技術動向分析を効率化するものが含まれている。

このような検索機能の高度化に関しては、分析･履歴情報の活用、技術文献情報の活用、外

国語の翻訳によるデータ変換を行うものが多い。システムの改善では、表示方法の改善を

図るものが多い。 

書
誌
情
報

の
活
用

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 浜松ﾎﾄﾆｸｽ 1

識
別
情
報

の
活
用

抄録の作成 日立製作所 1
日本電気 1
ﾘｺ- 1

校
正
機
能

の
活
用

用語整合 ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃ
ﾑｽﾞ;日本電気
(共願) 1

ｶﾞｲﾄﾞ 日立通信ｼｽﾃﾑ 1

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 日立通信ｼｽﾃﾑ 1
松本 賢三 1

ﾌｫｰﾏｯﾄ 三菱重工業 1
ﾙｰﾙの活用 東芝 1
入力不可領域 日立製作所 1
文節入力 日本電気ﾎ-ﾑｴﾚｸ

ﾄﾛﾆｸｽ 1

開発要望情報 ｷﾔﾉﾝ 1
階層構造の
ﾒﾆｭｰ

ﾊｲﾊﾟ-ﾃﾂｸ 1

請求情報 松下電器産業 1

ｺﾋﾟｻｰﾋﾞｽに
弁理士の広告

斉藤 繁 1

設計資産の
開示

富士通 1

仲介・ｱｲﾃﾞｱ 東芝 1
渡辺 一隆 1
太田 仁彦 1
ｿﾆ- 1

入札・代書 斉藤 繁 1
ｿﾆ- 2

デ
ー

タ

関
連
付
け

新
た
な
サ
イ
ト
構
築

創造の支援
資料作成の
効率化

　　 　　　　課　題

 解決手段

  Ⅰ　   　　Ⅱ

パ
タ
ー

ン
･

ル
ー

ル
の
活
用

システムの改善 創造の支援
資料作成の
効率化

抄
録
の

活
用

設計資産の
再利用

個人 1

校
正
機
能

の
活
用

用語整合 SmartPatents
1
Aurigin
Systems 1

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 個人 1

ﾙｰﾙの活用 個人 1 個人 1

診断ﾙｰﾙ 個人 1

文書ｻﾝﾌﾟﾙ 個人 1

デ
ー

タ

変
換

文字認識 個人 1

デ
ー

タ

関
連
付
け

知識と情報 個人 1

設計資産の
開示

Fujitsu JP 1

仲介・ｱｲﾃﾞｱ 個人 1

パ
タ
ー

ン
･

ル
ー

ル
の
活
用

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

            課　題

 解決手段

  Ⅰ    　　Ⅱ

データ入力の改善
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図 1.4.8-5 特許情報管理システムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.8-6 に、米国特許・出願の特許情報管理システムの課題に対する解決手段の分布

を示す。検索の高度化ではデータの関連付けで行うものが多い。 

 

図 1.4.8-6 米国特許・出願の特許情報管理システムの課題に対する解決手段の分布 
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認証･署名
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見
や
す
い
マ
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進
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務
処
理
の
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率
化

評
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手
法
の
開
発
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課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
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向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発
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表 1.4.8-9 は、特許情報管理システムの課題に対する解決手段の詳細を示すものである。 

最も出願が集中しているのは、「検索の高度化」であり、具体的には「検索式入力支援」

と「キーワード・分類の抽出」である。「検索式入力支援」に対し、良く使用する分類を分

かりやすい言葉にしたりして「付加情報を活用」して検索式を入力するものが多い。「キー

ワード・分類の抽出」に対して、「技術文献の活用」で対応している。これは特許情報や技

術文献より主題となる「キーワードの選定」をし、検索キーワードを抽出するものである。

また「外国文献の効率的利用」に対して、「データ変換」により外国語の翻訳を行うものが

多い。 

一方、次に出願が集中しているのは、「評価手法の開発」であり、具体的には「動向分

析機能」に対して、「分類・キーワードの活用」で対応している。これはキーワードのヒッ

ト数でその所定情報の主題を分析したり、主題の順位を分析したりするものである。 

一方、次に出願が集中しているのは、「見やすいマップ」であり、具体的には「見やす

い表示方法」に対して、分析されたグラフに色付けしたり矢印などして「分析結果・履歴

情報の活用」で対応している。 

表 1.4.8-9 特許情報管理システムの課題に対する解決手段の詳細（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安
全
性
の
向
上

出
力
・
表
示
の
改
善

処
理
速
度
の
向
上

照
合
の
確
実
化

表
示
の
改
善

外
国
文
献
の
効
率
的
利
用

キ
ー

ワ
ー

ド
・
分
類
の
抽
出

検
索
式
入
力
支
援

検
索
速
度
の
向
上

相
互
利
用

動
向
分
析
機
能

検
索
精
度
向
上

専
門
家
に
よ
る
支
援

動
向
分
析
機
能

事
務
手
続
き
の
効
率
化

訴
訟
の
支
援

マ
ッ

プ
検
索
式
入
力
支
援

マ
ッ

プ
分
析
機
能

見
や
す
い
表
示
方
法

ｷｰﾜｰﾄﾞ 1 1

ﾃｰﾏ情報 1

ﾋｯﾄ数 1 2

項目順位ﾌｧｲﾙ 1

侵害識別 1

付加情報 1

Fﾀｰﾑ 1

ｱｲﾃﾞｱ情報 1

ｷｰﾜｰﾄﾞ 1 1

ｸﾞﾗﾌ 4

ｽﾃｰﾀｽ 1

ﾌｫｰﾏｯﾄ･集計用 1

ﾏﾄﾘｸｽ 1

ﾛｸﾞﾃﾞｰﾀﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 1

検索結果の活用 1

更新情報 1 1 1

差分の活用 1

座標ﾃﾞｰﾀ 2

伸び率 1

知的財産情報 1

特許情報･評価 1

付加情報 3 1

矢印図形 1

　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　解決手段Ⅰ　　　　　　解決手段Ⅱ

分類･
ｷｰﾜｰﾄﾞの活用

分析結果･
履歴情報の活用

シ
ス
テ
ム
の
改
善

検
索
の
高
度
化

見
や
す
い
マ
ッ

プ

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発
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表 1.4.8-9 特許情報管理システムの課題に対する解決手段の詳細（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.8-10 は、米国特許・出願の特許情報管理システムの課題に対する解決手段の詳

細を示す。出力・表示の改善で画像情報を活用するものが４件あるが、米国特許商標庁か

らの MT を読み出し、テキストと画像に表示装置を利用して頁をつけながら編集するもので

ある。 

安
全
性
の
向
上

出
力
・
表
示
の
改
善

処
理
速
度
の
向
上

照
合
の
確
実
化

表
示
の
改
善

外
国
文
献
の
効
率
的
利
用

キ
ー

ワ
ー

ド
・
分
類
の
抽
出

検
索
式
入
力
支
援

検
索
速
度
の
向
上

相
互
利
用

動
向
分
析
機
能

検
索
精
度
向
上

専
門
家
に
よ
る
支
援

動
向
分
析
機
能

事
務
手
続
き
の
効
率
化

訴
訟
の
支
援

マ
ッ

プ
検
索
式
入
力
支
援

マ
ッ

プ
分
析
機
能

見
や
す
い
表
示
方
法

各部門の重要度評価 1
速報に評価 3

書誌情報の活用 指定範囲とｺﾒﾝﾄ 1
関連情報 1
事項の文頭 1
ｷｰﾜｰﾄﾞの選定 4 1
技術文献の活用 1
専門用語 1
適合文献 1
分布図の特定部位指定 1

画像情報の活用 ﾃｷｽﾄの頁付け 1
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ 1
技術要素に分類 1
使用回数 1
照合率 1
特許分類 1
類似度 1
ﾌｫｰﾏｯﾄ 1 1 1
ﾙｰﾙの活用 1
画像情報 1
検索情報 1
先行技術情報 1

ﾃﾞｰﾀ変換 外国語翻訳 7
ｷｰﾜｰﾄﾞ 1
ﾘｽﾄ 1
引用情報 2
外国優先権情報 1
重要度 1
分割特許 1
文書構成要素 1
履歴情報 1
DBの統合化 1
対応情報 1
対象ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 1
CD-ROMからMO 2
ｽｷｬﾅｰ読取 2
ﾃﾞｨｽｸｷｬｯｼｭ 2
ﾊｰﾄﾞｳｴｱ 1
業務委託・SDI 1
業務委託・ｳｫﾁﾝｸﾞ 1

ｷｰ情報の活用 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 3

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用

ｼｽﾃﾑ構成

新たなｻｲﾄ構築

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

見
や
す
い
マ
ッ

プ

技術文献の活用

類似度の活用

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用

ﾃﾞｰﾀ関連付け

抄録の活用

識別情報の活用

　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　解決手段Ⅰ　　　　　　解決手段Ⅱ

シ
ス
テ
ム
の
改
善

検
索
の
高
度
化
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表 1.4.8-10 米国特許・出願の特許情報管理システムの課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.8-11 は、特許情報管理システムの課題に対する解決手段の出願人の関係を示す

ものである。検索式入力支援では、各社さまざまな方法で行われている。最も出願が集中

している「データ変換」による「外国文献の効率的活用」に関しては、特許情報サービス、

自動車の企業と個人が出願している。 

 

表 1.4.8-11 特許情報管理システムの課題に対する解決手段の出願人（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

見
や
す
い
マ
ッ

プ

出
力
・
表
示
の
改
善

処
理
速
度
の
向
上

表
示
の
改
善

キ
ー

ワ
ー

ド
・
分
類
の
抽
出

検
索
速
度
の
向
上

動
向
分
析
機
能

動
向
分
析
機
能

訴
訟
の
支
援

見
や
す
い
表
示
方
法

Fﾀｰﾑ 1

ｶﾀﾛｸﾞ 1

検索結果の活用 1

差分の活用 1

座標ﾃﾞｰﾀ 1

侵害識別 1

実施利益の活用 ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 3

技術文献の活用 検索情報 1

画像情報の活用 ﾃｷｽﾄの頁付け 4

ｷｰﾜｰﾄﾞ 1

叙述語 1

文書間の関係 1

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 ﾄﾞﾒｲﾝ名 1

ﾃﾞｰﾀ変換 座標ﾃﾞｰﾀ 1

ｸﾞﾗﾌ 1

引用情報 3

第1表示領域はﾌｧｲﾙ･ﾘﾝｸ 1

法的情報のﾘﾝｸ 1

DBの統合化 2

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報 1

ｼｽﾃﾑ構成 ｽｷｬﾅｰ読取 1

新たなｻｲﾄ構築 有効性の先行技術調査に報奨金 1

シ
ス
テ
ム
の
改
善

検
索
の
高
度
化

分析結果･
履歴情報の活用

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用

ﾃﾞｰﾀ関連付け

類似度の活用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　課　題

　　解決手段Ⅰ　　　　　　解決手段Ⅱ

システムの改善

処理速度の向上
外国文献の効率
的利用

キーワード・
分類の抽出

検索式入力支援 マップ分析機能
見やすい
表示方法

ｷｰﾜｰﾄﾞ 東京瓦斯 1 ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 1

ﾃｰﾏ情報 関 福男 1

ﾋｯﾄ数 日立製作所 1 ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 2

項目順位
ﾌｧｲﾙ

ﾚｲﾃﾂｸ 1

          課　題

 

解決手段

  Ⅰ　   　Ⅱ

検索の高度化

分
類
･
キ
ー

ワ
ー

ド
の
活
用

見やすいマップ
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表 1.4.8-11 特許情報管理システムの課題に対する解決手段の出願人（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システムの改善

処理速度の向上
外国文献の効率
的利用

キーワード・
分類の抽出

検索式入力支援 マップ分析機能
見やすい
表示方法

Fﾀｰﾑ ﾊﾟﾃﾝﾄﾓｰﾙ 1

ｱｲﾃﾞｱ情報 ｷﾔﾉﾝ 1
ｷｰﾜｰﾄﾞ ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 1 ﾊﾟﾄﾘｽ 1

ｸﾞﾗﾌ 日産自動車 1
高等技術研究院
研究組合 1
ﾘｺ- 1
ﾊﾟﾄﾘｽ 1

ｽﾃｰﾀｽ 新日鉄ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝ
ｽﾞ 1

ﾏﾄﾘｸｽ 住友金属鉱山 1

更新情報 ｴｲﾃﾞｲｼ-ﾃｸﾉﾛｼﾞ
- 1

差分の活用 ｷﾔﾉﾝ 1

伸び率 ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 1

特許情報･
評価

ｼｽﾃﾑ ｲﾝﾃｸﾞﾚ-ｼ
ﾖﾝ 1

付加情報 鉅鹿 明弘 1
科学技術振興事
業団 1
ｴﾙｼﾞ-電子 1

矢印図形 日本電気 1

ｷｰﾜｰﾄﾞ 東芝 1
ｿﾆ- 1
ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 2

特許情報出版 1

技術文献の
活用

松下電器産業 1

専門用語 松下電器産業 1

適合文献 富士通機電 1

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ 富士通 1
使用回数 ｱｲﾋﾟ-ｻﾎﾟ-ﾄ 1

照合率 特許情報出版 1

特許分類 立石電機 1

類似度 ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 1

ﾌｫｰﾏｯﾄ 技術ﾄﾗﾝｽﾌｱ-ｻ-
ﾋﾞｽ 1

日立製作所 1

ﾙｰﾙの活用 ﾘｺ- 1

デ
ー

タ
変
換

外国語翻訳 友行 安夫 1
王 衛中 1
ﾚ-ﾑ ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｲｽﾞ
BV 1
ﾏﾂﾀﾞ 1
ﾊﾟﾄﾘｽ 1
ｴｲﾃﾞｲｼ-ﾃｸﾉﾛｼﾞ
- 2

外国優先権
情報

住友ｺﾞﾑ工業 1

重要度 日本触媒化学工
業 1

デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の
活
用

DBの統合化 ｵﾘｼﾞﾝ ｼｽﾃﾑｽﾞ
INC 1

技
術
文
献
の
活
用

類
似
度
の
活
用

パ
タ
ー

ン
･

ル
ー

ル
の
活
用

デ
ー

タ

関
連
付
け

分
析
結
果
･
履
歴
情
報
の
活
用

          課　題

 

解決手段

  Ⅰ　   　Ⅱ

検索の高度化 見やすいマップ



 

99 

表 1.4.8-11 特許情報管理システムの課題に対する解決手段の出願人（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.8-12 は、米国特許・出願の特許情報システムの課題に対する解決手段の権利者・

出願人を示す。米国の特許情企業である Aurigin Systems が３件、First to File が２件、

SmartPatents が２件出願している。 

 

表 1.4.8-12 米国特許・出願の特許情報管理システムの 

課題に対する解決手段の権利者・出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価手法の開発 業務処理の効率化

出力・表示の
改善

処理速度の
向上

キーワード・
分類の抽出

動向分析機能 動向分析機能 訴訟の支援

Fﾀｰﾑ
ｶﾀﾛｸﾞ Irms Net Inc

1

検索結果の
活用

Seekip com 1

差分の活用 個人 1
座標ﾃﾞｰﾀ Manning and

Napier
Information
Services 1

侵害識別 Lucent
Technologies
Inc 1

実
施
利
益

の
活
用

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 個人 3

技
術
文
献

の
活
用

検索情報 Central
Florida!
University of
1

画
像
情
報
の
活
用

ﾃｷｽﾄの
頁付け

Waverley
Holdings Inc
1
SmartPatents
Inc 2
Aurigin
Systems Inc 1

ｷｰﾜｰﾄﾞ 個人 1
叙述語 Sandia Corp 1

文書間の関係 個人 1

パ
タ
ー

ン
･

ル
ー

ル
の
活
用

ﾄﾞﾒｲﾝ名 個人 1

類
似
度

の
活
用

          課　題

 解決手段

  Ⅰ    　　Ⅱ

システムの改善 検索の高度化

分
析
結
果
･
履
歴
情
報
の
活
用

システムの改善

処理速度の向上
外国文献の効率
的利用

キーワード・
分類の抽出

検索式入力支援 マップ分析機能
見やすい
表示方法

CD-ROMからMO 日立製作所 1
ﾚ-ﾑ ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｲｽﾞ
BV 1

ｽｷｬﾅｰ読取 沢 恒雄 1
ﾘｺ- 1

ﾃﾞｨｽｸｷｬｯｼｭ 日立製作所 2

ﾊｰﾄﾞｳｴｱ ｼﾔ-ﾌﾟ 1

シ
ス
テ
ム
構
成

          課　題

 

解決手段

  Ⅰ　   　Ⅱ

見やすいマップ検索の高度化
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表 1.4.8-12 米国特許・出願の特許情報管理システムの 

課題に対する解決手段の権利者・出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価手法の開発業務処理の効率化

出力・表示の
改善

処理速度の
向上

キーワード・
分類の抽出

動向分析機能 動向分析機能 訴訟の支援

デ
ー

タ

変
換

座標ﾃﾞｰﾀ Sandia Corp 1

ｸﾞﾗﾌ 個人 1
引用情報 個人 1

First to File
Inc 2

法的情報の
ﾘﾝｸ

個人 1

デ
ー

タ
ベ
ー

ス
の
活
用

DBの統合化 SmartPatents
Inc 1
Aurigin
Systems Inc 1

シ
ス
テ
ム

構
成

ｽｷｬﾅｰ読取 Aurigin
Systems Inc 1

新
た
な

サ
イ
ト
構
築

有効性の先行
技術調査に
報奨金

IP Com Inc 1

デ
ー

タ

関
連
付
け

          課　題

 解決手段

  Ⅰ    　　Ⅱ

システムの改善 検索の高度化
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(4)知的財産流通支援システム 

図 1.4.8-7 に、知的財産流通支援システムの課題と解決手段の分布を示す。 

知的財産流通支援システム技術の出願のほとんどは、「新たなサイト構築」することに

より知的財産の流通を促進しようとするものである。その他に、知的財産の評価結果を色

別で表示するための「表示方法の改善」が出願されている。 

図 1.4.8-7 知的財産流通支援システムの課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.8-8 に、米国特許・出願人の知的財産流通支援システムの課題と解決手段の分布

を示す。日本と同様、「新たなサイト構築」により流通促進を図るものが多い。「分析結果・

履歴情報」を活用した知的財産（特に特許）の価値を評価するものも多い。 

図 1.4.8-8 米国特許・出願の知的財産流通支援システムの課題に対する解決手段の分布 
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38

課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発

3

2

2

22

課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発
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表 1.4.8-13 は、知的財産流通支援システムの課題に対する解決手段の詳細を示す。 

最も集中した出願は「取引促進」と「資金調達支援」であり、取引支援は権利情報を開

示する「サイト構築」が多く、資金調達支援はライセンスの移転を仲介する「サイト構築」

が多い。 

 

表 1.4.8-14 は、米国特許・出願の知的財産流通支援システムの課題に対する解決手段

の詳細を示す。最も集中した出願は「資金調達支援」であり、ライセンスの仲介をする「新

たなサイト構築」が多い。 

 

表 1.4.8-13 知的財産流通支援システムの     表 1.4.8-14 米国特許・出願の知的財産流通 

課題に対する解決手段の詳細      支援システムの課題に対する解決手段の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

表
示
機
能
の
改
善

漏
洩
防
止

専
門
家
に
よ
る
支
援

資
金
調
達
支
援

資
金
調
達
支
援

専
門
家
に
よ
る
支
援

取
引
促
進

重要度 1

色別表示 4

ﾃﾞｰﾀ変換 暗号化 1

開示・ｱｲﾃﾞｱ 1

開示・権利取得業務 1

開示・権利譲渡情報 3

開示・知財情報 3

外国語翻訳 1

契約支援 1

使用許諾 8 1 5

証券化 3

信託 1

知財の資産運用 1

仲介・ｱｲﾃﾞｱ 1

投資 7

入札 1

評価 1

　　　　　　　　　　　　　課　題

　 解決手段Ⅰ　　  　解決手段Ⅱ

知
財
の
流
通
促
進

分析結果･
履歴情報の活用

新たなｻｲﾄ構築

安
全
性
の
向
上

評
価
手
法
の
開
発

改
ざ
ん
防
止

知
財
の
評
価

資
金
調
達
支
援

取
引
促
進

有効期間情報の活用 有効性 2

重要度 1

特許情報･評価 1

認証･署名 ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ 1

現価値 1

特許情報･評価 1

有効性 1

開示・知財情報 3

使用許諾 8 1

証券化 5

投資 3

入札 2

新たなｻｲﾄ構築

　　　　　　　　　　　　　課　題

　　解決手段Ⅰ　　　　　解決手段Ⅱ

分析結果･
履歴情報の活用

知
財
の
流
通
促
進

実施利益の活用
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表 1.4.8-15 に、知的財産流通支援システムの課題に対する解決手段の出願人を示す。

その出願人は個人が多い。 

 

表 1.4.8-15 知的財産流通支援システムの課題に対する解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システムの改善 安全性の向上 評価手法の開発

表示機能の改善 漏洩防止
専門家による
支援

資金調達支援
専門家による
支援

取引促進

重要度 日本触媒化学工
業 1

色別表示 岩堀 邦男 4

デ
ー

タ

変
換

暗号化 ｼﾀｼｵﾝｼﾞﾔﾊﾟﾝ 1

開示・ｱｲﾃﾞｱ 倉持 康文 1
開示・
権利取得業務

白石 義彦 1

開示・
権利譲渡情報

日本電気 1
竹本 義徳 1
多摩岡産業 1

開示・
知財情報

坂本 兼昭;坂本
光弘;坂本 修作
(共願) 1
ﾃｲｽ 1
ｼﾞｴｲｴｽﾋﾟ- 1

外国語翻訳 松原 靖 1
契約支援 古川 正雄 1
使用許諾 名倉 義敬 1

日立製作所;日
立ｷﾔﾋﾟﾀﾙ (共
願) 1
日本電気 1
渡辺 一隆 1
上田 将人 1
国分 倫任 1
葛生 幹夫 1
ｱﾄﾗﾝﾃｲｽ 1

ｻｲﾊﾞ-ｽﾍﾟ-ｽ 1 世良 光司 1
坂本 泰孝 1
古川 正雄 1
ｺﾝﾌｵ-ﾄｸﾂｸ 1
ｱﾄﾗﾝﾃｲｽ 1

証券化 村西 誠治 1
高野 徹 1
古川 正雄 1

信託 畠山 英一 1
知財の資産
運用

ｿﾆ- 1

投資 野村総合研究所
1
葛生 幹夫 1
ﾌﾟﾘヴｴﾁﾕ-ﾘﾂﾋ
証券 1
ｿﾆ- 1
ｻﾞ ﾊﾟﾃﾝﾄ ｱﾝﾄﾞ
ﾗｲｾﾝｽ ｴｸｽﾁｴﾝ
ｼﾞ INC 1
ｴｺ ﾜ-ﾙﾄﾞ ｸﾘｴｲ
ﾄ 1
ｲﾝﾃﾚｸﾁﾕｱﾙｱｾﾂﾄ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ;中井
正和 (共願) 1

入札 吉田 康伸 1

評価 我夢工房 1

　　　　 　課　題

　解決手段

　Ⅰ　　　　Ⅱ

知財の流通促進

分
析
結
果
･
履
歴

情
報
の
活
用

新
た
な
サ
イ
ト
構
築
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表 1.4.8-16 に、米国特許・出願の知的財産流通支援システムの課題に対する解決手段

の権利者・出願人を示す。「知財の流通促進」に対しては、「新たなサイト構築」で対応す

るものが多く、その出願人は個人が多い。 

 

表 1.4.8-16 米国特許・出願の知的財産流通支援システムの 

課題に対する解決手段の権利者・出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の向上 評価手法の開発 知財の流通促進

改ざん防止 知財の評価 資金調達支援 取引促進

有
効
期
間

情
報
の
活
用

有効性 個人 2

重要度 CHI Res 1

特許情報･評
価

個人 1

認
証
･

署
名

ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ 個人 1

現価値 個人 1

特許情報･評
価

個人 1

有効性 IP Value 1

開示・知財情
報

個人 2
First to File
1

使用許諾 個人 7
Mosaic
Technologies
1

個人 1

証券化 個人 5

投資 個人 2
MIKOS 1

入札 個人 2

　　 　 　課　題

 解決手段

  Ⅰ　  　　Ⅱ

新
た
な
サ
イ
ト
構
築

実
施
利
益
情
報
の

活
用

分
析
結
果
･

履
歴
情
報
の
活
用
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1.5  

 

1.5.1 被引用される回数の多い出願 

CRM 技術および知的財産管理システムに関連した出願 1,487 件について、参考文献、あ

るいは明細書内の先行技術として引用された特許または出願の数は約 490 件（複数件に引

用された特許または出願の重複分を除く）である。 

このうち、引用されることが多い出願を、表 1.5.1-1 および表 1.5.1-2 に示す。 

表 1.5.1-1 CRM 関係 

No. 被引用特許番号 
出願人名 

引用 
回数 

自社
引用

他社
引用

発明の名称 

1 特開平 11-282393 
大日本印刷 

5 0 5 購買履歴に応じた個人別インターネット
広告方法 

2 特開平 9-153094 
日立製作所 

3 1 2 販売促進効果分析方法及びその実施シス
テム 

 

表 1.5.1-2 知的財産管理システム関係 

No. 公報番号 
出願人名 

引用 
回数 

自社
引用

他社
引用

発明の名称 

1 特許 3049113 
日立製作所 

3 2 1 企業内特許抄録作成システム 

2 特開平 8-221435 
日立製作所 

3 0 3 特許マップ生成方法 

3 特開平 9-69112 
日本開発銀行 

3 0 3 知的財産情報管理システム 

4 特開平 9-81586 
リコー 

3 0 3 抄録出力システム 

なお、引用される回数の多い出願または特許の概要を、表 1.5.3-1 および表 1.5.3-2 に

示す。 

 

1.5.2 各出願の引用出願との関係 

(1) CRM 関係 

a. 特開平 9-153094 および特開平 11-282393 について 

この２つの出願については、共通の被引用特許が存在するので同じ図（図 1.5.2-1）に

まとめた。 

特開平 9-153094 については、技術要素（データマイニング技術）・課題（顧客の分析）

がデータマイニング技術の商品の分析、リコメンデーション技術の商品選択支援、パーソ

ナライジング技術の安全性の向上に引用されている。特開平 11-282393 については、技術

要素（リコメンデーション技術）・課題（広告効果の向上）がパーソナライジング技術の安

全性の向上、リコメンデーション技術の広告効果の向上、サービス提供技術の顧客囲い込

みに引用されている。 

1.5 サイテーション分析
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図 1.5.2-1 特開平 9-153094 および特開平 11-282393 のサイテーション関係 

 

特開2000-3394 

日立製作所 

サ－ビス提供システム 

特許2956661 

コクヨ 

流通支援設備 

特開2001-256395 

エーアイピー 

情報送受信システム及び情報送受

信方法 

特開2001-312661 

山本 敬介 

情報送信システム 

特開2002-63095 

エイチ アイ シー 

時間地域等別情報送受信システム 

特開2002-74185 

宇都宮 美穂 

電子シヨツピングシステム 

特開2002-198997 

山本 敬介 

ＩＰアドレス取得分類システム、Ｉ

Ｐアドレス取得分類システムを用

いた情報送信システム、及びＩＰア

ドレス取得分類システムを用いた

地域別アクセス統計集計システム 

 

(2) 知的財産管理システム関係 

a. 特許 3049113 について 

特許 3049113 については、図 1.5.2-2 に示すように、技術要素（明細書作成支援システ

ム）・課題（資料作成の効率化）が特許情報管理システム、出願管理システムの見やすいマ

ップ、システムの改善、業務処理の効率化に引用されている。 

図 1.5.2-2 特許 3049113 のサイテーション関係 
 

特開平11-39330 

日立製作所 

情報検索システムにおける処理支

援方法及び情報検索システムにお

ける処理支援プログラムを記録し

た記録媒体 

特開2001-22794 

日立製作所 

報検索システムにおける処理支援

方法及び情報検索システムにおけ

る処理支援プログラムを記録した

記録媒体 

特開2002-73962 

浜松ホトニクス 

知的財産管理システム、知的財産管

理方法、及び、知的財産管理プログ

ラムを記録した記録媒体 
 

b. 特開平 8-221435 について 

特開平 8-221435 については、図 1.5.2-3 に示すように、技術要素（特許情報管理シス

テム）・課題（検索の高度化）が特許情報管理システムの見やすいマップ、検索の高度化に

引用されている。 

図 1.5.2-3 特開平 8-221435 のサイテーション関係 
 

 

 

 

 

特開 2001-92825 

日本電気 

情報処理装置および情報処理方法

特開 2001-222536 
キヤノン 

特許マツプ作成システム及びその

作成方法ならびに記録媒体 

特開 2002-163275 
松下電器産業 

技術文書検索装置 

特許3049113 

(特開平4-369078) 

日立製作所 

特開平 8-221435 

日立製作所 

特開平9-153094 

日立製作所 

特開平11-282393 

大日本印刷 
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c. 特開平 9-69112 および特開平 9-81586 について 

この２つ出願については、被引用特許が同一なので同じ図（図 1.5.2-4）にまとめた。 

特開平 9-69112 については、技術要素（特許情報管理システム）・課題（システムの改

善）が知的財産流通支援システム、特許情報管理システムの評価手法の開発に引用されて

いる。 

特開平 9-81586 については、技術要素（明細書作成支援システム）・課題（資料作成の

効率化）が同様に引用されている。 

図 1.5.2-4 特開平 9-69112 および特開平 9-81586 のサイテーション関係 

 

特開2001-337966 

日本触媒化学工業 

知的財産情報管理システムおよび

知的財産情報管理のためのプログ

ラムを記録したコンピユ－タ読み

取り可能な記録媒体 

特開2002-7427 

日本触媒化学工業 

検索式登録方式を備えた知的財産

情報管理システムおよびそのプロ

グラムを記録したコンピユ－タ読

み取り可能な記録媒体 

特開2002-83082 

日本触媒化学工業 

知的財産情報マネ－ジメントシス

テム、知的財産情報マネ－ジメント

のためのプログラムおよびそのプ

ログラムを記録したコンピユ－タ

読み取り可能な記録媒体 

 

 

1.5.3 主要出願の概要 

表 1.5.3-1 に CRM 関係の引用回数の多い出願の概要を、表 1.5.3-2 に知的財産管理シス

テム関係の引用回数の多い出願の概要を示す。 

表 1.5.3-1 CRM 関係の引用回数の多い出願の概要 

特許番号 

（経過情報） 

出願日、 

主 IPC 

[被引用回数] 

発明の名称 

概要 

 

特開平 11-282393 

98.03.30 

G09F27/00 

[被引用 5 件] 

購買履歴に応じた個人別インタ－ネツト広告方法 

ユーザ毎の購買履歴データベースを蓄積する段階 

顧客毎に ID、パスワードを発行し、配布する段階、 

顧客履歴に基づき、広告製品データベースから 

顧客に対応した広告対象製品を抜き出し、WWW サーバ 

上に保存する段階、ID、パスワードが入力されたこ 

とを条件にユーザ個人を判定し、WWW サーバ上に 

保存された顧客別の個別広告をユーザに返す段階 

からなる高倍履歴データに応じた個人別インターネ 

ット広告方法 

特開平 9-153094 

95.12.01 

G06F17/60 

[被引用 3 件] 

販売促進効果分析方法及びその実施システム 

顧客が商品に関する情報を参照したときに情 

報提供履歴として記録し、顧客が実際に購入した 

商品に関する情報を購買履歴として記録し、特定 

の顧客の顧客識別子によって特定の顧客の顧客属 

性と情報提供履歴と購買履歴を検索し、検索によ 

り得られた特定の顧客の情報提供履歴及び購買履 

歴中に記録された特定の商品の販売促進効果を分 

析することを特徴とする販売促進効果分析方法 

 

特開平9-69112 

日本開発銀行 

特開平9-81586 
リコー 
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表 1.5.3-2 知的財産管理システム関係の引用回数の多い出願の概要 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主 IPC 

[被引用回数] 

発明の名称 

概要 

 

特許 3049113 

91.06.18 

G06F17/30 

[被引用 3 件] 

企業内特許抄録作成システム 

企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成する企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって､自社

の特許出願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､出願書類ﾃﾞｰﾀを格納し

た電子出願対応の出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､抄録作成対象となる出願を特定する情報を入力する

端末装置と､出願を特定する情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し､該当する出願の書

誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込む 

特開平 8-221435 

(取下) 

[被引用 3 件] 

特許マップ生成方法 

特許データベースサーバに接続されたクライアントから、特許データベースサーバに検索

キーを送り、特許データベースの更新時に更新範囲を検索キーで検索処理を行い、検索結果

をクライアントに送り、クライアントの特許マップ用のデータベースに追加し、クライアン

トに特許マップを表示し、最新の特許マップ上で特許公報表示とキーワードの登録を行うこ

とを特徴とする特許マップ生成方法 

特開平 9-69112 

95.08.31 

G06F17/30 

日本開発銀行 

[被引用 3 件] 

知的財産情報管理システム 

情報記憶媒体から特許等公報情報を索出する第１の検索手段と、索出した特許等公報情報

で指定されたデータ範囲（以下、指定範囲）を特定するとともに、指定範囲に対応する第１

のコメント格納領域をＲＤＢ上に設定する指定範囲設定手段と、第１のコメント領域へ入力

文字列データを格納する文字列格納手段と、指定範囲の表示領域の選択検出を契機に、対応

する文字列データをＲＤＢより抽出する第２の検索手段と、を有することを特徴とする知的

財産情報管理システム 

特開平 9-81586 

95.09.14 

G06F17/30 

[被引用 3 件] 

抄録出力システム 

特許公報から抄録シートを作成する抄録出力システムにおいて、特許公報の中から注目す

べき箇所を識別し、注目すべき箇所を他とは区別できるように出力するようにしたことを特

徴とする抄録出力システム 
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２. 主要企業等の特許活動 

 

 

 

 

 

 

2.1 日本電気 

2.2 日立製作所 

2.3 富士通 

2.4 大日本印刷 

2.5 キヤノン 

2.6 東芝テック 

2.7 ソニー 

2.8 日本電信電話 

2.9 カシオ計算機 

2.10 松下電器産業 

2.11 沖電気工業 

2.12 リコー 

2.13 東芝 

2.14 三菱電機 

2.15 オムロン 

2.16 International Business Machines 

2.17 First to File 

2.18 NCR 

2.19 Accenture 

2.20 AT&T 

2.21 Information Holdings 

2.22 American Management Systems 
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第２章  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CRM・知的財産管理システムに対する出願件数の多い企業について、企業ごとに企業概

要、技術移転事例、主要製品・技術の分析を行う。表 1.3.1-1 に示した主要出願人の出願

件数が日本出願で 11 件以上の主要企業 15 社を、米国出願で４件以上の主要企業７社を選

出し、22 社の特許の解析を行う。最近 10 年間の CRM および知的財産管理システム全出願

件数は 1,386 件（日本）、391 件（米国）で、主要企業 15 社（日本）の出願件数は 479 件、

主要企業 7 社（米国）の出願件数は 34 件であり、日本出願の場合全体の約 35％、米国出

願の場合約９％になる。日本出願で主要企業 15 社の出願件数 479 件の内訳は、特許登録が

19 件であり、新しい技術分野である影響もあるが、登録特許が少ない傾向にある。日本出

願の主要企業 15 社の米国出願件数は、34 件である。中でも富士通（11 件），キヤノン（７

件）、リコー（６件）が米国出願の件数が多い。 

一方、主要企業以外の出願件数は 907件であり、全体の出願率では 65％を占めているが、

そのうち登録特許が 19 件ある。また、米国出願された件数は、31 件となっている。これ

らの登録特許、海外出願された特許を中心に別添の資料６にて、これらの特許の技術要素

別に解析して示す。 

これら主要企業および主要企業以外の技術要素別課題対応特許のリストで、登録特許、

日本出願され優先権で米国出願されたもの、米国出願され優先権で日本出願された特許、

日本出願で被引用回数１回以上の特許は、概要入りで示されている。但し、権利放棄、取

下げ、拒絶査定確定されたものは概要が除かれている。 

本書に掲載されている各企業の保有特許は、すべてがライセンス可能な開放特許である

とは限らない。開放特許にするか、ライセンスの可能性のない非開放特許にするかは、各

企業の特許戦略による。 

企業の概要はアンケート調査を基に、有価証券報告書とホームページで補完している。 

 

 

 

２. 主要企業等の特許活動 

 

日本の出願件数 1,387 件のうち、登録特許は 40 件、海外 

出願された特許は 78 件であり、これらの特許を中心に解 

析されている。 

 

特許流通 

支援チャート
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2.1  

 

2.1.1 企業の概要 

 

商号 日本電気 株式会社 

本社所在地 〒108-8001 東京都港区芝5-7-1 

設立年 1899年（明治32年） 

資本金 2,447億26百万円（2002年3月末） 

従業員数 31,922名（2002年3月末）（連結：141,909名） 

事業内容 コンピュータ、通信機器、電子デバイス、ソフトウエア等の製造販売を含

むインターネット・ソリューション事業 

 

自社製品に加え、CRM 分野で定評のある米国系各社と提携して、それらのパッケージソ

フトを販売もしくは活用している。提携先としては、Siebel Systems 社（CRM 統合パッケ

ージ）、Amdocs 社・Genesys 社（コールセンタ）、BroadVision 社(ワン・トゥー・ワン・ポ

ータルサイト)、Sagent 社（顧客データ分析）等がある。Amdocs 社のパッケージソフト

Clarify は自社のパソコン機器販売の大規模コールセンタ構築にも採用している。 

また、マイクロソフト社とは、自社の CRM 製品とマイクロソフトのデータベースソフト

ウエアを連携した CRM ソリューションの開発・販売・マーケティング活動を行っている。 

（出典：日本電気の HP http://www.nec.co.jp/） 

2.1.2 製品例 

表 2.1.2 に日本電気の製品例を示す。社内カンパニーである NEC ソリューションズ内の

フロントオフィスシステム事業部が主に、上記のような米国各社のパッケージソフトや下

表のような自社製品を販売、もしくはそれらを活用した各種 CRM ソリューションを提供し

ている。 

表 2.1.2 日本電気の製品例（1/2）（出典：日本電気の HP） 

製品名 概要・特徴 

View工房CS-EX コールセンタ支援ソフト。 

コールセンタにおいて、顧客情報を管理し、顧客からの問合せに対し回答

や処置へと導く支援機能を提供。 

CCBASE 

CCBASEトータルソリューショ

ン 

 

CCBASEは、中小規模コールセンタ・プラットフォーム。 

中小規模のコールセンタを短期間に構築できる。 

Genesys社と共同開発したCTIミドルウェア「Genesys Express」をベース

に、日本電気の小容量IP-PBXと一体化させた。 

CCBASEトータルソリューションは、あらかじめサーバ、データベース、CRM

サービス、プロフェッショナルサービスまでをパッケージ化して提供する

ことで、短期間での中小規模コールセンタ構築を可能にするソリューショ

ン・パッケージ。 

音声認識サポートキット 

音声合成サポートキット 

電話音声応答システム用の音声認識ソフトと音声合成ソフト。 

ソフト製品として単体販売するほか、他社の電話音声応答システムの組み

込み用途向けにライセンス販売。また、これらソフトと音声処理ボードを

組み合わせて電話音声応答システムを実現する「VoiceOperator Ver4.0」

も販売。 

2.1 日本電気
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表 2.1.2 日本電気の製品例（2/2） 

製品名 概要・特徴 

ACTIVECR ワン・トゥー・ワン・マーケティング支援ソリューション。アプリケーシ

ョンパッケージもしくはASPサービスの2形態で提供。 

ネット上でのアンケート（ウェッブ・アンケート）の作成・回答収集・集

計・分析の支援や、顧客ニーズに合わせたダイレクトメール送付を可能に

する。 

WebCLUB-EX ワン・トゥー・ワン・マーケティングを支援するASPサービス。コミュニ

ティサイト構築のための基盤を提供する。 

会員情報管理、アクセス制御、掲示板等の基本的なコミュニティ機能に加

え、会員属性や購買履歴情報に基づく商品ランキング、リコメンドサービ

ス、ダイレクトメール等のマーケティング機能をもつコミュニティサイト

を構築。 

 

2.1.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.1.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する日本電気の出願件数と発明者数を示

す。日本電気の場合、1993 年から 99 年までは出願件数が 10 件以下で横ばい状態であった

が、2000 年になると出願件数、発明者数ともに急増している。 

 

開発拠点：東京都港区芝５丁目７番１号 日本電気(株)内 

 

図 2.1.3 日本電気の出願件数と発明者数 
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2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.1.4-1 に日本電気の CRM の技術要素と課題、図 2.1.4-2 に課題と解決手段の分布を

示す。 

CRM のパーソナライジング、リコメンデーション、その他のサービス提供の出願が多い。

これらの出願の課題としては、「サービスの個性化」と、「顧客囲い込み」に関するものが

多い。「サービスの個性化」に関しては、顧客データベースの主キー情報である顧客氏名を

世帯主で行う名寄せ処理等の「顧客情報の多面的活用」で対応している。「追加・買換の促

進」に関しては、機器の使用実績を収集してグレードアップのお勧めをする等の「補助的

情報の活用」で対応している。「顧客囲い込み」に関しては、ポイントサービス等の「新た

なサービス提供」で対応している。 

図2.1.4-1 日本電気の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.4-2 日本電気の CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.1.4-3 に日本電気の知的財産管理システムに関する技術要素と課題、図 2.1.4-4 に

課題と解決手段の分布を示す。出願管理システムに関して、「事務処理の効率化」に対して

は「識別情報の活用」で対応しており、識別情報により、出願書類を確認するものである。 

 

図2.1.4-3 日本電気の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.4-4 日本電気の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.1.4-1 に、日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/8） 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-7887 

00.06.16 

G06F17/60,330 

問合せ対応方式およびそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

収
集
率

の
向
上

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2001-282833 

00.03.29 

G06F17/30,340 

顧客情報に基づく情報提供方法 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ接続 

特許 2872183 

97.02.18 

G06F17/60 

日本電気ｿﾌﾄｳｴｱ 

顧客管理ｼｽﾃﾑ 

 ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ印刷と 

読取装置 

 

 

 

 

 

 

 

 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開平 11-168427 

(拒絶審査確定) 

97.12.05 

H04B7/26 

情報収集ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-183402 

00.12.13 

G06F17/60,170 

ﾕ-ｻﾞ情報の登録方法およびﾕ-ｻﾞ情報の登録装置 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2001-357309 

00.06.14 

G06F17/60,330 

日記型嗜好情報収集方法 

顧
客
囲

い
込
み

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2002-163406 

00.11.27 

G06F17/60,146 

個人認識型遊興ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑおよび個人認識型遊興ｻ-

ﾋﾞｽ方法 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 7-36977 

(拒絶審査確定) 

93.07.19 

G06F17/60 

対話型世帯名寄せ処理方式 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 7-296059 

(拒絶審査確定) 

94.04.28 

G06F17/60 

関連名寄せ処理方式 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-164857 

00.11.24 

H04H1/00 

情報配信ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/8） 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 3221487 

98.10.19 

G06F17/60,172 

電子機器の顧客情報管理ｼｽﾃﾑ及び顧客情報管理方

法､顧客情報管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納する記録媒体 

 機器の初回起動時に顧客情報を送信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-187804 

(拒絶審査確定) 

96.12.26 

G06F17/60 

顧客ﾃﾞ-ﾀ管理方式 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 11-191124 

(拒絶審査確定) 

97.12.25 

G06F17/60 

顧客管理ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 2713143 

94.02.10 

G06F17/60 

特別世帯名寄せ処理方式 

 顧客情報に基づいて、特別世帯の新規登録である

か、特別世帯の世帯構成員の追加登録であるかを判

断し、新規登録であると判断した場合は相手顧客と

該当顧客とを特別世帯として名寄せして特別世帯

名寄せ記憶部に登録し、世帯構成員の追加登録であ

ると判断した場合は相手顧客が世帯名寄せされて

いる特別世帯に該当顧客を名寄せして特別世帯名

寄せ記憶部に登録し、特別世帯名寄せを行った顧客

に対応する顧客情報 

中の既に特別世帯名寄 

せが行われているか 

否かを示す情報を特別 

世帯名寄せが行われ 

ていることを示すもの 

にする特別世帯名寄せ 

処理部とを備えたこと 

を特徴とする特別世帯 

名寄せ処理方式 

 
顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開 2002-7891 

00.06.22 

G06F17/60,330 

顧客情報入力方法及び顧客情報入力装置､並びにこ

れを用いたﾈﾂﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-306611 

00.04.26 

G06F17/30,340 

広告提供ｼｽﾃﾑ､広告提供方法およびそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを

記録した記録媒体 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-132568 

00.10.30 

G06F12/00,546 

顧客管理ｼｽﾃﾑ及び顧客管理方法 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（3/8） 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 2998785 

95.12.22 

G06F17/60 

[被引用 2 回] 

ﾕ-ｻﾞ登録ｼｽﾃﾑ 

 最初の立ち上げ時に､内蔵する制御部にあらかじ

め定められたﾕｰｻﾞ登録動作を実行させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが

格納されており､ﾕｰｻﾞが最初の立ち上げ時に､ﾕｰｻﾞ

登録に必要な少なくとも氏名､住所を含むﾕｰｻﾞ登録

情報を入力すると､制御部は､住所に基づいてｱｸｾｽ

ﾎﾟｲﾝﾄﾃｰﾌﾞﾙを検索し､ 

1 つのｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄを選 

択してこのｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ 

経由で電話回線により 

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀに接続する 

ことにより､入力され 

たﾕｰｻﾞ登録情報をｵﾝﾗ 

ｲﾝでﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀに格 

納するようにしたこ 

とを特徴とするﾕｰｻﾞ 

登録ｼｽﾃﾑ 

 
補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-132874 

00.10.27 

G06F17/60,112 

双方向ｻ-ﾋﾞｽ･ｴ-ｼﾞｴﾝﾄｼｽﾃﾑ及びそのｻ-ﾋﾞｽ方法 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2001-306946 

00.04.20 

G06F17/60,330 

情報伝達ｼｽﾃﾑ及び情報伝達方法 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-133352 

00.10.27 

G06F19/00,140 

双方向ｸﾛｽﾒﾃﾞｲｱ･ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ及びｻ-ﾋﾞｽ方法 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特許 3303824 

99.03.03 

G06F17/60,108 

顧客進捗管理ｼｽﾃﾑ､顧客進捗管理方法､進捗管理方

法､および進捗管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

 入力装置によって指定された顧客の進捗ｽﾃｰﾀｽを

顧客情報記憶部から検索し､検索した進捗ｽﾃｰﾀｽに

対応するﾊﾟﾀｰﾝ情報を進捗管理記憶部から取得し､

取得したﾊﾟﾀｰﾝ情報に基づいて次の工程を出力装置

にｶﾞｲﾀﾞﾝｽ表示すると 

ともに､次の工程に対 

する情報投入に基づ 

いて顧客情報記憶部 

に記憶されている進 

捗ｽﾃｰﾀｽを工程が完了 

した状態に更新する 

処理を行うﾃﾞｰﾀ処 

理装置とを備えたこ 

とを特徴とする顧客 

進捗管理ｼｽﾃﾑ 

 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-24346 

00.07.07 

G06F17/60,114 

配送先管理ｼｽﾃﾑ､配送方法､及び配送先管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

安
全
性

の
向
上

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開平 9-22430 

(拒絶審査確定) 

95.07.05 

G06F17/60 

ﾎﾟｲﾝﾄｶ-ﾄﾞ判別装置 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（4/8） 

安
全
性

の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開 2002-109194 

00.09.29 

G06F17/60,172 

ｾ-ﾙｽ及びｻﾎﾟ-ﾄ･ｼｽﾃﾑ及びｾ-ﾙｽ及びｻﾎﾟ-ﾄ方法 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2001-306790 

00.04.21 

G06F17/60,172 

ﾕ-ｻﾞ登録ｼｽﾃﾑ 
業
務
効
率
の
改
善 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2001-338227 

00.05.26 

G06F17/60,330 

個人情報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑおよび方法 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開 2002-197369 

00.12.26 

G06F17/60,330 

会員管理ｼｽﾃﾑ 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2002-99709 

(取下) 

00.09.25 

G06F17/60,172 

記録媒体､顧客情報管理方法及び顧客情報管理ｼｽﾃﾑ

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開平 11-161713 

(拒絶審査確定) 

97.11.28 

G06F17/60 

統合顧客情報管理ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-15199 

00.06.30 

G06F17/60,324 

販売促進ｼｽﾃﾑ及びそれに用いるｻ-ﾊﾞ 
デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ

技
術 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-290990 

00.04.07 

G06F17/60,318 

匿名売買方法及び匿名売買ｼｽﾃﾑ並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記

録した機械読み取り可能な記録媒体 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-157498 

00.11.17 

G06F17/60,326 

ﾊﾞﾅ-ｼｽﾃﾑとそのﾊﾞﾅ-管理方法､及びﾊﾞﾅ-管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑを記録した記録媒体 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2001-325519 

00.05.12 

G06F17/60,326 

双方向型放送配信方法およびｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-344512 

00.06.02 

G06F17/60,326 

商品広告宣伝ｼｽﾃﾑ及び商品広告宣伝方法 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-236443 

00.02.24 

G06F17/60,326 

広告情報の提供方法及びその広告効果の把握方法

ならびにｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-154270 

(拒絶審査確定) 

96.11.22 

G07G1/01,301 

販売情報表示ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

広
告
効
果
の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-15204 

00.06.28 

G06F17/60,326 

広告出力方法及び広告出力装置 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（5/8） 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 9-259108 

(拒絶審査確定) 

96.03.21 

G06F17/00 

ｶﾛﾘ計算ｼｽﾃﾑ 

商
品
選
択
支
援 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

特開 2002-32454 

00.07.19 

G06F17/60,118 

ﾀｲﾔ販売方法,ﾀｲﾔ販売ｼｽﾃﾑ,およびそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録

媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-189935 

00.12.22 

G06F17/60,330 

機器設定支援ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

画像情報の活用 

特開 2001-337976 

00.05.25 

G06F17/30,310 

問い合わせ回答支援ｼｽﾃﾑ及び問い合わせ回答支援

方法及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが記録されている情報記録媒

体 

購
入
品
の
稼
動
の
維
持 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-49712 

00.08.02 

G06F17/60,138 

保守ｻ-ﾋﾞｽ方法､保守ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ､記録媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-163377 

00.11.29 

G06F17/60,128 

ｲﾝﾀ-ﾈﾂﾄを利用した教育配信ｻ-ﾋﾞｽ方法とｼｽﾃﾑ並び

に教育配信ｻ-ﾋﾞｽ端末 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-338120 

00.05.24 

G06F17/60,172 

顧客関係管理ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-32663 

00.07.17 

G06F17/60,330 

情報提供ｼｽﾃﾑ 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2001-282835 

00.03.30 

G06F17/30,340 

情報提供方法およびｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-41913 

00.07.28 

G06F17/60,320 

物品販売ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-350986 

00.06.09 

G06F17/60,318 

ｴﾇｲ-ｼ-ｱｸｾｽﾃｸﾆｶ 

製品販売ｼｽﾃﾑおよび製品販売方法 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2002-189936 

00.12.20 

G06F17/60,330 

継続販売方法及びｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-73954 

00.08.24 

G06F17/60,170 

ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ周辺装置の販売促進ｼｽﾃﾑおよび販売促進方

法 

 周辺機器の使用 

実績を把握し､増設･ 

ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞの提案 

をする 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0026324 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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概要 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（6/8） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-32683 

00.07.14 

G06F17/60,342 

自家用車の個別貸借方法､自家用車の個別貸借ｼｽﾃ

ﾑ､及びその制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

 周辺機器の使用実績を把握し､増設･ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞ

の提案をする 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0010602 

 

 

 

 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特許 3259676 

98.01.21 

G06F17/60,170 

商品受注日の予測装置および予測方法ならびに該

予測方法のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読み取り可

能な記録媒体 

 消費者の商品ごとの受注情報を入力する入力装

置と､受注情報を用いて消費者の商品ごとの 1 日あ

たり平均消費量および複数の消費者の商品ごとの 1

日あたり平均消費量を算出し､これらの結果を用い

て消費者の次回受注日の予測処理を行う処理装置

と､入力装置から入力される受注情報および処理装

置で用いる処理情 

報を記憶する記憶 

装置と､処理装置お 

よび記憶装置から 

の出力情報を出力 

する出力装置とを 

備えてなる商品受 

注日の予測装置 

 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-150132 

00.11.14 

G06F17/60,326 

個人情報管理装置および個人情報管理方法ならび

に個人情報管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記憶媒体 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特許 2998699 

97.06.26 

G06F17/60 

嗜好情報管理ｼｽﾃﾑ 

 位置に対応する 

嗜好情報の表示 

 

 

 

 

 

 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-117213 

00.10.11 

G06F17/60,172 

ﾈﾂﾄﾜ-ｸを用いたﾏﾆﾕｱﾙ配布方法 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の
増
強 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-56297 

00.08.08 

G06F17/60,330 

贈答用商品受注代行ｻ-ﾊﾞ及びそれを用いた贈答用

商品受注代行ｼｽﾃﾑ並びに顧客情報取得方法 

サ
ー
ビ
ス

提
供
技
術

購
買
機
会

へ
の
対
応

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開 2002-24701 

00.07.06 

G06F17/60,330 

情報供給ｼｽﾃﾑ､情報供給方法､及び情報供給ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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概要 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（7/8） 

正
確
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
抽
出 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特許 3013802 

97.01.31 

G06F17/30 

情報配信ｼｽﾃﾑ及び情報配信方法ならびにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを

記録した機械読み取り可能な記録媒体 

 類似の嗜好 

ｸﾞﾙｰﾌﾟに配信 

 

 

 

 

 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-189817 

00.12.21 

G06F17/60,138 

ｻﾎﾟ-ﾄｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑおよびｻﾎﾟ-ﾄｻ-ﾋﾞｽ方法 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開平 11-25174 

(拒絶審査確定) 

97.07.02 

G06F17/60 

ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸｼｽﾃﾑにおける回答自動送付方式､回答自動

送付方法および回答自動送付ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記

録媒体 

顧客情報の多面的活用 

問合せ内容の活用 

特開 2001-338121 

00.05.25 

G06F17/60,172 

ｴﾇｲ-ｼ-ﾌｲ-ﾙﾃﾞｲﾝｸﾞ 

ｻﾎﾟ-ﾄｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開 2001-319039 

00.05.09 

G06F17/60,172 

ｺﾝﾀｸﾄｼｽﾃﾑおよびｺﾝﾀｸﾄ方法 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開 2002-7678 

00.06.16 

G06F17/60,172 

ｴ-ｼﾞｴﾝﾄ制御ｼｽﾃﾑ､ｴ-ｼﾞｴﾝﾄ制御方法､及びｴ-ｼﾞｴﾝﾄ分

配制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開 2002-73856 

00.09.05 

G06F17/60,138 

ｴﾇｲ-ｼ-ｿﾌﾄ 

保守ｻ-ﾋﾞｽ方法､装置およびﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録

媒体 

問
合
せ
対
応
強
化 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特許 2973808 

93.12.27 

G06F17/60 

対話情報管理方式 

 担当員に適切なｶﾞｲﾀﾞﾝｽを与えることによって業

務の遂行を支援するための対話知識である対話ﾌﾛｰ

をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽより取り出し､対話ﾌﾛｰにしたがって､担

当員から必要な情報の獲得､適切な情報の提示､ｱﾌﾟ

ﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実行を行う対話実行手段と､円滑

に対話を進めるために必要な情報を保持しておく

対話情報保持手段と､対話実行手段で扱う情報と対

話情報保持手段で扱う情報とを､業務主題間知識と

対話情報変換ﾃｰﾌﾞﾙを用いて対応を取る対話情報変

換手段とを有することを特徴とする対話情報管理

方式 

 

 

 

 

 

 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲

い
込
み

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-30153 

(拒絶審査確定) 

98.07.10 

G07G1/12,361 

顧客来店実績連動値引きｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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概要 
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表 2.1.4-1 日本電気の CRM に関する技術要素別課題対応特許（8/8） 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2002-157408 

00.11.22 

G06F17/60,172 

ｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｻ-ﾊﾞ､ｿﾌﾄｳｴｱ販売ｼｽﾃﾑおよびｿﾌﾄｳｴｱ販売方

法 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特許 2576396 

93.11.25 

G07G1/12,341 

POS 端末装置 

 顧客に対して顧客が購入を欲する購入意欲情報

の入力を促す入力促進情報を表示する表示手段と､

入力促進情報の表示時に購入意欲情報が入力され

たか否かを判定する判定手段と､購入意欲情報が入

力されたと判定された時に顧客に対する報酬情報

を生成する生成 

手段とを有する 

ことを特徴とす 

る POS 端末装置 

 

 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-290993 

00.04.04 

G06F17/60,324 

追記式ｶ-ﾄﾞを用いた会員ｶ-ﾄﾞ管理ｼｽﾃﾑ､方法､及び

そのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-7598 

00.06.20 

G06F17/60,138 

製品修理管理ｼｽﾃﾑと方法 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-41983 

00.07.24 

G06F17/60,330 

法人ﾏｲﾚ-ｼﾞ運営ｼｽﾃﾑ及び法人ﾏｲﾚ-ｼﾞ運営方法 

 搭乗者が法人ﾏｲﾚｰｼﾞ登録された法人の社員であ

るか否かを法人 

個人対応情報ﾃﾞ 

ｰﾀﾍﾞｰｽに問い合 

わせ､社員である 

場合法人にﾏｲﾚｰｼﾞ 

を加算する｡ 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0019742 

追
加
・
買

換
の
促
進

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-357288 

00.06.12 

G06F17/60,326 

製品宣伝ｼｽﾃﾑ､製品宣伝方法､及びその制御ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

ﾃﾞｰﾀの変換 

音声 

特開 2002-150070 

00.11.15 

G06F17/60,318 

宅配ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

待
ち
時
間
短
縮 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開 2000-20541 

(拒絶審査確定) 

98.07.03 

G06F17/30 

問題解決支援ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

問合せ内容の活用 

特開 2001-325377 

00.05.17 

G06F17/60,132 

情報提供ｼｽﾃﾑ,方法,情報ｾﾝﾀ-ｻ-ﾊﾞおよび情報提供

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開 2001-357242 

00.06.13 

G06F17/60,314 

個人情報一元管理ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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概要 
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(2) 知的財産管理システム 

表 2.1.4-2 に、日本電気の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を示

す。 

 

表 2.1.4-2 日本電気の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

識別情報の活用 

案件処理一覧表の作成 

特開 2001-14327 

99.06.29 

G06F17/30 

中間処理管理ｼｽﾃﾑ､中間処理管理方法および中間処

理管理用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

ｼｽﾃﾑ構成 

中間処理ｼｽﾃﾑ 

特開平 11-282854 

(拒絶審査確定) 

98.03.26 

G06F17/30 

ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

中間書類管理ｼｽﾃﾑ､中間書類管理方法および中間書

類管理用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 識別情報の活用 

出願判定 

特開平 11-134388 

97.10.24 

G06F17/60 

ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

特許出願処置決定ｼｽﾃﾑ､特許出願処置決定方法およ

び特許出願処置決定用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体

校正機能の活用 

用語整合 

特開平 11-134399 

97.10.24 

G06F17/60 

ｴﾇｲ-ｼ-情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

[被引用 2 回] 

特許出願用明細書作成ｼｽﾃﾑ､特許出願用明細書作成

方法および特許出願用明細書作成用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録

した記録媒体 

 提案書と出願 

管理ｼｽﾃﾑを関連付 

けて検正する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,434,580 

 

 

 

明
細
書
作
成
支
援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効
率
化 

識別情報の活用 

抄録の作成 

特開平 11-85799 

(拒絶審査確定) 

97.09.05 

G06F17/30 

特許抄本作成自動作成方式 

特
許
情
報
管

理
シ
ス
テ
ム

見
や
す
い
マ

ッ
プ 

分析結果･履歴情報の

活用 

矢印図形 

特開 2001-92825 

99.09.17 

G06F17/30 

情報処理装置および情報処理方法 

ｻｲﾄ構築 

使用許諾 

特開 2001-306838 

00.04.17 

G06F17/60,302 

ﾈﾂﾄ取引方法､ﾃﾞ-ﾀ処理方法およびｼｽﾃﾑ､端末装置､

情報記憶媒体 知
財
流
通
支
援
シ
ス

テ
ム 

知
財
の
流
通
促
進 

ｻｲﾄ構築 

開示・権利譲渡情報 

特開 2001-306852 

00.04.18 

G06F17/60,314 

知的財産権取引ｼｽﾃﾑおよび知的財産権取引方法 

 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
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共同出願人 
［被引用回数］ 
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2.2  

 

2.2.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 日立製作所 

本社所在地 〒101-8010 東京都千代田区神田駿河台4-6 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 2,820億32百万円（2002年3月末） 

従業員数 48,590名（2002年3月末）（連結：306,989名） 

事業内容 総合電機（情報・通信システム、電子デバイス、電力・産業システム、デ

ジタルメディア、民生機器等の製造・販売・サービス） 

 

CRM に関して、日立製作所は、特にデータベースの構築や分析で独自技術・製品を有し

ている。一方で、コンピュータ・テレフォニー統合（CTI）に強い米国系企業（Genesys 社、

Avaya 社）と提携して、CTI ソリューション製品のラインアップ強化、共同開発を図ってい

る。 

（出典：日立製作所の HP http://www.hitachi.co.jp/） 

2.2.2 製品例 

CRM 製品についてはソフトウエア事業部で扱っており、下表のようなものがある。また、

これらの自社製品および米国系企業の製品を活用した CRM 導入コンサルティングを、ビジ

ネスソリューション事業部で行っている。 

知的財産管理システムについては、公共システム事業部で扱っている。下表のような製

品（PALNET）を販売、もしくはその導入からシステム運用までの全般を支援するソリュー

ションを提供している。 

表 2.2.2 日立製作所の製品例（1/2）（出典：日立製作所の HP） 

製品名 概要・特徴 

Cosmicube 多次元データベース構築を行う並列OLAPサーバ。 

セントラル・データウエアハウスから多次元データベースへの並列ローディング、

並列集約、並列検索を実現し、小規模から大規模まで高速な多次元データベースを

構築できる。独自のハッシュブロック分割機能による並列処理を行う。 

HITSENSER5 多次元データ分析ツール。 

日々の売上速報のような帳票イメージの集計から、実績データを多角的に分析して

要因を導き出す高度な分析業務まで、多様なデータ活用業務を同じフロントエンド

から、ノンプログラミングで行える。 

DATAFRONT データマイニングツール。 

データ分析の初心者でも簡単な操作でデータマイニングを実行でき、わかりやすい

結果を出力できるツール。 

顧客情報分析 

テンプレート 

顧客分析システムを構築・運用するためのテンプレート。 

顧客の購買動態を迅速・的確に把握する 「RFMセルコード分析」、顧客との永続

的関係構築のための「Life Time Value分析」、優良顧客を収益性の観点から識別

する「デシル分析」等、豊富なメニュを含む。 

 

2.2 日立製作所 



 

126 

表 2.2.2 日立製作所の製品例（2/2）（出典：日立製作所の HP） 

製品名 概要・特徴 

通信事業者向け顧

客分析テンプレー

ト 

通話明細や料金明細、顧客属性情報等の大量データを基に、顧客の特徴を分析する

ためのテンプレート。 

さまざまな観点から顧客の利用状況を分析して、解約要因の特定による解約阻止や

それぞれの顧客に最適なサービスを提供することを可能にする。 

PALNET/MC5 特許管理システム。 

提案受付から出願、登録、権利維持まで特許管理業務をトータルに支援するパッケ

ージソフトウエア。 

PALNET/PS 

PALNET/IS 

特許出願の支援システム。 

出願書類作成を効率的に行えるようにするソフト。PALNET/PSは特許・実用新案、

PALNET/ISは意匠・登録を対象とする。 

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.2.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する日立製作所の出願件数と発明者数を

示す。 

開発拠点： 

愛知県尾張旭市晴丘町池上１番地 株式会社日立製作所 

茨城県ひたちなか市市毛 1070 番地 株式会社日立製作所ビルシステムグループ内 

茨城県日立市幸町 3 丁目 1 番 1 号 株式会社日立製作所火力・水力事業部内 

茨城県日立市大みか町 5 丁目 2 番 1 号 株式会社日立製作所情報制御システム事業部内 

茨城県日立市大みか町 7 丁目 1 番 1 号 株式会社日立製作所日立研究所内 

神奈川県横浜市戸塚区吉田町 292 番地 株式会社日立製作所 

神奈川県横浜市戸塚区戸塚町 216 番地 株式会社日立製作所情報通信事業部内 

神奈川県横浜市戸塚区戸塚町 5030 番地 株式会社日立製作所ソフトウェア開発本部内 

神奈川県横浜市都筑区加賀原 2 丁目 2 番 株式会社日立製作所 

神奈川県海老名市下今泉 810 番地 株式会社日立製作所 

神奈川県小田原市中里 322 番地 2 号 株式会社日立製作所ＳＡＮソリューション事業部 

神奈川県川崎市幸区鹿島田 890 番地 株式会社日立製作所 

神奈川県川崎市麻生区王禅寺 1099 番地 株式会社日立製作所システム開発研究所内 

東京都江東区新砂 1 丁目 6 番 27 号 株式会社日立製作所 

東京都港区西新橋 2 丁目 15 番 12 号 株式会社日立製作所家電営業本部内 

東京都港区浜松町 2 丁目 4 番 1 号 株式会社日立製作所ｺﾝｼｭｰﾏｰﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ推進本部内 

東京都国分寺市東恋ヶ窪 1 丁目 208 番地 株式会社日立製作所 

東京都小平市上水本町 5 丁目 20 番 1 号株式会社 日立製作所半導体事業部内 

東京都千代田区神田駿河台 4 丁目 6 番地 株式会社日立製作所 

栃木県下都賀郡大平町大字富田 800 番地 株式会社日立製作所冷熱事業部内 

図 2.2.3 日立製作所の出願件数と発明者数 
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2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.2.4-1 に日立製作所の CRM の技術要素と課題、図 2.2.4-2 に課題と解決手段の分布

を示す。 

CRM のリコメンデーション、サービス提供の出願が多い。「顧客の囲い込み」に対しては、

ポイントサービスの「新たなサービスの提供」で対応している。「問合せの対応強化」に対

しては、コールセンタの適切な回答者の選定や、正確な引継ぎをする「補助的情報の活用」

で対応している。「追加・買換の促進」に対して、機器の使用実績を見てアップグレードの

お勧めをする「補助的情報の活用」で対応している。 

図2.2.4-1 日立製作所の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.4-2 日立製作所の CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.2.4-3 に日立製作所の知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.2.4-4 に課題

と解決手段の分布を示す。特許情報管理システムにおいて、「検索の高度化」に対して、さ

まざまな解決手段で対応している。「システムの改善」に対して、「システム構成の改善」

で対応しており、ディスクキャッシュによる検索の処理速度の改善やアレイディスクを使

用した、分野別の検索での、検索処理速度の改善を行っている。 

図2.2.4-3 日立製作所の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.4-4 日立製作所の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.2.4-1 に、日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.2.4-1 日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/6） 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開平 9-34941 

95.07.24 

G06F17/60 

製品状態出力方法 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 7-319976 

94.05.27 

G06F19/00 

商品取引方法およびｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 10-162066 

96.11.28 

G06F17/60 

電子取引支援方法 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開平 10-198728 

97.01.10 

G06F17/60 

日立ｲﾝﾌｵﾒ-ｼﾖﾝﾃｸﾉﾛ

ｼﾞ- 

展示会入場者管理ｼｽﾃﾑ 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

会
員
の

増
強 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

CD-ROM の利用 

特開平 9-179912 

95.12.27 

G06F17/60 

通信販売端末装置 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-99734 

01.07.17 

G06F17/60,236 

情報処理ｼｽﾃﾑ及び方法 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-170066 

00.12.04 

G06F17/60,414 

証明書を利用した信頼情報の共有ｼｽﾃﾑ 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2001-256342 

00.03.10 

G06F17/60,172 

販売促進･保守ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-109371 

00.09.28 

G06F17/60,326 

情報提供装置 

安
全
性
の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-170035 

00.11.30 

G06F17/60,326 

情報提供方法及びその実施装置並びにそのﾃﾞ-ﾀを

記録した記録媒体 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開 2002-73958 

00.09.05 

G06F17/60,172 

営業活動支援ｼｽﾃﾑ､及び､そのための装置 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開 2002-183416 

00.12.15 

G06F17/60,172 

ｼｽﾃﾑ提案方法及びその実施装置並びにその処理ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.2.4-1 日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/6） 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開平 7-311863 

(取下) 

94.05.19 

G07B15/00 

POS 店舗での精算､物流方法 
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン

グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 9-297797 

96.05.08 

G06F17/60,318 

商品情報の提供方法 

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用 特開 2002-189597 

00.12.20 

G06F9/44,550 

顧客ﾃﾞ-ﾀ分析方法 
分
析
機
能
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 10-312288 

97.05.12 

G06F9/44,550 

組合せ分析ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特開平 7-249046 

(取下) 

94.03.09 

G06F17/30 

地図を活用した顧客ﾃﾞ-ﾀ編集方法 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開平 9-34873 

95.07.21 

G06F17/00 

顧客分類方法およびｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2000-113053 

98.10.02 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

販売支援ｼｽﾃﾑ 

 ｱｸｾｽ回数の頻度で興味判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-153094 

95.12.01 

G06F17/60 

[被引用 3 回] 

販売促進効果分析方法及びその実施ｼｽﾃﾑ 

 顧客が商品に関する情報を参照したときに情報

提供履歴として記録し､顧客が実際に購入した商品

に関する情報を購買履歴とし 

て記録し､特定の顧客の顧客 

識別子によって特定の顧客 

の顧客属性と情報提供履歴 

と購買履歴を検索し､検索 

により得られた特定の顧客 

の情報提供履歴および購買履 

歴中に記録された特定の商 

品の販売促進効果を分析す 

ることを特徴とする販売促 

進効果分析方法 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.2.4-1 日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許（3/6） 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-120420 

95.10.26 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

顧客情報の分析方法 

 複数の同業者が出店している 

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙまたは商店街等内 

で共通に使用され､顧客の属性 

情報と購買情報とを格納した 

記憶ｶｰﾄﾞを用いて顧客の情報 

を分析する顧客情報の分析方 

法であって､記憶ｶｰﾄﾞから同 

業者に関する顧客属性と購買 

の情報を取得し､それら情報か 

ら自店を来店してくれている 

顧客の特徴と来店してくれて 

いない顧客の特徴とを抽出し､ 

出力することを特徴とする顧 

客情報の分析方法 

 

 

 
補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2000-3394 

98.06.16 

G06F17/60 

ｻ-ﾋﾞｽ提供ｼｽﾃﾑ 

商
品
の
分
析 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2000-132618 

98.10.23 

G06F19/00 

顧客選好推定支援方法およびｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2000-242626 

99.02.23 

G06F17/00 

電子商取引履歴分析方法 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

情
報
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-157516 

00.11.17 

G06F17/60,326 

広告情報提供方法及びその装置 

広
告
効
果

の
向
上 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-41938 

00.07.21 

G06F17/60,326 

広告提供方法およびｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 8-123867 

(取下) 

94.10.28 

G06F17/60 

顧客ｲﾒ-ｼﾞ表示方法およびｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 10-269284 

97.03.25 

G06F17/60 

電子商取引ｼｽﾃﾑ､電子商取引ｼｽﾃﾑにおける商品情報

提供方法及び取引装置における商品情報提供方法 

購
買
機
会
へ
の
対
応 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2000-148847 

98.11.09 

G06F17/60 

商品情報の提供方法及びｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

商
品
選

択
支
援

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2000-105784 

98.09.29 

G06F17/60 

ｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞ画面表示ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.2.4-1 日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許（4/6） 

問
合
せ
対

応
強
化 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2000-268098 

99.03.18 

G06F17/60 

IC ｶ-ﾄﾞを利用した旅客案内ｼｽﾃﾑ 

購
入
品
の
稼

動
の
維
持 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2002-149217 

00.11.07 

G05B19/41,8 

管理･維持部品の提供方法およびその提供ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 9-22431 

(拒絶審査確定) 

95.07.06 

G06F17/60 

料理ﾒﾆﾕ-提案方法 

顧
客
囲
い
込
み 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開平 11-16051 

97.06.27 

G07G1/12,361 

日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

顧客情報管理ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 7-296075 

(取下) 

94.04.28 

G06F17/60 

日立ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ ｴﾝｼﾞﾆ

ｱﾘﾝｸﾞ 

商品予約ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-183584 

00.12.14 

G06F17/60,326 

ｱﾂﾌﾟｸﾞﾚ-ﾄﾞｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑおよび方法､情報･ｻ-ﾋﾞｽ提供

装置ならびに情報処理装置 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-92410 

00.09.14 

G06F17/60,318 

製品の紹介方法 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-123673 

00.10.17 

G06F17/60,220 

窓口業務装置および窓口業務管理方法 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2002-149861 

00.11.08 

G06F17/60,138 

商品販売方法及び商品販売ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-231264 

96.02.23 

G06F17/60 

[被引用 2 回] 

ｵﾝﾗｲﾝｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞ支援方法およびｼｽﾃﾑ 

 利用者の購入履歴情報を検索し､利用者の商品別

の購入間隔を計算した後､その購入間隔を計算した

各商品について最新購入日から購入間隔に相当す

る時間が経過しているか否かを判定し､購入間隔に

相当する時間が経過している商品に関する情報をｻ

ｰﾋﾞｽ利用ｼｽﾃﾑに通信ﾈｯﾄﾜｰｸを通じて送信し､ｻｰﾋﾞｽ

利用ｼｽﾃﾑに表示させることを特徴とするｵﾝﾗｲﾝｼｮｯ

ﾋﾟﾝｸﾞ支援方法 
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表 2.2.4-1 日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許（5/6） 

業
務
効
率

の
改
善 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-251001 

99.02.26 

G06F19/00 

訪問ｽｹｼﾞﾕ-ﾙと連動した最適商品抽出方法 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 7-219999 

94.02.02 

G06F17/60 

日立情報ﾈﾂﾄﾜ-ｸ 

販売管理ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の
増
強 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特開平 11-85846 

97.09.11 

G06F17/60 

商品提案ｼｽﾃﾑ及びその処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した媒体

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開平 9-62739 

95.08.22 

G06F17/60 

相談窓口割り当て方法および装置 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開平 9-62740 

95.08.22 

G06F17/60 

相談ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開平 9-167151 

95.12.14 

G06F17/00 

接続管理方法 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開 2001-297179 

01.02.06 

G06F17/60,172 

技術支援ｱﾝｻ-ｼｽﾃﾑ及び､技術支援方法 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-24704 

00.07.11 

G06F17/60,330 

ﾃﾚﾎﾝｾ-ﾙｽ支援方法､および､ﾃﾚﾎﾝｾ-ﾙｽ支援ｼｽﾃﾑ 

問
合
せ
対
応
強
化 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 11-175599 

97.12.11 

G06F17/60 

作業引継支援ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

特開平 11-16053 

97.06.26 

G07G1/12,361 

電子ｸ-ﾎﾟﾝの利用方法及びｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 10-149487 

96.11.20 

G07G1/12,321 

POS 端末装置 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2002-7862 

00.06.20 

G06F17/60,326 

日立電子ｻ-ﾋﾞｽ 

情報管理配信ｻ-ﾋﾞｽ方法 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-175459 

00.12.05 

G06F17/60,324 

店舗の情報管理ｼｽﾃﾑおよび方法 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-117309 

00.10.05 

G06F17/60,324 

ｵﾝﾗｲﾝｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞにおける商品価格割引方法およびｼｽ

ﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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表 2.2.4-1 日立製作所の CRM に関する技術要素別課題対応特許（6/6） 

分
析
機
能
の

改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 8-314893 

95.05.22 

G06F17/00 

苦情/問合せ分析ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 9-223175 

(拒絶審査確定) 

96.02.16 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

販売業務支援方法 
サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

会
員
の
増
強 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-330355 

96.06.10 

G06F17/60 

通信販売方法 

 

 

(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.2.4-2 に、日立製作所の知的財産管理システムの技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.2.4-2 日立製作所の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（1/5） 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

DB の統合化 

特開平 3-292562 

(拒絶審査確定) 

90.04.11 

G06F17/60 

ｵﾝﾗｲﾝ提出書類管理ｼｽﾃﾑ 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

法令改正 

特開平 7-334568 

(拒絶審査確定) 

94.06.08 

G06F17/60 

神奈川県 

[被引用 1 回] 

法令文書管理ｼｽﾃﾑ 
出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

識別情報の活用 

書類の確認 

特開平 8-30687 

(取下) 

94.07.15 

G06F17/60 

出願端末装置 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 
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（経過情報） 
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表 2.2.4-2 日立製作所の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（2/5） 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

分析結果･履歴情報の

活用 

差分の活用 

特許 3020803 

94.06.08 

G06F17/60 

神奈川県 

法令文書検索改正ｼｽﾃﾑ 

 指定された検索条件に基づいて複数の法令文書

を格納する記憶手段を検索しﾏｯﾁした法令文書を抽

出する検索手段と､現行の法令文書と新法令文書と

を比較して差分を抽出し差分ﾃｰﾌﾞﾙを作成する差分

抽出手段と､現行法令文書､新法令文書､差分ﾃｰﾌﾞﾙ

及び改正ﾙｰﾙとから改正法令を生成する改正法令生

成手段とを有することを特徴とする法令文書検索

改正ｼｽﾃﾑ 

 

 

 

 

 

 

 

 
ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

入力不可領域 

特開平 9-34968 

(請求不成立) 

96.07.31 

G06F19/00 

出願依頼のための書類作成を支援する端末機およ

びこれに用いられる記憶媒体 

明
細
書
作
成
支
援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効
率
化 

識別情報の活用 

抄録の作成 

特許 3049113 

91.06.18 

G06F17/30 

[被引用 3 回] 

企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑ 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと 

発明内容ﾃﾞｰﾀとに基 

づき抄録を作成する 

抄録作成手段とを備 

えた 

 

 

 

 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成 

CD-ROM から MO 

特開平 6-301732 

(取下) 

93.04.13 

G06F15/40,1 

[被引用 1 回] 

文書検索処理方法 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
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共同出願人 
［被引用回数］ 
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表 2.2.4-2 日立製作所の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（3/5） 

ｼｽﾃﾑ構成 

ﾃﾞｨｽｸｷｬｯｼｭ 

特開平 6-139291 

(取下) 

92.10.30 

G06F15/40,530 

[被引用 2 回] 

情報検索方法およびｼｽﾃﾑ 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 
ｼｽﾃﾑ構成 

ﾃﾞｨｽｸｷｬｯｼｭ 

特開平 7-129440 

(取下) 

93.11.05 

G06F12/00,501 

文書の格納方法および装置 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

ﾌｫｰﾏｯﾄ 

特開 2001-22794 

(取下) 

00.05.15 

G06F17/30,220 

情報検索ｼｽﾃﾑにおける処理支援方法及び情報検索ｼ

ｽﾃﾑにおける処理支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

検
索
の
高
度
化 

分類･ｷｰﾜｰﾄﾞの活用 

ﾋｯﾄ数 

特開平 10-11455 

96.06.21 

G06F17/30 

検索条件式の評価方法 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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表 2.2.4-2 日立製作所の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（4/5） 

ｻｲﾄ構築 

業務委託・SDI 

特開平 8-221435 

(取下) 

95.02.14 

G06F17/30 

[被引用 3 回] 

特許ﾏﾂﾌﾟ生成方法 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 
検
索
の
高
度
化 

分析結果･履歴情報の

活用 

ﾛｸﾞﾃﾞｰﾀﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

特開平 11-161522 

97.11.25 

G06F11/34 

ﾕ-ｻﾞ利用状況出力ｼｽﾃﾑおよび出力方法並びに管理ｼ

ｽﾃﾑ 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

評
価
手
法
の
開
発 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 

文書構成要素 

特開 2002-163273 

00.11.22 

G06F17/30,210 

文書管理方法およびｼｽﾃﾑ 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

見
や
す
い
マ
ッ
プ 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

ﾌｫｰﾏｯﾄ 

特開平 11-39330 

97.07.22 

G06F17/30 

情報検索ｼｽﾃﾑにおける処理支援方法及び情報検索ｼ

ｽﾃﾑにおける処理支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.2.4-2 日立製作所の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（5/5） 

知
財
流
通
支
援
シ
ス
テ
ム 

知
財
の
流
通
促
進 

ｻｲﾄ構築 

使用許諾 

特開 2001-325430 

00.05.12 

G06F17/60,206 

日立ｷﾔﾋﾟﾀﾙ 

資産の流動化方法及びｼｽﾃﾑ並びにその方法を実現

するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記録媒体 

 企業内で自社の特許出願に関する抄録を作成す

る企業内特許抄録作成ｼｽﾃﾑであって、自社の特許出

願に関する書誌的事項ﾃﾞｰﾀを格納した特許管理ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽと、出願書類ﾃﾞｰﾀを格納した電子出願対応の

出願書類ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと、抄録作成対象となる出願を特

定する情報を入力する端末装置と、出願を特定する

情報に基づいて特許管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを検索し、該当す

る出願の書誌的事項ﾃﾞｰﾀを取り込むとともに、出願

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから当該出願の発明内容ﾃﾞｰﾀを取り込み、

処理的事項データと発明内容ﾃﾞｰﾀとに基づき抄録

を作成する抄録作成手段とを備えた 
 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.3  

 

2.3.1 企業の概要 

 

商号 富士通 株式会社 

本社所在地 〒100-8211 東京都千代田区丸の内1-6-1 丸の内センタービル 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 3,246億24百万円（2002年3月末） 

従業員数 40,483名（2002年3月末）（連結：170,111名） 

事業内容 通信システム、情報処理システム、電子デバイスの製造・販売およびこれ

らに関するサービスの提供 

 

CRM 分野の提携先としては、コールセンタのマネジメントに関して実績のあるベルシス

テム 24㈱（日本）、有力なパーソナライゼーション・ソフトを持つネットパーセプション

ズ社（米国）がある。 

（出典：富士通の HP http://jp.fujitsu.com/） 

2.3.2 製品例 

CRM 関係では、主に、ソフトについてはソフトウエア事業本部、ソリューションについ

てはソリューション事業本部が扱っている。下表のように、コールセンタ（*）に関する製

品やソリューションが充実しており、加えて Symfoware の名前で統合システムを提供して

いる。さらに、コールセンタの運用サービス自体もアウトソーシングサービスとして提供

している。（実際のサービスは富士通グループ内の専門会社が行う。） 

（*）富士通では、電話以外の多彩なチャネルを扱う点や、顧客との接点という意味を強調して「コンタ

クトセンター」と呼んでいる。 

知的財産管理に関しては、ソリューション事業本部が、特許調査から出願および管理ま

でを支援する ATMS シリーズを扱っている。 

表 2.3.2 富士通の製品例（1/2）（出典：富士通の HP） 

製品名 概要・特徴 

BroadChannel V5 コンタクトセンター構築パッケージソフト。 

電話、インターネット、モバイル端末等の多彩なチャネルを通じ

た顧客とのコンタクト履歴の統合を実現する。 

BroadChannel V3 コンタクトセンター構築支援システム。 

基幹システムとの連携や分散コンタクトセンターの構築等、大規

模なコンタクトセンターの構築を支援する。 

BroadChannel Connector 短期間でのコンタクトセンター構築システム。 

小規模なコンタクトセンターを構築し、その後のビジネスの拡大

に応じて拡張できる柔軟性を持つ。アジアを中心とした海外向け。

BroadChannel Internet Contact コンタクトセンターにおける電子メール応答支援システム。 

電子メールの自動分類、振り分け、回答文案の自動作成機能によ

り、オペレーターの負担軽減を実現する。 

PERFECTRELATION 中小規模のコンタクトセンター構築支援システム。 

2.3 富士通 
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表 2.3.2 富士通の製品例（2/2）（出典：富士通の HP） 

製品名 概要・特徴 

WingGear/HelpDesk 中小規模の顧客相談センター構築支援システム。 

待ち呼インジゲータや仮保存機能といった電話ピーク時の対策が

充実している。 

Interstage Web Contact Center インターネットを利用したコンタクトセンターの構築支援システ

ム。 

VoiceScript2000 音声認識機能を搭載した電話・ファックス応答システム。 

Symfowareファミリー 情報活用システムを構築する製品群。 

インターネット上のバーチャルショップや実際の店舗での顧客行

動、市場動向といったフロントオフィスの情報から、在庫状況等

のバックオフィスの情報まで、幅広く収集・蓄積し、統合して、

共有・活用を実現するシステム。データウェアハウス構築エンジ

ン、OLAP、データマイニング・テキストマイニングツール、レコ

メンデーションエンジン等を搭載。 

ATMSシリーズ 特許の調査・出願・管理を支援する製品群。 

ATMS/IR.net(調査システム)、ATMS/WF（発明届出から中間手続業

務システム）ATMS/PPW（パソコン出願ソフト）、ATMS/PM2000（管

理ソフト）等がある。 

 

2.3.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.3.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する富士通の出願件数と発明者数を示す。 

 

開発拠点：神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１番１号 富士通株式会社内 

 

図 2.3.3 富士通の出願件数と発明者数 
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2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.3.4-1 に富士通の CRM の技術要素と課題、図 2.3.4-2 に課題と解決手段の分布を示

す。 

CRM のパーソナライジングとサービス提供の出願が多い。 

「顧客囲い込み」に対して、ポイントサービスの「新たなサービスの提供」で対応して

いる。「サービスの個性化」に対して、販売に活かすため商品情報と顧客情報を「データ関

連付け」で対応している。「システムの改善」に対して、顧客が試着室に持ち込こんだ洋服

の商品属性を RF-ID から得る「システム構成の改善」で対応している。 

図2.3.4-1 富士通の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.4-2 富士通の CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.3.4-3 に富士通の知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.3.4-4 に課題と解

決手段の分布を示す。特許情報管理システムに４件の出願がある。 

 

図2.3.4-3 富士通の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.4-4 富士通の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.3.4-1 に、富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/9） 

収
集
率
の
向
上 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開 2002-32664 

00.07.18 

G06F17/60,330 

ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ及びｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ･ｼｽﾃﾑ 

 携帯端末に個人情報の項目を受信し､対応する情

報を抽出､送信する手段を備える｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0010617 

安
全
性
の
向
上 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2000-99827 

99.09.27 

G07G1/01,301 

無線識別及び視覚ﾃﾞ-ﾀ伝送を使用する顧客認識の

ためのｼｽﾃﾑ及び方法 

 店舗入口で顧客識別 

ｺｰﾄﾞと視覚画像を撮映 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0016740 

 

 

 

 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

RF-ID の利用 

特開 2001-249987 

01.01.05 

G06F17/60,118 

品目認識および推奨ｼｽﾃﾑおよび方法 

 試着室に持ち 

込まれた商品を 

無線ﾀｸﾞで情報収 

集 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,313,745 

 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開 2002-150120 

00.11.10 

G06F17/60,326 

店舗内情報提供装置及び記録媒体 

顧
客
囲
い
込
み 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-140522 

00.11.01 

G06F17/60,234 

認証方法､情報処理方法､および､記録媒体 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開平 10-78984 

96.09.03 

G06F17/60 

顧客管理装置及び顧客管理ｼｽﾃﾑ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 8-50617 

(拒絶審査確定) 

94.08.05 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

販売店における顧客情報処理ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/9） 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2000-222475 

99.01.28 

G06F17/60 

顧客情報収集ｼｽﾃﾑ 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-56299 

00.08.09 

G06F17/60,330 

関西電力 

ｻ-ﾊﾞｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開平 11-338927 

(拒絶審査確定) 

98.05.26 

G06F17/60 

ｱﾌﾀ-ｻ-ﾋﾞｽ提供方法およびｱﾌﾀ-ｻ-ﾋﾞｽ提供ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-197291 

00.12.27 

G06F17/60,302 

ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読取可能な記録媒体 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2000-20583 

98.06.30 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

営業支援ｼｽﾃﾑ 

 問合せ端末から所定形式に変換し処理系ｼｽﾃﾑに

渡す 

 

 

 

 

 

 

 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-32607 

00.07.19 

G06F17/60,314 

製品情報仲介ｼｽﾃﾑ 

商
品
の

分
析 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-157268 

00.11.22 

G06F17/30,340 

商品情報通知方法および商品情報通知ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 11-242698 

98.02.26 

G06F17/60 

管理装置､ﾎﾃﾙ管理装置及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2000-227919 

99.02.05 

G06F17/30 

個人情報管理装置および記録媒体 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開 2002-163382 

00.11.29 

G06F17/60,132 

ASP ｻ-ﾋﾞｽにおけるｶｽﾄﾏｲｽﾞ方法 

 顧客端末と ASP ｻｰﾊﾞ間でｶｽﾀﾏｲｽﾞ化された文書

は､変換ﾛｼﾞｯｸとﾃｰﾌﾞﾙの変換で行う 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0065672 

 

 

 

 

 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開 2002-63493 

01.06.06 

G06F17/60,330 

会員管理方法､会員管理ｼｽﾃﾑ及び会員管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（3/9） 

安
全
性

の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2002-41989 

00.07.31 

G06F17/60,330 

通信情報管理装置､方法､及び媒体 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

特開 2000-222480 

99.01.29 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

営業支援ｼｽﾃﾑおよび記録媒体 

 営業員向けの 

評価値を別表示 

 

 

 

 

 

 

 業
務
効
率
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特許 2868149 

96.06.03 

G06F17/60 

ﾄﾑﾃﾂｸ 

訪問実績管理用携帯ﾀ-ﾐﾅﾙ 

 顧客識別符号を記録した識別体から識別符号を

読み取る手段と､時刻を計時するﾀｲﾏと､取引ﾃﾞｰﾀを

入力する手段と､識別符号読み取り手段による識別

符号の読み取り動作に応答してﾀｲﾏの時刻を自動的

に記憶する手段と､ 

記憶手段に記憶さ 

れた時刻情報を入 

力手段から入力し 

た取引ﾃﾞｰﾀと合わ 

せて送出する手段 

とを備えることを 

特徴とする訪問実 

績管理用携帯ﾀｰﾐﾅﾙ 
補助的情報の活用 

画像情報の活用 

特開平 9-160977 

95.12.08 

G06F17/60 

[被引用 2 回] 

ｵﾝﾗｲﾝｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞにおけるｶｽﾀﾏ履歴管理方法及びｼｽﾃﾑ

 ｶｽﾀﾏがｾﾝﾀから提供さ 

れた商品情報において､ 

選択した商品情報をｶｽﾀ 

ﾏ対応に記憶手段に格納 

しておき､次回の商品情 

報検索要求時に､記憶手 

段から商品情報を読み出 

して､直接画面に表示す 

ることを特徴とするｵﾝﾗ 

ｲﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞにおけるｶｽﾀﾏ 

履歴管理方法 

 

 

 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開平 10-301996 

98.02.17 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ関連製品の利用者管理･ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

 ｿﾌﾄとﾊｰﾄﾞの利用者情報の統一管理 

 

 

 

 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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概要 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（4/9） 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特許 2923552 

96.02.02 

G06F17/60 

組織活動ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽの構築方法,それに使用する分析

ｼ-ﾄの入力方法及び組織活動管理ｼｽﾃﾑ 

 概念を定義する実ﾓﾃﾞﾙを作り､階層化し､分析し､

論理ﾓﾃﾞﾙを作り､企業活動を統合する 

 

 

 

 

 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,675,745 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開 2002-7456 

00.06.19 

G06F17/30,340 

ｳｴﾌﾞｻｲﾄｼｽﾃﾑ､ｾﾝﾀ-ｻｲﾄ､ｻ-ﾋﾞｽｻｲﾄ及び検索方法 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-92099 

00.09.20 

G06F17/60,112 

利用契約切換え方法及び通信事業者ｻ-ﾊﾞ 

 当初ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞ契約 

し､顧客の認証後はﾎﾟ 

ｽﾄﾍﾟｲﾄﾞとし､滞納で 

ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞに戻す 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0035479 

 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 10-289383 

97.04.14 

G07G1/12,321 

取引処理方法及びｼｽﾃﾑ及び取引処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納

した記憶媒体 
顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-197376 

00.12.27 

G06F17/60,336 

家本 修 

ﾕ-ｻﾞに応じてｶｽﾄﾏｲｽﾞされた仮想世界を提供する方

法および装置 

情
報
の

分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-24702 

00.07.07 

G06F17/60,330 

情報格付けｼｽﾃﾑ及び情報格付け方法､並びに､情報

格付けﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読取可能な記録

媒体 デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 業

務
効
率
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 10-83427 

97.05.28 

G06F19/00 

[被引用 1 回] 

営業支援ｼｽﾃﾑ及びそのｼｽﾃﾑでの処理をｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀに行

なわせるためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記録媒体 

 顧客の割合に対応したﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ値との関係を示す

ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙﾃｰﾌﾞﾙに用いられる条件を含む顧客に関す

る情報を特定する条件ｾｯﾃｨﾝｸﾞ手段と、条件ｾｯﾃｨﾝｸﾞ

手段にて条件が特定された顧客がまだかかわって

いない営業に関する項目のﾎﾟﾃﾝｼｬ 

ﾙﾃｰﾌﾞﾙを参照し、特定された条 

件に対応するﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ値を抽出 

するﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ値抽出手段と、ﾎﾟﾃ 

ﾝｼｬﾙ値抽出手段により抽出され 

たﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ値が所定値以上となる 

ときに、そのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ値を得るた 

めに参照したﾎﾟﾃﾝｼｬﾙﾃｰﾌﾞﾙに対 

応した営業に関する項目を表示ﾕ 

ﾆｯﾄに表示させる表示制御手段と 

を有する営業支援ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（5/9） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-160991 

95.12.08 

G06F19/00 

商品販売管理装置 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2001-345859 

01.03.16 

H04L12/58,100 

付加価値添付 E-ﾒ-ﾙ選別装置､同送信装置､同送受信

ｼｽﾃﾑおよび方法 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-157512 

00.11.21 

G06F17/60,326 

広告配信方法及び広告配信装置 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2001-351008 

00.06.06 

G06F17/60,326 

広告配布方法および広告配布ｼｽﾃﾑ 

広
告
効
果
の
向
上 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-63264 

00.08.17 

G06F17/60,124 

広告情報提供ｼｽﾃﾑ及び方法､並びに､広告情報提供

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読取可能な記録媒体 

 無料送付するﾒｰﾙ 

ｶｰﾄﾞに､顧客嗜好の 

広告を入れる 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0022989 

 

 

購
買
機
会

へ
の
対
応 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 10-261026 

98.01.14 

G06F17/60 

電子商取引ｼｽﾃﾑおよび記録媒体 

商
品
選

択
支
援

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-163503 

00.11.27 

G06F17/60,318 

商品情報提供方法､商品情報取得方法､商品情報登

録方法および記録媒体 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 6-225001 

(取下) 

93.01.27 

H04M3/00 

構内交換機の納入後支援方式 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,469,498 

購
入
品
の
稼
動
の
維

持 補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-109098 

00.10.04 

G06F17/60,138 

商品情報管理方法及び修理依頼方法 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 9-106421 

95.10.09 

G06F17/60 

適切なｻ-ﾋﾞｽ源を選択するｻ-ﾋﾞｽ提供ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 11-312273 

98.04.30 

G07G1/12,321 

顧客ｻ-ﾋﾞｽ装置､方法､ｶ-ﾄﾞ並びに顧客ｻ-ﾋﾞｽ処理ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読取り可能な記録媒体 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

特典ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 10-312414 

97.05.13 

G06F17/60 

ﾎﾃﾙﾌﾛﾝﾄ業務支援ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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概要 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（6/9） 

顧
客
囲
い
込
み 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2000-40181 

99.06.09 

G07G1/12,321 

電子個人用ﾃﾞｲｼﾞﾀﾙ買い物支援装置を使用する買い

物取引履歴を更新するためのｼｽﾃﾑと方法 

 人口学的ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ情報、取引履歴情報および報奨

標識情報を出力する出力装置と、顧客の最新の取引

を反映させるために、顧客の取引履歴ﾃﾞｰﾀの編集・

更新、および現在の報奨標識の編集・更新を行うと

ともに、特定顧客の最新の取引がその顧客に報奨ﾎﾟ

ｲﾝﾄトを与えるのに値するかどうかを判定する取引

回路を備え、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの制御を受けて情報

転送とﾃﾞｰﾀ処理とを管理する制御ﾕﾆｯﾄと、を有し、

ｲﾝﾀﾌｪｰｽﾕﾆｯﾄが、取引回路により処理された更新済

取引履歴ﾃﾞｰﾀおよび報奨標識とを、個人用記憶装置

の第二の部分と第三の 

部分とに書き込むよ 

うに構成されたこと 

を特徴とする、電子 

買物ｼｽﾃﾑ 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,129,274 

 

 

追
加
・
買

換
の
促
進

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2000-181969 

98.12.14 

G06F19/00 

情報決定装置および方法並びに記録媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2000-29943 

98.07.10 

G06F17/60 

顧客勧誘支援方法 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特開平 8-36550 

94.07.21 

G06F15/02,355 

[被引用 1 回] 

携帯端末装置 

 住所位置を地図上にﾚｲｱｳﾄするため必要な情報と

ともに取引内容などの情報または個人のｱﾄﾞﾚｽなど

の情報を入力する情報入力部と､この情報入力部か

ら入力される情報を表示する地図情報表示部と､こ

の地図情報表示部に目的地の地図をﾚｲｱｳﾄするため

必要な情報とともに取引内容などの情報または個

人情報を格納する情報格納部と､この情報格納部に

格納された情報を読み出す情報読出部と､この情報

読出部から読み出さ 

れた読出信号に基づ 

いて情報表示部の表 

示する手段を決定す 

る表示手段決定部と 

を具備する､携帯端 

末装置 

 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2002-197346 

00.12.25 

G06F17/60,326 

対象限定特典情報仲介ｼｽﾃﾑの仲介ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ 

サ
ー
ビ
ス

提
供
技
術

広
告
効
果

の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

反応情報の活用 

特開 2002-15224 

01.04.25 

G06F17/60,326 

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒ-ﾙに基づいて販売促進を制御するｼｽﾃﾑ､ｻ-

ﾊﾞ､処理装置､方法､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､及びｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読出し可

能記録媒体 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（7/9） 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-51550 

97.04.28 

H04M3/42 

受付応対ｼｽﾃﾑ及び受付応対ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記憶

媒体 

顧客情報の多面的活用 

問合せ内容の活用 

特開平 9-160978 

95.12.08 

G06F17/60 

ｵﾝﾗｲﾝｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞにおける回答方法及び装置 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2000-181926 

98.12.15 

G06F17/30 

ｱﾝｹ-ﾄﾒ-ﾙ処理ｼｽﾃﾑおよび記録媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-297259 

00.04.13 

G06F17/60,330 

質問応答ｼｽﾃﾑ 

問
合
せ
対
応
強
化 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-133295 

00.10.23 

G06F17/60,330 

行動支援方法及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 7-249075 

(拒絶審査確定) 

94.03.10 

G06F17/60 

顧客管理用端末装置,顧客管理方法および顧客管理

用媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 9-128656 

95.10.31 

G07G1/12,321 

ﾎﾟｲﾝﾄｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-197336 

01.11.05 

G06F17/60,324 

点数管理ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-175461 

01.09.04 

G06F17/60,324 

商品販売装置,商品販売情報提供方法,商品販売情

報表示方法,ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読取可能な記録媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-76351 

99.04.21 

G06F17/60 

認識された顧客ﾌﾟﾛﾌｲ-ﾙに応答して買い物表示装置

を適応的に再構成するためのｼｽﾃﾑと方法 

 小売施設内で 

顧客別の表示 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0035560 

 

 

 

 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-41769 

00.07.21 

G06F17/60,172 

商談紹介ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（8/9） 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特許 3272525 

94.01.20 

G07G1/12,361 

POS ｼｽﾃﾑ 

 複数の顧客に対して共通に適用すべきポイント

算定倍率を記憶する第１記憶手段と、各顧客に対し

て個別に適用すべきポイント算定倍率を顧客毎に

割り当てられる顧客コードに対応づけて記憶する

第２記憶手段と、各顧客が所持する識別カードから

顧客コードを読み取る顧客コード読取り手段と、第

１記憶手段からポイント算定倍率を読み出す第１

読出し手段と、顧客コード読取り手段によって読み

取られた顧客コードに対応する 

ポイント算定倍率を第２記憶手 

段から読み出す第２読出し手段 

と、第１および第２記憶手段から 

それぞれ読み出されたポイント 

算定倍率を掛け合わせてポイン 

トを算定するポイント算定手段 

と、を備えたことを特徴とする 

ＰＯＳシステム 

 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開平 8-235115 

95.02.28 

G06F15/00,330 

[被引用 1 回] 

顧客情報管理装置 

 回線を介した複数の管理形態 

を有する商品の購入依頼に対応 

して､商品の管理形態に応じて一 

意の ID およびﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを生成す 

る手段と､生成された一意の ID 

およびﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを顧客に通知す 

る手段と､一意の ID またはﾊﾟｽﾜ 

ｰﾄﾞに基づいて､対応する管理形 

態の処理を実行させる手段とを 

備えたことを特徴とする顧客情 

報管理装置 

 

業
務
効
率

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

回答情報の活用 

特開平 11-250130 

97.06.12 

G06F17/60 

質問回答ｻ-ﾋﾞｽ装置および質問回答ｻ-ﾋﾞｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを

記録した媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-197298 

01.10.03 

G06F17/60,310 

購買支援方法 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

会
員
の
増
強 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 3192358 

95.10.24 

G06F17/30,110 

情報ｾﾝﾀにおけるｻ-ﾋﾞｽ可変装置 

 登録されているﾌﾟﾛﾌｨｰﾙﾃﾞｰﾀおよびｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰﾃﾞｰ

ﾀを検索して利用者の嗜好に 

合致したｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰを選別し 

て利用者端末に配信するｻｰﾋﾞ 

ｽﾒﾆｭｰ配信手段と､利用者端末 

からｻｰﾋﾞｽの申込みを受付け 

て対応するｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを配 

信するｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ配信手段 

と､を備えていることを特徴と 

する情報ｾﾝﾀにおけるｻｰﾋﾞｽ可 

変方式 

 

 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.3.4-1 富士通の CRM に関する技術要素別課題対応特許（9/9） 

サ
ー
ビ
ス

提
供
技
術 

会
員
の
増

強 

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの

活用 

特開 2002-74139 

01.06.05 

G06F17/60,324 

ｷﾔﾝﾍﾟ-ﾝｼｽﾃﾑ､ｷﾔﾝﾍﾟ-ﾝ実行装置､ｷﾔﾝﾍﾟ-ﾝ実行ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ､及び､ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ可読媒体 

 

 

(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.3.4-2 に、富士通の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.3.4-2 富士通の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

識別情報の活用 

手続き情報 

特許 2975650 

90.07.23 

G06F19/00 

手続管理装置 

 端末装置外部で作成した各種形式の文書ﾃﾞｰﾀを

端末装置内部の文書形式に変換して取り込むため

の複数の文書変換部と、端末装置内部の文書形式に

変換して取り込んだ文書ﾃﾞｰﾀを一つの手続に組み

込んで保管、管理するための手続作成処理部と、手

続に組み込んだ文書データを端末装置内部で編集

処理するための文書処理部および段落番号付与部

と、編集処理が完了した手続書類内容をチェックす

るための文書ﾁｪｯｸ部と、文書ﾁｪｯｸが完了した手続書

類を送信形式のﾃﾞｰﾀに変 

換するための送信形式 

ﾃﾞｰﾀ変換部と、送信形 

式のﾃﾞｰﾀを外部に送信 

するための送信処理部 

から構成されることを 

特徴とする電子出願端 

末装置。 

 

明
細
書
作
成
支
援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効
率
化 

ｻｲﾄ構築 

設計資産の開示 

特開平 11-224284 

98.02.09 

G06F17/60 

半導体設計資産の流通ｼｽﾃﾑ並びに流通装置､およ

び､該流通装置用のｿﾌﾄｳｴｱを記憶した記憶媒体 

 半導体の設計資産を 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに登録し､開示 

する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,157,947 

 

 

 

 

特
許
情
報
管

理
シ
ス
テ
ム

シ
ス
テ
ム
の

改
善 

識別情報の活用 

事項の文頭 

特開 2000-148343 

98.11.17 

G06F3/00,656 

ﾃｲ-ﾃﾞｲ-ｹｲ 

公報表示装置 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
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表 2.3.4-2 富士通の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（2/2） 

類似度の活用 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ 

特開平 7-230439 

(取下) 

94.02.17 

G06F15/18,560 

教師付きｶﾃｺﾞﾘ分類装置 

検
索
の
高
度
化 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

対象ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開 2000-207413 

99.01.18 

G06F17/30 

情報検索装置及び記録媒体 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理

の
効
率
化

分析結果･履歴情報の

活用 

ﾌｫｰﾏｯﾄ･集計用 

特開 2002-24284 

00.07.07 

G06F17/30,360 

新ｷﾔﾀﾋﾟﾗ-三菱 

特許情報管理装置および同装置における特許情報

集計･出力方法並びに特許情報管理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録

したｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読み取り可能な記録媒体 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.4  

 

2.4.1 企業の概要 

 

商号 大日本印刷 株式会社 

本社所在地 〒162-8001 東京都新宿区市谷加賀町1-1-1 

設立年 1894年（明治27年） 

資本金 1,144億64百万円（2002年3月末） 

従業員数 10,352名（2002年3月末）（連結：34,868名） 

事業内容 印刷（出版印刷、商業印刷、証券印刷、ビジネスフォーム印刷、包装材・

建材等の生活構材およびフォトマスク等の情報電子部材の製造・販売、他）

 

CRM に関する提携としては、Object Publishing Software 社（米国）、㈱ケイ・ジー・

ティーと共同で「カスタムカタログ制作・配信サービス」を 2002 年から開始している。こ

れは、企業があらかじめ商品情報をデータベース化してサーバに保管し、得意先や生活者

ごとのニーズに合わせて選択・カスタマイズしてオリジナルカタログを制作、ウエッブ配

信もしくは印刷することができるサービスである。また、統計解析・データマイニング分

野で、㈱SAS インスティチュートジャパンと業務提携を 2002 年から行っている。 

（出典：大日本印刷の HP http://www.dnp.co.jp/） 

2.4.2 製品例 

大日本印刷(DNP)は、「P&I（Printing Technology and Information Technology）ソリ

ューション DNP」をコンセプトワードとして掲げ、印刷技術と情報技術を組み合わせたソ

リューションベンダーとして事業展開している。CRM 分野では、顧客情報収集・蓄積、統

計解析、顧客コミュニケーション企画、ワン・トゥー・ワン・マーケティングまでの、全

体もしくは各要素の構築をソリューションとして提供している。その中で、独自の名前を

つけた製品・サービスとしては下表のようなものがある。 

表 2.4.2 大日本印刷の製品・サービス例（出典：大日本印刷の HP） 

製品・サービス名 概要・特徴 

Loyalty Cube ez 

（ロイヤルティ・ 

キューブ・イージ

ー） 

顧客データ分析システム。 

ポイントカード等で得た顧客情報をもとに顧客セグメント分析を行ったり、その分

布をデジタル地図に展開してエリア分析を行うことが可能。さらにダイレクトメー

ル・ラベル出力までできる。 

高価なGIS（ジオグラフィック・インフェーメーション・システム）でなければで

きなかったものを、機能を絞り込んでパッケージ化することにより低価格を実現。

オリコミーオ！ インターネットチラシサービス。 

商店のセール情報やキャンペーン情報、営業案内等を新聞の折込チラシと同様に、

商圏ごとの消費者にインターネットで配信できる。消費者が郵便番号を入力するだ

けで閲覧したい地域のショッピング情報を瞬時に入手できるサービス。 

情報発信する広告主は、用意されているサンプルやテンプレートを利用して簡単に

広告ページを作成することが可能で、掲載内容の更新も自由にできる。会員の属性

に合わせたメール広告、クーポンやプレゼント、サンプル提供等の情報配信も行え

る。2001年6月よりサービス開始。 

2.4 大日本印刷 



 

154 

2.4.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.4.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する大日本印刷の出願件数と発明者数を

示す。 

 

開発拠点：京都市右京区太秦上刑部町１０番地 大日本印刷株式会社内 

千葉県柏市若柴２５０番地１号 大日本印刷株式会社中央研究所内 

東京都新宿区加賀町１丁目１番１号 大日本印刷株式会社内 

 

図 2.4.3 大日本印刷の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.4.4-1 に大日本印刷の CRM の技術要素と課題、図 2.4.4-2 に課題と解決手段の分布

を示す。 

リコメンデーションとサービス提供の出願が多い。 

「顧客囲い込み」に対して、ポイント、クーポン、値引のサービスをする「新たなサー

ビスの提供」で対応している。「サービスの個性化」に対して、アンケートの結果を反映さ

せた「顧客情報の多面的活用」で対応しているものが多い。さらに、顧客の贈答先の住所

より顧客獲得を行おうとする「補助的情報の活用」で対応している。 
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図2.4.4-1 大日本印刷の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.4-2 大日本印刷の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.4.4 に、大日本印刷の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.4.4 大日本印刷の技術要素別課題対応特許（1/4） 

顧
客
囲
い

込
み 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2001-265922 

00.03.21 

G06F17/60,172 

顧客対応ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2001-306738 

00.04.19 

G06F17/60,144 

施設ｶﾞｲﾄﾞ及びこれを利用した販売またはｻ-ﾋﾞｽ提

供ｼｽﾃﾑと､販売またはｻ-ﾋﾞｽ提供方法 

業
務
効
率

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ｽｷｬﾅｰ接続 

特開平 7-334570 

94.06.06 

G06F17/60 

自動ﾃﾞ-ﾀｴﾝﾄﾘ装置を用いた顧客管理ｼｽﾃﾑ 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ接続 

特開平 10-198738 

97.01.08 

G06F17/60 

展示会運営管理ｼｽﾃﾑ 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ｽｷｬﾅｰ接続 

特開平 7-186582 

93.12.27 

B42D15/10,551 

[被引用 1 回] 

展示会用招待状及びそれを用いた来場者登録方法 

 宛先が記載された宛先ｼｰﾄと､調査事項に対する

解答を記入するための解答欄を有し調査集計に用

いる調査ｼｰﾄとが分離可能に結合してなる結合ｼｰﾄ

に対して､来場者が携帯して用いる顧客ｶｰﾄﾞが分離

可能に結合してなる展示会用招待状であって､且つ

調査ｼｰﾄと顧客ｶｰﾄﾞ 

のそれぞれに同一 

のｺｰﾄﾞを意味する 

機械読取り可能な 

顧客識別ｺｰﾄﾞが付 

与されていること 

を特徴とする展示 

会用招待状 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-83368 

00.09.08 

G07G1/00,331 

商品と顧客情報の連携ｼｽﾃﾑ 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2002-63337 

00.08.23 

G06F17/60,172 

顧客ｶ-ﾄﾞ及びそれを用いた顧客管理方法 

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの

活用 

特開平 7-192058 

93.12.27 

G06F17/60 

展示即売会支援ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2002-63336 

00.08.23 

G06F17/60,172 

営業支援ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2002-157507 

00.11.20 

G06F17/60,326 

個別印刷物作成方法およびｼｽﾃﾑ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2000-123067 

98.10.14 

G06F17/60 

贈答品申し込みｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.4.4 大日本印刷の技術要素別課題対応特許（2/4） 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-109382 

00.10.04 

G06F17/60,326 

広告ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-109321 

00.09.29 

G06F17/60,318 

電子商店ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2001-319024 

00.05.10 

G06F17/60,170 

ﾏ-ｹﾃｲﾝｸﾞｼｽﾃﾑ及びﾏ-ｹﾃｲﾝｸﾞ方法 

安
全
性

の
向
上

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2002-56066 

00.08.08 

G06F17/60,118 

顧客情報提示ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 7-175854 

93.12.17 

G06F17/60 

顧客管理ｼｽﾃﾑ及びそのｲﾍﾞﾝﾄ処理ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開 2002-41969 

00.07.31 

G06F17/60,326 

販売促進ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-163562 

00.11.27 

G06F17/60,330 

情報配信ｻ-ﾊﾞ-装置 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-117212 

00.10.10 

G06F17/60,172 

顧客分析ｼｽﾃﾑおよび顧客管理方法 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-256281 

00.03.09 

G06F17/60 

顧客管理方法および顧客情報管理装置 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 11-282393 

98.03.30 

G09F27/00 

[被引用 5 回] 

購買履歴に応じた個人別ｲﾝﾀ-ﾈﾂﾄ広告方法 

 ｻｰﾊﾞに保存 

した広告のう 

ち顧客別の個 

別広告を送信 

 

 

 

 

 

 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-312427 

97.05.14 

G06F17/60 

ｵ-ﾀﾞ-ｼｽﾃﾑ 

広
告
効
果
の
向
上 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特開 2000-298690 

99.04.15 

G06F17/60 

見込み顧客ﾘｽﾄ作成ｼｽﾃﾑ及び情報提供ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

商
品
選

択
支
援 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-357196 

00.06.16 

G06F17/60,172 

販促支援ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.4.4 大日本印刷の技術要素別課題対応特許（3/4） 

商
品
選

択
支
援 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

特開 2002-41979 

00.07.21 

G06F17/60,330 

販売支援ｼｽﾃﾑ 

購
入
品
の
稼

動
の
維
持 

補助的情報の活用 

画像情報の活用 

特開平 11-120235 

97.10.17 

G06F17/60 

商品ｸﾚ-ﾑ受付ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-150092 

00.11.07 

G06F17/60,324 

来場･来店支援ｼｽﾃﾑ用ｻ-ﾊﾞ､来場･来店支援ｼｽﾃﾑおよ

び記録媒体 

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの

活用 

特開 2002-63335 

00.08.21 

G06F17/60,172 

顧客ｶ-ﾄﾞを使用した販売促進ｼｽﾃﾑ 
顧
客
囲
い
込
み 補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 11-345273 

98.06.02 

G06F19/00 

福引きｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-133246 

00.10.25 

G06F17/60,324 

会員ｶ-ﾄﾞ管理装置 
追
加
・
買
換
の
促
進 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 10-312415 

97.05.14 

G06F17/60 

ｸ-ﾎﾟﾝ発行ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-56275 

00.08.08 

G06F17/60,326 

情報提供ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-133080 

00.10.24 

G06F17/60,172 

製品の購買者情報管理ｼｽﾃﾑ 業
務
効
率
の
改
善 

補助的手段の活用 

電子ﾒｰﾙの活用 

特開 2002-183412 

00.12.13 

G06F17/60,172 

顧客情報管理方法 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-337957 

00.05.29 

G06F17/30,170 

顧客情報抽出ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の

増
強 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-109200 

00.10.02 

G06F17/60,174 

販売促進支援ｼｽﾃﾑ､説明員用ｼ-ﾄ及び自動配信お礼

状 

サ
ー
ビ
ス

提
供
技
術

顧
客
囲
い

込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 7-37162 

(取下) 

93.07.20 

G07G1/12,321 

顧客管理ｽﾀﾝﾌﾟｶ-ﾄﾞｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.4.4 大日本印刷の技術要素別課題対応特許（4/4） 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

特開 2002-74129 

00.08.29 

G06F17/60,324 

ｲﾝｾﾝﾃｲﾌﾞ設定装置および販促支援ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-5881 

00.04.20 

G06F17/60,324 

顧客ﾎﾟｲﾝﾄ付与ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-298773 

99.04.14 

G07G1/12,321 

ﾎﾟｲﾝﾄｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-163444 

00.11.27 

G06F17/60,172 

営業管理方法およびｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-133354 

00.10.25 

G06F19/00,300 

商品注文表､商品注文表作成方法およびｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-189939 

01.02.07 

G06F17/60,330 

権利提供ｼｽﾃﾑ､ｻ-ﾊﾞ､商品および記録媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

特開 2000-132600 

98.10.23 

G06F17/60 

顧客会員向けﾏﾙﾁﾒﾃﾞｲｱ端末ｼｽﾃﾑ 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-3475 

98.06.15 

G07G1/12,321 

販売促進ｼｽﾃﾑ 

安
全
性

の
向
上

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開平 7-302244 

94.04.28 

G06F15/00,310 

ﾈﾂﾄﾜ-ｸを用いた著作物提供ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 10-63690 

96.08.20 

G06F17/40 

保守情報の処理方法､及びその装置 

 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.5  

 

2.5.1 企業の概要 

 

商号 キヤノン 株式会社 

本社所在地 〒146-0092 東京都大田区下丸子3-30-2 

設立年 1937年（昭和12年） 

資本金 1,652億87百万円（2001年12月末） 

従業員数 19,580名（2001年12月末）(連結：93,620名) 

事業内容 事務機（複写機、スキャナ等のコンピュータ周辺機器、ファクシミリ等の

情報・通信機器）、カメラ、光学機器等の開発・製造 

（出典：キヤノンの HP http://canon.jp/） 

2.5.2 製品例 

CRM に関する外販は、キヤノンではなくグループ会社のキヤノン販売㈱が中心となって

ソリューションや他社の CRM ソフトウエア製品の提供を行っている。キヤノン販売㈱自身

が 2002 年から大規模な CRM/ERP 統合システム構築を始めている。 

知的財産管理に関しては、後掲のように多くの特許をキヤノンは出願しているが、主に

自社の特許業務に活用していると考えられ、外販製品としては下表の CanoPAT がある。 

表 2.5.2 キヤノンの製品例（出典：キヤノンの HP） 

製品名 概要・特徴 

CanoPAT 電子特許公報検索ツール。 

高速全文検索エンジン「JetSearch」を搭載し、CD-ROM公報から、目次一覧

や全文検索、独自キーなどの機能で指定した条件にマッチする特許公報を

高速に検索する。 

 

2.5.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.5.3 に、CRM・知的財産管理システムに関するキヤノンの出願件数と発明者数を示

す。 

開発拠点：東京都大田区下丸子３丁目３０番２号 キヤノン株式会社内 

図 2.5.3 キヤノンの出願件数と発明者数 
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2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.5.4-1 にキヤノンの CRM の技術要素と課題、図 2.5.4-2 に課題と解決手段の分布を

示す。リコメンデーションに７件の出願がある。 

 

図2.5.4-1 キヤノンの CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.4-2 キヤノンの CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.5.4-3 にキヤノンの知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.5.4-4 に課題と

解決手段の分布を示す。知的財産管理システムに関しては、出願管理システムの出願が多

い。最も出願が集中している「業務処理の効率化」に対しては、「識別情報の活用」で対応

している。具体的には、外国出願の際の必要書類に識別記号を付けての一括表示や、手続

き毎に必要とされる書類に識別記号を付け、出願管理を間違いなく正確に行うためのもの

である。 

 

図2.5.4-3 キヤノンの知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.4-4 キヤノンの知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.5.4-1 に、キヤノンの CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.5.4-1 キヤノンの CRM に関する技術要素別課題対応特許 

顧
客
情
報

収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開 2002-133248 

00.10.27 

G06F17/60,324 

顧客情報管理ｼｽﾃﾑ､顧客情報管理装置､ｼﾖﾂﾌﾟｻ-ﾊﾞ､ﾕ

-ｻﾞ端末､ｼﾖﾂﾌﾟ端末､顧客情報管理端末､顧客情報管

理方法､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納した記録媒体 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ

ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個

性
化 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-117066 

00.10.10 

G06F17/30,340 

携帯端末装置､基地端末装置､位置管理装置､情報登

録装置､携帯端末制御方法､基地端末制御方法､位置

管理方法､情報登録方法及び記憶媒体 

顧
客
の

分
析 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-350904 

00.06.07 

G06F17/60,172 

電子機器及び営業用電子機器ｼｽﾃﾑ 
デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ

技
術 

商
品
の

分
析 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-163564 

00.11.27 

G06F17/60,330 

受注管理装置､受注管理方法及び記録媒体 

購
入
品
の
稼

動
の
維
持 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-325528 

00.05.16 

G06F17/60,330 

情報収集方法､その収集装置およびﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､並び

に､媒体 

顧
客
囲

い
込
み 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特開 2002-133077 

00.10.18 

G06F17/60,172 

住所変更を取り扱う情報処理方法および情報処理ｼ

ｽﾃﾑ並びに記録媒体 

追
加
・
買

換
の
促
進

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-74010 

00.09.01 

G06F17/60,302 

機器管理ｼｽﾃﾑ､機器管理装置及びそれらの制御方

法､ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ可読ﾒﾓﾘ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の

増
強 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-117295 

00.10.05 

G06F17/60,318 

商品購入ｼｽﾃﾑ及び管理ｻ-ﾊﾞ及び商品購入のための

方法及び記憶媒体 

顧
客
囲

い
込
み

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-32472 

01.04.20 

G06F17/60,124 

ﾌﾟﾘﾝﾄｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ,ﾌﾟﾘﾝﾄｻ-ﾋﾞｽ管理ｻ-ﾊﾞ装置,店舗ｻ-

ﾋﾞｽ管理装置及びﾌﾟﾘﾝﾄｻ-ﾋﾞｽ利用料金算出方法 サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

安
全
性

の
向
上

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2001-306737 

01.01.25 

G06F17/60,142 
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変換ｻ-ﾊﾞ､情報処理装置､情報処理方法､記憶媒体及

びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｿﾌﾄｳｴｱ 

技
術
要
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課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 
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ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.5.4-2 に、キヤノンの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を示

す。 

表 2.5.4-2 キヤノンの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（1/3） 

識別情報の活用 

検討依頼 

特開 2001-325282 

00.05.16 

G06F17/30,310 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

 1 つの案件を複数人に 

分けて､検討依頼を行う 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0002481 
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US 2002/0002481 
分析結果･履歴情報の

活用 

進捗情報の活用 

特開 2001-331621 

00.05.22 

G06F17/60,162 

ｱｲﾃﾞｱ管理ｼｽﾃﾑ､ｱｲﾃﾞｱ管理方法､及び､記録媒体 

分析結果･履歴情報の

活用 

進捗情報の活用 

特開 2001-331622 

00.05.22 

G06F17/60,162 

ｱｲﾃﾞｱ管理ｼｽﾃﾑ､ｱｲﾃﾞｱ管理方法､ｱｲﾃﾞｱ提案装置､管

理ｻ-ﾊﾞ､及び､記録媒体 

識別情報の活用 

出願判定 

特開 2001-331623 

00.05.22 

G06F17/60,162 

ｱｲﾃﾞｱ管理ｼｽﾃﾑ､ｱｲﾃﾞｱ管理方法､管理ｻ-ﾊﾞ､情報提供

装置､及び､記録媒体 

識別情報の活用 

手続き情報 

特開 2001-325399 

00.05.16 

G06F17/60,154 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

 外国出願も含め 

技術文献を一括表示 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0019836 
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シ
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業
務
処
理
の
効
率
化 
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手続き情報 

特開 2001-325410 

00.05.16 

G06F17/60,162 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

 外国出願を含めて 

技術文献を蓄積し､特 

定出願の文献を一括 

表示させる 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0019836 
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課
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解決手段 
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（経過情報） 
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主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 
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表 2.5.4-2 キヤノンの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（2/3） 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

国外送信情報 

特開 2001-344384 

00.06.05 

G06F17/60,154 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

 国外に送信する情報 

の法規制をﾁｪｯｸする 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0002481 

 

 

 

 

 

 

 
識別情報の活用 

書類の確認 

特開 2001-325411 

00.05.16 

G06F17/60,162 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

識別情報の活用 

出願書類 

特開 2001-325559 

00.05.16 

G06F19/00,300 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

 出願書類作成で工程に分割､期限日と書類を関連

付け 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0019836 

 

 

 

 

 
書誌情報の活用 

必要書類 

特開 2001-325266 

00.05.18 

G06F17/30,170 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

 出願番号と出願人 

のﾃｰﾌﾞﾙを作成し､出 

願番号にかかわるﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ 

の抽出 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0002481 

 

 

 

 
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

依頼情報 

特開 2001-325407 

00.05.16 

G06F17/60,162 

情報処理装置及び方法並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記憶媒体 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

時間情報･日時 

特開 2001-350889 

00.06.08 

G06F17/60,164 

特許情報管理装置及び方法並びに記憶媒体 

明
細
書
作
成
支

援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効

率
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 

開発要望情報 

特開 2002-24505 

00.07.10 

G06F17/60,164 

情報管理ｼｽﾃﾑ､情報管理方法､ｻ-ﾊﾞ､及び､記録媒体 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.5.4-2 キヤノンの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（3/3） 

検
索
の

高
度
化 

分析結果･履歴情報の

活用 

ｱｲﾃﾞｱ情報 

特開 2001-331504 

00.05.22 

G06F17/30,170 

ｱｲﾃﾞｱ管理ｼｽﾃﾑ､ｱｲﾃﾞｱ管理方法､ｱｲﾃﾞｱ提案装置､管

理ｻ-ﾊﾞ､情報提供装置､情報取得装置､及び､記録媒

体 

評
価
手
法

の
開
発 

分析結果･履歴情報の

活用 

差分の活用 

特開 2002-183157 

00.12.13 

G06F17/30,170 

特許情報参照方法及びｼｽﾃﾑ､並びに記憶媒体 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

見
や
す
い

マ
ッ
プ 

分析結果･履歴情報の

活用 

座標ﾃﾞｰﾀ 

特開 2001-222536 

00.02.07 

G06F17/30 

特許ﾏﾂﾌﾟ作成ｼｽﾃﾑ及びその作成方法ならびに記録

媒体 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.6  

 

2.6.1 企業の概要 

 

商号 東芝テック 株式会社 

本社所在地 〒101-8442 東京都千代田区神田錦町1-1 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 399億70百万円（2002年3月末） 

従業員数 4,836名（2002年3月末）（連結：12,634名） 

事業内容 流通情報システム（POSシステム等）、画像情報通信（複写機、ファクシミ

リ等）、家電（クリーナー、健康機器等）他の製造・販売 

（出典：東芝テックの HP http://www.toshibatec.co.jp/） 

CRM に関する連携としては、ジー・プラン㈱（20 万人以上が利用するポイント交換サー

ビス G.Network を運営）と提携し、東芝テックの主要製品のひとつである POS システムに、

ポイント交換サービスと連動させる機能を付加していくことを図っている（2002 年 12 月

発表）。 

 

2.6.2 製品例 

CRM に関して、社内カンパニーの流通情報システムカンパニーがソリューションやサー

ビスを提供している。 

表 2.6.2 東芝テックの製品・サービス例（出典：東芝テックの HP） 

製品・サービス名 概要・特徴 

CS-21 ワン・トゥー・ワン・マーケティングを支援する総合顧客情報システム。

顧客の購買実績をさまざまな角度から分析することで、個々の顧客の購買

実績に応じたサービス提供を支援する。 

おすすめーる オプトインメールサービス。 

携帯電話向けに販促プロモーションを配信するサービス。低コストで容易

に、顧客データから抽出して顧客の名前付きメール送信が行える。 

 

2.6.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.6.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する東芝テックの出願件数と発明者数を

示す。 

 

開発拠点： 

静岡県三島市南町６番７８号 東芝テック株式会社 

静岡県田方郡大仁町大仁５７０番地 東芝テック株式会社大仁事業所内 

東京都中央区日本橋浜町３丁目２１番１号 日本橋Ｆタワー 東芝テック株式会社内 

東京都府中市片町３丁目２２番地 府中東芝ビル 株式会社テックシステムセンター内 

2.6 東芝テック 
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図 2.6.3 東芝テックの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.6.4-1 に東芝テックの CRM の技術要素と課題、図 2.6.4-2 に課題と解決手段の分布

を示す。サービス提供の出願が多くされている。「顧客囲い込み」に対して、値引サービス、

ポイントサービス、クーポンサービスによる「新たなサービスの提供」で対応している。 

 

図2.6.4-1 東芝テックの CRM の技術要素と課題の分布 
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図2.6.4-2 東芝テックの CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.6.4 に、東芝テックの技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.6.4 東芝テックの技術要素別課題対応特許（1/3） 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-24351 

00.07.06 

G06F17/60,118 

携帯用電子機器及びこの電子機器を用いた御用聞

き業務方法 サ
ー
ビ
ス
の
個
性

化 補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 10-289264 

97.04.15 

G06F17/60 

ｵ-ﾀﾞ-ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

安
全
性

の
向
上

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2001-256341 

00.03.08 

G06F17/60,172 

会員情報管理装置 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2002-24946 

00.07.06 

G07G1/12,321 

商品販売情報処理ｼｽﾃﾑ及びこのｼｽﾃﾑに使用する商

品販売情報処理装置並びにこのｼｽﾃﾑの表示方法 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開 2002-183840 

00.12.18 

G07G1/12,341 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理装置 
業
務
効
率
の
改
善 顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2000-222479 

99.01.29 

G06F17/60 

情報処理装置及び記憶媒体 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ接続 

特開 2002-42239 

00.07.21 

G07G1/00,311 

顧客管理ｼｽﾃﾑ 

広
告
効
果
の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 7-37164 

93.07.23 

G07G1/12,341 

[被引用 1 回] 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

 客層別に一定期間内でのﾋｯﾄ商品の指標となるﾃﾞ

ｰﾀを商品毎に集計する客層別ﾃﾞｰﾀ集計手段と､この

集計手段により客層別に得られるﾋｯﾄ商品指標集計

ﾃﾞｰﾀにより客層別のﾋｯﾄ商品 

ﾘｽﾄを作成するﾋｯﾄ商品ﾘｽﾄ作 

成手段と､商品登録手段によ 

り買い上げ商品の登録が行 

われた顧客の客層を指定入 

力する客層指定手段と､この 

客層指定手段により指定さ 

れた客層のﾋｯﾄ商品ﾘｽﾄを出 

力するﾋｯﾄ商品ﾘｽﾄ出力手段 

と､を具備したことを特徴と 

する商品販売ﾃﾞｰﾀ処理装置 
補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 7-210598 

(取下) 

94.01.25 

G06F17/60 

買物客誘導装置 
購
買
機
会
へ
の
対
応 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 7-220177 

(取下) 

94.02.03 

G07G1/12,361 

商品販売登録ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

顧
客
囲

い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-276656 

99.03.25 

G07G1/01,301 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.6.4 東芝テックの技術要素別課題対応特許（2/3） 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

特典ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 10-11508 

96.06.27 

G06F17/60 

商品販売登録ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-163501 

00.11.24 

G06F17/60,318 

発注案内ｼｽﾃﾑ 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-132884 

00.10.20 

G06F17/60,118 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 業

務
効
率

の
改
善 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 7-93665 

(取下) 

93.09.28 

G07G1/12,361 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ
ト
抽
出

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 11-184926 

97.12.19 

G06F17/60 

POS ｼｽﾃﾑ及びこれに用いるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録

媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 8-96254 

(放棄) 

94.09.22 

G07G1/12,321 

ﾎﾟｲﾝﾄｻ-ﾋﾞｽ装置 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 9-147237 

95.11.17 

G07G1/12,321 

商品販売登録ﾃﾞ-ﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-137872 

98.10.30 

G07G1/12,361 

商品販売登録ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特許 3041181 

94.02.04 

G07G1/12,361 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

 一括割引宣言をしたときに商品割引率が設定さ

れている商品に対してはその商品割引率と一括割

引率とを比較してその商品割引率が一括割引率よ

りも低い場合には商品割引登録に代えて一括割引

登録をさせる制御手 

段を有することを特 

徴とする商品販売ﾃﾞ 

ｰﾀ処理装置 

 

 

 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-172957 

98.12.04 

G07G1/12,361 

商品販売登録ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

特開 2001-290934 

00.04.06 

G06F17/60,172 

情報端末装置 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-276662 

99.03.25 

G07G1/12,361 

商品販売ﾃﾞ-ﾀ処理ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.6.4 東芝テックの技術要素別課題対応特許（3/3） 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特許 2922393 

93.07.22 

G07G1/12,361 

商品販売登録ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

 値引き成立条件の他に定額値引き額を設定記憶

可能な値引き成立条件ﾌｧｲﾙと､値引き成立条件ﾌｧｲﾙ

を検索して入力された値引き対象商品が定額値引

き対象商品であるか否かを判別する定額値引き商

品判別手段と､定額値引き商品であると判別された

場合に値引き対象商品のそれぞれの値引き額を値

引き成立条件ﾌｧｲﾙに設定記憶されている定額値引

き額と決定する値引き額決定手段と､値引き対象商

品のすべてについてのまとめ値引き額を定額値引

き額と値引き対象商 

品個数とから算出 

するまとめ値引き 

額算出手段と､を設 

けたことを特徴と 

する商品販売登録 

ﾃﾞｰﾀ処理装置 

安
全
性

の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開平 9-138891 

95.11.15 

G07G1/12,321 

店舗管理ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-187801 

96.12.20 

G06F17/60 

受渡し品管理装置 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.7  

 

2.7.1 企業の概要 

 

商号 ソニー 株式会社 

本社所在地 〒141-0001 東京都品川区北品川6-7-35 

設立年 1946年（昭和21年） 

資本金 4,761億5百万円（2002年3月末） 

従業員数 17,090名（2002年3月末）（連結：168,000名） 

事業内容 音響・映像・情報・通信関係の各種電子・電気機械器具・部品の製造・販

売、他 

（出典：ソニーの HP http://www.sony.co.jp/） 

2.7.2 製品例 

CRM に関する外部向けサービスとしては、下表のようなものを提供している。いずれも

現在はソニーのグループ会社が運営している。CRM は、自社製品の販売に活用している面

が大きく、例えば自社製品の販売サイト「ソニースタイル」で、ワン・トゥー・ワン・マ

ーケティングを図っている。（顧客の要望にダイレクトに答えたカスタマイズド商品の開

発・提供、ソニーのハードウエア製品に顧客各人のスタイルに合ったネット・サービスや

コンテンツを組み合わせてカスタマイズド商品とする、顧客各人の専用ホームページの表

示で各人の必要な商品・サービス情報を提供する等。サイト開設は 2000 年、運営はグルー

プ会社のソニーマーケティング㈱。） 

表 2.7.2 ソニーの製品・サービス例（出典：ソニーの HP） 

製品・サービス名 概要・特徴 

ZinekerMail 

（ジンカーメール） 

 

オプトインメール・サービス。 

顧客の属性別に大量のメールールマガジンを配送するASPサービス。メール本文

に顧客の属性情報を容易に差し込むことができる。また、メールマガジン上で

簡単にアンケートも実施できる。（現在の運営はグループ会社のソニー・コミ

ュニケーション・ネットワーク㈱が行っている。） 

Pasata 

（パサタ） 

リコメンデーション・サービス。 

ストリーミング広告映像を配信するサービス。インターネット上でストリーミ

ング配信される映像に、視聴者の属性・嗜好情報に合致した広告を選択・挿入

する。商品特性に合った絞込み配信や配信内容のカスタマイズが可能。（現在

の運営はグループ会社の㈱パサタが行っている。） 

 

2.7.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.7.3 に、CRM・知的財産管理システムに関するソニーの出願件数と発明者数を示す。 

 

開発拠点：東京都品川区北品川６丁目７番３５号 ソニー株式会社内 

2.7 ソニー 
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図 2.7.3 ソニーの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.7.4-1 にソニーの CRM の技術要素と課題、図 2.7.4-2 に課題と解決手段の分布を示

す。リコメンデーションの出願が多い。「追加・買換の促進」に対して、レストランで顧客

の注文履歴よりメニューを表示するなどの「補助的情報の活用」で対応している。 

 

図2.7.4-1 ソニーの CRM の技術要素と課題の分布 
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図2.7.4-2 ソニーの CRM の課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.4-3 にソニーの知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.7.4-4 に課題と解

決手段の分布を示す。「資料作成効率化」、「知財の流通促進」、「創造の支援」などに対して、

「新たなサイト構築」で対応している。 

 

図2.7.4-3 ソニーの知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 
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図2.7.4-4 ソニーの知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.7.4-1 に、ソニーの技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.7.4-1 ソニーの CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日、主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

顧
客
情
報

収
集
技
術 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-63492 

00.08.22 

G06F17/60,330 

製品情報収集ｼｽﾃﾑおよび製品情報収集方法 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開 2002-150123 

00.11.10 

G06F17/60,326 

協賛依頼条件入力装置､協賛取引仲介ｻ-ﾊﾞ及び協賛

依頼受信装置 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-283101 

00.03.28 

G06F17/60,330 

情報処理装置および方法､並びにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ格納媒体 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-118838 

00.10.10 

H04N7/17,3610 

ｻ-ﾊﾞ運営費徴収方法 
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2001-266009 

00.03.21 

G06F17/60,330 

情報処理装置および方法､情報処理ｼｽﾃﾑ､並びに記

録媒体 

 ID 割当てｻｰﾊﾞはｴﾝｺｰﾄﾞして放送し顧客番号割当

てｻｰﾊﾞは受信信号の正当性を調べ顧客番号を割当

る 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0037210 

 

 

 

 

 

デ
ー
タ
マ
イ

ニ
ン
グ
技
術

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-297110 

00.04.13 

G06F17/30,340 

情報処理装置および方法､情報取得装置および方

法､並びに記録媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-123739 

00.10.12 

G06F17/60,326 

情報処理装置および方法､並びに記録媒体 
広
告
効
果
の
向
上 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-32859 

00.07.18 

G07G1/12,321 

ﾎﾟｲﾝﾄｶ-ﾄﾞ､ﾎﾟｲﾝﾄｶ-ﾄﾞ処理装置及びﾎﾟｲﾝﾄｶ-ﾄﾞｼｽﾃﾑ 

購
買
機
会

へ
の
対
応

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-133266 

00.10.24 

G06F17/60,326 

販売促進ｼｽﾃﾑ､販売促進用管理装置および方法 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

商
品
選

択
支
援

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-350913 

00.06.07 

G06F17/60,176 

情報処理装置､情報処理方法､および情報提供ｼｽﾃﾑ

並びに記録媒体 



 

178 

表 2.7.4-1 ソニーの CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日、主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-92024 

00.09.18 

G06F17/30,340 

ｻ-ﾊﾞ､ｻ-ﾋﾞｽ提供方法およびﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ格納媒体 
顧
客
囲
い
込
み 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-99839 

00.09.21 

G06F17/60,336 

電子商取引ｼｽﾃﾑ､および電子商取引方法､並びにﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ提供媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-256399 

00.03.09 

G06F17/60,330 

情報処理ｼｽﾃﾑおよび方法､並びに記録媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-245229 

01.02.20 

G06F17/60,172 

飲食店の顧客管理ｼｽﾃﾑ,顧客管理方法,注文受注･顧

客管理ｼｽﾃﾑ及び注文受注･顧客管理方法 

 ﾚｽﾄﾗﾝで顧客識別情報と注文履歴を読取り､注文

履歴より複数の飲食物の表示を行う｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0116218 

 

 

 

 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-7679 

00.06.19 

G06F17/60,172 

商品購入履歴管理ｻ-ﾋﾞｽ方法 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開 2002-163567 

00.11.28 

G06F17/60,330 

見込顧客紹介･管理装置､見込顧客紹介･管理ｼｽﾃﾑ､

見込顧客紹介･管理方法及び記憶媒体 
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(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.7.4-2 に、ソニーの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.7.4-2 ソニーの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日、主 IPC 

共同出願人 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

創
造
の

支
援 

ｻｲﾄ構築 

仲介・ｱｲﾃﾞｱ 

特開 2002-133073 

00.10.26 

G06F17/60,170 

ｱｲﾃﾞｱ修正装置､ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞ仲介装置､ｱｲﾃﾞｱ育成ｼｽﾃ

ﾑ､ｱｲﾃﾞｱ修正方法､ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞ仲介方法及び記録媒体

ｻｲﾄ構築 

入札・代書 

特開 2002-163490 

00.11.27 

G06F17/60,316 

代書者募集ｻ-ﾊﾞ装置､代書者募集方法､および､記録

媒体 

明
細
書
作
成
支
援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効
率
化 

ｻｲﾄ構築 

入札・代書 

特開 2002-183278 

00.12.12 

G06F17/60,124 

出願書類評価装置､出願書類評価方法､および､記録

媒体 

検
索
の

高
度
化

技術文献の活用 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 

特開 2002-32393 

00.07.14 

G06F17/30,320 

情報検索装置､ｱｲﾃﾞｱ運用装置およびそれらの方法 
特
許
情
報
管
理
シ
ス

テ
ム 

業
務
処

理
の
効

率
化

分類･ｷｰﾜｰﾄﾞの活用 

侵害識別 

特開 2001-229185 

00.02.18 

G06F17/30 

情報処理装置および方法､並びに記録媒体 

ｻｲﾄ構築 

知財の資産運用 

特開 2002-133087 

00.10.26 

G06F17/60,174 

知的所有権資産運用ｼｽﾃﾑ､知的所有権申請装置､知

的所有権資産利用推進装置､権利維持判定装置､権

利阻止判定装置､権利侵害対応装置､ﾘｽｸ対策装置､

知的所有権資産 

知
財
流
通
支
援
シ
ス

テ
ム 

知
財
の
流
通
促
進 

ｻｲﾄ構築 

投資 

特開 2002-133105 

00.10.30 

G06F17/60,234 

知的所有権資産株売買管理装置､知的所有権資産株

売買管理方法及び記録媒体 
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2.8  

 

2.8.1 企業の概要 

 

商号 日本電信電話 株式会社 

本社所在地 〒100-8116 東京都千代田区大手町2-3-1 

設立年 1985年（昭和60年） 

資本金 9,379億50百万円（2002年3月末） 

従業員数 3,165名（2002年3月末）（連結：213,062名） 

事業内容 NTTグループ会社の発行株式の引き受け・保有、NTTグループ会社への助言・

あっせん・援助、電気通信技術に関する研究、これらの附帯業務 

（出典：日本電信電話の HP http://www.ntt.co.jp/index_f.html） 

2.8.2 製品例 

日本電信電話は研究開発が主であり、CRM 関係の製品・サービスは、グループ会社の NTT

東日本㈱や㈱NTT データ等が提供している。例えば、NTT 東日本㈱が提供しているリコメン

デーションエンジン AwarenessNetSystem は、日本電信電話の情報流通プラットホーム研究

所の成果を製品化したものである。 

（出典：日本電信電話の HP） 

2.8.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.8.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する日本電信電話の出願件数と発明者数

を示す。 

 

開発拠点： 

東京都新宿区西新宿３丁目１９番２号 日本電信電話株式会社内 

東京都千代田区大手町２丁目３番１号 日本電信電話株式会社内 

東京都千代田区内幸町１丁目１番６号 日本電信電話株式会社内 

 

図 2.8.3 日本電信電話の出願件数と発明者数 
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2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.8.4-1 に日本電信電話の CRM の技術要素と課題、図 2.8.4-2 に課題と解決手段の分

布を示す。データマイニングの出願が多い。「顧客の分析」に対して、出会いを支援するた

めに顧客分析の結果を利用するなどの「補助的情報の活用」で対応している。 

 

図2.8.4-1 日本電信電話の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.8.4-2 日本電信電話の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.8.4 に、日本電信電話の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.8.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（1/2） 

顧
客
情
報

収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開 2002-24435 

00.07.07 

G06F17/60,138 

携帯記録媒体を用いた製品保証提供の方法及び製

品保証提供装置 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開平 7-192053 

(拒絶審査確定) 

93.12.27 

G06F17/60 

顧客名の読みを決定する方法およびこの方法を実

施する顧客名集約方法 パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ

技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-183385 

00.12.11 

G06F17/60,162 

顧客ｽｹｼﾞﾕ-ﾙ管理･ｾｷﾕﾘﾃｲ管理ｼｽﾃﾑおよび管理方法 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-163440 

00.11.28 

G06F17/60,170 

相関ｱｲﾃﾑ検出方法および装置 
分
析
機
能
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2001-195429 

00.06.08 

G06F17/30,340 

情報ﾌｲﾙﾀﾘﾝｸﾞ装置および方法と情報ﾌｲﾙﾀﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを記録した記録媒体 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-34957 

(拒絶審査確定) 

95.07.14 

G06F19/00 

ﾕ-ｻﾞ振る舞いの解析方法及び装置 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-157407 

00.11.20 

G06F17/60,172 

顧客選別方法及び顧客選別装置 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-32492 

00.07.19 

G06F17/60,132 

出会い支援方法､出会い支援装置､出会い支援ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを記録した記録媒体 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 11-53434 

97.08.07 

G06F17/60 

情報処理ｻ-ﾋﾞｽ利用予測方法及びこれを用いた情報

処理ｻ-ﾋﾞｽ管理装置 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

商
品
の

分
析 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開平 9-245085 

96.03.08 

G06F17/60 

商品選択方法 

広
告
効
果

の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-108928 

00.10.03 

G06F17/30,340 

配送条件付電子情報配送ｼｽﾃﾑ､配送条件付電子情報

配送方法､及び配送条件付電子情報配送ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを

記録した記録媒体 

顧
客
囲

い
込
み

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開平 9-81473 

95.09.18 

G06F13/00,351 

自発的ｻ-ﾋﾞｽ提供方法及びｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-117332 

00.10.05 

G06F17/60,330 

更新情報伝達方法および更新情報伝達ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
共同出願人 
［被引用回数］ 
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表 2.8.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（2/2） 

安
全
性

の
向
上 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-32453 

00.07.18 

G06F17/60,118 

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼ保護方法および装置とﾌﾟﾗｲﾊﾞｼ保護ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

を記録した記録媒体 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-74182 

00.08.25 

G06F17/60,330 

情報ｽｸﾘ-ﾆﾝｸﾞ方法及びｼｽﾃﾑ及び情報ｽｸﾘ-ﾆﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを格納した記憶媒体 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の
増
強 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-275152 

97.03.28 

G06F17/30 

個人対応情報提供ｼｽﾃﾑ 

問
合
せ
対

応
強
化 

顧客情報の多面的活用 

問合せ内容の活用 

特開平 9-160983 

(拒絶審査確定) 

95.12.13 

G06F17/60 

苦情ﾁｹﾂﾄ処理方法及びｼｽﾃﾑ 

顧
客
囲

い
込
み

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-149945 

00.11.09 

G06F17/60,170 

西日本電信電話 

販売価格決定方法及び装置及び販売価格決定ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを格納した記憶媒体 

安
全
性

の
向
上

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開平 7-297949 

94.04.28 

H04M11/08 

東芝 

ﾒﾃﾞｲｱ情報配送ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

問合せ内容の活用 

特開平 10-49576 

96.07.29 

G06F17/60 

ｻ-ﾋﾞｽ提供業者の利用者要求受付･回答方法及びｼｽﾃ

ﾑ 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

補助的情報の活用 

画像情報の活用 

特開平 9-245091 

96.03.12 

G06F17/60 

映像素材分割課金設定方法及びｼｽﾃﾑ 
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題 
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2.9  

 

2.9.1 企業の概要 

 

商号 カシオ計算機 株式会社 

本社所在地 〒151-8543 東京都渋谷区本町1-6-2 

設立年 1957年（昭和32年） 

資本金 415億49百万円（2002年3月末） 

従業員数 3,408名（2002年3月末）(連結：14,670名) 

事業内容 エレクトロニクス機器およびデバイスの製造・販売（電卓、デジタルカメ

ラ、時計、携帯電話、携帯型PC、電子レジスター、液晶表示デバイス等）

（出典：カシオ計算機の HP http://www.casio.co.jp/） 

2.9.2 製品例 

CRM に関するものとして、ハンドヘルド PC「カシオペア」を営業活動に活用するシステ

ムが挙げられる。 

表 2.9.2 カシオ計算機の製品例（出典：カシオ計算機の HP） 

製品名 概要・特徴 

FrontDataBase 顧客情報、営業品目情報、営業物件画像等の大容量データを、外出先・商談先で

も手軽に利用できるシステム。 

社内の大量のデータベースを、大容量コンパクトフラッシュに保存して、あるい

はインタネット経由でアクセスして、ハンドヘルドPC「カシオペア」の画面に表

示し、外出先や商談先で利用したり、顧客に提示したりすることができる。 

カシオペアDT-5100 PDAの機動性とハンディターミナルの機能性を兼ね備えた携帯情報端末。 

（2003年発売） 

小売店の販売員がPDA感覚で携帯でき、顧客の前でバーコードを読み取って在庫

状況をすぐ確認できる。 

 

2.9.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.9.3 に、CRM・知的財産管理システムに関するカシオ計算機の出願件数と発明者数

を示す。 

開発拠点：東京都渋谷区本町 1 丁目 6 番 2 号 カシオリース株式会社内 

東京都羽村市栄町 3丁目 2番 1号 カシオ計算機株式会社羽村技術センター内 

図 2.9.3 カシオ計算機の出願件数と発明者数 
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2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.9.4-1 にカシオ計算機の CRM の技術要素と課題、図 2.9.4-2 に課題と解決手段の分

布を示す。リコメンデーションとサービス提供の出願が多い。「業務処理の改善」に対して、

教育指導支援のため教師が生徒の成績情報を利用するなど「補助的情報の活用」で対応し

ている。 

 

図2.9.4-1 カシオ計算機の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.9.4-2 カシオ計算機の CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.9.4-3 にカシオ計算機の知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.9.4-4 に課

題と解決手段の分布を示す。特許情報管理システムと出願管理システムにそれぞれ１件の

出願がある。 

 

図2.9.4-3 カシオ計算機の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.9.4-4 カシオ計算機の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.9.4-1 に、カシオ計算機の CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.9.4-1 カシオ計算機の CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-32659 

00.07.19 

G06F17/60,326 

広告情報管理ｼｽﾃﾑ 
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ

技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-73808 

00.08.28 

G06F17/60,126 

医療情報管理装置および医療情報管理ｼｽﾃﾑ若しく

はそれらのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ記録媒体 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-283403 

97.04.01 

G06F17/60 

情報処理装置及び記憶媒体 
広
告
効
果
の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-92486 

00.09.20 

G06F17/60,326 

広告ﾃﾞ-ﾀ送出装置､印刷装置､及び記憶媒体 

購
買
機
会

へ
の
対
応

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-297258 

00.04.11 

G06F17/60,330 

ﾈﾂﾄﾜ-ｸ対戦ｼｽﾃﾑ､ｻ-ﾊﾞ装置､通信対戦ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが記憶

された記憶媒体 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-99632 

00.09.25 

G06F17/60,128 

ﾈﾂﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ､ﾃﾞ-ﾀ処理装置､及び記録媒体 

顧
客
囲
い
込
み 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2000-137755 

98.11.04 

G06F17/60 

情報提供ｼｽﾃﾑ､この情報提供ｼｽﾃﾑに用いられる移動

端末装置及び情報発信装置 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-109079 

00.09.29 
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教育支援方法および支援ｻ-ﾊﾞ 

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ
ト
抽
出

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-197289 

00.12.25 

G06F17/60,302 

情報提供ｼｽﾃﾑ､情報提供管理装置､情報提供方法､お

よび記録媒体 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 7-210760 

(拒絶審査確定) 

94.01.21 

G07G1/01,301 

ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

業
務
効
率
の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-99643 

00.09.22 

G06F17/60,138 

保守管理装置､及び記憶媒体 

サ
ー
ビ
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提
供
技
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シ
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情報提供ｼｽﾃﾑおよび方法､および記録媒体 
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表 2.9.4-1 カシオ計算機の CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/2） 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-266008 

00.03.16 

G06F17/60,330 

問い合わせ回答ｼｽﾃﾑ､情報処理装置､及び記録媒体 
サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

会
員
の

増
強 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-256132 

00.03.14 

G06F13/00,351 

ﾒ-ﾙ送信装置､及び記憶媒体 

 

 

(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.9.4-2 に、カシオ計算機の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許

を示す。 

表 2.9.4-2 カシオ計算機の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

出
願
管
理

シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理

の
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管

理
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ム
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の
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度

化 

ｷｰ情報の活用 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開 2001-22624 

99.07.08 

G06F12/00,520 

ﾌｱｲﾙ管理装置及びﾌｱｲﾙ管理処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記憶した

記憶媒体 
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2.10  

2.10.1 企業の概要 

商号 松下電器産業 株式会社 

本社所在地 〒571－8501 大阪府門真市大字門真1006 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,587億37百万円（2002年3月末） 

従業員数 49,513名（2002年3月末）（連結：267,196名） 

事業内容 電気機械器具の製造・販売・サービス（映像・音響機器、情報通信機器、

家庭電化・住宅設備機器、産業機器、電子部品） 

（出典：松下電器産業の HP http://www.matsushita.co.jp/） 

2.10.2 製品例 

CRM および知的財産管理に関して、社内カンパニーであるパナソニックシステムソリュ

ーションズ社が、下表のような製品を提供している。 

なお、コールセンタ関係のシステム（ボイスマネジメントシステム IP-2WAY、インテリ

ジェントコミュニケーションシステム Hyper-pro・Diaport 等）は、グループ会社のパナソ

ニックコミュニケーションズ㈱で提供している。 

表 2.10.2 松下電器産業の製品・サービス例（出典：松下電器産業の HP） 

製品・サービス名 概要・特徴 

Harvest Navigator データ分析ツール。 

OLAP、テキストマイニング、データマイニングを連携して効果的なデータ分析

を行うツール。統計の専門知識なしで、ウェブベースで、分析や結果のビジュ

アルプレゼンテーションが可能。低コストで素早い導入が可能。 

Panapatlics 特許情報検索システム。 

国内特許および米国特許や商標まで検索可能。概念検索機能を有し、一般技術

者でも高度な検索が可能。データ登録の自動運用、夜間・休日のバッジ処理等

の機能も有する。 

オプションとして、階層型SDI監視システム（あらかじめ登録された配信式に

従って重要特許を自動配信または手動配信）、重要特許ウォッチングシステム

（特許庁整理標準化データを活用し、追跡・監視する必要のある重要特許に動

きがあった場合に自動的に検知しメールで通知）といった監視システム等がつ

けられる。 

2.10.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.10.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する松下電器産業の出願件数と発明者数

を示す。 

開発拠点：大阪府門真市大字門真１００６番地 松下電器産業株式会社内 

図 2.10.3 松下電器産業の出願件数と発明者数 
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2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.10.4-1 に松下電器産業の CRM の技術要素と課題、図 2.10.4-2 に課題と解決手段の

分布を示す。リコメンデーションの出願が多い。「顧客囲い込み」に対して、ポイントサー

ビスの「新たなサービス提供」で対応している。 

 

図2.10.4-1 松下電器産業の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.10.4-2 松下電器産業の CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.10.4-3 に松下電器産業の知財管理システムの技術要素と課題、図 2.10.4-4 に課題

と解決手段の分布を示す。特許情報管理システムに５件の出願がある。「検索の高度化」に

対し、各種工夫で行っている。 

 

図2.10.4-3 松下電器産業の知財管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.10.4-4 松下電器産業の知財管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.10.4-1 に、松下電気産業の CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.10.4-1 松下電器産業の CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2001-319023 

00.05.08 
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購買ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 
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表 2.10.4-1 松下電器産業の CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/2） 
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ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 
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ﾒ-ﾙ配信ｼｽﾃﾑ 
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(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.10.4-2 に、松下電器産業の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特

許を示す。 

表 2.10.4-2 松下電器産業の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 
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2.11  

 

2.11.1 企業の概要 

 

商号 沖電気工業 株式会社 

本社所在地 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-7-12 

設立年 1949年（昭和24年） 

資本金 678億62百万円（2002年3月末） 

従業員数 7,393名（2002年3月末）(連結：23,597名) 

事業内容 電子・通信機器の製造・販売・工事・保守等（金融・ITS等の情報システム・

機器、IP電話等の通信システム・機器、LSI等の電子デバイス、他） 

 

2001 年より、マイクロソフト社と、コンピュータ・テレフォニー統合（CTI）分野で開

発・マーケティング・販売面を含む包括的な提携を結んでいる。また、SAP ジャパン社と、

コールセンタ技術を中核とした CRM 事業における包括的な提携を結んでいる。これらに具

体的に関係する製品としては、下表 2.11.2 の CTstage がある。さらに 2002 年、SAP 社の

CRM ソリューションを日本市場で提供するコンソーシアム「CRM コンソーシアム for 

mySAP.com」をコンパックコンピュータ㈱、東洋ビジネスエンジニアリング㈱、日本ヒュー

レット・パッカード㈱と共同で設立した。 

加えて、CTstage を電子政府・自治体向けの CRM ソリューションとして提供するため、

電子自治体の基盤システム「アプリポーター」を持つ日本 IBM 社と 2002 年より、開発・販

売、システムの運用・保守サービスを共同で行っていくことで合意している。 

（出典：沖電気工業の HP http://www.oki.com/jp/Home/JIS/index.html） 

2.11.2 製品例 

CRM 製品について、社内カンパニーであるシステムソリューションカンパニーやエンタ

ープライズソリューションカンパニーが提供している。また、金融機関向けの CRM ソリュ

ーションは、金融ソリューションカンパニーが提供している。 

表 2.11.2 沖電気の製品例（出典：沖電気工業の HP） 

製品名 概要・特徴 

CTstage CTI（コンピュータ・テレフォニー統合）システム。CRM分野においては、コール

センタ（カスタマーコンタクトセンタ）として提供。 

CTstageの最初のものは1996年に発表され、最新版のCTstage 4iではインターネ

ットとの親和性を強化し、マルチチャネル・コールセンタを実現する。ボイスメ

ール、電子メール、ファックス等あらゆる種類のメッセージをデジタルデータと

して格納し、一元的管理が可能。従来は50席以下の小・中規模クラスのコールセ

ンタで高いシェアを持っていたが、CTstage 4iではより大規模なものへ適用領域

を拡大。 

ChannelNavigator リテール・バンキング・サービス向けのチャネル連携ソリューション。 

ATM（現金自動預払機）、営業店窓口端末、コールセンタ、インターネット等の

多様なチャネルから収集した最新の顧客情報を統合・分析し、営業戦略情報とし

て共有化する。 

2.11 沖電気工業 
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2.11.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.11.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する沖電気工業の出願件数と発明者数を

示す。 

 

開発拠点：東京都港区虎ノ門１丁目７番１２号 沖電気工業株式会社内 

 

図 2.11.3 沖電気工業の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.11.4-1 に沖電気工業の CRM の技術要素と課題、図 2.11.4-2 に課題と解決手段の分

布を示す。パーソナライジングに７件の出願がある。「サービスの個性化」に対して、アン

ケート結果を反映した「顧客情報の多面的活用」や画像情報と「データ関連付け」で対応

している。 

 

図2.11.4-1 沖電気工業の CRM の技術要素と課題の分布 
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図2.11.4-2 沖電気工業の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.11.4 に、沖電気工業の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.11.4 沖電気工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

安
全
性
の

向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-63339 

00.08.23 

G06F17/60,172 

個人情報収集提供ｼｽﾃﾑ 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特開平 9-245084 

96.03.08 

G06F17/60 

会員情報の管理方法 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

会
員
の

増
強 

補助的情報の活用 

画像情報の活用 

特開 2002-41770 

00.07.25 

G06F17/60,172 

顧客情報収集ｼｽﾃﾑ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 8-185453 

94.12.27 

G06F19/00 

情報照会ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 9-138829 

(拒絶審査確定) 

95.11.14 

G06F19/00 

自動取引装置による顧客ｱﾝｹ-ﾄ調査結果の利用方法

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-41781 

00.07.25 

G06F17/60,210 

顧客ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ及びﾃﾞﾘﾊﾞﾘﾁﾔﾈﾙ接続ｼｽﾃﾑ 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2001-350798 

00.06.07 

G06F17/40,310 

顧客情報収集方法および顧客情報収集装置 

顧客情報の多面的活用 

反応情報の活用 

特開 2002-117239 

00.10.06 

G06F17/60,234 

ｾ-ﾙｽ管理方法及びｾ-ﾙｽ管理ｼｽﾃﾑ 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-197267 

00.12.25 

G06F17/60,176 

家庭管理情報ｻ-ﾊﾞ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-74006 

00.09.05 

G06F17/60,236 

顧客受付ｼｽﾃﾑ 

デ
ー
タ
マ
イ

ニ
ン
グ
技
術

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 7-65243 

(拒絶審査確定) 

93.08.31 

G07G1/12,321 

顧客情報管理ｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー

シ
ョ
ン
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 11-213219 

98.01.27 

G07F7/08 

KIOSK ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.11.4 沖電気工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

顧
客
囲

い
込
み 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-150088 

00.11.14 

G06F17/60,322 

抽選式ﾁｹﾂﾄ予約方法 

分
析
機
能

の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 8-255147 

(取下) 

95.03.17 

G06F17/00 

ｼﾐﾕﾚ-ｼﾖﾝ方法およびその装置 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-245101 

(拒絶審査確定) 

96.03.07 

G06F19/00 

予約･発券ｼｽﾃﾑ 

待
ち
時

間
短
縮

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 10-312436 

97.05.13 

G06F19/00 

相談処理ｼｽﾃﾑ､自動化機器､簡易相談端末及び相談ｶ

-ﾄﾞ 

業
務
効
率

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 11-187122 

97.12.19 

H04M3/42 

ﾃﾚﾏ-ｹﾃｲﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 
サ
ー
ビ
ス
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供
技
術 シ

ス
テ
ム

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

回答情報の活用 

特開平 8-202770 

(取下) 

95.01.25 

G06F17/60 

渉外取引管理方法 
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解決手段 
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［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.12  

 

2.12.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 リコー 

本社所在地 〒107-8544 東京都港区南青山1-15-5 リコービル 

設立年 1936年（昭和11年） 

資本金 1,204億61百万円（2002年3月末） 

従業員数 12,161名（2002年3月末）（連結：74,209名） 

事業内容 事務機器（複写機、ファクシミリ、プリンタ等）、光学機器（カメラ、光

学レンズ等）の製造・販売、他 

（出典：リコーの HP http://www.ricoh.co.jp/） 

2.12.2 製品例 

CRM 関係で、コールセンタ等を自社製品の販売に活用しているが、外販については、グ

ループ会社のリコーテクノシステムズ㈱がコールセンタを含む各種 CRM ソリューションを

提供している。 

（出典：リコーの HP） 

2.12.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.12.3に、リコーの CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数を示す。 

 

開発拠点：東京都大田区中馬込 1 丁目 3 番 6 号 株式会社リコー内 

 

図 2.12.3 リコーの出願件数と発明者数 
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2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.12.4-1 にリコーの CRM の技術要素と課題、図 2.12.4-2 に課題と解決手段の分布を

示す。リコメンデーションの出願が多い。「追加・買換の促進」に対して、同時使用商品で

あるオプションのリコメンドをする「補助的情報の活用」で対応している。 

図2.12.4-1 リコーの CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.12.4-2 リコーの CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.12.4-3 にリコーの知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.12.4-4 に課題と

解決手段の分布を示す。「業務処理の効率化」に対して、各部門に特許情報の評価を迅速に

してもらうため「抄録の活用」で対応している。 

 

図2.12.4-3 リコーの知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.12.4-4 リコーの知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.12.4-1 に、リコーの CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.12.4-1 リコーの CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-250008 

00.12.12 

G06F17/60,138 

顧客支援ｼｽﾃﾑ､顧客支援方法､顧客支援ｾﾝﾀ-､顧客情

報利用ｼｽﾃﾑ及び顧客に配置された機器 サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特開 2002-149874 

00.11.07 

G06F17/60,144 

電子ﾏﾆﾕｱﾙ提供ｼｽﾃﾑおよび方法､並びにｻ-ﾊﾞ装置 
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ン
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技
術 

業
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率
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善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 
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顧客機器情報提供ｼｽﾃﾑ､顧客機器情報収集･管理装

置､顧客機器情報提供装置及び顧客機器情報提供方

法 

 営業担当者は顧客 

の機器の情報を要求 

し､提供者はﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

から必要情報を収集し 

ﾚﾎﾟｰﾄを作成 
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地域･地図情報の活用 

特開 2002-92288 
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広
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補助的情報の活用 

履歴情報の活用 
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取り可能な記録媒体 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 
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従属商品の選択支援装置 

 同時に使用される 

ｵﾌﾟｼｮﾝ等は関連商品と 

し､ﾕｰｻﾞに推奨する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0051893 

 

 

 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2001-265853 

00.03.16 

G06F17/60,ZEC 

関連商品推奨ｼｽﾃﾑ及び方法 

 同時に使用される 

ｵﾌﾟｼｮﾝ等は関連商品 

とし､ﾕｰｻﾞに推奨する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0051893 
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術
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素 
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題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 
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概要 
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表 2.12.4-1 リコーの CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/2） 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2001-265852 

00.03.16 

G06F17/60 

商品推奨ｼｽﾃﾑ及び方法 

 同時に使用される 

ｵﾌﾟｼｮﾝ等は関連商品 

とし､ﾕｰｻﾞに推奨する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0051893 

 

 

 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2001-331737 

01.03.08 

G06F17/60,330 

ﾈﾂﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ及びﾛｸﾞｲﾝ方法 

 同時に使用される 

ｵﾌﾟｼｮﾝ等は関連商品と 

し､ﾕｰｻﾞに推奨する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0051893 

 

 

 

 

 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の

増
強 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開平 10-49575 

97.05.02 

G06F17/60 

不動産仲介業務支援ｼｽﾃﾑ及びそのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを格納し

た記録媒体 

 

 

(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応 

表 2.12.4-2 に、リコーの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を示

す。 

 

表 2.12.4-2 リコーの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

出
願
管
理

シ
ス
テ
ム

安
全
性
の

向
上 

認証･署名 

依頼の承認 

特開 2001-222574 

00.02.07 

G06F17/60 

知的財産業務処理方法､ｼｽﾃﾑ､ｻ-ﾊﾞ及び記録媒体 

明
細
書
作
成
支

援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効

率
化 

識別情報の活用 

抄録の作成 

特開平 9-81586 

95.09.14 

G06F17/30 

[被引用 3 回] 

抄録出力ｼｽﾃﾑ 

 特許公報から抄録ｼｰﾄを作成する抄録出力ｼｽﾃﾑに

おいて､特許公報の中から注目すべき箇所を識別

し､注目すべき箇所を他とは区別できるように出力

するようにしたことを特徴とする抄録出力ｼｽﾃﾑ 

特
許
情
報
管

理
シ
ス
テ
ム 

シ
ス
テ
ム
の

改
善 

ｼｽﾃﾑ構成 

ｽｷｬﾅｰ読取 

特開平 10-283364 

97.04.08 

G06F17/30 

翻訳支援用文書情報管理ｼｽﾃﾑ,特許情報管理用文書

情報管理ｼｽﾃﾑおよび教育支援用文書情報管理ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 

技
術
要
素

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
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共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.12.4-2 リコーの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許（2/2） 

検
索
の

高
度
化 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

ﾙｰﾙの活用 

特開平 10-21245 

96.06.28 

G06F17/30 

情報検索ｼｽﾃﾑおよびこのｼｽﾃﾑ用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記憶した

記憶媒体 

抄録の活用 

速報に評価 

特開平 11-184869 

97.12.19 

G06F17/30 

発行ﾃﾞ-ﾀ閲覧ｼｽﾃﾑ 

抄録の活用 

速報に評価 

特開平 11-184870 

97.12.19 

G06F17/30 

発行公報閲覧ｼｽﾃﾑ 

業
務
処
理
の
効
率
化 

抄録の活用 

速報に評価 

特開平 11-184871 

97.12.19 

G06F17/30 

発行ﾃﾞ-ﾀ閲覧ｼｽﾃﾑ 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

見
や
す
い

マ
ッ
プ 

分析結果･履歴情報の

活用 

ｸﾞﾗﾌ 

特開平 11-203292 

98.01.08 

G06F17/30 

ﾃﾞ-ﾀﾏﾂﾌﾟ作成装置およびその装置が使用する処理

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録した記録媒体 

 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.13  

 

2.13.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 東芝 

本社所在地 〒105-0023 東京都港区芝浦1-1-1 

設立年 1904年（明治37年） 

資本金 2,749億26百万円（2002年3月末） 

従業員数 45,649名（2002年3月末）（連結：176,398名） 

事業内容 情報通信システム、社会システム、重電システム、デジタルメディア、家

庭電器、電子デバイス等の製造・販売・エンジニアリング・サービス、他

（出典：東芝の HP http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm） 

2.13.2 製品例 

CRM に関する製品やソリューションを、社内カンパニーの e-ソリューション社が扱って

いる。CMR に強い Siebel Systems 社等の製品や、下表のような独自製品を提供している。 

表 2.13.2 東芝の製品例（出典：東芝の HP） 

製品名 概要・特徴 

お客さま相談室システム コールセンタ・システム。 

データを一元管理し、窓口で対応できない問い合わせもスムーズに専門

の部署に引き継げる。また、顧客からのさまざまな問い合わせ等をデー

タベースに蓄積し、社内関連部署からネットワークを介してさまざまな

条件で検索して生データを手元のPCにダウンロードしたり、係数化処理

して多次元分析により活用することが可能。 

20席以下の小規模のものから100席以上の大規模のコールセンタまで対

応できる。 

サービスマン支援システム 機器のメンテナンス・サービス等を支援するシステム。 

リモート監視・保守システム、客先問合せシステム、顧客情報データベ

ース、サービスマン管理データベース等の組み合わせ。 

顧客からの問い合わせを担当サービス部署に迅速に転送したり、共有情

報をもとに迅速な対応をとることが可能になる。 

Knowledge Meister ナレッジマネジメント支援システム。最新版のVer.2では、100万件のテ

キストデータから10万件のデータを抽出可能なテキスト分析エンジンを

搭載し、知識分析機能を強化。 

コールセンタと結合すれば、顧客からの質問をそのまま検索キーワード

として使用できるので、迅速な回答ができる。かつ、特別なスキルなし

で検索できるので、経験の浅いスタッフでも対応可能。また、クラスタ

リング機能による傾向分析を行えるので、問い合わせやトラブルの集中

しているところを特定し対策を講じられる。 

アンケート情報や営業マンの情報を日々蓄積しながら、独自のテキスト

マイニング技術による自動分析ができ、これにより、迅速なマーケティ

ング戦略立案を可能にする。 

2.13 東芝 
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2.13.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.13.3 に、CRM・知的財産管理システムに関する東芝の出願件数と発明者数を示す。 

 

開発拠点： 

神奈川県川崎市幸区小向東芝町 1 番地 株式会社東芝研究開発センター内 

神奈川県川崎市幸区柳町 70 番地 株式会社東芝柳町工場内 

大阪府大阪市北区大淀中 1 丁目 1 番 30 号 株式会社東芝関西支社内 

東京都港区芝浦 1 丁目 1 番 1 号 株式会社東芝本社事務所内 

東京都日野市旭が丘 3 丁目 1 番地の 1 株式会社東芝日野工場内 

東京都府中市東芝町 1 番地 株式会社東芝府中事業所内 

兵庫県神戸市東灘区本山南町 8 丁目 6 番 26 号 株式会社東芝関西研究所内 

図 2.13.3 東芝の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.13.4-1 に東芝の CRM の技術要素と課題、図 2.13.4-2 に課題と解決手段の分布を示

す。サービス提供技術に出願が多い。「安全性の向上」に対して、コンテンツの配信に対し

て顧客の認証やデータの不正アクセスに対して暗号化や認証・署名などの「データ変換」

で対応している。 
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図2.13.4-1 東芝の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.13.4-2 東芝の CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.13.4-3 に東芝の知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.13.4-4 に課題と解

決手段の分布を示す。出願管理システムに３件の出願がある。「業務処理の効率化」に対し

て、CD-ROM からデータ更新処理を行うために「データ関連付け」で対応している。 

 

図2.13.4-3 東芝の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.13.4-4 東芝の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 

1

1

1

1

2

課　題

技
術
要
素

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発

業
務
処
理
の
効
率
化

知
財
の
流
通
促
進

見
や
す
い
マ
ッ

プ

出願管理システム

明細書作成支援システム

特許情報管理システム

知的財産流通支援システム

1

1

1

1

1

1

課　題

解
決
手
段

シ
ス
テ
ム
の
改
善

安
全
性
の
向
上

創
造
の
支
援

検
索
の
高
度
化

資
料
作
成
の
効
率
化

キー情報の活用

新たなサイト構築

システム構成

データベースの活用

データ関連付け

データ変換

パターン・ルールの活用

類似度の活用

画像情報の活用

技術文献の活用

校正機能の活用

識別情報の活用

実施利益情報の活用

書誌情報の活用

抄録の活用

認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用

見
や
す
い
マ
ッ

プ

知
財
の
流
通
促
進

業
務
処
理
の
効
率
化

評
価
手
法
の
開
発



 

209 

(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.13.4-1 に、東芝の CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.13.4-1 東芝の CRM に関する技術要素別課題対応特許（1/2） 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 10-261016 

97.03.18 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

相互与信ｻ-ﾊﾞ装置及び分散相互与信ｼｽﾃﾑ 

 売手の信用度を開示することなく得る 

 

 

 

 

 

 

 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特開 2000-305983 

99.04.16 

G06F17/60 

営業支援ｼｽﾃﾑおよび記録媒体 

デ
ー
タ
マ
イ

ニ
ン
グ
技
術

シ
ス
テ
ム
の

改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開平 11-96461 

97.09.16 

G07G1/12,321 

情報管理ｼｽﾃﾑ 

広
告
効
果

の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2001-312508 

00.04.28 

G06F17/30,340 

情報ﾈﾂﾄﾜ-ｸを使用したｻ-ﾋﾞｽ提供方法 

購
買
機
会

へ
の
対
応 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-32649 

00.07.17 

G06F17/60,324 

購買促進ｼｽﾃﾑ及び方法並びに装置 

追
加
・
買

換
の
促
進

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2000-250980 

99.02.25 

G06F17/60 

電子商取引装置､電子商取引方法及び電子商取引ｼｽ

ﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特開平 8-249389 

(取下) 

95.03.15 

G06F17/60 

渉外支援ｼｽﾃﾑ 

分
析
機
能

の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-183414 

00.12.15 

G06F17/60,172 

受付業務支援ｼｽﾃﾑ及びこのｼｽﾃﾑを用いたﾃﾞ-ﾀ加工

分析装置 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開平 7-297949 

94.04.28 

H04M11/08 

日本電信電話 

ﾒﾃﾞｲｱ情報配送ｼｽﾃﾑ 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開平 9-81631 

95.09.13 

G06F17/60 

ｿﾌﾄｳｴｱﾃﾞ-ﾀ配布販売装置 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 
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表 2.13.4-1 東芝の CRM に関する技術要素別課題対応特許（2/2） 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2002-111894 

01.06.20 

H04M11/00,301 

電子機器の機能変更方法及びｶｽﾀﾏｾﾝﾀ並びにﾃﾞｲ-ﾗｼ

ｽﾃﾑ並びにﾕ-ｻﾞｼｽﾃﾑ 

 電子機器の機能 

追加は､電話番号と 

要求で顧客を認証し､ 

機能追加情報を送信 

する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0080931 

 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ﾃﾞｰﾀの変換 

音声 

特開 2002-16708 

00.06.28 

H04M3/52,7 

ｺ-ﾙｾﾝﾀｼｽﾃﾑ 

 

 

(2) 知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.13.4-2 に、東芝の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.13.4-2 東芝の知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

安
全
性
の

向
上 

ﾃﾞｰﾀ変換 

暗号化 

特開 2002-83094 

00.09.08 

G06F17/60,154 

東芝ｱｲﾃｲ- ｺﾝﾄﾛ-ﾙｼ

ｽﾃﾑ 

発明公募方法及びそのｼｽﾃﾑ 

分析結果･履歴情報の

活用 

進捗情報の活用 

特開平 3-290733 

(取下) 

90.04.09 

G06F9/06,450 

ｱﾌﾟﾘｹ-ｼﾖﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの貸出し期限管理装置 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 

更新処理 

特開平 10-312396 

98.03.05 

G06F17/30 

ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽｼｽﾃﾑおよびﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ検索ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを記録し

たｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読み取り可能な記録媒体 

創
造
の

支
援 

ｻｲﾄ構築 

仲介・ｱｲﾃﾞｱ 

特開 2002-109199 

00.09.29 

G06F17/60,174 

通信ﾈﾂﾄﾜ-ｸ利用のﾆ-ｽﾞ実現ｼｽﾃﾑと方法､ｼｽﾃﾑに使用

されるｻ-ﾊﾞとﾃﾞ-ﾀ処理方法､および記録媒体 
明
細
書
作
成
支
援
シ
ス

テ
ム 資

料
作
成

の
効
率
化

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

ﾙｰﾙの活用 

特開平 6-176015 

(取下) 

92.12.09 

G06F15/20,530 

文書作成支援装置 

特
許
情
報
管

理
シ
ス
テ
ム 

検
索
の
高
度

化 

技術文献の活用 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 

特開平 11-259523 

98.03.13 

G06F17/30 

ｷ-ﾜ-ﾄﾞ抽出/登録装置およびｷ-ﾜ-ﾄﾞ抽出/登録処理

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが記録されたｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読み込み可能な記録

媒体 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 
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2.14  

 

2.14.1 企業の概要 

 

商号 三菱電機 株式会社 

本社所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-3 

設立年 1921年（大正10年） 

資本金 1,758億20百万円（2002年3月末） 

従業員数 38,363名（2002年3月末）（連結：116,192名） 

事業内容 重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、

家庭電器等の製造・販売、他 

（出典：三菱電機の HP http://www.mitsubishielectric.co.jp/） 

2.14.2 製品例 

表 2.14.2 に、三菱電機の CRM に関する製品例を示す。 

CRM 関係製品に関して、以前は、情報システム事業本部で扱っていたが、2001 年組織変

更により、インフォメーションシステム事業推進本部が扱うようになった。それに伴い、

具体的製品やソリューションの提供は同本部に属するグループ企業、三菱電機インフォメ

ーションシステムズ㈱や三菱電機インフォメーションテクノロジー㈱が主に扱うようにな

っている。 

表 2.14.2 三菱電機の製品例（出典：三菱電機の HP） 

製品名 概要・特徴 

DIACALL 

(ダイアコール) 

CTI（コンピュータ・テレフォニー統合）サーバ。 

コンピュータの情報処理機能と電話のスイッチ機能を1台のサーバで行うオール

インワン型の低価格CTIサーバ。短期間でコールセンタ構築が可能。顧客データ

ベースとの連携で、個別の顧客のクレームや注文を瞬時に把握。また、顧客デー

タを蓄積して経営戦略に活用。 

（現在は、三菱電機インフォメーションシステムズ㈱で扱っている。） 

DIAPRISM 

（ダイアプリズム） 

データウエアハウス専用サーバ 

膨大な顧客情報、購買履歴等のデータを蓄積し、短時間で分析して、迅速な経営

判断に活かすことを可能にする高速データウエアハウス製品。顧客データベース

の大容量化と分析速度の高速化ニーズに対応。 

（現在は、三菱電機インフォメーションテクノロジー㈱で扱っている。） 

 

2.14 三菱電機 
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2.14.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.14.3 に、三菱電機の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数を示

す。 

 

開発拠点：神戸市兵庫区和田崎町 1 丁目 1 番 2 号 三菱電機株式会社制御製作所内 

神奈川県鎌倉市上町屋 325 番地 三菱電機株式会社コンピュータ製作所内 

東京都千代田区丸の内 2 丁目 2 番 3 号 三菱電機株式会社内 

図 2.14.3 三菱電機の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.14.4-1 に三菱電機の CRM の技術要素と課題、図 2.14.4-2 に課題と解決手段の分布

を示す。リコメンデーションに関する出願が多い。「商品選択支援」に対して、カストマラ

イズ商品をメニュー形式で行える「補助的情報の活用」で対応している。 

図2.14.4-1 三菱電機の CRM の技術要素と課題の分布 
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図2.14.4-2 三菱電機の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.14.4 に、三菱電機の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.14.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

反応情報の活用 

特開 2002-149947 

00.11.14 

G06F17/60,170 

ﾏ-ｹﾃｲﾝｸﾞ方法およびﾏ-ｹﾃｲﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 9-185657 

(拒絶審査確定) 

96.10.11 

G06F17/60 

訪問看護用ｻ-ﾊﾞ及び訪問看護支援ｼｽﾃﾑ及び携帯端

末 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの

活用 

特開 2002-117263 

00.10.10 

G06F17/60,314 

ﾓﾃﾞﾙ昇降機検索ｼｽﾃﾑおよびその方法 
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ

技
術 

安
全
性

の
向
上

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-32691 

00.07.14 

G06F17/60,414 

取引処理方法及びｶ-ﾄﾞ利用管理方法 

購
買
機
会

へ
の
対
応

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

特開 2002-49489 

00.08.02 

G06F9/44,5 

ｱﾌﾟﾘｹ-ｼﾖﾝｻ-ﾋﾞｽ装置及びｱﾌﾟﾘｹ-ｼﾖﾝｻ-ﾋﾞｽ方法 

商
品
選
択
支
援 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

特開 2001-350512 

00.06.09 

G05B19/41,8 

生産管理装置及び冷凍空調装置の生産方法 

 注文製品を顧客 

が要求する仕様を 

ﾒﾆｭｰから選択して、 

生成可能とする 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0013719 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-170053 

00.12.04 

G06F17/60,330 

顧客情報収集､利用ｼｽﾃﾑ 
購
入
品
の
稼
動
の
維

持 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-41987 

00.07.31 

G06F17/60,330 

情報提供ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-163724 

00.11.28 

G07G1/06 

広告提供方法及び広告提供装置 

問
合
せ
対

応
強
化 

顧客情報の多面的活用 

問合せ内容の活用 

特開 2002-132661 

00.10.20 

G06F13/00,605 

自動応答装置及び自動応答方法及び自動応答ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑを記録したｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読み取り可能な記録媒体 サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲

い
込
み

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 7-129857 

(取下) 

93.10.28 

G07G1/12,321 

会員情報ｼｽﾃﾑ 
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2.15  

 

2.15.1 企業の概要 

商号 オムロン 株式会社 

本社所在地 〒600-8530 京都市下京区塩小路通堀川東入南不動堂町801 

設立年 1948年（昭和23年） 

資本金 640億82百万円（2002年3月末） 

従業員数 6,020名（2002年3月）(連結：25,124名) 

事業内容 電気機械器具、電子応用機械器具、精密機械器具、医療用機械器具および

その他の一般機械器具の製造・販売・附帯業務 

CRM に関して、コールセンタ関係の音声ソリューションを開発・提供しており、音声認

識技術に強い Nuance Communications 社（米国）と提携して、同社ソフトの採用や日本語

認識エンジンの共同開発を行っている。 

（出典：オムロンの HP http://www.omron.co.jp/index2.html） 

2.15.2 製品例 

1998 年から、事業開発本部で「CMA（Customer Management Automation）プロジェクト」

を発足させ、音声認識・音声合成・音声照合の技術をキーとした音声ソリューションの提

供を中心とした事業活動を展開している。最近のものを下表に記載した。 

表 2.15.2 オムロンの製品例（出典：オムロンの HP） 

製品名 概要・特徴 

電話自動応答システム コールセンタ向けの自動音声応答ソリューション。 

顧客は、特定の検索語に限定されず、日常会話のような自由な形式で問い合

わせをし、システムから自動的に、音声で回答を得られる。音声入出力イン

タフェースと知識ベースを連携。 

イーゲインジャパン㈱の対話型セルフエージェント「eGain Assistant」と

Nuance Communication社の音声認識ソフトウエア「Nuance」を採用し、オム

ロン独自開発の日本語音声認識辞書・日本語文章解析モジュールを組み込ん

でいる。2002年11月より提供。 

2.15.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.15.3 に、オムロンの CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数を示

す。 

開発拠点： 

京都府京都市右京区花園土堂町 10 番地 オムロン株式会社内 

京都府京都市下京区塩小路通堀川東入南不動堂町 801 番地 オムロン株式会社内 

図 2.15.3 オムロンの出願件数と発明者数 
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2.15.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.15.4-1 にオムロンの CRM の技術要素と課題、図 2.15.4-2 に課題と解決手段の分布

を示す。パーソナライジング技術とサービス提供技術のそれぞれに３件の出願がある。「待

ち時間短縮」に対して、会員登録の際にカード発行機でローカルに会員カードを発行し、

後にホストとの間で顧客データベースに登録する「システム構成の改善」で対応している。 

 

図2.15.4-1 オムロンの CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.15.4-2 オムロンの CRM の課題と解決手段の分布 
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図 2.15.4-3 にオムロンの知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.15.4-4 に課題

と解決手段の分布を示す。特許情報管理システムに関するもので、「検索の高度化」に対し

て特許分類を付けるのに既に分類が付いている特許情報との「類似度の活用」で対応して

いる。 

 

図2.15.4-3 オムロンの知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.15.4-4 オムロンの知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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(1) CRM に関する技術要素別課題対応特許 

表 2.15.4-1 に、オムロンの CRM に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.15.4-1 オムロンの CRM に関する技術要素別課題対応特許 

顧
客
情
報

収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

RF-ID の利用 

特開平 10-269287 

97.03.26 

G06F17/60 

商品管理ﾃﾞ-ﾀ収集ｼｽﾃﾑ 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開平 7-160790 

(取下) 

93.12.10 

G06F19/00 

顧客管理ｼｽﾃﾑ 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開平 7-262268 

(取下) 

94.03.18 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

顧客管理ｼｽﾃﾑ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

待
ち
時
間
短
縮 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開平 7-152836 

93.12.01 

G06F17/60 

[被引用 1 回] 

顧客管理ｼｽﾃﾑ､ﾎｽﾄ装置､および顧客管理方法 

 ｶｰﾄﾞ処理装置に､顧客管理ﾌｧｲﾙに未登録のｶｰﾄﾞか

ら読みだしたｶｰﾄﾞ番号を含むｶｰﾄﾞ登録ﾃﾞｰﾀを作成

し､出力する登録ﾃﾞｰﾀ出力 

手段を備え､ﾎｽﾄ装置に､ｶｰ 

ﾄﾞ処理装置が出力したｶｰﾄﾞ 

登録ﾃﾞｰﾀを受信した際に､ 

ｶｰﾄﾞ登録ﾃﾞｰﾀに含まれる 

ｶｰﾄﾞ番号を顧客管理ﾌｧｲﾙ 

に登録する手段を備えた 

ことを特徴とする顧客管 

理ｼｽﾃﾑ 

 

追
加
・
買
換

の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-123734 

00.10.13 

G06F17/60,324 

次期発注促進ｼｽﾃﾑ及び次期発注促進方法 
リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技

術 

業
務
効
率

の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開平 7-152833 

(拒絶審査確定) 

93.11.30 

G06F17/60 

顧客管理ｼｽﾃﾑ､および顧客管理方法 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 9-139772 

95.11.14 

H04M3/42 

通信質問支援ｼｽﾃﾑ､および通信質問支援方法 
問
合
せ
対
応
強

化 補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

特開 2002-189849 

00.12.20 

G06F17/60,172 

情報発信ｼｽﾃﾑ及び情報発信方法 
サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲
い

込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 7-210763 

(取下) 

94.01.27 

G07G1/12,321 

ﾎﾟｲﾝﾄｶ-ﾄﾞｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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(2)知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

表 2.15.4-2 に、オムロンの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許を

示す。 

表 2.15.4-2 オムロンの知的財産管理システムに関する技術要素別課題対応特許 

特
許
情
報
管

理
シ
ス
テ
ム 

検
索
の
高
度

化 

類似度の活用 

特許分類 

特開平 6-75995 

92.08.27 

G06F17/30,210 

自動分類付与装置および方法 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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2.16  

 

2.16.1 企業の概要 

 

名称 International Business Machines Corporation 

本社所在地 New Orchard Road, Armonk, NY 10504 

設立年 1911年 

資本金 $14,858M（2002年12月末） 

従業員数 315,889名（連結：2002年12月末） 

事業内容 コンピュータ関連のサービス、ハード、ソフトの提供 

 

自社製品に加え、CRM 分野で定評のある米国各社と連携して、CRM ソリューションを提

供している。CRM 統合パッケージでは、Siebel Systems 社・SAP 社・PeopleSoft 社と、CTI

については Genesys 社と、電子メールによるマーケティングについては Kana Software 社

と、販売だけにとどまらない開発・マーケティングを含めたグローバルな戦略的ビジネス

提携をしている。 

（出典：IBM の HP http://www.ibm.com/jp/） 

2.16.2 製品例 

コールセンタのスムーズな構築、ウェッブ上でのワン・トゥー・ワン・マーケティング、

顧客データ分析（ビジネス・インテリジェンス）等、さまざまなレベルで CRM ソリューシ

ョンを提供している。ニーズに応じて、下表のような IBM 社製品と、上記のような CRM 分

野で定評ある他社の製品を提供している。 

表 2.16.2 IBM の製品例（出典：IBM の HP） 

製品名 概要・特徴 

IBM Customer Contact Center カスタマーセンター構築ミドルウェア。 

マルチチャネル（電話や電子メール）での顧客対応を可能にする

カスタマーセンタを顧客要件に応じて実現するためのミドルウェ

ア。 

IBM WebSphere Voice Server ボイスポータル・ソリューション。 

音声認識技術を活用し、従来のプッシュホン方式では実現できな

かったさまざまな自動応答を可能にする。 

IBM WebSphere Translation Server ワン・トゥー・ワン・マーケティングを支援するウェッブ翻訳ソ

リューション。 

日英・英日等9つの言語ペアの機械翻訳技術でウェッブページをサ

ーバ側でリアルタイムに自動翻訳する。 

DB2 OLAP Server 多次元データベース分析ツール。マイニング機能も統合。 

DB2 Intelligent Miner データ・マイニング・ツール。高速・大容量の処理が可能。 

DB2 Intelligent Miner Scoring リアルタイム・データ・マイニング・ツール。 

Intelligent Minerと連携して動き、分析結果をオンラインで窓口

やコールセンターで利用可能とする。 

 

2.16 International Business Machines (IBM)
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2.16.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.16.3 に、IBM の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数推移を示

す。 

図 2.16.3 IBM の出願件数と発明者数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.16.4-1 に IBM の CRM に関する技術要素と課題、図 2.16.4-2 に課題と解決手段の分

布を示す。データマイニングの出願が５件ある。「分析機能の改善」に対して、顧客のセグ

メントの抽出方法において購買情報などを使用した「補助的情報の活用」で対応している。 

 

図2.16.4-1 IBM の CRM の技術要素と課題の分布 
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図2.16.4-2 IBM の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.16.4 に、IBM の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.16.4 IBM の技術要素別課題対応特許（1/4） 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6236991 

97.11.26 

707/6 

Method and system for providing access for 

categorized information from online internet and 

intranet sources 

 顧客のﾌﾟ 

ﾛﾌｧｲﾙに沿っ 

て､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

とｲﾝﾄﾗﾈｯﾄか 

ら情報を検索 

し､収集して 

分類を行う 

 
補助的情報の活用 

画像情報の活用 

US 2002/0072952 

00.12.07 

705/10 

Visual and audible consumer reaction collection

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け US 5278751 

91.08.30 

705/10 

Dynamic manufacturing process control 

 顧客ﾆｰｽﾞと製品属性 

が関連付けられ､顧客調 

査ﾃﾞｰﾀと知識ﾍﾞｰｽが付 

けられている 

 

 

 

 

 

 

 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 2002/0022967 

01.04.26 

705/1 

Goods delivery method, online shopping method, 

online shopping system, server, and vender 

server 

 顧客は匿名 ID 

で商品を発注し､ 

ｻｰﾋﾞｽ提供者は商 

品発送時に ID を 

変換して配送する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-7904 
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ー
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ナ
ラ
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ジ
ン
グ
技
術 
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全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

US 6141754 

97.11.28 

713/200 

Integrated method and system for controlling 

information access and distribution 

 情報は保護 

仕様と内容を 

持ち顧客のｱｸ 

ｾｽ時､ｱｸｾｽの権 

利をﾁｪｯｸしか 

つ､保護仕様に 

基づいてもﾁｪｯｸ 

される 
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解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主米国分類 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.16.4 IBM の技術要素別課題対応特許（2/4） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 5615341 

95.05.08 

705/10 

System and method for mining generalized 

association rules in databases; computer program 

device 

 項目集合は取引ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

に現われる回数がﾐﾆﾏﾑｻﾎﾟｰﾄ 

値を越える場合は出願頻度の 

高い項目集合に入れる 

 

 

 

 

 

 

分
析
機
能
の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 5794209 

95.03.31 

705/10 

System and method for quickly mining association 

rules in databases; method executable by a 

computer 

 顧客の取引項目の現れる 

回数と特定項目の現れる回 

数を比較し､顧客の購入傾 

向の関連法則を出力する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開平 8-287106 

 

 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5983222 

96.10.25 

707/6 

Method and apparatus for computing association 

rules for data mining in large database 

 数値と 0-1 属性を含むﾃﾞｰﾀ 

ﾍﾞｰｽで､0-1 属性が 1 である確 

立がα以上で､かつ､最大数の 

ﾃﾞｰﾀが属する区間を導出する 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特許 3072708 

 

 

 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

顧
客
の
分
析 顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6061658 

98.05.14 

705/10 

Prospective customer selection using customer 

and market reference data 

 顧客を年齢や収入な 

ど人口統計的にｾｸﾞﾒﾝﾄ 

化して､見込客の選択を 

する 
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特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主米国分類 
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概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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表 2.16.4 IBM の技術要素別課題対応特許（3/4） 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6078892 

98.04.09 

705/10 

Method for customer lead selection and 

optimization; marketing database searching and 

retrieval based on pre-scored customer traits; 

outputting customer records sorted in order of 

closeness to desired traits or product interest; 

customization 

 ﾃﾞｰﾀに関連性で点数 

を付けておき､特徴でﾃﾞ 

ｰﾀを検索し､その集合を 

点数別に配列する 

 

 

 

広
告
効
果
の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6026369 

97.05.09 

705/14 

Method for distributing advertising in a 

distributed web modification system 

 ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰが 

顧客ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ情 

報を持ち､広告 

主はﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ 

にあった広告を 

配布する 

 

 

 

商
品
選
択
支
援 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 6336101 

98.09.24 

705/29 

Tracking of computer components allocated during 

configuration of computer systems and networks 

by a simplified user friendly configuration 

process 

 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの構成品を 

対話型で顧客のﾆｰｽﾞに 

沿って入力を促し割付 

けるﾌﾟﾛｾｽを持つ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝや試用などの

活用 

US 5774868 

94.12.23 

705/10 

Automatic sales promotion selection system and 

method 

 顧客の購買履歴 

に基づき､ﾆｭｰﾗﾙﾈｯ 

ﾄﾜｰｸを利用して最 

もあった販売ﾌﾟﾛﾓｰ 

ｼｮﾝを選択する 
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題 
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表 2.16.4 IBM の技術要素別課題対応特許（4/4） 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6220509 

98.07.09 

235/375 

Parcel trace system; a single point tracking 

system for multiple parcels being delivered by 

multiple delivery services, can see status of all 

shipments on one report 

 小荷物の 

識別子と位 

置の属性を 

持ち､小荷 

物の属性に 

状態変化が 

あるとﾃﾞｰﾀ 

ﾍﾞｰｽに書込 

む 
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解決手段 

特許番号 
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2.17  

 

2.17.1 企業の概要 

 

名称 First to File, Inc. 

本社所在地 12438 W.Bridger St., Boise, ID 83713 

設立年 － 

資本金 － 

従業員数 － 

事業内容 特許管理ソリューションの提供 

（出典：First to File の HP http://www.ftftechnologies.com/） 

 

2.17.2 製品例 

特許の検索、出願準備、出願書類作成、出願、書類保存・整理までの一連のプロセスを

ペーパーレスで効率的に行える包括的・統合的システム「First to File」を、ソリューシ

ョンとして企業や法律事務所に提供している。必要なホスト・データセンターも提供。こ

うした事業を First to File 社は、「特許プロセスのオートメーション化」と表現している。 

表 2.17.2 First to File の製品例（出典：First to File の HP） 

製品名 概要・特徴 

First to File 特許管理ソリューション。 

ペーパーレスで効率的な特許出願、特許関係データの一元化・共

有化を実現。 

 

2.17.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.17.3 に、First to File の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者

数を示す。 

 

図 2.17.3 First to File の出願件数と発明者数 
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2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.17.4-1 に First to File の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布を示す。

出願管理システムに３件と特許情報処理システムに３件の出願がある。 

 

図2.17.4-1 First to File の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.17.4-2 に First to File の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布を示す。

「検索の高度化」に対しては、引用特許の抽出のために「データ関連付け」で対応してい

る。 

図2.17.4-2 First to File の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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表 2.17.4 に、First to File の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.17.4 First to File の技術要素別課題対応特許 

安
全
性

の
向
上 

認証･署名 

承認と承認通知 

US 2002/0111824 

01.11.27 

705/1 

Method of defining workflow rules for managing 

intellectual property 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

手続き情報 

US 2002/0111953 

01.11.27 

707/101 

Docketing system 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

識別情報の活用 

手続き情報 

US 2002/0116363 

01.11.27 

707/1 

Method of deleting unnecessary information from 

a database 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 

引用情報 

US 2002/0065676 

01.07.31 

705/1 

Computer implemented method of generating 

information disclosure statements 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 

引用情報 

US 2002/0065677 

01.07.31 

705/1 

Computer implemented method of managing 

information disclosure statements 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

検
索
の
高
度
化 ﾃﾞｰﾀ関連付け 

第 1 表示領域はﾌｧｲﾙ･ﾘ

ﾝｸ 

US 2002/0093528 

01.07.31 

345/738 

User interface for managing intellectual 

property 

知
財
流
通
支

援
シ
ス
テ
ム 

知
財
の
流
通

促
進 

ｻｲﾄ構築 

開示・知財情報 

US 2002/0091542 

01.11.27 

705/1 

Computer implemented method of paying 

intellectual property annuity and maintenance 

fees 
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2.18  

 

2.18.1 企業の概要 

 

名称 NCR Corporation (1974 年、National Cash Register Company から現社名に改称)

本社所在地 1700 South Patterson Blvd. Dayton, Ohio 45479 

設立年 1884 年 

資本金 $1,218M(2002 年 12 月末) 

従業員数 約 29,700 名（連結：2003 年 2 月末） 

事業内容 店舗の自動精算システム、企業・金融機関の送金・支払処理システム、デー

タウエアハウスに関するハード・ソフト・関連サービスの提供 

 

データウエアハウス事業で多くの企業と提携しているが、特に CRM 関係の提携先として

は、BEA 社、CentrPort 社、Siebel Systems 社といった米国の CRM ソフト開発企業がある。 

（出典：NCR の HP http://www.ncr.com/） 

2.18.2 製品例 

CRM に関して、Teradata 事業部で、企業向けのデータウエアハウス・ソリューションを

提供している。 

表 2.17.2 NCR の製品例（出典：NCR の HP） 

製品名 概要・特徴 

Teradata データ・ウェアハウス・ソリューションのシリーズ名。 

最新版のTerada Warehouse 7.0では、データマイニングツール

Teradata Warehouse Minor 3.2等を備え、経営トップからビジネ

ス現場まで組織の各層における意思決定を支援するデータハウ

スを容易に構築できる。 

Clementine データ・マイニング・ツール。 

データ抽出、分析結果のビジュアル化といった操作が従来より容

易にできる。 

 

2.18.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.18.3 に、NCR の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数推移を示

す。 

図 2.18.3 NCR の出願件数と発明者数推移 
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2.18.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.18.4-1 に NCR の CRM の技術要素と課題の分布を示す。データマイニングに２件の

出願がある。 

 

図2.18.4-1 NCR の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.18.4-2 に NCR の CRM の課題と解決手段の分布を示す。 

「顧客の分析」に対しては、顧客をセグメント化するために「キャンペーンや試用など

の活用」で対応している。 

図2.18.4-2 NCR の CRM に関する課題と解決手段の分布 
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表 2.18.4 に、NCR の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.18.4 NCR の技術要素別課題対応特許 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ｽｷｬﾅｰ接続 

US 5294781 

92.05.27 

235/376 

Moving course data collection system 

 顧客に携帯ｽｷｬﾅを 

配布し､商品購入時に 

ｽｷｬﾝしてもらい､金額 

を自動集計する 
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2.19  

 

2.19.1 企業の概要 

 

名称 Accenture Ltd 

本社所在地 Cedar House, 41 Cedar Avenue, Hamilton HM12, Bermuda 

設立年 1989 年 （2001 年より、母体の Andersen Consulting LLP から完全独立して現行

名称） 

資本金 $848M（2002 年 8 月末） 

従業員数 約 75,000 名 

事業内容 経営コンサルティングおよび IT ソリューションの提供 

 

CRM に関して、アクセンチュアは以下のような米国の有力企業と連携して、コンサルテ

ィングあるいはソリューションの提供を行っている。統合パッケージ等広範な分野で

Siebel Systems 社、Amdocs 社、Oracle 社、PeopleSoft 社、SAP 社、コンタクトセンタに

関しては Avaya 社、通信事業者の CRM に関しては CSG Systems 社、といった企業と連携し

ている。 

（出典：Accenture の HP http://www.accenture.com/） 

2.19.2 製品例 

CRM に関して、アクセンチュアはソフトやハードの単体製品ではなく、上記のような連

携企業の製品を活用しながら、コンサルティングあるいはソリューション提供を行ってい

る。対象業種は、官公庁を含み、広範である。 

（出典：Accenture の HP） 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.19.3 に、Accenture の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数推

移を示す。 

図 2.19.3 Accenture の出願件数と発明者数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.19 Accenture 

0

2

4

6

8

10

12

14

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

出願年

出
願
件
数

0

2

4

6

8

10

12

14

発
明
者
数

出願件数

発明者数



 

234 

2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.19.4-1 に Accenture の CRM の技術要素と課題の分布を示す。サービス提供で３件

の出願がある。「システムの改善」に対して、いずれもコールセンタへのセッションの仕方

に関する「システム構成の改善」で対応している。 

 

図2.19.4-1 Accenture の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.19.4-2 に Accenture の CRM の課題と解決手段の分布を示す。「システムの改善」に

対して、「システム構成の改善」で対応している。Ｎ対Ｎのルート設定に関するものである。 

図2.19.4-2 Accenture の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.19.4 に、Accenture の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.19.4 Accenture の技術要素別課題対応特許 
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2.20  

 

2.20.1 企業の概要 

 

名称 AT&T Corporation 

本社所在地 900 Route 202/206 North Bedminster, NJ 07921 

設立年 1885 年（American Telephone＆Telegraph Company 設立。1995 年分割以降 AT&T 

Corporation） 

資本金 $55,506M(2001 年 12 月末) 

従業員数 約 117,800 名（連結:2001 年 12 月末） 

事業内容 音声、データ、映像の通信サービス提供 

（出典：AT&T の HP http://www.att.com/） 

2.20.2 製品例 

表 2.20.2 に、AT&T の製品例を示す。CRM に関して、特にコールセンタ関係で先進的な

製品・ソリューションを提供している。 

表 2.20.2 AT&T の製品例（出典：AT&T の HP） 

製品名 概要・特徴 

AT&T eDistributor コールセンタ・ソリューション。 

Inteligent Call Procesing(ICP)を使い、顧客からの問い合わせ

等を、迅速に最適な部署にまわす。また、顧客データベースとの

連携でパーソナライズされた応答が可能。 

Natural Language Solutions 自動音声応答ソリューション。 

顧客からの問い合わせ等に対し、それが電話、ボイスメール、電

子メールのどれであっても、データベースから適切な回答を探し

出して機械による自動音声で答えるシステム。どこまでを自動化

するかは選択できる。低コストで24時間「自然な声」での対応が

可能。 

 

2.20.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.20.3 に、AT&T の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数を示す。 

図 2.20.3 AT&T の出願件数と発明者数 
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2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.20.4-1 に AT&T の CRM の技術要素と課題の分布を示す。顧客情報収集、パーソナラ

イジング、リコメンデーション各々１件の出願である。 

図2.20.4-1 AT&T の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.20.4-2 に AT&T の CRM の課題と解決手段の分布を示す。「購買機会への対応」に対

して、待ち行列に対して時間を知らせる「補助的情報の活用」で対応している。 

図2.20.4-2 AT&T の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.20.4 に、AT&T の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.20.4 AT&T の技術要素別課題対応特許（1/2） 
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表 2.20.4 AT&T の技術要素別課題対応特許（2/2） 
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2.21  

 

2.21.1 企業の概要 

 

名称 Information Holdings, Inc. 

本社所在地 2777 Summer Street, Suite 209 Stamford, CT 06905 

設立年 1996 年 

資本金 $247M（2002 年 12 月末） 

従業員数 約 700 名 

事業内容 知的財産および科学・技術・医学の分野での専門家向け情報・サービスの

提供、情報技術分野での教育サービス 

 

Information Holdings, Inc. (IHI)は、知的財産分野での情報・サービスの提供が主要

事業のひとつであり、世界で１万社以上の企業や法律事務所を顧客に持っている。 

関連する企業を買収しながら業容を拡大しており、知的財産分野では次のような米国企

業を買収している（括弧内は買収年と事業内容）。MicroPatent(1997 年：特許および商標

情報提供)、Master Data Center（1999 年：特許および特許料管理）、Aurigin  Systems（2002

年 5 月：特許情報提供） 

また、2002 年９月、ClearForest 社（未整理の文献情報をビジネス情報に整理するソフ

トを開発）と提携し、特許文献分析サービスをより使いやすくしようとしている。 

（出典：IHI の HP http://www.informationholdings.com/） 

2.21.2 製品例 

知的財産管理に関して、３つの名前（事業部）で製品・サービスを提供している。 

①MicroPatent の名前で、特許や商標のデータベースおよび分析・活用ソフトを提供。 

②Master Data Center の名前で、特許管理に関するソフトや特許料支払代行サービスを

提供。 

③LPS Group(Licensing Product and Services Group)の名前で、特許戦略に関する各

種のコンサルティングおよびライセンスや未利用特許の流通仲介を行っている。（最近ま

で、オープンな流通サイト PATEX （ライセンス取引）、PATENT TRIAGE（未利用特許取引）

を運営していたが、現在はクローズで行っている。） 

表 2.21.2 IHI の製品・サービス例（1/2）（出典：IHI の HP） 

製品名 概要・特徴 

MicroPatent/PatentWeb 日米欧およびWIPOの特許データベースをオンラインで提供。 

MicroPatent/Aureka 

 

日米欧の特許データベースとその分析・活用ソフトをオンライン

で提供。 

日米欧の広範な特許文献検索に加え、分析・ビジュアライズのツ

ール（ThemeScape等）により、特許・法務の専門家以外でも特許

情報を活用できることを狙っている。 

従来、Aurigin Systems社が提供していたものを、同社買収後、

MicroPatentのサービスラインアップに組み込んだ。 

Trademark.com 米欧の商標データベースをオンラインで提供。 

2.21 Information Holdings（IHI）
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表 2.21.2 IHI の製品・サービス例（2/2）（出典：IHI の HP） 

製品名 概要・特徴 

Master Data Center/IP Master 特許および商標の管理ソフト。 

各国の法制に沿った期限管理を自動更新、統一・共有データを利

用者ごとに自由な環境設定や調査条件で利用できる等の各種機

能をもつ。以前のものよりセキュリティを強化。 

 

2.21.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.21.3 に、IHI の CRM・知的財産管理システムに関する出願件数と発明者数を示す。 

図 2.21.3 IHI の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.21.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.21.4-1 に IHI の知的財産管理システムの技術要素と課題、図 2.21.4-2 に課題と解

決手段の分布を示す。特許情報管理システムで３件の出願がある。「システムの改善」に対

して、米国特許商標庁からの MT や CD-ROM から情報収集するための「システム構成の改善」

で対応している。 

 

図2.21.4-1 IHI の知的財産管理システムの技術要素と課題の分布 
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図2.21.4-2 IHI の知的財産管理システムの課題と解決手段の分布 
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認証･署名

分析結果・履歴情報の活用

分類・キーワードの活用

有効期間情報の活用
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表 2.21.4 に、IHI の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.21.4 IHI の技術要素別課題対応特許 

明
細
書
作
成
支
援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効
率
化 

校正機能の活用 

用語整合 

US 6014663 

98.04.10 

707/4 

System, method, and computer program product for 

comparing text portions by reference to index 

information 

 文書内で使用して 

いる語句､用語の統一 

性をﾁｪｯｸし､ﾜｰﾌﾟﾛ編 

集機能を持つ 

 

 

 

 

 
画像情報の活用 

ﾃｷｽﾄの頁付け 

US 5991780 

98.04.03 

707/512 

Computer based system, method, and computer 

program product for selectively displaying 

patent text and images 

 特許庁よりの 

ﾃｰﾌﾟをﾃｷｽﾄﾃﾞｰﾀ 

と図面ﾃﾞｰﾀに分 

け等価ﾌｧｲﾙを作 

成し､ﾃｷｽﾄ､図面 

を同時表示 

 
ｼｽﾃﾑ構成 

ｽｷｬﾅｰ読取 

US 6018749 

98.04.09 

707/525 

System, method, and computer program product for 

generating documents using pagination 

information 

 特許公報のﾃｷｽﾄ 

部分を OCR で読取 

り電子ﾃﾞｰﾀとする 

 

 

 

 

 

 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

DB の統合化 

US 6339767 

97.08.29 

707/2 

Using hyperbolic trees to visualize data 

generated by patent-centric and group-oriented 

data processing 

 ﾃﾞｰﾀを処理する方法であって､少なくとも 1 つの

特許第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを維持するｽﾃｯﾌﾟと､法人ｴﾝﾃｨﾃｨに

とって関心のある少なくとも 1 つの非特許情報第

2 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを維持するｽﾃｯﾌﾟと､1 つまたは複数のｸﾞﾙ

ｰﾌﾟを維持するｽﾃｯﾌﾟとを含み､1 つまたは複数のｸﾞﾙ

ｰﾌﾟの各々が少なくとも 1 つの第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽからの

任意数の特許を有し､少 

なくとも 1 つの第 2 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽからの非特 

許情報と共に 1 つまた 

は複数のｸﾞﾙｰﾌﾟの 1 

つの特許を自動的に 

処理するｽﾃｯﾌﾟとを含 

む方法 

 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-502529 
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2.22  

 

2.22.1 企業の概要 

 

名称 American Management Systems Inc.（AMS） 

本社所在地 4050 Legato Road, Fairfax, Virginia 22033 

設立年 1970 年 

資本金 $81M（2002 年 12 月末） 

従業員数 約 6,500 名（連結） 

事業内容 大企業（特に通信・金融分野）および中央・地方政府向けの、情報技術コ

ンサルティング、システム構築・運営サービス、関連ソフトウエア提供 

 

CRM に関する提携先としては、Siebel Systems 社（米国）がある。 

（出典：AMS の HP http://www.ams.com/） 

2.22.2 製品例 

CRM に関して、戦略・方針策定から適切なシステムの選択、顧客行動予測モデル作成、

コンタクトセンタ構築まで、さまざまなレベルでのコンサルティングもしくはシステム構

築・運用サービスを行っている。対象は通信、金融分野の大企業や政府機関が中心である。

特に金融機関向けには下表のような独自ソフトを持っている。 

表 2.22.2 American Management Systems の製品例（出典：AMS の HP） 

製品名 概要・特徴 

ACLS Enterprise 

(Advanced Consumer Lending 

Systems) 

金融機関の営業支援ソフト。 

個々の顧客に合わせた融資プログラムを、最新の情報に基づき迅

速に作成・提示する。 

ACAPS  

(Automated Credit Application 

Processing System） 

金融機関の営業支援ソフト。 

顧客のクレジット申請の処理を迅速に行う。 

Strata Enterprise 金融機関の営業支援ソフト。 

顧客データについて、各人の価値とリスクを勘案してセグメンテ

ーションを行い、営業戦略を支援する。 

2.22.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.22.3 に、American Management Systems の CRM・知的財産管理システムに関する出

願件数と発明者数推移を示す。 

図 2.22.3 American Management Systems の出願件数と発明者数推移 
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2.22.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.22.4-1 に、American Management Systems の CRM の技術要素と課題の分布を示す。

データマイニングで３件の出願がある。 

図2.22.4-1 American Management Systems の CRM の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.22.4-2 に、American Management Systems の CRM の課題と解決手段の分布を示す。

「情報の分析」に対して、顧客カテゴリが違うとされている顧客にキャンペーンを行いそ

の反応を分析する「補助的情報の活用」で対応している。 

図2.22.4-2 American Management Systems の CRM の課題と解決手段の分布 
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表 2.22.4 に、American Management Systems の技術要素別課題対応特許を示す。 

 

表 2.22.4 American Management Systems の技術要素別課題対応特許 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ

ジ
ン
グ
技
術 

業
務
効
率
の
改

善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6415259 

99.07.15 

705/8 

Automatic work progress tracking and optimizing 

engine for a telecommunications customer care 

and billing system 

 顧客の注文が入力されると､完了までのｽｹｼﾞｭｰﾙ

を立て､いくつかの要因に対しｽｹｼﾞｭｰﾙの最適化を

行う 

分
析
機
能
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6405173 

99.02.26 

705/7 

Decision management system providing 

qualitative account/customer assessment via 

point in time simulation 

 顧客の財産ﾃﾞｰﾀを 

時点ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝで戦略 

の意志決定をして効 

果を分析する 
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客
の

分
析 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 2002/0116244 

02.04.23 

705/7 

Decision management system providing 
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point in time simulation 
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術 
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の
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析 
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分析結果の活用 

US 6321206 

98.12.21 

705/7 

Decision management system for creating 

strategies to control movement of clients across 

categories 

 異なる販売戦略を異なる分野の顧客に適用して､

その動向を追跡し､分野間での追跡の結果を反映

し､戦略に磨きをかける 
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３. 主要企業の技術開発拠点 
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第３章 主要企業の技術開発拠点 

3.1 介助用車いす 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 に CRM・知的財産管理システムの主要企業の技術開発拠点を示す。また表 3.1-1

に、技術開発拠点住所一覧表を示す。この図や表は、主要企業が保有している特許公報か

ら発明者の住所を集計したものである。 

集計の結果は、東京都が 12 社 23 拠点、神奈川県が４社 12 拠点、茨城県が１社４拠点、

京都府が２社３拠点、大阪府、兵庫県が２社２拠点、静岡県が１社２拠点、愛知県、千葉

都、栃木県が各１社１拠点である。 

関東地方、関西地方、中部地方等の大都市圏に技術開発拠点が集中しており、特に東京

都周辺への集中が顕著である。 

 

 

 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

CRM・知的財産管理システムの技術開発拠点は、関東地方、

関西地方、中部地方等の大都市圏に技術開発拠点が集中

し、特に東京都周辺地域への集中が顕著である。 

特許流通 

支援チャート

3.1 CRM・知的財産管理システムの技術開発拠点
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○2  

○4  

○1 ○2 ○4 ○5 ○6 ○7 ○8  

○10○11○12○13○14  

○2 ○3 ○13○14  

○4 ○15  

○13○14  

○9 ○13  

○2  ○6  

図 3.1-1 に、CRM・知的財産管理システムの主要企業の技術開発拠点、表 3.1-1 には経

営システムの主要企業の技術開発拠点住所一覧を示す。 

図 3.1-1 CRM・知的財産管理システムの主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1-1 主要企業の技術開発拠点住所一覧（1/2） 

住   所 
№ 企業名 

都道府県 所在地・事業署名 

○1  日本電気 東京都 港区芝 5 丁目 7 番 1 号 日本電気株式会社 

千代田区神田駿河台 4 丁目 6 番地 株式会社日立製作所 

港区西新橋 2 丁目 15 番 12 号 株式会社日立製作所家電営業本部 

港区浜松町 2 丁目 4 番 1 号 株式会社日立製作所コンシューマネットビジ

ネス推進本部 

江東区新砂 1 丁目 6 番 27 号 株式会社日立製作所 

国分寺市東恋ヶ窪 1 丁目 280 番地 株式会社日立製作所 

東京都 

小平市上水本町 5 丁目 20 番 1 号株式会社 日立製作所半導体事業部 

川崎市麻生区王禅寺 1099 番地 株式会社日立製作所システム開発研究所

川崎市幸区鹿島田 890 番地 株式会社日立製作所 

小田原市中里 322番地 2号 株式会社日立製作所ＳＡＮソリューション事

業部 

海老名市下今泉 810 番地 株式会社日立製作所 

横浜市都筑区加賀原 2 丁目 2 番 株式会社日立製作所 

横浜市戸塚区戸塚町 5030 番地 株式会社日立製作所ソフトウェア開発本

部 

横浜市戸塚区戸塚町 216 番地 株式会社日立製作所情報通信事業部 

神奈川県 

横浜市戸塚区吉田町 292 番地 株式会社日立製作所 

日立市大みか町 7 丁目 1 番 1 号 株式会社日立製作所日立研究所 

日立市大みか町 5 丁目 2 番 1号 株式会社日立製作所情報制御システム事

業部 

日立市幸町 3 丁目 1 番 1 号 株式会社日立製作所火力・水力事業部 

茨城県 

ひたちなか市市毛 1070 番地 株式会社日立製作所ビルシステムグループ

愛知県 尾張旭市晴丘町池上 1 番地 株式会社日立製作所 

○2  

日立製作所 

栃木県 下都賀郡大平町大字富田 800 番地 株式会社日立製作所冷熱事業部 

○3  富士通 神奈川県 川崎市中原区上小田中 4 丁目 1 番 1 号 富士通株式会社 



 

251 

表 3.1-1 主要企業の技術開発拠点住所一覧（2/2） 

住   所 
№ 企業名 

都道府県 所在地・事業署名 

東京都 新宿区加賀町 1 丁目 1 番 1 号 大日本印刷株式会社 

京都府 京都市右京区太秦上刑部町 10 番地 大日本印刷株式会社 ○4  

大日本印刷 

千葉県 柏市若柴 250 番地 1 号 大日本印刷株式会社中央研究所 

○5  キヤノン 東京都 大田区下丸子 3 丁目 30 番 2 号 キヤノン株式会社 

中央区日本橋浜町 3 丁目 21 番 1 号 日本橋Ｆタワー 東芝テック株式会社東京都 

府中市片町 3丁目 22番地 府中東芝ビル 株式会社テックシステムセンタ

ー 

三島市南町 6 番 78 号 東芝テック株式会社 

○6  

東芝テック 

静岡県 

田方郡大仁町大仁 570 番地 東芝テック株式会社大仁事業所 

○7  ソニー 東京都 品川区北品川 6 丁目 7 番 35 号 ソニー株式会社 

千代田区大手町 2 丁目 3 番 1 号 日本電信電話株式会社 

千代田区内幸町 1 丁目 1 番 6 号 日本電信電話株式会社 ○8  

日本電信電話 東京都 

新宿区西新宿 3 丁目 19 番 2 号 日本電信電話株式会社 

○9  松下電器産業 大阪府 門真市大字門真 1006 番地 松下電器産業株式会社 

東大和市桜が丘 2 丁目 229 番地 カシオ計算機株式会社東京事業所 
○10  

カシオ計算機 東京都 

羽村市栄町 3 丁目 2 番 1 号 カシオ計算機株式会社羽村技術センター 

○11  沖電気工業 東京都 港区虎ノ門 1 丁目 7 番 12 号 沖電気工業株式会社 

○12  リコー 東京都 大田区中馬込 1 丁目 3 番 6 号 株式会社リコー 

港区芝浦 1 丁目 1 番 1 号 株式会社東芝本社事務所 

府中市東芝町 1 番地 株式会社東芝府中事業所 

東京都 

日野市旭が丘 3 丁目 1 番地の 1 株式会社東芝日野工場 

川崎市幸区柳町 70 番地 株式会社東芝柳町工場 神奈川県 

川崎市幸区小向東芝町 1 番地 株式会社東芝研究開発センター 

大阪府 大阪市北区大淀中 1 丁目 1 番 30 号 株式会社東芝関西支社 

○13  

東芝 

兵庫県 神戸市東灘区本山南町 8 丁目 6 番 26 号 株式会社東芝関西研究所 

東京都 千代田区丸の内 2 丁目 2 番 3 号 三菱電機株式会社 

神奈川県 鎌倉市上町屋 325 番地 三菱電機株式会社コンピュータ製作所 ○14  

三菱電機 

兵庫県 神戸市兵庫区和田崎町 1 丁目 1 番 2 号 三菱電機株式会社制御製作所 

京都市右京区花園土堂町 10 番地 オムロン株式会社 
○15  

オムロン 京都府 

京都市下京区塩小路通堀川東入南不動堂町 801 番地 オムロン株式会社
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資料１．特許流通促進事業 
 

独立行政法人工業所有権総合情報館では、特許庁の特許流通促進施策の実施機関として、開放意

思のある特許（開放特許）を企業間及び大学・公的試験研究機関と企業の間において円滑に移転させ、

中小・ベンチャー企業の新規事業の創出や新製品開発を活性化させることを目的とした特許流通促進

事業を実施しております。ここでは皆さまに利用可能な本事業の一部を紹介します。 

 

（１）特許流通アドバイザーの派遣 

中小企業等への特許を活用した円滑な技術移転を促進するため、知的財産権や技術移転に関する

豊富な知識・経験を有する専門人材である特許流通アドバイザーを、各都道府県や技術移転機関

（TLO）からの要請により派遣し、全国の特許流通アドバイザーやその他の専門家の人的ネットワークを

活用した各種相談や情報提供を行うことで、地域産業の活性化を図っています。（資料.２参照） 

 

（２）特許電子図書館情報検索指導アドバイザーの派遣 

中小企業による特許情報の有効な活用を支援するため、特許電子図書館情報検索指導アドバイ

ザーを全国の都道府県に派遣し、特許情報の検索方法や活用方法についての相談、企業等への出張

相談や講習会を無料で実施しています。（資料.２参照） 

 

（３）特許流通データベースの整備 

開放特許を中小・ベンチャー企業に円滑に流通させ、その実用化を推進するため、企業や大学・公的

研究機関が保有する開放意思のある特許をデータベース化し、インターネットを通じて公開しています。

（http://www.ryutu.ncipi.go.jp/db/index.html） 
 

特特許許流流通通促促進進事事業業のの実実施施体体制制  

特特
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））工工
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館館  

  発発明明協協会会  

○○特特許許流流通通ＡＡＤＤ

    派派遣遣事事業業  

  

  

  

○○検検索索ＡＡＤＤ派派遣遣

    事事業業  
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等等  

事事
業業
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託託  
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交交
付付
金金  

特特許許流流通通ＤＤＢＢのの整整備備・・提提供供  

検検索索ＡＡＤＤのの派派遣遣  

特特
許許
流流
通通
ＡＡ
ＤＤ
のの
派派
遣遣  

  
相相談談  
アアドドババイイスス  



都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 杉谷　克彦 〒060-0807 札幌市北区北７条西２丁目北ビル８階 011-708-5783

北海道 北海道立工業試験場 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 宮本　剛汎 〒060-0819 札幌市北区北１９条西１１丁目 011-747-2358

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 白幡　克臣

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 平野　徹

青森県 （社）発明協会青森県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 内藤　規雄 〒030-0112 青森市第二問屋町４－１１－６ 017-762-3912

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐々木　泰樹 青森県産業技術開発センター内

岩手県 岩手県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 阿部　新喜司 〒020-0852 盛岡市飯岡新田３－３５－２ 019-635-8182

（社）発明協会岩手県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中嶋　孝弘 〒020-0852 盛岡市飯岡新田３－３５－２ 019-656-4114

岩手県工業技術センター内

宮城県 東北経済産業局 　特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三澤　輝起 〒980-0014 仙台市青葉区本町３－４－１８ 022-223-9761

太陽生命仙台本町ビル７階

宮城県産業技術総合センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小野　賢悟 〒98１-3206 仙台市泉区明通２丁目２番地 022-377-8725

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　保

秋田県 秋田県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 石川　順三 〒010-1623 秋田市新屋町字砂奴寄４－１１ 018-862-3417

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田嶋　正夫

山形県 山形県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 冨樫　富雄 〒990-2473 山形市松栄１－３－８ 023-647-8130

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大澤　忠行 山形県産業創造支援センター内

福島県 （社）発明協会福島県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 相澤　正彬 〒963-0215 郡山市待池台１－１２ 024-959-3351

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 栗田　広 福島県ハイテクプラザ内

茨城県 （財）茨城県中小企業振興公社 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 齋藤　幸一 〒312-0005 ひたちなか市新光町３８ 029-264-2077

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 猪野　正己 ひたちなかテクノセンタービル内

栃木県 （社）発明協会栃木県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 坂本　武 〒322-0011 鹿沼市白桑田５１６－１ 0289-60-1811

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中里　浩 栃木県工業技術センター内

群馬県 群馬県工業試験場 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三田　隆志 〒371-0845 前橋市鳥羽町１９０ 027-280-4416

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 金井　澄雄

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 神林　賢蔵

関東経済産業局　特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 村上　義英 〒330-9715 さいたま市上落合２－１１ 048-600-0501

さいたま新都心合同庁舎１号館

埼玉県 埼玉県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 野口　満 〒333-0848 川口市芝下１－１－５６ 048-269-3108

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 清水　修

（社）発明協会埼玉県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷲澤　　栄 〒331-8669 さいたま市桜木町１－７－５ 048-644-4806

ソニックシティ10階

千葉県 （社）発明協会千葉県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 稲谷　稔宏 〒260-0854 千葉市中央区長洲１－９－１ 043-223-6536

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 阿草　一男 千葉県庁南庁舎内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中原　照義

東京都 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷹見　紀彦 〒144-0035 大田区南蒲田１－２０－２０ 03-3737-1435

（社）発明協会東京支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 福澤　勝義 〒105-0001 東京都港区虎ノ門２－９－１４ 03-3502-5521

神奈川県 （財）神奈川高度技術支援財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小森　幹雄 〒213-0012 川崎市高津区坂戸３－２－１ 044-819-2100

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大井　隆 かながわサイエンスパーク内

神奈川県産業技術総合研究所 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　啓次 〒243-0435 海老名市下今泉７０５－１ 046-236-1500

（社）発明協会神奈川県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 蓮見　亮 〒231-0015 横浜市中区尾上町５－８０ 045-633-5055

神奈川中小企業センター10階

新潟県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　靖幸 〒940-2127 長岡市新産４－１－９ 0258-46-9711

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 石谷　速夫 長岡地域技術開発振興センター内

山梨県 山梨県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 廣川　幸生 〒400-0055 甲府市大津町２０９４ 055-220-2409

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山下　知

長野県 （社）発明協会長野県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 徳永　正明 〒380-0928 長野市若里１－１８－１ 026-229-7688

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 岡田　光正 長野県工業試験場内

（財）信濃川テクノポリス開発
機構

東京都城南地域中小企業振
興センター

資料２．特許流通・特許検索アドバイザー一覧（平成１５年３月１日現在）

○各都道府県等への派遣（１/３）

氏名

北海道経
済産業局

関東経済
産業局

（財）北海道科学技術総合振
興センター
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都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

静岡県 （社）発明協会静岡県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 神長　邦雄 〒421-1221 静岡市牧ヶ谷２０７８ 054-278-6111

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　修寧 静岡工業技術センター内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 高橋　幸生

富山県 富山県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小坂　郁雄 〒933-0981 高岡市二上町１５０ 0766-29-2081

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 齋藤　靖雄

石川県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 一丸　義次 〒920-8203 金沢市鞍月２丁目２０番地 076-267-1001

石川県地場産業振興センター新館１階

（社）発明協会石川県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 辻　寛司 〒920-8203 金沢市鞍月２丁目２０番地 076-267-5918

石川県地場産業振興センター

岐阜県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松永  孝義 〒509-0108 各務原市須衛町４－１７９－１ 0583-79-2250

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木下　裕雄 テクノプラザ５Ｆ

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 林　邦明

中部経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 原口　邦弘 〒460-0008 名古屋市中区栄２－１０－１９ 052-223-6549

名古屋商工会議所ビルＢ２階

愛知県 愛知県産業技術研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　孝和 〒448-0003 刈谷市一ツ木町西新割 0566-24-1841

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三浦　元久

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 加藤　英昭

三重県 三重県科学技術振興センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 馬渡　建一 〒514-0819 津市高茶屋５－５－４５ 059-234-4150

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 長峰　隆

福井県 福井県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 上坂　旭 〒910-0102 福井市川合鷲塚町６１字北稲田１０ 0776-55-2100

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田辺　宣之

滋賀県 滋賀県工業技術総合センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 新屋　正男 〒520-3004 栗東市上砥山２３２ 077-558-4040

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　久子

京都府 （社）発明協会京都支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 衣川　清彦 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４番地 075-326-0066

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中野　剛 京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ京都高度技術研究所ビル４階

近畿経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 下田　英宣 〒543-0061 大阪市天王寺区伶人町２－７ 06-6776-8491

関西特許情報センター１階

大阪府 大阪府立特許情報センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 梶原　淳治 〒543-0061 大阪市天王寺区伶人町２－７ 06-6772-0704

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　正男 関西特許情報センター内

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 板倉　正

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 秋田　伸一

（社）発明協会大阪支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 戎　邦夫 〒564-0062 吹田市垂水町３－２４－１ 06-6330-7725

シンプレス江坂ビル２階

兵庫県 (財)新産業創造研究機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 園田　憲一 〒650-0047 神戸市中央区港島南町１－５－２ 078-306-6808

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 島田　一男 神戸キメックセンタービル６階

（社）発明協会兵庫県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山口　克己 〒654-0037 神戸市須磨区行平町３－１－３ 078-731-5847

兵庫県立産業技術センター４階

奈良県 奈良県工業技術センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 北田　友彦 〒630-8031 奈良市柏木町１２９－１ 0742-33-0863

和歌山県 （社）発明協会和歌山県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 北澤　宏造 〒640-8214 和歌山県和歌山市寄合町２５ 073-432-0087

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木村　武司 和歌山市発明館４階

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 桑原　良弘 〒730-0017 広島市中区鉄砲町１－２０ 082-221-2929

第３ウエノビル７階

広島県 （財）ひろしま産業振興機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 壹岐　正弘 〒730-0052 広島市中区千田町３－７－４７ 082-240-7714

広島県情報プラザ３Ｆ

（社）発明協会広島県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 砂田　知則 〒730-0052 広島市中区千田町３－１３－１１ 082-544-0775

広島発明会館内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 渡部　武徳 〒720-0067 福山市西町２－１０－１ 084-921-2349

福山商工会議所内

呉地域産業振興センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三上　達矢 〒737-0004 広島県呉市阿賀南２－１０－１ 0823-76-3766

広島県立西部工業技術センター内

鳥取県 （社）発明協会鳥取県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 五十嵐　善司 〒689-1112 鳥取市若葉台南７－５－１ 0857-52-6728

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 奥村　隆一 新産業創造センター１階

島根県 （社）発明協会島根県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐野  馨 〒690-0816 島根県松江市北陵町１ 0852-60-5146

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 門脇　みどり テクノアークしまね内

（社）発明協会広島県支部備
後支会

○各都道府県等への派遣（２/３）

氏名

（社）中国地域ニュービジネ
ス協議会

(財)石川県産業創出支援機
構

岐阜県科学技術振興セン
ター

近畿経済
産業局

中国経済
産業局

中部経済
産業局
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都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

岡山県 （社）発明協会岡山県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 横田　悦造 〒701-1221 岡山市芳賀５３０１ 086-286-9102

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐藤　新吾 テクノサポート岡山内

山口県 （財）やまぐち産業振興財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 滝川　尚久 〒753-0077 山口市熊野町１－１０ NPYビル１０階 083-922-9927

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 徳勢　允宏

（社）発明協会山口県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大段　恭二 〒753-0077 山口市熊野町１－１０ NPYビル１０階 083-922-9927

四国経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 西原　昭 〒761-0301 香川県高松市林町２２１７－１５ 087-869-3790

香川産業頭脳化センタービル２階

香川県 （社）発明協会香川県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 谷田　吉成 〒761-0301 香川県高松市林町２２１７－１５ 087-869-9004

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 福家　康矩 香川産業頭脳化センタービル２階

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中元　恒

徳島県 徳島県立工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 武岡　明夫 〒770-8021 徳島市雑賀町西開１１－２ 088-669-0117

（社）発明協会徳島県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 平野　稔 〒770-8021 徳島市雑賀町西開１１－２ 088-636-3388

徳島県立工業技術センター内

愛媛県 （社）発明協会愛媛県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 成松　貞治 〒791-1101 松山市久米窪田町３３７－１ 089-960-1489

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 片山　忠徳 テクノプラザ愛媛

高知県 （財）高知県産業振興センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 吉本　忠男 〒781-5101 高知市布師田３９９２－２ 0888-46-7087

高知県中小企業会館２階

高知県工業技術センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 柏井　富雄 〒781-5101 高知市布師田３９９２－２ 088-845-7664

九州経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 簗田　克志 〒810-0022 福岡市中央区薬院４－４－２０ 092-524-3501

九州地域産学官交流センター内

福岡県 （社）発明協会福岡県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 道津　毅 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２－６－２３ 092-415-6777

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 浦井　正章 住友博多駅前第２ビル１階

（財）北九州産業学術推進機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 沖 　宏治 〒804-0003 北九州市戸畑区中原新町２－１ 093-873-1432

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 重藤　務 北九州テクノセンタービル

佐賀県 佐賀県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 光武　章二 〒849-0932 佐賀市鍋島町大字八戸溝１１４ 0952-30-8161

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 塚島　誠一郎

長崎県 （財）長崎県産業振興財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 嶋北　正俊 〒856-0026 大村市池田２－１３０３－８ 0957-52-1138

長崎県工業技術センター内

（社）発明協会長崎県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 川添　早苗 〒856-0026 大村市池田２－１３０３－８ 0957-52-1144

長崎県工業技術センター内

熊本県 熊本県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 深見　毅 〒862-0901 熊本市東町３－１１－３８ 096-331-7023

（社）発明協会熊本県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松山　彰雄 〒862-0901 熊本市東町３－１１－３８ 096-360-3291

熊本県工業技術センター内

大分県 大分県産業科学技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 古崎　宣 〒870-1117 大分市高江西１－４３６１－１０ 097-596-7121

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鎌田　正道

宮崎県 （社）発明協会宮崎県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 久保田  英世 〒880-0303 宮崎県宮崎郡佐土原町東上那珂16500-2 0985-74-2953

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 黒田　護 宮崎県工業技術センター内

鹿児島県 鹿児島県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 橋口　暎一 〒899-5105 鹿児島県姶良郡隼人町小田１４４５－１ 0995-64-2056

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大井　敏民

沖縄総合事務局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 下司　義雄 〒900-0016 那覇市前島３－１－１５ 098-941-1528

大同生命那覇ビル５階

沖縄県 沖縄県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木村　薫 〒904-2234 具志川市州崎１２－２ 098-939-2372

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 和田　修 中城湾港新港地区トロピカルテクノパーク内

氏名

○各都道府県等への派遣（３/３）

沖縄総合
事務局

四国経済
産業局

九州経済
産業局
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派遣先 電話

北海道ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　邦重 〒060-0808 札幌市北区北８条西５丁目 011-708-3633

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 岩城　全紀 北海道大学事務局分館２階

（株）東北テクノアーチ 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 井硲　弘 〒980-0845 仙台市青葉区荒巻字青葉４６８番地 022-222-3049

東北大学未来科学技術共同センター

(株)筑波リエゾン研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 関　　淳次 〒305-8577 茨城県つくば市天王台１－１－１ 0298-50-0195

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 綾　　紀元 筑波大学共同研究棟A303

（財）日本産業技術振興協会 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 坂　　光 〒305-8568 茨城県つくば市梅園１－１－１ 0298-61-5210

産総研イノベーションズ つくば中央第二事業所D-７階

日本大学国際産業技術 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 斎藤　光史 〒102-8275 東京都千代田区九段南４-８-２４ 03-5275-8139

ビジネス育成センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 加根魯 和宏

学校法人早稲田大学 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 菅野　淳 〒169-8555 東京都新宿区大久保３-４-１ 03-5286-9867

産学官研究推進センター（大久保オフィス） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 風間　孝彦

（財）理工学振興会 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷹巣　征行 〒226-8503 横浜市緑区長津田町４２５９ 045-921-4391

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 千木良　泰宏 フロンティア創造共同研究センター内

よこはまティーエルオー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小原　郁 〒240-8501 横浜市保土ヶ谷区常盤台７９－５ 045-339-4441

横浜国立大学共同研究推進センター内

学校法人慶応義塾大学知的資産センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 道井  敏 〒108-0073 港区三田２－１１－１５ 03-5427-1678

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鈴木　泰 三田川崎ビル３階

学校法人東京電機大学産官学交流センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 河村　幸夫 〒101-8457 千代田区神田錦町２－２ 03-5280-3640

タマティーエルオー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 古瀬　武弘 〒192-0083 八王子市旭町９－１ 0426-31-1325

八王子スクエアビル１１階

学校法人明治大学知的資産センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 竹田　幹男 〒101-8301 千代田区神田駿河台１－１ 03-3296-4327

（株）山梨ティー・エル・オー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田中　正男 〒400-8511 甲府市武田４－３－１１ 055-220-8760

山梨大学地域共同開発研究センター内

静岡TLOやらまいか(STLO) 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小野　義光 〒432-8561 浜松市城北３－５－１ 053-412-6703

（（財）浜松科学技術研究振興会）

（株）新潟ティーエルオー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 梁取　美智雄 〒950-2181 新潟市五十嵐2の町８０５０番地 025-211-5140

新潟大学工学部内

農工大ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 丸井　智敬 〒184-8588 東京都小金井市中町２－２４－１６ 042-388-7254

東京農工大学共同研究開発センター内

（財）名古屋産業科学研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 杉本　勝 〒460-0008 名古屋市中区栄２-１０-１９ 052-223-5691

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大森　茂嘉 名古屋商工会議所ビル

（株）三重ティーエルオー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 黒渕　達史 〒514-8507 三重県津市上浜町１５１５ 059-231-9822

三重大学地域共同研究センター内

関西ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　富義 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４番地 075-315-8250

斎田　雄一 京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ１号館２階

(財)新産業創造研究機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 井上　勝彦 〒650-0047 神戸市中央区港島南町１－５－２ 078-306-6805

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山本　泰 神戸キメックセンタービル６階

(財）大阪産業振興機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 有馬　秀平 〒565-0871 大阪府吹田市山田丘２－１ 06-6879-4196

大阪大学先端科学技術共同研究ｾﾝﾀｰ４F

(有)山口ティー・エル・オー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松本　孝三 〒755-8611 山口県宇部市常盤台２－１６－１ 0836-22-9768

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 熊原　尋美 山口大学地域共同研究開発センター内

（株）テクノネットワーク四国 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐藤　博正 〒760-0033 香川県高松市丸の内２－５ 087-811-5039

ﾖﾝﾃﾞﾝﾋﾞﾙ別館４階

（財）北九州産業学術推進機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 乾　　全 〒804-0003 北九州市戸畑区中原新町２-１ 093-873-1448

北九州テクノセンタービル

（株）産学連携機構九州 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 堀　　浩一 〒812-8581 福岡市東区箱崎６－１０－１ 092-642-4363

九州大学技術移転推進室内

（財）くまもとテクノ産業財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 桂　　真郎 〒861-2202 熊本県上益城郡益城町田原２０８１－１０ 096-214-5311

所在地氏名

○技術移転機関（ＴＬＯ）への派遣
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資料 3-1 

資料３．平成 14 年度 21 技術テーマの特許流通の概要 

 

3.1 アンケート送付先と回収率 

平成 14 年度は、21 の技術テーマにおいて「特許流通支援チャート」を作成し、その中

で特許流通に対する意識調査として各技術テーマの出願件数上位企業を対象としてアンケ

ート調査を行った。平成 14 年 11 月８日に郵送によりアンケートを送付し、平成 15 年１月

24 日までに回収されたものを対象に解析した。 

表 3.1-1 に、アンケート調査表の回収状況を示す。送付件数 372 件、回収件数 175 件、

回収率 47.0％であった。 

 

表 3.1-1 アンケートの回収状況 

 

 

 

 

表 3.1-2 に、業種別の回収状況を示す。各業種を一般系、化学系、機械系、電気系と大

きく４つに分類した。以下、「○○系」と表現する場合は、各企業の業種別に基づく分類を

示す。それぞれの回収率は、一般系 49.1％、化学系 43.5％、機械系 60.0％、電気系 42.6％

であった。 

 

表 3.1-2 アンケートの業種別回収件数と回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種と回収率 業種 回収件数

建設 1

窯業 5

鉄鋼 5

非鉄金属 11

その他製造業 2

サービス 3

その他 1

食品 6

繊維 2

化学 18

石油・ゴム製品 1

機械 17

金属製品 1

精密機器 11

輸送用機器 13

電気系
(78/183=42.6%)

電機 78

一般系
(28/57=49.1%)

化学系
(27/62=43.5%)

機械系
(42/70=60.0%)

送付件数 回収件数 未回収件数 回収率

372 175 197 47.0%
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図 3.1 に、全回収件数を母数にして業種別に回収率を示す。全回収件数に占める業種別

の回収率は電気系 44.6％、機械系 24.0％、一般系 16.0％、化学系 15.4％である。 

 

図 3.1 回収件数の業種別比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1-3 に、技術テーマ別の回収件数と回収率を示す。この表では、技術テーマを一般

分野、化学分野、機械分野、電気分野に分類した。以下、「○○分野」と表現する場合は、

技術テーマによる分類を示す。回収率の最も良かった技術テーマは吸着による水処理技術

の 70.0％で、最も悪かったのは自律歩行技術の 25.0％である。 

 

表 3.1-3 技術テーマ別の回収件数と回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 合  計

28 27 42 78 175

電気系
44.6%

機械系
24.0%

化学系
15.4%

一般系
16.0%

分野 技術テーマ名 送付件数 回収件数 回収率

吸着による水処理技術 20 14 70.0%

機能性食品 17 6 35.3%

アルミニウムのリサイクル技術 18 9 50.0%

超音波探傷技術 20 9 45.0%

ナノ構造炭素材料 17 5 29.4%

バイオチップと遺伝子増幅技術 11 6 54.5%

生体親和性セラミックス材料 18 8 44.4%

プラスチック光ファイバ 19 11 57.9%

固体高分子形燃料電池 17 8 47.1%

超臨界流体 18 12 66.7%

ハイブリッド電気自動車の制御技術 20 11 55.0%

自律歩行技術 20 5 25.0%

MEMS（ﾏｲｸﾛ・ｴﾚｸﾄﾛ・ﾒｶﾆｶﾙ・ｼｽﾃﾑｽﾞ）技術 20 9 45.0%

ラピッドプロトタイピング技術 20 11 55.0%

CRM･知的財産管理システム 11 5 45.5%

高速シリアルバス技術 16 8 50.0%

電子透かし技術 19 8 42.1%

ブロードバンドルータ技術 17 7 41.2%

モバイル機器の節電技術 19 5 26.3%

プラズマディスプレイ（PDP）の駆動技術 16 9 56.3%

高効率太陽電池 19 9 47.4%

一
般
分
野

化
学
分
野

機
械
分
野

電
気
分
野



資料 3-3 

3.2 アンケート結果 

3.2.1 開放特許に関して 

(1) 開放特許と非開放特許 

他者にライセンスしてもよい特許を「開放特許」、ライセンスの可能性のない特許を「非

開放特許」と定義した。その上で、各技術テーマにおける保有特許のうち、自社での実施

状況と開放状況について質問を行った。 

175 件中 155 件の回答があった（回答率 88.6％）。保有特許件数に対する開放特許件数

の割合を開放比率とし、保有特許件数に対する非開放特許件数の割合を非開放比率と定義

した。 

図 3.2.1-1 に、業種別の特許の開放比率と非開放比率を示す。全体の開放比率は 58.3％

で、業種別では一般系が 46.8％、化学系が 35.3％、機械系が 36.6％、電気系が 77.2％で

ある。電気系企業の開放比率が群を抜いて高い。 

 

図 3.2.1-1 業種別の開放比率と非開放比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-2 に、技術テーマ別の開放比率と非開放比率を示す。 

開放比率（実施開放比率と不実施開放比率を加算。）が高い技術テーマを見ると、「ブロ

ードバンドルータ技術」98.7％、「高速シリアルバス技術」97.3％、「経営システム」96.4％、

「モバイル機器の節電技術」が 94.9％である。一方、低い方では「固体高分子型燃料電池」

の 9.4％で、次いで「生体親和性セラミックス材料」の 14.5％、「アルミニウムのリサイク

ル技術」の 28.1%となっている。 

 

実施 不実施 実施 不実施

一般系 55 638 328 459 1,480

化学系 224 252 399 474 1,349

機械系 217 514 432 837 2,000

電気系 1,548 2,186 443 660 4,837

全  体 2,044 3,590 1,602 2,430 9,666

開放特許 非開放特許
業種分類 特許の合計

21.2

32.0

10.9

16.6

3.7

37.1

45.2

25.7

18.7

43.1

16.6

9.2

21.6

29.6

22.2

25.1

13.6

41.8

35.1

31.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般系

化学系

機械系

電気系

全  体

実施開放比率 不実施開放比率 実施非開放比率 不実施非開放比率

46.8%

35.3%

77.2%

36.6%

58.3%



資料 3-4 

図 3.2.1-2 技術テーマ別の開放比率と非開放比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 不実施 実施 不実施

218 220 171 408 1,017

31 42 96 91 260

119 116 113 155 503

78 604 171 203 1,056

64 112 64 85 325

15 46 235 351 647

79 203 153 206 641

0 32 100 88 220

102 44 110 25 281

83 97 18 77 275

82 157 56 61 356

18 50 51 61 180

34 95 29 12 170

104 146 12 147 409

57 310 0 177 544

230 354 160 219 963

216 378 32 0 626

150 166 4 0 320

109 138 18 56 321

155 171 5 4 335

100 109 4 4 217

2,044 3,590 1,602 2,430 9,666

開放特許 非開放特許

特許
件数

46.1

46.3

34.0

46.9

34.5

23.9

10.5

25.4

20.0

10.0

23.0

30.2

36.3

12.3

19.7

7.4

23.7

11.9

21.4

50.3

43.0

51.8

60.4

36.8

57.0

35.7

55.8

27.8

44.2

35.3

15.7

14.5

31.7

7.1

34.4

57.2

23.1

16.2

21.6

5.6

16.6

17.1

28.3

15.7

6.5

39.1

45.5

23.9

36.3

19.7

16.2

22.5

36.9

16.8

17.4

22.7

32.5

36.0

7.1

33.9

17.1

28.0

8.9

40.0

32.1

54.3

26.2

19.2

30.7

35.0

40.2

2.3

51.0

5.1

1.0

1.5

1.8

2.9

0.3

1.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CRM･知的財産管理ｼｽﾃﾑ

高速ｼﾘｱﾙﾊﾞｽ技術

電子透かし技術

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾙｰﾀ技術

ﾓﾊﾞｲﾙ機器の節電技術

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(PDP)の駆動技術

高効率太陽電池

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ電気自動車の制御技術

自律歩行技術

MEMS(ﾏｲｸﾛ･ｴﾚｸﾄﾛ･ﾒｶﾆｶﾙ･ｼｽﾃﾑｽﾞ)技術

ﾗﾋﾟｯﾄﾞﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ技術

ﾅﾉ構造炭素材料

ﾊﾞｲｵﾁｯﾌﾟと遺伝子増幅技術

生体親和性ｾﾗﾐｯｸｽ材料

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ光ﾌｧｲﾊﾞ

固体高分子形燃料電池

超臨界流体

吸着による水処理技術

機能性食品

ｱﾙﾐﾆｳﾑのﾘｻｲｸﾙ技術

超音波探傷技術

実施開放比率 不実施開放比率 実施非開放比率 不実施非開放比率

43.0%

44.0%

9.4%

54.1%

64.6%

46.8%

28.1%

65.5%

52.0%

14.5%

67.2%

61.1%

75.8%

37.8%

67.5%

60.7%

94.9%

97.3%

98.7%

77.0%

96.4%
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図 3.2.1-3 は、業種別に、各企業の特許開放比率の構成を示したものである。開放比率

は、一般系で最も低く、機械系で最も高い。電気系と化学系はその中間に位置する。 

 

図 3.2.1-3 特許の開放比率の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-4に、業種別の自社実施比率と不実施比率を示す。全体の自社実施比率は 37.7％

で、業種別では化学系 46.2％、機械系 32.5％、一般系 25.9％、電気系 41.2％である。一

般系企業の自社実施比率が低い。 

 

図 3.2.1-4 自社実施比率と不実施比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 不実施 
業種分類 

開放 非開放 開放 非開放 
特許の合計 

一般系 55 328 638 459 1,480 

化学系 244 399 252 474 1,349 

機械系 217 432 514 837 2,000 

電気系 1,548 443 2,186 660 4,837 

全 体 2,044 1,602 3,590 2,430 9,666 

26.7

5.2

28.1

64.0

43.7

12.0

25.0

38.8

58.7

31.2

16.0

25.9

6.3

12.5

8.0

8.4

5.2

9.4

6.3

16.0

9.9

5.2

25.0

12.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全  体

電気系

機械系

化学系

一般系

開放比率１～25％ 開放比率26～50％ 開放比率51～75％

開放比率76～99％ 開放比率100％

76.0%

21.1

32.0

10.9

16.6

3.7 22.2

29.6

21.6

9.2

16.6

45.2

25.7

18.7

43.1

37.0 25.1

13.6

35.1

31.0

41.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全  体

電気系

機械系

化学系

一般系

実施開放比率 実施非開放比率 不実施開放比率 不実施非開放比率

25.9%

37.7%

41.2%

32.5%

46.2%
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(2) 非開放特許の理由 

開放可能性のない特許の理由について質問を行った（複数回答）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.2.1-5 は非開放特許の理由の内容を示す。 

全体で「優位性喪失」が最も多く 30.1％、次いで「ライバル企業排除」が 29.3％と上

位 1,2 位を占めている。これは、特許権を「技術の排他的独占権」として十分に行使して

いることが伺える。 

 

図 3.2.1-5 非開放特許の理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

独占的排他権の行使により、ライバル企業を排除するため
（ライバル企業排除）

27.6% 41.2% 21.8% 27.7% 29.3%

ライセンス経験不足等のため提供に不安があるから
（経験不足）

2.9% 0.0% 1.8% 0.0% 1.4%

技術の価値評価が困難なため（技術の価値評価） 4.3% 2.0% 9.1% 14.9% 7.2%

（企業秘密） 13.0% 3.9% 1.8% 4.3% 6.3%

他社に対する技術の優位性が失われるから（優位性喪失） 27.6% 25.5% 29.1% 40.3% 30.1%

相手先を見つけるのが困難であるため（相手先探し） 8.7% 5.9% 7.3% 4.3% 6.8%

共同出願先との調整を必要とするため（共同出願先との調整） 10.1% 7.8% 18.2% 6.4% 10.8%

その他 5.8% 13.7% 10.9% 2.1% 8.1%

27.6

41.2

21.8
27.7 29.3

4.3

9.1

14.9 7.2

13.0

3.9

1.8

4.3

6.3

27.6
25.5

29.1

40.3

30.1

8.7

5.9

7.3

4.3

6.8

10.1

7.8
18.2

6.4

10.8

5.8

13.7
10.9

2.1
8.1

2.9 1.4

1.8

2.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

その他

共同出願先との調整

相手先探し

優位性喪失

企業秘密

技術の価値評価困難

経験不足

ライバル企業排除
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3.2.2 ライセンス供与に関して 

(1) ライセンス活動 

ライセンス供与の活動姿勢について質問を行った。 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-1 ライセンス活動に示す。175 件中 172 件の回答であった(回答率

98.3％)。 

何らかの形で特許ライセンス提供のための活動を行っている企業は 54.0％を占めた。そ

のうち、電気系をみると 74.4％と高い割合となっている。これは、技術移転を仲介する者

の活躍できる潜在性がかなり高いことを示唆している。 

 

図 3.2.2-1 ライセンス活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（積極的） 7.1% 11.1% 2.6% 24.4% 14.5%

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（普　通） 17.9% 14.8% 15.4% 39.7% 26.7%

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（消極的） 3.6% 18.5% 20.5% 10.3% 12.8%

特許ライセンス供与のための活動を行っていない 71.4% 55.6% 61.5% 25.6% 46.0%

7.1
11.1

2.6

24.4

14.5

17.9
14.8

15.4

39.7

26.73.6

18.5

20.5

10.3

12.8

71.4

55.6
61.5

25.6

46.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

しない

消極的

普　通

積極的
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(2) ライセンス実績 

ライセンス供与の実績について質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2-2 に、ライセンス実績を示す。175 件中 169 件の回答があった（回答率 96.6％）。

ライセンス実績有りとライセンス実績無しを分けて示す。 

「ライセンス供与実績が有（①＋②＋③）」は全体の 31.4％（53 件）であり、その内の

42 件にあたる 79.2％が「今後もライセンス供与を行う方針」との高い割合の回答であった。

特許ライセンスの有効性を認識した企業はさらにライセンス活動を活発化させる傾向にあ

るといえる。 

また上記 42 件の内、26 件にあたる 61.9％が電気系の企業であり、他業種の企業に比べ、

ライセンス供与に対する関心の高さを伺わせる結果となっている。 

 

 

図 3.2.2-2 ライセンス実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

①供与実績があり、今後も、行う方針 4.7% 3.0% 1.8% 15.4% 24.9%

②供与実績はあるが、今後は、行わない方針 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

③供与実績はあるが、今後は不明 0.6% 1.8% 0.6% 3.5% 6.5%

④供与実績はないが、今後は、行う方針 4.1% 4.1% 7.1% 11.3% 26.6%

⑤供与実績はなく、今後も、行わない方針 0.6% 1.8% 1.8% 3.5% 7.7%

⑥供与実績はなく、今後は、不明 5.3% 5.3% 12.4% 11.3% 34.3%

全
169件

供与実績有
31.4%(53件)

供与実績無
68.6%(116件)

(実績有)
今後も実施
24.9%
　　(42件) (実績有)

今後は実施せず
0%

(実績有)
今後は不明
6.5%

(実績無)
今後は実施
26.6%

(実績無)
今後も実施せず

7.7%

(実績無)
今後は不明
34.3%

一般系
4.7%
化学系
3.0%

機
械
系
1.
8%

電気系
15.4%
（26件)

一般系0.6%
化学系1.8%

機械系0.6%
電気系
3.5%

一般系
4.1%

化学系
4.1%

機械系
7.1%電気系

11.3%

電気系
11.3%

機械系
12.4%

化学系
5.3%

一般系
5.3%

電気系
3.5%

機
械
系
1.
8%

化
学
系
1.
8%

一般系
0.6%
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(3) ライセンス先の見つけ方 

3.2.2 項の(2)で、ライセンス供与の実績があると回答したテーマ出願人にライセンス先

の見つけ方について質問を行った(複数回答)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-3 ライセンス先の見つけ方に示す。全体としては、「申入れ」が

27.0％と最も多く、次いで侵害警告を発した「権侵発」が 18.4％、「内部情報」「展示会」

によるものが 11.9％、その他「メディア」「学会」によるものが 10.8、10.3％であった。

化学系、機械系において、「申入れ」が 50％ときわだっている。 

 

図 3.2.2-3 ライセンス先の見つけ方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

先方からの申し入れ（申入れ） 34.9% 50.0% 50.0% 21.3% 27.0%

権利侵害調査の結果（権侵発） 17.4% 12.4% 10.0% 19.9% 18.4%

系列企業の情報網（内部情報） 4.3% 6.3% 10.0% 14.0% 11.9%

系列企業を除く取引先企業（外部情報） 4.3% 6.3% 0.0% 0.7% 1.6%

新聞、雑誌、TV、インターネット等（メディア） 8.7% 0.0% 0.0% 13.2% 10.8%

国・公立研究機関（官公庁） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

特許公報 0.0% 6.3% 0.0% 0.7% 1.1%

イベント、展示会等（展示会） 13.0% 0.0% 0.0% 14.0% 11.9%

弁理士、特許事務所（特許事務所） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学会発表、学会誌（学会） 0.0% 0.0% 0.0% 14.0% 10.3%

大学、TLO（技術移転機関）、公的支援機関(特許流通アドバイザー等) 8.7% 6.3% 10.0% 0.7% 2.7%

人的ネットワーク。（相手先に相談できる人がいた等） 8.7% 12.4% 20.0% 0.0% 3.2%

データベース。（民間のDB等） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 1.1%
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(4) ライセンス供与の不成功理由 

3.2.2 項の(1)でライセンス活動を行っていると答えて、ライセンス実績の無いテーマ出

願人に、その不成功理由について質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-4 ライセンス供与の不成功理由に示す。約 64.7％は「相手先探し」

と回答している。このことから、相手先を探す仲介者および仲介を行うデータベース等の

インフラの充実が必要と思われる。電気系の「相手先探し」は 75.0％を占めていて他の業

種より抜きんでて多い。 

 

図 3.2.2-4 ライセンス供与の不成功理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

相手先が見つからない 49.9% 57.1% 58.7% 75.0% 64.7%

ロイヤリティーの折り合いがつかなかった 16.7% 0.0% 11.8% 4.2% 7.4%

ロイヤリティー以外の契約条件で折り合いがつかなかった 0.0% 0.0% 11.8% 0.0% 3.7%

相手先がグランド・バックを認めなかった 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%

相手先の秘密保持に信頼が置けなかった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

交渉過程で不信感が生まれた 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

相手先の技術消化力が低かった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情勢（業績・経営方針・市場など）が変化した 0.0% 0.0% 5.9% 4.2% 3.7%

当該特許だけでは、製品化が困難と思われるから 0.0% 28.6% 5.9% 8.3% 9.3%

競合技術に遅れをとった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

新技術が出現した 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
供与に伴う技術移転（試作や実証試験等）に時間がかかっており、
まだ、供与までに至らない 16.7% 0.0% 5.9% 0.0% 3.7%

その他 0.0% 14.3% 0.0% 8.3% 5.6%
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3.2.3 技術移転の対応 

(1) 申し入れ対応 

技術移転してもらいたいと申し入れがあった時、どのように対応するかについて質問を

行った。 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.3-1 ライセンス申し入れの対応に示す。「話を聞く」が 59.4％であ

った。次いで「積極交渉」が 37.0％であった。「話を聞く」と「積極交渉」で 96.4％とい

う高率であり、中小企業側からみた場合は、ライセンス供与の申し入れを積極的に行って

も断られるのはわずか 1.2％しかないということを示している。電気系の「積極交渉」が

他の業種より高い。 

 

図 3.2.3-1 ライセンス申入れの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

積極的に交渉していく 10.7% 20.8% 36.6% 52.8% 37.0%

他社への特許ライセンスの供与は考えていないので、断る 3.6% 0.0% 0.0% 1.4% 1.2%

とりあえず、話を聞く 82.1% 75.0% 61.0% 44.4% 59.4%

その他 3.6% 4.2% 2.4% 1.4% 2.4%
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(2) 仲介の必要性 

ライセンスの仲介の必要性があるかについて質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.3-2 に仲介の必要性の内訳を示す。「社内機能があるから不要」が 65.5％を占め、

最も多い。アンケートの配布先は大手企業が大部分であったため、自社において知財管理、

技術移転機能が整備されている企業が大半を占めることを意味している。 

次いで「適切な仲介者で検討」が 26.1％、「公的仲介が必要」が 4.8％、「民間仲介が必

要」が 1.2％となっている。これらを加えると仲介の必要を感じている企業は 32.1％に上

る。 

自前で知財管理や知財戦略を立てることができない中小企業や一部の大企業では、技術

移転・仲介者の存在が必要であると推測される。 

 

図 3.2.3-2 仲介の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

民間仲介業者に仲介等を依頼することが好ましい 0.0% 4.2% 2.4% 0.0% 1.2%

公的支援機関に仲介等を依頼することが好ましい 14.3% 4.2% 2.4% 2.8% 4.8%

適切な仲介者がいれば、仲介等を依頼することが好ましい 28.6% 37.5% 26.8% 20.8% 26.1%

自社内にそれに相当する機能があるから不要である 53.5% 54.1% 63.5% 75.0% 65.5%

技術が仲介等を依頼するまでに到っていないので不要である 3.6% 0.0% 4.9% 1.4% 2.4%
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3.2.4 具体的事例 

(1) テーマ特許の供与実績 

技術テーマの分析の対象となった特許一覧表を掲載し(テーマ特許)、具体的にどの特許

の供与実績があるかについて質問を行った。 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-1 に、テーマ特許の供与実績を示す。 

「有る」と回答した企業が 12.7％であった。「無い」と回答した企業が 55.0％あった。

「回答不可」と回答した企業が 32.3％とかなり多かった。これは個別案件ごとにアンケー

トを行ったためと思われる。ライセンス自体、企業秘密であり、他者に情報を漏洩しない

場合が多い。 

 

図 3.2.4-1 テーマ特許の供与実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

有る 17.9% 20.0% 7.5% 10.8% 12.7%

無い 57.1% 64.0% 70.0% 41.5% 55.0%

回答できない 25.0% 16.0% 22.5% 47.7% 32.3%
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(2) テーマ特許を適用した製品 

「特許流通支援チャート」に収蔵した特許（出願）を適用した製品の有無について質問

を行った。 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-2 に、テーマ特許を適用した製品の有無について結果を示す。 

「有る」が 30.0％、「回答不可」が 43.7％、「無い」が 26.3％であった。一般系と化学

系で「有る」と回答した企業が比較的多かった。 

 

図 3.2.4-2 テーマ特許を適用した製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

有る 46.4% 36.0% 23.1% 25.0% 30.0%

無い 39.3% 24.0% 35.9% 16.2% 26.3%

回答できない 14.3% 40.0% 41.0% 58.8% 43.7%
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3.3 ヒアリング調査 

本調査は、アンケートによる調査において、「供与実績があり、今後も、行う方針」と

いう回答があった 25 出願人（25 社）のうち、ヒアリング調査に応じてくれた 11 社(44.0％)

について、平成 15 年２月中旬から下旬にかけて実施した。 

 

 

3.3.1 ヒアリング結果 

(1) ヒアリング対象 

ヒアリングに応じた出願人（権利者）はすべて大企業であった。 

 

(2) ライセンシー 

ライセンスを与えた相手先は、大企業が４件、中小・ベンチャー企業が２件、海外が

１件、回答なしが４件であった。 

 

(3) 技術移転のきっかけ 

技術移転のきっかけは、権利者側からライセンスを「申し出」ての成約が０件、ライ

センシー側から技術導入（移転）の要請「申し入れ」があって成約したものが７件、回

答なしが４件であった。 

 

(4) 技術移転の形態 

技術移転の形態を見ると、「ノウハウを伴わない」技術移転は６件、「ノウハウを伴う」

技術移転は４件、「回答なし」が１件であった。 

  「ノウハウを伴わない」場合のライセンシーは、６件のうち１件が中小企業、３件が

大企業、２件が回答なしであった。 

  「ノウハウを伴う」場合、権利者の中には、そのノウハウ部分について、不足してい

る技術者の人員や時間を割くようなゆとりはなく、人的ノウハウには含むことは出来な

いとの回答があった。関連して中小企業に技術移転を行う場合は、ライセンシーの技術

水準を重要視するとの回答があった。一方ライセンシー側にとっては、高度技術を有す

る技術者による指導が不可欠の状況にあるにもかかわらず、人的派遣を受けることが出

来ないということが技術移転の際の障壁となっているとの回答もあった。 

 

(5) ロイヤリティー 

  ロイヤリティーの支払方法で、イニシャルフィーとランニングフィーからなるものが

７件である。 

  無償でライセンスしたケースでは、自社の大手顧客であることや、業界標準化のため

の場合があった。 

他にも技術移転を拡大して、ロイヤリティー収入の増加を模索している企業も見受け

られた。 
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(6) 特許の開放方針 

  今回のヒアリングに調査に応じた出願人（権利者）の「特許の開放方針」は、「原則、

開放」であった。以下に各社毎の方針を示す。 

なお、開放の際に考慮している点として、技術内容や競合事業の有無、ノウハウ提供

時の技術者の派遣の有無、ロイヤリティー等があげられる。 

A 社（電気系）：本テーマの保有特許については、原則的に開放であり、今後も継続して

開放する方針である。しかしながら、先端技術等、技術テーマによって

は、特許戦略上の理由から開放しない政策をとっている。 
B 社（電気系）：本テーマの保有特許については、すべて開放している。また、ライセン

スに際しては、ロイヤリティーをできる限り低く抑え、幅広い普及を図

ることにより、当該特許技術の標準化を推進している。 
C 社（一般系）：本テーマの保有特許については、すべて非開放である。これは事業とし

ての立上げを検討している段階で、今後の見通しが分からないためであ

る。自社事業と競合しないものには原則開放、競合事業は非開放という

政策をとっている。 
D 社（電気系）：本テーマの保有特許に係る開放方針については、回答なしであった。原

則的には開放であり、ロイヤリティーも世間相場並に設定している。 
E 社（電気系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。特許流通データ

ベースへ登録するなど技術移転に対しては積極的であり、独自の技術を

もった中小企業との成約例もある。 
F 社（一般系）：本テーマの保有特許については、積極的開放の方針である。技術指導・

人材の派遣を含むノウハウ部分やアフターケアの面で負担となっている。

ロイヤリティーについても、なかなか十分とは言えない。 
G 社（化学系）：本テーマの保有特許については、開放している。ロイヤリティーを得る

ことには積極的であるが、技術者の派遣を中心とするノウハウの供与は

していない。 
H 社（一般系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。ノウハウに係る

技術指導はほとんどない。 

 I 社（化学系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。実績のなかには

将来技術であり、ロイヤリティーの決定が困難なものがあった。 

J 社（一般系）：本テーマの保有特許については、原則開放である。無償での通常実施権

許諾であったため、ロイヤリティー収入の無いものがあった。 

 K 社（一般系）：本テーマの保有特許については、開放を維持し、積極的に開放する。許

諾製品の範囲とロイヤリティーの算定が困難なものがあった。 
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資料４．特許番号一覧 

4.1 特許番号一覧（日本） 
 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（1/10） 

サ
ー
ビ
ス

の
個
性
化

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-306780 

00.04.21 

G06F17/60,170 

ｶﾞｲｱﾂｸｽ 

顧客情報収集方法及びｼｽﾃﾑ 

 購入した製品に付加情報を付けそれにより情報
収集する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0034634 
ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開 2000-76189 

99.04.14 

G06F15/00,310 

ｼﾃｲｺ-ﾌﾟ DEV ｾﾝﾀ- 

INC 

ｲﾝﾀ-ﾈﾂﾄ･ｳｴﾌﾞｻｲﾄへの､蓄積情報の伝送を制御するｼ

ｽﾃﾑおよび方法 

 ｸｯｷｰの戻しの許可がある場合ｸｯｷｰを蓄積 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,421,729 
安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開 2000-235565 

99.08.26 

G06F17/00 

ﾃﾞﾙ ﾕ- ｴｽ ｴｲ LP 

ｵﾝﾗｲﾝｻ-ﾋﾞｽにｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀを識別させるために使用する

ための内蔵自動識別子をｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀに供給するｼｽﾃﾑお

よび方法 

 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにｱｸｾｽするとき ID ｺｰﾄﾞをﾄｰｸﾝ置換ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑに持つ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,321,262 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

特許 2791956 

89.11.30 

G06F19/00 

三菱樹脂;ﾊﾄﾞｿﾝ;ﾃｽ

ｺﾑ (共願) 

ｱﾝｹ-ﾄ収集ｼｽﾃﾑ 

 IC ｶｰﾄﾞで個人ﾃﾞｰﾀを収集し､ｱﾝｹｰﾄ回答は表示画
面上で入力する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,339,239 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

特許 3035485 

95.12.06 

G06F17/60 

津村 賢治;高安 俊

幸 (共願) 

顧客訪問ｽｹｼﾞﾕ-ﾙ作成装置 

 携帯型入出力端末に訪問時の顧客ﾃﾞｰﾀおよび配
置商品ﾃﾞｰﾀを入力するﾃﾞｰﾀ入力手段と顧客訪問ｽｹ

ｼﾞｭｰﾙを作成するｽｹｼﾞｭｰﾙ出力手段とを設け､携帯型

入出力端末とｺﾝﾋﾟｭｰﾀとの間のﾃﾞｰﾀ交信手段を設

け､さらに､携帯型入出力端末から送信された顧客

ﾃﾞｰﾀおよび配置商品ﾃﾞｰﾀを集計分析する手段をｺﾝ

ﾋﾟｭｰﾀに設けた顧客訪問ｽｹｼﾞｭｰﾙ作成装置 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ｽｷｬﾅｰ接続 

特許 2974459 

91.06.21 

G07G1/12,361 

ｴﾇ ｼ- ｱ-ﾙ INTERN 

INC 

移動経路ﾃﾞ-ﾀ収集ｼｽﾃﾑ 

 顧客に携帯ｽｷｬﾅを配布し､商品購入時にｽｷｬﾝして
もらい､金額を自動集計する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,294,781 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開平 7-152837 

94.09.14 

G06F17/60 

ｴ ｲ  ﾃ ｲ  ｱ ﾝ ﾄ ﾞ  ﾃ ｲ 

CORP 

通信方法 

 発行者/所有者によってのみ制御される特性を有
するﾌｧｲﾙから始まるﾂﾘｰ状ﾌｧｲﾙ構造を有するｵﾍﾟﾚｰﾃ

ｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑと､ﾂﾘｰ状ﾌｧｲﾙ構造の一部を形成し､それぞ

れ発行者/所有者によってのみ制御される特性を有

し､参照されるとﾒﾓﾘ内の許容ﾃﾞｰﾀに作用するとい

う意味で実行可能な複数の実行可能ﾌｧｲﾙと､発行者

/所有者にのみｱｸｾｽ可能であり､発行者/所有者が実

行可能ﾌｧｲﾙにｱｸｾｽ可能となる前に発行者/所有者に

よってｱｸｾｽされるﾊﾟｽﾜｰﾄﾞﾌｧｲﾙと､保有者にのみｱｸｾ

ｽ可能であり､保有者が実行可能ﾌｧｲﾙにｱｸｾｽ可能と

なる前に保有者によってｱｸｾｽされるﾊﾟｽﾜｰﾄﾞﾌｧｲﾙ

と､ｻｰﾋﾞｽ提供者にのみｱｸｾｽ可能であり､ｻｰﾋﾞｽ提供

者が実行可能ﾌｧｲﾙにｱｸｾｽ可能となる前にｻｰﾋﾞｽ提供

者によってｱｸｾｽされるﾊﾟｽﾜｰﾄﾞﾌｧｲﾙとからなること

を特徴とする多重ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｶｰﾄﾞ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,544,246 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



 

資料 4-1-2 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（2/10） 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特開平 8-255033 

95.12.25 

G06F1/00,370 

ﾓﾄﾛ-ﾗ INC 

嗜好ﾒﾓﾘを使用した個人属性選択および管理のため

の方法および装置 

 嗜好のｾｯﾄｱｯﾌﾟが可能なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ装置であって､
嗜好を有するﾄﾞﾅｰ装置と結合するためのﾎﾟｰﾄ､そし

てﾎﾟｰﾄに動作可能に結合され､ﾎﾟｰﾄを介してﾄﾞﾅｰ装

置にｱｸｾｽして特定のﾕｰｻﾞのための嗜好選択ﾍﾞｸﾄﾙを

ﾄﾞﾅｰ装置に提供し､かつそれに応じてﾄﾞﾅｰ装置から

特定のﾕｰｻﾞのための嗜好選択ﾍﾞｸﾄﾙに関連する特定

の嗜好を受信するためのｺﾝﾄﾛｰﾗを具備することを

特徴とする嗜好のｾｯﾄｱｯﾌﾟが可能なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ装置 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,633,484 
顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

特開 2001-306752 

00.04.24 

G06F17/60,152 

ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾌﾛﾝﾃｲｱ 

ﾈﾂﾄﾜ-ｸを用いたｱﾝｹ-ﾄ代行業務方法及びｼｽﾃﾑ 

 ｱﾝｹｰﾄ委託者は､ｱﾝｹｰﾄ代行者にｱﾝｹｰﾄを依頼し､実
施してもらい､結果をもらう 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0039507 
顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開 2002-517027 

98.11.13 

G06F17/60,172 

ﾆﾕ-ﾖ-ｸ UNIV 

1 対 1 ｱﾌﾟﾘｹ-ｼﾖﾝにおけるﾕ-ｻﾞ-のﾀﾞｲﾅﾐﾂｸﾌﾟﾛﾌｱｲﾘﾝ

ｸﾞ及びﾕ-ｻﾞ-ﾙ-ﾙ認証のためのｼｽﾃﾑ及び方法 

 ﾕｰｻﾞｰﾙｰﾙは､ﾕｰｻﾞｰｾｯﾄの少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄ
に分割される｡その後､定義された判断基準に基づ

いて､少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄの特定のﾙｰﾙが､受容

できるものであるものか､受容できないものである

のか､決定できないものであるのかが確定される｡

少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄの特定のﾙｰﾙが受容できる

ものであれば､少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄの特定のﾙｰﾙ

が､対応するﾕｰｻﾞｰに提供される 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,236,978 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 7-73243 

94.06.01 

G06F17/60 

ｺﾆﾝ. ﾌｲﾘﾂﾌﾟｽ ｴﾚｸﾄ

ﾛﾆｸｽ NV 

消費者嗜好と電子買物情報との自動相関ｼｽﾃﾑおよ

び方法 

 要約記録から選択した第 1 の記録に対する好悪
を選定して表示する手段､第 1 の選択記録を蓄積す

る手段､第 1 の選択記録を分析して第 1 の検索情報

を分離する手段､第 1 の検索情報を用いて要約記録

から第 2 の選択記録を選定する手段､および､第 2 の

選択記録を蓄積して個人専用情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを形成

する手段を備えたことを特徴とする電子買物装置 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,469,206 

顧
客
の
分
析 

ﾃﾞｰﾀ関連付け 特許 2741488 

95.02.21 

A63F7/02,328 

月峰興産 

遊戯機利用顧客管理ｼｽﾃﾑ 

 顧客ﾏｽﾀ記憶手段からのﾃﾞｰﾀと顧客別遊戯機利用
利用状況ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ作成手段からのﾃﾞｰﾀとに基づい

て､顧客識別ﾃﾞｰﾀをｷｰとして､顧客の性別､年齢など

の顧客修飾ﾃﾞｰﾀと各遊戯機毎の利用状況とを互い

に関連付けたﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｰﾀを作成するﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｰ

ﾀ作成手段と､を含むことを特徴とする､遊戯機利用

顧客管理ｼｽﾃﾑ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

特開平 9-130506 

96.09.12 

H04M15/00 

ｴ ｲ  ﾃ ｲ  ｱ ﾝ ﾄ ﾞ  ﾃ ｲ 

CORP 

受動情報ｱｸｾｽ･ｼｽﾃﾑ 

 1台の加入者ﾕﾆｯﾄが活性化された時に､加入者ﾕﾆｯ
ﾄからの初期化信号を検出するための検出手段と､

少なくとも 1 つの検出された初期化信号から活性化

された加入者ﾕﾆｯﾄを識別するため手段と､識別され

て活性化された加入者ﾕﾆｯﾄに固有の加入者情報を

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽにｱｸｾｽして取り出すためのｱｸｾｽ手段と､ｱｸ

ｾｽされた加入者情報の一部分を識別されて活性化

された加入者ﾕﾆｯﾄに対して提示するための提示手

段とを含むｼｽﾃﾑ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,751,798 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



 

資料 4-1-3 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（3/10） 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2001-524720 

98.11.18 

G06F17/60,170 

ﾘｵ-ﾀﾞﾝ ｼﾞﾖﾝ;ﾓｱﾊｳｽ 

ﾌﾞﾙ-ｽ (共願) 

ﾏ-ｹﾃｲﾝｸﾞ･ﾃﾞ-ﾀを収集して処理する方法およびｼｽﾃﾑ

 一つ以上の取引に関するﾗｲﾝ品目ﾃﾞｰﾀを､POS で収
集し､POS と信用委任ﾛｹｰｼｮﾝとの間で通信ﾘﾝｸを確立

し､通信ﾘﾝｸを介して､POS から信用委任ﾛｹｰｼｮﾝへ信

用委任ﾘｸｴｽﾄを送信し､通信ﾘﾝｸを介して POS から信

用委任ﾛｹｰｼｮﾝへﾗｲﾝ品目を送信することを含むﾏｰｹﾃ

ｨﾝｸﾞ情報を収集する方法｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,078,891 
ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特許 2976296 

98.09.03 

G06F17/30 

塚本 豊 

情報提供ｼｽﾃﾑ 

 各情報提供ｼｽﾃﾑに対し､集中検索してﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ漏
洩を防止 

安
全
性
の
向
上 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-7904 

00.06.06 

G06F17/60,334 

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ 

ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 

物品配送方法､ｵﾝﾗｲﾝｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞ方法､ｵﾝﾗｲﾝｼﾖﾂﾋﾟﾝｸﾞｼ

ｽﾃﾑ､ｻ-ﾊﾞ､販売者ｻ-ﾊﾞ 

 顧客は匿名 ID で商品を発注し､ｻｰﾋﾞｽ提供者は商
品発送時に ID を変換して配送する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0022967 

業
務
効
率
の
改
善 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開平 9-160979 

95.12.11 

G06F17/60 

ｼ ﾞ ｴ - ｴ ﾇ ｴ ﾙ ; ﾏ ﾛ ﾈ ｲ ﾄ 

(共願) 

[被引用 1 回] 

営業生産性向上支援ｼｽﾃﾑ 

 種々の顧客に対する営業活動計画を作成する計
画作成手段と､計画作成手段により作成された営業

活動計画に基づく実際の活動結果を登録する実績

登録手段と､計画作成手段により作成された営業活

動計画および実績登録手段により登録された活動

結果の各ﾃﾞｰﾀに基づいて､営業活動の進捗を､所定

のｻｲｸﾙで繰り返して実施する営業基本行為､あらか

じめ設定した日程通りに実施する営業有効行為､お

よび商談における一連の営業行為を並べた商談ﾌﾟﾛ

ｾｽの 3 種類に分けて管理する進捗管理手段とを備え

たことを特徴とする営業生産性向上支援ｼｽﾃﾑ 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開平 11-15877 

97.06.22 

G06F17/60 

ﾀｶﾗﾍﾞﾙﾓﾝﾄ 

[被引用 2 回] 

理美容顧客管理装置 

 施術内容対応した時間長の表示 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

特開平 11-296576 

98.04.09 

G06F17/60 

ﾀｶﾗﾍﾞﾙﾓﾝﾄ 

[被引用 2 回] 

理美容院用管理装置 

 受付ﾌﾞｰｽ､清算ﾌﾞｰｽを各別あるいは一体化したﾌﾞ
ｰｽにおいて顧客情報や予約情報の入力業務および

清算業務を各別あるいは同時に行うための第 1 のｺﾝ

ﾋﾟｭｰﾀと､ｾｯﾄﾌﾞｰｽにおいて顧客の施術歴情報や技術

ﾃﾞｰﾀの呼び出し､書き込みを行うための第 2 のｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾀとを有し､各ｺﾝﾋﾟｭｰﾀはｵﾝﾗｲﾝで接続されると共に

ﾃﾞｰﾀを共有し､かつ､各ﾌﾞｰｽで表示する情報を各ﾌﾞｰ

ｽで見るのに適した編集加工したことを特徴とする

理美容院用管理装置 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

特許 3229152 

95.02.13 

G06F17/60,318 

是枝 周樹 

情報登録ｼｽﾃﾑ及び情報登録方法 

 電子機器と､ｾﾝﾀｰは､入力ﾃﾞｰﾀとｺｰﾄﾞとを対応さ
せて記憶したﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽをそれぞれ有し､電子機器

は､ﾃﾞｰﾀを入力する入力部と､ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを参照して

入力したﾃﾞｰﾀを対応するｺｰﾄﾞに変換する変換部と､

ｺｰﾄﾞを出力する出力部を有し､ｾﾝﾀｰは､出力部が出

力したｺｰﾄﾞを入力し､ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを参照して入力した

ｺｰﾄﾞを､対応するﾃﾞｰﾀに逆変換する逆変換部を備え

ていることを特徴とする情報登録ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



 

資料 4-1-4 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（4/10） 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開 2002-517863 

99.06.11 

G06F17/60,172 

ﾎﾞ-ﾄﾞｳｵ-ｸ AG 

ｴﾝﾃｲﾃｲ間のﾘﾚ-ｼﾖﾅﾙ･ﾊﾟﾀ-ﾝを提供するためのｼｽﾃﾑ､

方法､およびｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ製品 

 ﾕｰｻﾞが自分の勢力圏を決定できるようにするた
めのｺﾝﾀｸﾄ･ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ･ﾃﾞｰﾀ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑであって､

GUI と､複数のｴﾝﾃｨﾃｨのﾒﾝﾊﾞに関する情報を含むﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､ﾕｰｻﾞのﾊﾟｰｿﾅﾙ･ｺﾝﾀｸﾄに関する情

報を含むﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｺﾝﾀｸﾄ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､GUI を介した

ﾕｰｻﾞからの要求の受け取りに応答して､ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞ

ｰﾀﾍﾞｰｽおよびﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽにｱｸｾｽする手段

と､ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽおよびﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｺﾝﾀｸﾄ･ﾃﾞｰﾀ

ﾍﾞｰｽ内に配置されたｱｸｾｽ情報を処理してｺﾝﾀｸﾄ･ﾊﾟｽ

ｳｪｲを表示する手段とを備え､それにより､ｺﾝﾀｸﾄ･ﾊﾟ

ｽｳｪｲがﾕｰｻﾞのﾊﾟｰｿﾅﾙ･ｺﾝﾀｸﾄおよびﾕｰｻﾞのｺﾝﾀｸﾄのｺﾝ

ﾀｸﾄを含み､それによりﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ内に配置

された複数のｴﾝﾃｨﾃｨの中でﾕｰｻﾞの勢力圏を表すこ

とを特徴とするｺﾝﾀｸﾄ･ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ･ﾃﾞｰﾀ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ･ｼｽﾃ

ﾑ｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,073,138 
補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-73746 

00.08.30 

G06F17/60,106 

本田技研工業 

部品在庫管理における需要予測方法 

 需要の特徴を示すﾊﾟﾗﾒｰﾀを求め､ｶﾃｺﾞﾘに分類し､
ﾓﾝﾃｶﾙﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより出現頻度確率分布で需要を

予測する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0026347 
補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-520739 

99.07.07 

G06F17/60,330 

ﾈﾂﾄ ﾊﾟ-ｾﾌﾟｼﾖﾝｽﾞ 

INC 

ﾕ-ｻﾞ価値推薦を増加するｼｽﾃﾑ､方法および製品 

 少なくとも部分的にｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ関数に基づきﾕｰ
ｻﾞに対してｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ加重済推薦出力ｾｯﾄを生成す

る電子的処理ｼｽﾃﾑであって､ｼｽﾃﾑは､a.以下のﾃﾞｰﾀ

i.および ii.を含む適用可能なﾃﾞｰﾀを受信し､i.ｱｲﾃ

ﾑ推薦ﾃﾞｰﾀ､ii.ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀ､b.ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ

関数およびｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀに応じて一組のｱｲ

ﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値を生成し､且つ､c.ｱｲﾃﾑ推薦ﾃﾞ

ｰﾀを一組のｱｲﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値と組合せてｾﾚﾝ

ﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ加重済/選別済推薦出力ｾｯﾄを生成する､如

く構成された一個以上のﾌﾟﾛｾｯｻを有する処理ｼｽﾃﾑ

を備える､電子的処理ｼｽﾃﾑ｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,321,221 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

分
析
機
能
の
改
善 補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特開 2002-520743 

99.07.07 

G06F17/60,330 

ﾈﾂﾄ ﾊﾟ-ｾﾌﾟｼﾖﾝｽﾞ 

INC 

高ﾕ-ｻﾞ価値推薦を行うｼｽﾃﾑ､方法および製品 

 少なくとも部分的にｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ関数に基づきﾕｰ
ｻﾞに対してｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ加重済推薦出力ｾｯﾄを生成す

る電子的処理ｼｽﾃﾑであって､ｼｽﾃﾑは､a.以下のﾃﾞｰﾀ

i.および ii.を含む適用可能なﾃﾞｰﾀを受信し､i.ﾕｰ

ｻﾞ･ｱｲﾃﾑ嗜好性ﾃﾞｰﾀ､ii.ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀ､b.ﾕｰ

ｻﾞ･ｱｲﾃﾑ嗜好性ﾃﾞｰﾀからｱｲﾃﾑ推薦ｾｯﾄを生成し､c.ｾﾚ

ﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ関数およびｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀに応じて

一組のｱｲﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値を生成し､且つ､d.ｱｲ

ﾃﾑ推薦ｾｯﾄを一組のｱｲﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値と組合

せてｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ加重済/選別済推薦出力ｾｯﾄを生成

する､如く構成された一個以上のﾌﾟﾛｾｯｻを有する処

理ｼｽﾃﾑを備える､電子的処理ｼｽﾃﾑ｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,334,127 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



 

資料 4-1-5 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（5/10） 

分
析
機
能
の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

特開 2000-511668 

97.06.04 

G06F17/30 

ｴ ｸ ｿ ﾝ  ﾘ ｻ - ﾁ  ｱ ﾝ ﾄ ﾞ 

ENG CO 

相互関係のある主題ｶﾃｺﾞﾘから成る多次元階層ﾓﾃﾞﾙ

を含んだ､認識能力のある関係型ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽｼｽﾃﾑ 

 特許､技術または科学刊行物､これら特許または
刊行物の要約書､および関連文献および技術分類ﾃﾞ

ｰﾀ､またはそれらの組合わせなどの科学または技術

文書の記憶ﾃﾞｰﾀを含み､科学および技術文書が､事

業､科学､または技術実体またはｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨの多次元

階層ﾓﾃﾞﾙ内の 1 つ以上の科学または技術ｶﾃｺﾞﾘに割

り当てられるとともにｶﾃｺﾞﾘ割当てが関係型ﾃﾞｰﾀﾍﾞ

ｰｽに記憶されるように構成され､ｶﾃｺﾞﾘの母集団解

析に基づいて 1 つ以上のﾊﾟﾀｰﾝ､傾向および/または

不連続性を確認するのにｶﾃｺﾞﾘ割当てを利用するﾃﾞ

ｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑから成るｺﾝﾋﾟｭｰﾀ読取可能媒体｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,721,910 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 3234744 

95.06.20 

G06F17/60,172 

ｼ ﾞ ｴ - ｴ ﾇ ｴ ﾙ ; ﾏ ﾛ ﾈ ｲ ﾄ 

(共願) 

[被引用 1 回] 

営業生産性向上支援ｼｽﾃﾑ 

 ﾃﾞｰﾀ入力手段より入力されるﾃﾞｰﾀを用いて､顧客
の立場を考慮した客観評価基準と自己の立場を考

慮した取引評価基準との 2 つの評価基準の下に種々

の顧客を評価し､その評価結果の高低に応じて種々

の顧客を分類する顧客評価･分類手段と､顧客評価･

分類手段による評価･分類の結果に応じて顧客別の

訪問回数の目標値を設定する目標値設定手段とを

具備することを特徴とする営業生産性向上支援ｼｽﾃ

ﾑ 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 3252104 

97.07.28 

G06F17/60,172 

ﾀﾞﾝ ｱﾝﾄﾞ ﾌﾞﾗﾂﾄﾞｽﾄ

ﾘ-ﾄ INC 

ｴﾝﾃｲﾃｲの一覧中に発見された所与のｴﾝﾃｲﾃｲにﾏﾂﾁす

るものを等級分けする方法 

 個々属性ﾏｯﾁﾝｸﾞ点数を合成点数に変換して信頼
度指数 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 3072708 

95.11.01 

G06F17/30 

ｲﾝﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ 

ﾏｼ-ﾝｽﾞ CORP 

ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ検索方法及び装置 

 数値と 0-1 属性を含むﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽで､0-1 属性が 1
である確立がα以上で､かつ､最大数のﾃﾞｰﾀが属す

る区間を導出する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,983,222 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-523026 

98.11.06 

G06F17/60,330 

ｲﾝﾀ-ﾄﾗｽﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-

ｽﾞ CORP 

権利管理および/または他の情報にもとづくﾏﾂﾁﾝ

ｸﾞ､ﾅﾛ-ｷﾔｽﾄ､および/または分類のｼｽﾃﾑおよび方法 

 第 2 ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽにおいて､第 1 ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽから複数ﾕｰ
ｻﾞと関連するﾕｰｻﾞ権利管理情報を確実に受取り､こ

の受取られた権利管理情報を第 2 ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽの安全確

保のﾉｰﾄﾞで処理する､受取られた権利管理情報をﾕｰ

ｻﾞｸﾗｽ階層創出のﾌﾟﾛｾｽにおいて使用する､少なくと

も部分的に受取られた権利管理情報をﾍﾞｰｽとして､

ﾕｰｻﾞをﾕｰｻﾞｸﾗｽ階層によって限定されたﾕｰｻﾞｸﾗｽに

割当てる､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ権利管理情報とﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報と関

連させる､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ権利管理情報をﾍﾞｰｽとしてﾃﾞｨｼﾞ

ﾀﾙ情報ｸﾗｽ階層を少なくとも部分的に限定する､少

なくとも部分的に権利管理情報をﾍﾞｰｽとして､ﾃﾞｨ

ｼﾞﾀﾙ情報をﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報ｸﾗｽ階層によって限定され

たﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報ｸﾗｽに割当てる､少なくとも部分的に

権利管理情報をﾍﾞｰｽとして､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報ｸﾗｽをﾕｰｻﾞ

ｸﾗｽとﾏｯﾁさせる､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報を選択する､ﾕｰｻﾞを選

択する､およびﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報および関連の権利管理

情報をﾕｰｻﾞに送る､ことを含む方法｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,112,181 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



 

資料 4-1-6 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（6/10） 

広
告
効
果
の
向
上 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特許 2948752 

95.12.01 

H04N7/16 

ｳｲﾝｸﾞ ﾗﾎﾞ 

双方向ﾒﾃﾞｲｱを利用した流通ｼｽﾃﾑ 

 放送会社からの放送を受信するﾃﾚﾋﾞﾓﾆﾀｰと､ﾃﾚﾋﾞ
ﾓﾆﾀｰを介して放送を視聴する各視聴者が所有する

記録体と､ﾃﾚﾋﾞﾓﾆﾀｰに接続されて記録体に対する記

録および読み取りを行うﾃﾞｺｰﾀﾞとから構成され､記

録体は視聴者が視聴するｺﾏｰｼｬﾙの視聴ﾃﾞｰﾀをｺﾏｰｼｬ

ﾙ依頼企業の商品ごとに累積的に記録するｺﾏｰｼｬﾙ視

聴ﾃﾞｰﾀ記録部を有しており､視聴者は自己の記録体

に累積記録されたｺﾏｰｼｬﾙ視聴ﾃﾞｰﾀに応じた特典を

伴って商品を購入することができるようｼｽﾃﾑ構築

されてなることを特徴とする流通ｼｽﾃﾑ 

購
買
機
会
へ
の
対
応 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特開平 8-329148 

95.05.26 

G06F17/60 

凸版印刷 

[被引用 1 回] 

ｶﾀﾛｸﾞ作成ｼｽﾃﾑ 

 顧客の個人情報を格納した個人情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､
商品ﾃﾞｰﾀを格納した商品ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､ｶﾀﾛｸﾞのﾊﾟﾀｰﾝ

を記憶したﾊﾟﾀｰﾝﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､個人情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに

基づいてｶﾀﾛｸﾞ作成用の商品ﾃﾞｰﾀおよびｶﾀﾛｸﾞのﾊﾟﾀ

ｰﾝを選択する選択手段と､個人情報および商品ﾃﾞｰﾀ

を選択されたﾊﾟﾀｰﾝに基づいてﾚｲｱｳﾄするﾚｲｱｳﾄ手段

とを具備することを特徴とするｶﾀﾛｸﾞ作成ｼｽﾃﾑ 

商
品
選

択
支
援

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

特許 2956661 

97.07.14 

G06F17/60 

ｺｸﾖ 

流通支援設備 

 顧客に見合う取引を選択 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-44079 

00.07.25 

H04L12/24 

松下電工 

通信ﾈﾂﾄﾜ-ｸを利用した､ｻ-ﾋﾞｽ業者による顧客ｻ-ﾋﾞｽ

支援ｼｽﾃﾑ､及びそのｼｽﾃﾑを用いて､ｻ-ﾋﾞｽ業者による

顧客ｻ-ﾋﾞｽの提供を支援する方法 

 生活設備器をﾎｰﾑｻｰﾊﾞを介して監視ｻｰﾊﾞに接続
し､設備器を監視する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0013723 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-56160 

00.08.08 

G06F17/60,170 

松下電工 

通信ﾈﾂﾄﾜ-ｸを利用した生活設備機器の使用実績収

集ｼｽﾃﾑ 

 生活設備器をﾎｰﾑｻｰﾊﾞを介して管理ｻｰﾊﾞと接続
し､機器の使用実績から診断する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0007304 

購
入
品
の
稼
動
の
維
持 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-109017 

00.09.28 

G06F17/60,122 

松下電工 

通信ﾈﾂﾄﾜ-ｸを利用した住戸診断情報ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ､お

よび住戸診断情報ｻ-ﾋﾞｽ用ｻ-ﾋﾞｽｻ-ﾊﾞ 

 生活設備器をﾎｰﾑｻｰﾊﾞを介して管理ｻｰﾊﾞと接続
し､機器の使用実績から診断する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0007304 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特許 3178367 

97.03.21 

G06F19/00,140 

日立情報ｼｽﾃﾑｽﾞ 

ｼﾅﾘｵ変更機能を有するﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃ-ｼﾖﾝ･ｼｽﾃﾑ 

 ｱｸｾｽ回数により表示内容変更 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2001-256402 

00.10.16 

G06F17/60,330 

ﾌﾞﾛ-ﾃﾞｲｱ ｸﾞﾙ-ﾌﾟ:

ｻﾞ 

電子商取引のための信頼される代理店 

 顧客は代理人ｻｰﾊﾞを介して商品を購入 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 6,378,075 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



 

資料 4-1-7 

主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（7/10） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2001-503542 

97.10.27 

G06F17/60 

ｱｲ ﾋﾟ- ｴﾌ INC 

消費者製品関連情報をｲﾝﾀ-ﾈﾂﾄ上で管理しｻ-ﾋﾞｽす

るｼｽﾃﾑと方法 

 ｼｽﾃﾑは､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおける 1 つ以上の情報資源の
場所､例えば､かかる登録された消費者製品と関連

するﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ･ｳｪﾌﾞｻｲﾄを指示するﾕﾆﾌｫｰﾑ資源ﾛｹｰﾀ

(URL)のﾘｽﾄと共に､ｼｽﾃﾑにより登録された各消費者

製品に予め割当てた汎用製品番号(例えば､UPC 番

号)に関する情報を格納するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報ｻｰﾊﾞを含

む｡従来のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ﾌﾞﾗｳｻﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを用いて UPC 番

号をｼｽﾃﾑへ入力する時に､入力された UPC 番号と関

連する URL のﾒﾆｭｰがﾕｰｻﾞの選択のため自動的に表示

される｡URL の表示されたﾒﾆｭｰは､特定ﾀｲﾌﾟの製品情

報に従って分類的に配置される｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,918,214 

US 5,950,173 

US 6,064,979 

US 2002/0004753 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-56167 

00.08.11 

G06F17/60,170 

ｹﾝﾄﾂﾌﾟ 

配置販売業における商品の配置数設定装置および

配置数設定方法 

 期節要因指数と顧客の消化履歴指数から､期毎の
配置数を算出する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0038220 

追
加
・
買
換
の
促
進 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-24710 

00.07.12 

G06F17/60,334 

ｴﾇｲ-ｼ-ﾛｼﾞｽﾃｲｸｽ 

ﾈﾂﾄ宅配ｻ-ﾋﾞｽｼｽﾃﾑ及び同ｼｽﾃﾑ用のｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀ読み取り

可能な記録媒体 

 宅配の依頼をｲﾝﾀｰﾈｯﾄで受け､配送時間の希望と
指示をｲﾝﾀｰﾈｯﾄで行う 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0032594 

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

補助的情報の活用 

地域･地図情報の活用 

特許 3163085 

00.08.04 

E03B1/00 

三幸工業 

地図上での水道の苦情内容色別表示ｼｽﾃﾑ及び記録

媒体､並びに､地図上での水道の漏水原因色別表示ｼ

ｽﾃﾑ及び記録媒体 

 建物枠､ｼﾝﾎﾞﾙ枠内を苦情内容に応じて色別表示｡

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 
会
員
の
増
強 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

特開 2002-163279 

01.07.04 

G06F17/30,220 

ｼﾙﾊﾞ-ｴﾂｸﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-

推奨情報提供方法､推奨情報送信ｼｽﾃﾑ､推奨情報送

信装置及び記録媒体 

 顧客がﾘﾝｸをｸﾘｯｸした行動を記録し､顧客に対す
る推奨対象を決定し､提供する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0055890 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特許 3061264 

97.05.29 

A63F7/02,328 

ﾊﾙｼｽﾃﾑ 

ﾊﾟﾁﾝｺﾎ-ﾙに於ける顧客情報収集方法 

 ｶｰﾄﾞが抜かれてから特賞が出たら顧客情報とし
て蓄積 サ

ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特開平 11-3372 

97.06.10 

G06F17/60 

ｾｶﾞ ｴﾝﾀ-ﾌﾟﾗｲｾﾞｽ;ｾ

ｶﾞ ﾃﾂｸ (共願) 

[被引用 2 回] 

通信ﾈﾂﾄﾜ-ｸを用いたﾕ-ｻﾞ情報ﾎﾟｲﾝﾄ管理ｼｽﾃﾑ及びﾕ-

ｻﾞ情報ﾎﾟｲﾝﾄ管理方法 

 会員番号を付与し､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽでﾎﾟｲﾝﾄ加算 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（8/10） 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

特許 2886820 

96.01.30 

G07G1/12,321 

ｻﾝｺ-ﾄﾞﾗｲ 

顧客ﾃﾞ-ﾀの管理方法及び管理装置 

 基本ﾎﾟｲﾝﾄ付加手段により利用金額に応じて所定
換算率でﾎﾟｲﾝﾄ換算された基本ﾎﾟｲﾝﾄ数を付加累計

する基本ﾎﾟｲﾝﾄ換算処理およびｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ付加手段

により基本ﾎﾟｲﾝﾄ数に応じて所定換算率でﾎﾟｲﾝﾄ換

算されたｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ数を付加累計するｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ

換算処理およびｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ減算手段により適宜ｻｰ

ﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ数の減算命令に従いｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ数を所定

数減算するｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ減算処理を行うとともに､最

終利用日､利用番号､通算利用回数､取引明細､累計

基本ﾎﾟｲﾝﾄ数および残存ｻｰﾋﾞｽﾎﾟｲﾝﾄ数等の顧客ﾃﾞｰﾀ

をｶｰﾄﾞに磁気記録し､ｶｰﾄﾞに感熱書込み表示したこ

とを特徴とする顧客ﾃﾞｰﾀの管理方法 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2001-276499 

00.03.31 

D06F95/00 

三洋電機 

ﾗﾝﾄﾞﾘ-ｼｽﾃﾑ 

 携帯電話でﾗﾝﾄﾞﾘｰの動作許可をとり､洗濯終了を
携帯電話に通知してもらう 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0010515 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

特開 2002-239300 

01.02.14 

D06F95/00 

三洋電機 

ﾗﾝﾄﾞﾘ-ｼｽﾃﾑ 

 携帯電話でﾗﾝﾄﾞﾘｰの動作許可をとり､洗濯終了を
携帯電話に通知してもらう 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2002/0010515 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

特許 3266123 

98.12.25 

G07G1/12,361 

寺岡精工 

販売ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

 電話番号から顧客情報を表示し出力する 待
ち
時
間
短
縮 

ﾃﾞｰﾀの変換 

音声 

特許 2952771 

98.05.15 

G06F3/16,310 

宮山 直之 

顧客情報収集･配信ｼｽﾃﾑ 

 問合せを音声変換し分析して資料を送付 

安
全
性
の

向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

特開平 10-222522 

97.02.04 

G06F17/30 

ﾄﾂﾊﾟﾝ ﾌｵ-ﾑｽﾞ 

[被引用 2 回] 

情報提供ｼｽﾃﾑ､情報提供装置及び方法並びにﾀﾞｲﾚｸ

ﾄ･ﾒ-ﾙ 

 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ用の ID とﾊﾟｽﾜｰﾄﾞをﾒｰﾙ配信 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

業
務
効
率

の
改
善 

新たなｻｲﾄ構築 特開 2001-331685 

00.05.24 

G06F17/60,314 

森山 崇;森山 清美 

(共願) 

建築仲介ｼｽﾃﾑ 

 顧客の建築依頼を収集し業者に公開 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 2001/0056355 

サ
ー
ビ
ス

提
供
技
術

シ
ス
テ
ム

の
改
善 

ﾃﾞｰﾀの変換 

音声 

特許 2897127 

97.10.02 

G06F3/16,310 

宮山 直之 

[被引用 2 回] 

顧客情報収集ｼｽﾃﾑ 

 音声を変換して顧客情報 

評
価
手
法

の
開
発 

分析結果･履歴情報の

活用 

評価ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 

特開 2002-157415 

00.11.21 

G06F17/60,174 

紺野 登 

知識創造支援及び知識資産管理ｼｽﾃﾑ 

 評価ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄにて暗黙知を表現し､組織員の評価
結果を入れて保存する 出

願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の

効
率
化 

分析結果･履歴情報の

活用 

進捗情報の活用 

特開平 11-39394 

97.07.18 

G06F17/60 

新日鉄ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝｽﾞ 

[被引用 1 回] 

特許監視ｼｽﾃﾑ､特許監視方法及び記録媒体 

 ｽﾃｰﾀｽ変化でｽｹｼﾞｭｰﾙ管理を起動 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（9/10） 

分析結果･履歴情報の

活用 

進捗情報の活用 

特許 3225952 

99.09.27 

G06F17/30,170 

富士ｾﾞﾛﾂｸｽ 

特許経過情報処理装置および特許情報処理装置 

 経過情報を蓄め最新特許現状の判別 出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

識別情報の活用 

期日管理ｼｽﾃﾑ 

特開平 11-195060 

97.12.26 

G06F17/60 

ｱﾙﾄﾘｻ-ﾁ 

[被引用 1 回] 

手続管理ｼｽﾃﾑ 

 出願管理ｼｽﾃﾑと期日管理ｼｽﾃﾑを関連付けて必要
事項の表示 

明
細
書
作
成
支
援
シ
ス
テ

ム 

資
料
作
成
の
効
率
化 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ 

特開 2000-48013 

98.07.30 

G06F17/21 

日立通信ｼｽﾃﾑ 

[被引用 1 回] 

初心者用特許明細書作成支援装置 

 ﾍﾙﾌﾟ､ﾒﾆｭｰ画面､明細書作成ｶﾞｲﾄﾞ､ひな型､作成仕
掛中明細書をそれぞれ記憶しておく記憶部と､ﾒﾆｭｰ

画面上でﾎﾞﾀﾝｸﾘｯｸでﾍﾙﾌﾟ表示やﾒﾆｭｰ画面表示切替

を制御する一方､作成ｶﾞｲﾄﾞとひな型を重ねて読み

出した上､そのひな型を記憶部に書き込み､また､作

成ｶﾞｲﾄﾞと作成仕掛中明細書を重ねて読み出す作成

支援制御部とからなる作成支援手段をﾊﾟｿｺﾝ本体内

部に設ける｡これにより､効果的に明細書作成を支

援する 
画像情報の活用 

ﾃｷｽﾄの頁付け 

特開平 9-505422 

94.11.18 

G06F3/14,310 

ｳｴｲﾊﾞﾘ- ﾎ-ﾙﾃﾞｲﾝｸﾞ

ｽ INC 

ﾃｷｽﾄﾄﾞｷﾕﾒﾝﾄ及びｲﾒ-ｼﾞﾄﾞｷﾕﾒﾝﾄを同期化､ﾃﾞｲｽﾌﾟﾚｲ､

及び操作するための方法及び装置 

 ｿｰｽﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙおよびｿｰｽｲﾒｰｼﾞﾌｧｲﾙからﾄﾞｷｭﾒﾝﾄの
等価ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙを生成するための方法において､少な

くとも 1 つの記憶媒体からｿｰｽﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙおよびｿｰｽｲﾒ

ｰｼﾞﾌｧｲﾙを抽出する過程と､等価ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙを生成す

るために､ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄのｿｰｽｲﾒｰｼﾞﾌｧｲﾙを用いてｿｰｽﾃｷｽﾄ

ﾌｧｲﾙをﾍﾟｰｼﾞ付けする過程と､を有する方法｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,623,681 
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

DB の統合化 

特開 2002-502529 

98.06.02 

G06F17/60,168 

ｵﾘｼﾞﾝ ｼｽﾃﾑｽﾞ INC 

ﾃﾞ-ﾀ視覚化のためのﾊｲﾊﾟﾎﾞﾘﾂｸﾂﾘ-の使用を含む特

許中心およびｸﾞﾙ-ﾌﾟ指向のﾃﾞ-ﾀ処理ｼｽﾃﾑ､方法､及

び､ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ製品 

 ﾃﾞｰﾀを処理する方法であって､少なくとも 1 つの
特許第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを維持するｽﾃｯﾌﾟと､法人ｴﾝﾃｨﾃｨに

とって関心のある少なくとも 1 つの非特許情報第

2 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを維持するｽﾃｯﾌﾟと､1 つ又は複数のｸﾞﾙｰ

ﾌﾟを維持するｽﾃｯﾌﾟとを含み､1 つ又は複数のｸﾞﾙｰﾌﾟ

の各々が少なくとも 1 つの第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽからの任意

数の特許を有し､少なくとも 1 つの第 2 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽか

らの非特許情報と共に 1 つ又は複数のｸﾞﾙｰﾌﾟの 1 つ

の特許を自動的に処理するｽﾃｯﾌﾟとを含む方法｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

US 5,991,751 

US 6,339,767 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

書誌情報の活用 

指定範囲とｺﾒﾝﾄ 

特開平 9-69112 

95.08.31 

G06F17/30 

日本開発銀行 

[被引用 3 回] 

知的財産情報管理ｼｽﾃﾑ 

 情報記憶媒体から特許等公報情報を索出する第 1
の検索手段と､索出した特許等公報情報で指定され

たﾃﾞｰﾀ範囲(以下､指定範囲)を特定するとともに､

指定範囲に対応する第 1 のｺﾒﾝﾄ格納領域を RDB 上に

設定する指定範囲設定手段と､第 1 のｺﾒﾝﾄ領域へ入

力文字列ﾃﾞｰﾀを格納する文字列格納手段と､指定範

囲の表示領域の選択検出を契機に､対応する文字列

ﾃﾞｰﾀを RDB より抽出する第 2 の検索手段と､を有す

ることを特徴とする知的財産情報管理ｼｽﾃﾑ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の日本出願の技術要素別課題対応特許（10/10） 

技術文献の活用 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 

特開平 9-128399 

95.11.02 

G06F17/30 

ｲﾝﾊﾟﾃﾂｸ 

[被引用 1 回] 

特許ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽのｷ-ﾜ-ﾄﾞﾃﾞ-ﾀ抽出方法及びｷ-ﾜ-ﾄﾞﾃﾞ-

ﾀ抽出装置 

 外部記憶手段に記憶された特許出願の文書情報
からｷｰﾜｰﾄﾞﾃﾞｰﾀを抽出するｷｰﾜｰﾄﾞﾃﾞｰﾀ抽出方法に

おいて､文書情報中から漢字､ｶﾀｶﾅ､符号､ﾛｰﾏ字等か

らなる第 1 ｷｰﾜｰﾄﾞﾃﾞｰﾀを抽出するｽﾃｯﾌﾟと､文書情報

中からひらがなの文字列からなる第 2 ｷｰﾜｰﾄﾞﾃﾞｰﾀを

抽出するｽﾃｯﾌﾟと､特定の漢字からなる第 3 ｷｰﾜｰﾄﾞﾃﾞ

ｰﾀを非抽出状態とし得るｽﾃｯﾌﾟと､を具備すること

を特徴とする特許ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽのｷｰﾜｰﾄﾞﾃﾞｰﾀ抽出方法 

検
索
の
高
度
化 

ﾃﾞｰﾀ変換 

外国語翻訳 

特開平 11-250090 

98.03.03 

G06F17/30 

ﾏﾂﾀﾞ 

[被引用 1 回] 

特許情報検索ｼｽﾃﾑ､特許情報検索装置､情報検索中

継装置並びに特許情報検索方法 

 入力された検索式を日本特許の検索可能に翻訳
する 

評
価
手
法
の

開
発 

分析結果･履歴情報の

活用 

ｽﾃｰﾀｽ 

特開平 11-39382 

97.07.18 

G06F17/60 

新日鉄ｿﾘﾕ-ｼﾖﾝｽﾞ 

[被引用 1 回] 

特許監視ｼｽﾃﾑ､特許監視方法及びその記録媒体 

 ｽﾃｰﾀｽ変化の種別を判定し通知 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

見
や
す
い
マ

ッ
プ 

分析結果･履歴情報の

活用 

座標ﾃﾞｰﾀ 

特開平 11-15833 

97.06.09 

G06F17/30 

ｳｲﾌﾟｽ CO LTD;大宇

電子 (共願) 

[被引用 1 回] 

検索ｼｽﾃﾑにおける特許検索結果を特許地図にﾏﾂﾋﾟﾝ

ｸﾞする方法 

 Xi&Yj の検索条件を Cij にﾒﾓﾘ､それを表示 

 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主 IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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4.2 特許番号一覧（米国） 
 

主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（1/20） 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

US 2001/0034634 

01.01.04 

705/10 

GaiaX Co Ltd JP 

Customer information collection method and 

system 

 購入した製品に付加情報を付けそれにより情報
収集する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-306780 
顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

US 2002/0010617 

00.11.29 

705/10 

個人 

Member registration system 

 携帯端末に個人情報の項目を受信し､対応する情
報を抽出､送信する手段を備える｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-32664 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5696965 

94.11.03 

707/10 

Intel Corp 

Electronic information appraisal agent 

 ｸﾗｲｱﾝﾄの顧客嗜好のｴｰｼﾞｪﾝﾄは必要な情報を検索
し､一次保存ｻｰﾊﾞに検索情報を蓄積する 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5717923 

94.11.03 

707/102 

Intel Corp 

Method and apparatus for dynamically customizing 

electronic information to individual end users

 ｸﾗｲｱﾝﾄの顧客嗜好のｴｰｼﾞｪﾝﾄは､必要な情報を検
索し､一次保存ｻｰﾊﾞに検索情報を蓄積する 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5724521 

94.11.03 

705/26 

Intel Corp 

Method and apparatus for providing electronic 

advertisements to end users in a consumer 

best-fit pricing manner 

 ｸﾗｲｱﾝﾄの顧客嗜好のｴｰｼﾞｪﾝﾄは､必要な情報を検
索し､一次保存ｻｰﾊﾞに検索情報を蓄積する 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6208975 

97.06.19 

705/14 

Sabre Inc 

Information aggregation and synthesization 

system; computer software and system providing 

an internet portal and search engine for 

customers; forwarding customer requests of 

information or search patterns to third parties 

as sales leads 

 ﾛｰｶﾙなﾒﾓﾘに検索された情報を集結し､顧客はｲﾝﾀ
ﾌｪｰｽ装置を介して合成､設定し直し専用化する 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

補助的情報の活用 

画像情報の活用 

US 6314406 

97.08.29 

705/14 

Telxon Corp 

Customer information network 

 小売用携帯顧客端末はﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾃﾞｰﾀを表示し､
商品をｱｲｺﾝで選択でき､処理ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと無線通信 

顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

画像情報の活用 

US 5331544 

92.04.23 

705/10 

A C Nielsen Co 

Market research method and system for collecting 

retail store and shopper market research data

 POS のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄから顧客の顔画像をﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ
で撮影して､ﾏｰｹｯﾄﾃﾞｰﾀとする 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

安
全
性
の
向

上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

US 6421729 

99.04.14 

709/229 

Citicorp Dev 

Center Inc 

System and method for controlling transmission 

of stored information to internet websites 

 ｸｯｷｰの戻しの許可がある場合ｸｯｷｰを蓄積 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2000-76189 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
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概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（2/20） 

業
務
効
率
の

改
善 

新たなｻｲﾄ構築 US 2001/0039507 

01.04.23 

705/10 

個人 

Device, method, system, and program for 

executing questionnaire process for a client 

 ｱﾝｹｰﾄ委託者は､ｱﾝｹｰﾄ代行者にｱﾝｹｰﾄを依頼し､実
施してもらい､結果をもらう 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-306752 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 5406271 

92.06.26 

340/5.91 

Systec 

Ausbausysteme 

GmbH DE 

System for supplying various departments of 

large self-service stores with 

department-specific information 

 顧客が特定売り場に移動すると､赤外線通信によ
りｶｰﾄから情報が伝送され､ｶｰﾄに情報が供給される

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 5633484 

94.12.29 

235/380 

Motorola Inc 

Method and apparatus for personal attribute 

selection and management using a preference 

memory 

 嗜好のｾｯﾄｱｯﾌﾟが可能なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ装置であって､
嗜好を有するﾄﾞﾅｰ装置と結合するためのﾎﾟｰﾄ､そし

てﾎﾟｰﾄに動作可能に結合され､ﾎﾟｰﾄを介してﾄﾞﾅｰ装

置にｱｸｾｽして特定のﾕｰｻﾞのための嗜好選択ﾍﾞｸﾄﾙを

ﾄﾞﾅｰ装置に提供し､かつそれに応じてﾄﾞﾅｰ装置から

特定のﾕｰｻﾞのための嗜好選択ﾍﾞｸﾄﾙに関連する特定

の嗜好を受信するためのｺﾝﾄﾛｰﾗを具備することを

特徴とする嗜好のｾｯﾄｱｯﾌﾟが可能なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ装置 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開平 8-255033 
新たなｻｲﾄ構築 US 6144948 

97.06.23 

705/38 

Walker Digital LLC

Instant credit card marketing system for 

reservations for future services 

 ﾎﾃﾙに滞在中は､後払いの一部とし､銀行の融資額
をﾁｪｯｸし一時的にﾎﾃﾙが顧客にｶｰﾄﾞを発行 

顧
客
情
報
収
集
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

ｽｷｬﾅｰ接続 

US 6448979 

99.01.25 

345/741 

Airclic Inc 

Printed medium activated interactive 

communication of multimedia information, 

including advertising 

 印刷物の URL と顧客情報をｽｷｬﾅで読取りﾎﾟｰﾀﾙ･ｻ
ｰﾊﾞにﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報を送る 

ﾃﾞｰﾀ関連付け US 2002/0004753 

97.09.24 

705/26 

個人 

System and method for finding and serving 

consumer product related information to 

consumers using internet-based information 

servers and clients 

 消費材の UPS 番号と顧客の URL を関連付けﾃﾞｰﾀﾍﾞ
ｰ ｽ化し ､ﾀｰ ﾝ ｷ ｰ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ﾍ ﾞ ｰ ｽ構造 ﾂｰﾙで ﾍﾞ ﾝﾀ ﾞのみの

UPS/URL を切り出す 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-503542 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

ﾃﾞｰﾀ関連付け US 4975841 

(放棄) 

90.01.16 

705/32 

Amcol 

International 

Corp 

Method and apparatus for reporting customer data

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（3/20） 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

US 5339239 

90.10.11 

705/1 

Hudson Soft Co Ltd 

JP；JAL Data 

Communication and 

Systems Co Ltd；

Mitsubishi 

Plastics Ind Ltd 

JP (共願) 

Information collecting and/or service 

furnishing systems by which a user can request 

information from a central data base using a 

portable personal terminal and an access 

terminal 

 IC ｶｰﾄﾞで個人ﾃﾞｰﾀを収集し､ｱﾝｹｰﾄ回答は表示画
面上で入力する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開平 3-171397 

特開平 4-72826 

特許 2791956 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5469206 

93.06.01 

725/60 

Philips 

Electronics North 

America Corp 

System and method for automatically correlating 

user preferences with electronic shopping 

information 

 要約記録から選択した第 1 の記録に対する好悪
を選定して表示する手段､第 1 の選択記録を蓄積す

る手段､第 1 の選択記録を分析して第 1 の検索情報

を分離する手段､第 1 の検索情報を用いて要約記録

から第 2 の選択記録を選定する手段､および､第 2 の

選択記録を蓄積して個人専用情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを形成

する手段を備えたことを特徴とする電子買物装置 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開平 7-73243 
ﾃﾞｰﾀ関連付け US 6014641 

96.12.11 

705/34 

Walker Asset 

Management L P 

Method and apparatus for providing open-ended 

subscriptions to commodity items normally 

available only through term-based 

subscriptions; utilizing databases that contain 

information associated with a group of commodity 

items and their sales 

 ｴｰｼﾞｪﾝﾄは通常期間限定の購読を決済機関と関連
させ顧客には期間限定のない購読とする 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6073105 

97.06.13 

705/1 

Tele Publishing 

Inc 

Interactive personals online network method and 

apparatus; a web-based system enabling the 

placement of personal advertisements, 

responding to them, tracking activity 

 広告を仲介するため単一のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに統合され
ており､顧客からのｱｸｾｽに際し顧客ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ収集可

能になっている 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6092053 

98.10.07 

705/26 

CyberCash Inc 

System and method for merchant invoked 

electronic commerce 

 顧客は一度買物をすると､次には同じ情報は入力
する必要がなく､購入履歴は保存される 

ﾃﾞｰﾀ関連付け US 6134531 

97.09.24 

705/10 

Digital Equipment 

Corp 

Method and apparatus for correlating real-time 

audience feedback with segments of broadcast 

programs 

 ｻｰﾊﾞの時計を放送用時計に合せておき顧客の番
組の反応を放送時間で相関付ける 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

US 6189029 

96.09.20 

709/217 

Silicon Graphics 

Inc 

Web survey tool builder and result compiler 

 ｱﾝｹｰﾄ結果を自動的に集計してﾘﾚｰｼｮﾅﾙﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
化する 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ｱﾝｹｰﾄの活用 

US 6236975 

98.09.29 

705/7 

Ignite Sales Inc 

System and method for profiling customers for 

targeted marketing 

 顧客に質問を行い､その答えから顧客の選択され
た階層のｸﾞﾙｰﾌﾟ 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（4/20） 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

US 6236978 

97.11.14 

705/26 

New York 

University 

System and method for dynamic profiling of users 

in one-to-one applications 

 ﾕｰｻﾞｰﾙｰﾙは､ﾕｰｻﾞｰｾｯﾄの少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄ
に分割される｡その後､定義された判断基準に基づ

いて､少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄの特定のﾙｰﾙが､受容

できるものであるものか､受容できないものである

のか､決定できないものであるのかが確定される｡

少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄの特定のﾙｰﾙが受容できる

ものであれば､少なくとも 1 つのｻﾌﾞｾｯﾄの特定のﾙｰﾙ

が､対応するﾕｰｻﾞｰに提供される 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-517027 
顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

US 6377934 

99.05.06 

705/10 

MetaEdge Corp 

Method for providing a reverse star schema data 

model 

 さまざまなﾃﾞｰﾀ発生源からのさまざまなﾌｫｰﾏｯﾄ
のﾃﾞｰﾀを分析処理するため､決められたﾃﾞｰﾀ構造に

翻訳する 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

US 6411961 

99.05.06 

707/102 

MetaEdge Corp 

Apparatus for providing a reverse star schema 

data model 

 さまざまなｿｰｽからﾃﾞｰﾀをﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構造定義に翻
訳し､ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ内のﾃﾞｰﾀの分析が出来る 

ﾃﾞｰﾀ関連付け US 2002/0016740 

98.09.25 

705/26 

個人 

System and method for customer recognition using 

wireless identification and visual data 

transmission 

 店舗入口で顧客識別ｺｰﾄﾞと視覚画像を撮映 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2000-99827 
ﾃﾞｰﾀの変換 

暗号化 

US 2002/0065672 

01.03.07 

705/1 

個人 

Customizing method for asp service 

 顧客端末と ASP ｻｰﾊﾞ間でｶｽﾀﾏｲｽﾞ化された文書
は､変換ﾛｼﾞｯｸとﾃｰﾌﾞﾙの変換で行う 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-163382 

ﾃﾞｰﾀ関連付け US 5541835 

92.12.29 

705/10 

Bessette Jean Guy 

CA 

Monitoring and forecasting customer traffic 

 店舗の入口で顧客を確認し､各ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝで顧
客に情報提供と顧客のﾄﾗﾌｨｯｸを知る 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5636346 

94.05.09 

705/1 

Electronic 

Address Inc 

Method and system for selectively targeting 

advertisements and programming 

 電話会社や CATV の顧客情報を使用して､広告主
はﾃﾞｰﾀの秘密を守りながら顧客に広告を流す 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

US 6336095 

(放棄) 

98.11.20 

705/1 

Citibank N A 

Method for electronic merchandise dispute 

resolution 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

US 6421669 

00.07.12 

707/9 

Tacit Knowledge 

Systems Inc 

Method and apparatus for constructing and 

maintaining a user knowledge profile 

 文書に信頼度ﾚﾍﾞﾙを割当て､閾値が低いと企業ﾌﾟ
ﾛﾌｧｲﾙ組入をせず私的部分とし､高いと認定して公

的部分としｱｸｾｽ許可 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（5/20） 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

携帯端末接続 

US 5903873 

96.05.31 

705/4 

American General 

Life and Accident 

Insurance Co 

System for registering insurance transactions 

and communicating with a home office 

 携帯ﾊﾟｿｺﾝで顧客情報を分類し第 1 のﾘｽﾄを生成
し､これから業者が選択した第 2 ﾘｽﾄを生成し訪問ﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑで動作させる 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6070147 

96.07.02 

705/14 

Tecmark Services 

Inc 

Customer identification and marketing analysis 

systems 

 運転免許証のように顧客を識別し繰返し発行さ
れる識別ｶｰﾄﾞの作成機 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6415259 

99.07.15 

705/8 

American 

Management 

Systems Inc 

Automatic work progress tracking and optimizing 

engine for a telecommunications customer care 

and billing system 

 顧客の注文が入力されると､完了までのｽｹｼﾞｭｰﾙ
を立て､いくつかの要因に対しｽｹｼﾞｭｰﾙの最適化を

行う 

業
務
効
率
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US RE36360 

(放棄) 

97.08.08 

705/8 

John Costanza Inst 

of Tech Inc 

Method for determining flexible demand in a 

manufacturing process 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

IC ｶｰﾄﾞの利用 

US 2001/0037210 

01.03.20 

705/1 

Sony Corp JP 

Information processing apparatus, information 

processing method, information processing 

system and recording medium 

 ID 割当てｻｰﾊﾞはｴﾝｺｰﾄﾞして放送し顧客番号割当
てｻｰﾊﾞは受信信号の正当性を調べ顧客番号を割当

る 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-266009 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0035479 

01.03.23 

705/1 

個人 

Access contract changing method for 

automatically changing an access contract 

between a prepaid contract and a postpaid 

contract 

 当初ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞ契約し､顧客の認証後はﾎﾟｽﾄﾍﾟｲﾄﾞ
とし､滞納でﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞに戻す 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-73746 
ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 5490060 

(放棄) 

90.11.13 

705/10 

Information 

Resources Inc 

Passive data collection system for market 

research data 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 5581749 

92.12.21 

707/10 

Dow Chemical Co 

The 

System and method for maintaining codes among 

distributed databases using a global database; 

computer-based method 

 業務処理ｼｽﾃﾑ間のﾃﾞｰﾀの更新は､直接改変はでき
ないがｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾚｺｰﾄﾞｼｽﾃﾑに改変を要求する 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

画面の分割 

US 5701419 

(放棄) 

94.08.31 

705/27 

Bell Atlantic 

Network Services 

Inc 

Telecommunications service creation apparatus 

and method 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（6/20） 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

US 5930764 

96.08.23 

705/10 

Citibank N A 

Sales and marketing support system using a 

customer information database 

 ｸﾗｲｱﾝﾄのﾏｲｸﾛﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰは統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽとﾘﾝｸ
し顧客のｶｰﾄﾞ情報､電話番号､個人情報を GUI で得る

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

US 5966695 

95.10.17 

705/10 

Citibank N A 

Sales and marketing support system using a 

graphical query prospect database 

 ｸﾗｲｱﾝﾄのﾏｲｸﾛﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰは統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽとﾘﾝｸ
し顧客のｶｰﾄﾞ情報､電話番号､個人情報を GUI で得

る｡ 

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ジ
ン
グ
技
術 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 6411936 

99.02.05 

705/10 

NVal Solutions Inc

Enterprise value enhancement system and method

 ﾙｰﾌﾟ構造をなす企業価値を高めるｼｽﾃﾑで､ｽｲｯﾁﾎﾞ
ｰﾄﾞはﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽからのﾃﾞｰﾀをﾌﾟﾛｾｯｻ､顧客資産評価

ﾌﾟﾛｾｯｻ､性能､測定ｴﾝｼﾞﾝ等へ送り､企業価値を高め

る推奨解を配る 

サ
ー
ビ
ス
の
個
性
化 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6073138 

99.02.08 

707/104 

BoardWalk AG CH 

System, method, and computer program product for 

providing relational patterns between entities; 

using private contact databases and public 

databases of persons and their affiliations to 

generate a graphical representation of 

relationships and spheres of 

 ﾕｰｻﾞが自分の勢力圏を決定できるようにするた
めのｺﾝﾀｸﾄ･ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ･ﾃﾞｰﾀ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑであって､

GUI と､複数のｴﾝﾃｨﾃｨのﾒﾝﾊﾞに関する情報を含むﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､ﾕｰｻﾞのﾊﾟｰｿﾅﾙ･ｺﾝﾀｸﾄに関する情

報を含むﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｺﾝﾀｸﾄ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと､GUI を介した

ﾕｰｻﾞからの要求の受け取りに応答して､ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞ

ｰﾀﾍﾞｰｽおよびﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽにｱｸｾｽする手段

と､ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽおよびﾌﾟﾗ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-517863 
補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 2002/0026347 

01.08.15 

705/10 

Honda Motor Co Ltd 

JP 

Method of and system for forecasting future 

orders in parts inventory system 

 需要の特徴を示すﾊﾟﾗﾒｰﾀを求め､ｶﾃｺﾞﾘに分類し､
ﾓﾝﾃｶﾙﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより出現頻度確率分布で需要を

予測する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-73746 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

分
析
機
能
の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

US 5721910 

96.06.04 

707/100 

Exxon Research and 

Engineering Co 

Relational database system containing a 

multidimensional hierachical model of 

interrelated subject categories with 

recognition capabilities 

 特許､技術または科学刊行物､これら特許または
刊行物の要約書､および関連文献および技術分類ﾃﾞ

ｰﾀ､またはそれらの組合わせなどの科学または技術

文書の記憶ﾃﾞｰﾀを含み､科学および技術文書が､事

業､科学､または技術実体またはｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨの多次元

階層ﾓﾃﾞﾙ内の 1 つ以上の科学または技術ｶﾃｺﾞﾘに割

り当てられるとともにｶﾃｺﾞﾘ割当てが関係型ﾃﾞｰﾀﾍﾞ

ｰｽに記憶されるように構成され､ｶﾃｺﾞﾘの母集団解

析に基づいて 1 つ以上のﾊﾟﾀｰﾝ､傾向および/または

不連続性を確認するのにｶﾃｺﾞﾘ割当てを利用するﾃﾞ

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2000-511668 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（7/20） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 5956693 

96.07.19 

705/14 

個人 

Computer system for merchant communication to 

customers 

 顧客をｾｸﾞﾒﾝﾄ化し､測定可能な挙動ﾊﾟﾀｰﾝで再ｾｸﾞ
ﾒﾝﾄ化する｡ｲﾍﾞﾝﾄは人口統計､社会心理統計に基づ

いて計画する 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6038554 

96.01.30 

705/400 

個人 

Non-subjective valuing(c) the computer aided 

calculation, appraisal and valuation of anything 

and anybody; a very generally applicable 

computer based method of providing valuations 

and rankings, method works for virtually 

anything, uses sampling 

 2つ以上の価値のない特性(優れている点､不利な
点､量､特色など)に対し相対的重みを%で表示し､す

べての実体の仮定したﾕﾆｯﾄの金銭的価値を計算す

る 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6073112 

99.07.12 

705/14 

個人 

Computer system for merchant communication to 

customers; a marketing communication system 

content and timing actions are selected based on 

customer shopping activity 

 顧客をｾｸﾞﾒﾝﾄ化し､測定可能な挙動ﾊﾟﾀｰﾝで再ｾｸﾞ
ﾒﾝﾄ化｡ｲﾍﾞﾝﾄは人口統計､社会心理統計に基づく 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6148289 

97.04.18 

705/1 

LocalEyes Corp 

System and method for geographically organizing 

and classifying businesses on the world-wide web

 情報ｿｰｽの業種と地域により情報を分類すること
によりｻｰﾁ時間を短縮 

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用 US 6154731 

98.09.03 

705/35 

個人 

Computer assisted and/or implemented process and 

architecture for simulating, determining and/or 

ranking and/or indexing effective corporate 

governance using complexity theory and 

agency-based modeling 

 各種属性ﾃﾞｰﾀより企業ﾓﾃﾞﾙを作成し､企業の性能
を評価 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6192319 

98.04.24 

702/81 

CFI Group 

Statistical impact analysis computer system 

 顧客の性格の影響度合は潜在ﾃﾞｰﾀの得点をもと
にした潜在ﾃﾞｰﾀ間の関係で決まる 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

分
析
機
能
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6321221 

98.07.17 

707/5 

Net Perceptions 

Inc 

System, method and article of manufacture for 

increasing the user value of recommendations 

 少なくとも部分的にｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ関数に基づきﾕｰ
ｻﾞに対してｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ加重済推薦出力ｾｯﾄを生成す

る電子的処理ｼｽﾃﾑであって､ｼｽﾃﾑは､a.以下のﾃﾞｰﾀ

i.および ii.を含む適用可能なﾃﾞｰﾀを受信し､i.ｱｲﾃ

ﾑ推薦ﾃﾞｰﾀ､ii.ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀ､b.ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ

関数およびｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀに応じて一組のｱｲ

ﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値を生成し､且つ､c.ｱｲﾃﾑ推薦ﾃﾞ

ｰﾀを一組のｱｲﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値と組合せてｾﾚﾝ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-520739 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（8/20） 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6334127 

98.07.17 

707/5 

Net Perceptions 

Inc 

System, method and article of manufacture for 

making serendipity-weighted recommendations to 

a user 

 少なくとも部分的にｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ関数に基づきﾕｰ
ｻﾞに対してｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ加重済推薦出力ｾｯﾄを生成す

る電子的処理ｼｽﾃﾑであって､ｼｽﾃﾑは､a.以下のﾃﾞｰﾀ

i.および ii.を含む適用可能なﾃﾞｰﾀを受信し､i.ﾕｰ

ｻﾞ･ｱｲﾃﾑ嗜好性ﾃﾞｰﾀ､ii.ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀ､b.ﾕｰ

ｻﾞ･ｱｲﾃﾑ嗜好性ﾃﾞｰﾀからｱｲﾃﾑ推薦ｾｯﾄを生成し､c.ｾﾚ

ﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ関数およびｺﾐｭﾆﾃｨ･ｱｲﾃﾑ評判ﾃﾞｰﾀに応じて

一組のｱｲﾃﾑ･ｾﾚﾝﾃﾞｨﾋﾟﾃｨ制御値を生成し､且つ､d. 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-520743 

分
析
機
能
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6405173 

99.02.26 

705/7 

American 

Management 

Systems Inc 

Decision management system providing 

qualitative account/customer assessment via 

point in time simulation 

 顧客の財産ﾃﾞｰﾀを時点ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝで戦略の意志決
定をして効果を分析する 

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用 US 6078740 

96.11.04 

703/22 

Digital Equipment 

Corp 

Item selection by prediction and refinement; 

method for modeling a particular user's 

preferences; factor analysis used to predict a 

user's preferences based on observations by 

other users; presentation of predicted 

preferences through a graphical user i 

 1 ｱｲﾃﾑに関しての好みの意見を集め要素分析を行
いﾓﾃﾞﾙを作成し､特定顧客の好みを予測 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6078891 

97.11.24 

705/10 

個人 

Method and system for collecting and processing 

marketing data; computer-based system for 

collecting details of customer purchases through 

the credit authorization process; data 

warehousing the information from multiple buying 

locations and combining data 

 一つ以上の取引に関するﾗｲﾝ品目ﾃﾞｰﾀを､POS で収
集し､POS と信用委任ﾛｹｰｼｮﾝとの間で通信ﾘﾝｸを確立

し､通信ﾘﾝｸを介して､POS から信用委任ﾛｹｰｼｮﾝへ信

用委任ﾘｸｴｽﾄを送信し､通信ﾘﾝｸを介して POS から信

用委任ﾛｹｰｼｮﾝへﾗｲﾝ品目を送信することを含むﾏｰｹﾃ

ｨﾝｸﾞ情報を収集する方法 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-524720 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 
顧
客
の
分
析 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6112181 

97.11.06 

705/1 

InterTrust Tech 

Corp 

Systems and methods for matching, selecting, 

narrowcasting, and/or classifying based on 

rights management and/or other information 

 第 2 ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽにおいて､第 1 ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽから複数ﾕｰ
ｻﾞと関連するﾕｰｻﾞ権利管理情報を確実に受取り､こ

の受取られた権利管理情報を第 2 ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽの安全確

保のﾉｰﾄﾞで処理する､受取られた権利管理情報をﾕｰ

ｻﾞｸﾗｽ階層創出のﾌﾟﾛｾｽにおいて使用する､少なくと

も部分的に受取られた権利管理情報をﾍﾞｰｽとして､

ﾕｰｻﾞをﾕｰｻﾞｸﾗｽ階層によって限定されたﾕｰｻﾞｸﾗｽに

割当てる､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ権利管理情報とﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ情報と関

連させる､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ権利管理情報をﾍﾞｰｽとしてﾃﾞｨｼﾞ

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-523026 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
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概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（9/20） 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6112186 

97.03.31 

705/10 

Microsoft Corp 

Distributed system for facilitating exchange of 

user information and opinion using automated 

collaborative filtering 

 顧客ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙから好みの類似性因子を計算し､近
隣ﾕｰｻﾞ群とし､それに重付をし､顧客を推奨する 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6182060 

98.04.08 

707/1 

個人 

Method and apparatus for storing, retrieving, 

and processing multi-dimensional 

customer-oriented data sets; database structure 

and computer software for very large, 

multi-dimensional databases such as those for 

marketing information systems; improved da 

 顧客指向のﾃﾞｰﾀ集合を多次元ｱｸｾｽ構造でｾﾙを組
み､ｾﾙは顧客の挙動のﾘｽﾄである 

顧
客
の
分
析 

ｲﾍﾞﾝﾄﾓﾃﾞﾙの活用 US 6389400 

99.05.03 

705/7 

SBC Tech Resources 

Inc 

System and methods for intelligent routing of 

customer requests using customer and agent 

models 

 顧客の仕事や考え方の顧客ﾓﾃﾞﾙを作成し､2 ヶ以
上のｴｰｼﾞｪﾝﾄﾓﾃﾞﾙとﾏｯﾁﾝｸﾞの最適計算をする 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 5963910 

96.09.20 

705/7 

個人 

Computer based process for strategy evaluation 

and optimization based on customer desired 

outcomes and predictive metrics 

 複数の顧客満足させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施､評価し定
量化して､最適のものを選択｡ 

商
品
の
分
析 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6115691 

99.08.27 

705/7 

個人 

Computer based process for strategy evaluation 

and optimization based on customer desired 

outcomes and predictive metrics 

 複数の顧客満足させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施､評価し定
量化して､最適のものを選択｡ 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6236977 

99.01.04 

705/10 

Realty One Inc 

Computer implemented marketing system 

 顧客の履歴ﾃﾞｰﾀを処理し､どのｷｬﾝﾍﾟｰﾝが最も良
く買手と売手がﾏｯﾁﾝｸﾞするかを予測化する 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6321206 

98.12.21 

705/7 

American 

Management 

Systems Inc 

Decision management system for creating 

strategies to control movement of clients across 

categories 

 異なる販売戦略を異なる分野の顧客に適用して､
その動向を追跡し､分野間での追跡の結果を反映

し､戦略に磨きをかける 

デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ
技
術 

情
報
の
分
析 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

US 6393471 

00.03.03 

709/221 

Atabok Inc 

Marketing data delivery system 

 ｸﾗｲｱﾝﾄやｻｰﾊﾞのﾊｰﾄﾞ仕様､ｲﾝｽﾄｰﾙｿﾌﾄｳｪｱ通信の接
続仕様の情報を統計ﾃﾞｰﾀとして検出する 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン

技
術 

広
告
効
果
の
向
上 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 2002/0022989 

00.12.22 

705/14 

個人 

Advertisement information providing system, 

advertisement information providing method, and 

computer-readable recording medium recorded 

with advertisement information providing 

program 

 無料送付するﾒｰﾙｶｰﾄﾞに､顧客嗜好の広告を入れ
る 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-63264 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（10/20） 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

US 2002/0013719 

01.03.30 

705/7 

Mitsubishi Denki K 

K JP 

Production control system and method for 

producing air conditioners 

 注文製品を顧客が要求する仕様をﾒﾆｭｰから選択
して､生成可能とする 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-350512 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5999908 

(放棄) 

97.09.19 

705/1 

個人 

Customer-based product design module 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

US 6151531 

96.12.12 

700/90 

Frankel Charles et 

al 

System and method for managing the alteration of 

garments 

 顧客は端末から衣服の変更をﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲで行い変
更伝票が発行され､通常作業に通知 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

US 6313833 

98.10.16 

345/339 

Prophet Financial 

Systems 

Graphical data collection and retrieval 

interface 

 ﾊﾟﾗﾒｰﾀも選定してｷｬﾝﾊﾞｽに配置し､判断を表現す
る画像を描く 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

US 6324437 

99.12.22 

700/90 

New Century 

Information 

Services Inc 

System and method for managing the alteration of 

garments 

 顧客は端末から衣服の変更をﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲで行い変
更伝票が発行され､通常作業に通知 

購
買
機
会
へ
の
対
応 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｲﾒｰｼﾞ情報ｻｰﾋﾞｽ 

US 6353770 

99.05.26 

700/131 

Levi Strauss and 

Co 

Apparatus and method for the remote production 

of customized clothing 

 顧客にぴったりあった､特別あつらえの衣服を作
るために実測寸法と推定寸法を使って必要なﾃﾞｰﾀ

を決定する 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 5493490 

92.05.05 

705/26 

Clear With 

Computers Inc 

Electronic proposal preparation system for 

selling vehicles; computer-based system 

 顧客のﾆｰｽﾞをﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄで選択し､顧客嗜好の提案
書を作成する 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 5625776 

94.06.29 

705/27 

Clear With 

Computers Inc 

Electronic proposal preparation system for 

selling computer equipment and copy machines 

 顧客のﾆｰｽﾞをﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄで選択し､顧客嗜好の提案
書を作成する 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 6003012 

97.12.05 

705/10 

Square D Co 

Methodology and computer-based tools for design, 

production and sales of customized switchboards

 配電盤の部品を予めﾓｼﾞｭｰﾙ化しておき､顧客仕様
にあったﾓｼﾞｭｰﾙの組合せを行い製造に指示 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

商
品
選
択
支
援 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6041310 

96.12.12 

705/27 

Green Ford Inc 

Method and system for automobile transactions; 

a computer based automobile buying and/or 

leasing kiosk system for use in a dealership, 

queries customer, narrows selection choices, 

links to inventory and salespeople, saves data 

for financing and insuranc 

 車種のﾀｲﾌﾟ､色など顧客嗜好の情報を入力でき在
庫検索から契約まで出来るｷｵｽｸ端末 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（11/20） 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 6167383 

98.09.22 

705/26 

Dell USA L P 

Method and apparatus for providing customer 

configured machines at an internet site 

 顧客のｶｽﾀﾏｲｽﾞ化のためﾊﾟｿｺﾝのｵﾌﾟｼｮﾝ設定､ｶｰﾄ､
ﾁｪｯｸｱｳﾄを備えたｼｮｯﾌﾟ 商

品
選
択
支
援 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 6185541 

99.05.12 

705/14 

SuperMarkets 

Online Inc 

System and method for providing shopping aids and 

incentives to customers through a computer 

network 

 各種ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの拾い読みや買物援助を探すこと
が出来る 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0007304 

01.05.23 

705/10 

個人 

Method and system for offering customer 

information service to specific users utilizing 

communication network and multi-functional 

communication terminal unit of 

network-adapted-type for use in same system 

 生活設備器をﾎｰﾑｻｰﾊﾞを介して管理ｻｰﾊﾞと接続
し､機器の使用実績から診断する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-56160 

特開 2002-109017 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0013723 

01.05.23 

705/8 

個人 

Method and system for supervising and supporting 

customer services offered to a contracted 

dwelling house by a service provider using a 

communication network 

 生活設備器をﾎｰﾑｻｰﾊﾞを介して監視ｻｰﾊﾞに接続
し､設備器を監視する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-44079 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5920846 

96.02.27 

705/7 

Southwestern Bell 

Telephone Co. 

Method and system for processing a service 

request relating to installation, maintenance or 

repair of telecommunications services provided 

to a customer premises 

 顧客の修理要求の内容を解析し､顧客のｼｽﾃﾑ構成
とｿﾌﾄｳｪｱから派遣技術者の種別､交換部品の推定を

する 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6032184 

98.09.24 

709/223 

MCI WorldCom Inc 

Integrated interface for web based customer care 

and trouble management 

 顧客からのﾄﾗﾌﾞﾙ修復の要請で顧客に追跡用ﾌﾞﾗｳ
ｻﾞを立上げ､GUI により追跡を可能にする 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 6168563 

(放棄) 

99.03.17 

600/301 

Health Hero 

Network Inc 

Remote health monitoring and maintenance system; 

remote monitoring of patient physiological 

conditions and communicating them over networks 

such as the internet; using low cost patient 

terminals based on handheld computers, video 

game consoles, personal 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

購
入
品
の
稼
動
の
維
持 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

新たなｼｽﾃﾑ構成 

US 6219648 

98.03.31 

705/8 

SBC Tech Resources 

Inc 

Apparatus and method for monitoring progress of 

customer generated trouble tickets; an 

electronic alerting system for customer service 

trouble tickets, at predetermined time intervals 

the unresolved tickets trigger email or pager 

alerts to escalating la 

 顧客が発した障害報告が拡大期間中に未解決で
ある場合ﾏﾈｰｼﾞｬが警報を出す 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（12/20） 

購
入
品
の
稼

動
の
維
持 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6311162 

98.07.25 

705/1 

個人 

Interactive symptomatic recording system and 

methods 

 対話型ｼｽﾃﾑにて､機器の問題点､望まれる修理､保
全の情報を顧客より得て整備修理の指示 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 2002/0035560 

98.06.29 

707/5 

個人 

System and method for adaptively configuring a 

shopping display in response to a recognized 

customer profile 

 小売施設内で顧客別の表示 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2000-76351 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5974393 

97.09.15 

705/8 

個人 

Automatic customer number paging system 

 ﾌｧｰｽﾄﾌｰﾄﾞで顧客が待ってｻｰﾋﾞｽを受けるとき､準
備ができたら顧客番号を自動的に呼出したり表示 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

US 6055513 

98.03.11 

705/26 

Telebuyer LLC 

Methods and apparatus for intelligent selection 

of goods and services in telephonic and 

electronic commerce 

 最初の取引から顧客情報を得て､2 回目以降から
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙする 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｲﾄ構築 US 6378075 

99.12.09 

713/200 

Brodia Group 

Trusted agent for electronic commerce 

 顧客は代理人ｻｰﾊﾞを介して商品を購入 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-256402 

補助的情報の活用 

商品情報の活用 

US 2001/0051893 

01.03.15 

705/10 

個人 

Online shopping system and method 

 同時に使用されるｵﾌﾟｼｮﾝ等は関連商品とし､ﾕｰｻﾞ
に推奨する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-265851 

特開 2001-265852 

特開 2001-265853 

特開 2001-331737 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0010602 

01.07.10 

705/5 

NEC Corp JP 

Method for individually renting private car, 

system to individually rent private car and 

storage medium storing control program to 

control same 

 周辺機器の使用実績を把握し､増設･ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞ
の提案をする 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-32683 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0026324 

01.08.14 

705/1 

NEC Corp JP 

Computer peripheral sales promoting system and 

method thereof 

 周辺機器の使用実績を把握し､増設･ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞ
の提案をする 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-73954 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0032577 

01.06.06 

705/1 

個人 

Computer system for assisting the collection of 

gadgets and method for assisting the collection 

of gadgets using a computer system 

 機器の回収に伴い､使用状況の情報を得て､回収
に伴う見積を行い､依頼人に送信する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-64421 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（13/20） 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

US 2002/0032594 

01.07.09 

705/8 

NEC Logistics LTD 

JP 

Method and system for providing network home 

delivery service, and storage medium storing a 

program for executing the method 

 宅配の依頼をｲﾝﾀｰﾈｯﾄで受け､配送時間の希望と
指示をｲﾝﾀｰﾈｯﾄで行う 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-24710 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0038220 

01.07.26 

705/1 

Kentop Corp JP 

Consignment quantity setting device and 

consignment quantity setting method for products 

used in call sales 

 期節要因指数と顧客の消化履歴指数から､期毎の
配置数を算出する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-56167 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0116218 

02.02.19 

705/1 

個人 

Customer-managing system, customer-managing 

method, order-receiving/customer-managing 

system and order-receiving/customer-managing 

method 

 ﾚｽﾄﾗﾝで顧客識別情報と注文履歴を読取り､注文
履歴より複数の飲食物の表示を行う｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-245229 
補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 5918214 

96.10.25 

705/27 

IPF Inc 

System and method for finding product and service 

related information on the internet 

 ｼｽﾃﾑは､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおける 1 つ以上の情報資源の
場所､例えば､かかる登録された消費者製品と関連

するﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ･ｳｪﾌﾞｻｲﾄを指示するﾕﾆﾌｫｰﾑ資源ﾛｹｰﾀ

(URL)のﾘｽﾄと共に､ｼｽﾃﾑにより登録された各消費者

製品に予め割当てた汎用製品番号(例えば､UPC 番

号)に関する情報を格納するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報ｻｰﾊﾞを含

む｡従来のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ﾌﾞﾗｳｻﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを用いて UPC 番

号をｼｽﾃﾑへ入力する時に､入力された UPC 番号と関

連する URL のﾒﾆｭｰがﾕｰｻﾞの選択のため自動的に表 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-503542 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 5950173 

97.05.12 

705/26 

IPF Inc 

System and method for delivering consumer 

product related information to consumers within 

retail environments using internet-based 

information servers and sales agents 

 ｼｽﾃﾑは､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおける 1 つ以上の情報資源の
場所､例えば､かかる登録された消費者製品と関連

するﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ･ｳｪﾌﾞｻｲﾄを指示するﾕﾆﾌｫｰﾑ資源ﾛｹｰﾀ

(URL)のﾘｽﾄと共に､ｼｽﾃﾑにより登録された各消費者

製品に予め割当てた汎用製品番号(例えば､UPC 番

号)に関する情報を格納するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報ｻｰﾊﾞを含

む｡従来のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ﾌﾞﾗｳｻﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを用いて UPC 番

号をｼｽﾃﾑへ入力する時に､入力された UPC 番号と関

連する URL のﾒﾆｭｰがﾕｰｻﾞの選択のため自動的に表 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-503542 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（14/20） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6064979 

96.11.19 

705/26 

IPF Inc 

Method of and system for finding and serving 

consumer product related information over the 

internet using manufacturer identification 

numbers 

 ｼｽﾃﾑは､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおける 1 つ以上の情報資源の
場所､例えば､かかる登録された消費者製品と関連

するﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ･ｳｪﾌﾞｻｲﾄを指示するﾕﾆﾌｫｰﾑ資源ﾛｹｰﾀ

(URL)のﾘｽﾄと共に､ｼｽﾃﾑにより登録された各消費者

製品に予め割当てた汎用製品番号(例えば､UPC 番

号)に関する情報を格納するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報ｻｰﾊﾞを含

む｡従来のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ﾌﾞﾗｳｻﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを用いて UPC 番

号をｼｽﾃﾑへ入力する時に､入力された UPC 番号と関

連する URL のﾒﾆｭｰがﾕｰｻﾞの選択のため自動的に表 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-503542 

追
加
・
買
換
の
促
進 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 6249774 

98.02.23 

705/28 

Bergen Brunswig 

Corp 

Method for owning, managing, automatically 

replenishing, and invoicing inventory items; an 

inventory management method for a business owned 

by a distributor who owns, manages, invoices when 

sold, and replenishes the inventory, saves on 

capital 

 流通業者は顧客の在庫品を所有し､払い出した在
庫品のを､需要予測に従って自動補充する 

情
報
の
分
析 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 6169979 

98.02.17 

705/412 

Clear With 

Computers Inc 

Computer-assisted sales system for utilities; 

preparing customized proposals for utility 

services based on analyzing customer usage, 

equipment, utility rates, and promotional 

programs 

 顧客のﾕｰﾃｨﾘﾃｨの消費主とｺｽﾄを分析して､顧客に
特化した提案をする 

安
全
性
の
向
上 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

US 6049779 

98.04.06 

705/14 

個人 

Call center incentive system and method; 

electronic system for monitoring performance 

measurements for telecommunications call center 

agents to enhance call performance; an 

interactive game is used as a vehicle to increase 

agent interest and performance 

 ｺｰﾙｾﾝﾀｰｴｰｼﾞｪﾝﾄは公演基準のﾊﾟﾗﾒｰﾀを検知した
ら双方向ｹﾞｰﾑの開始をする 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 5627973 

94.03.14 

705/10 

Moore Business 

Forms Inc 

Method and apparatus for facilitating evaluation 

of business opportunities for supplying goods 

and/or services to potential customers 

 問い合わせで顧客の要望を聞き､供給能力､顧客
の必要度､時期を評価し､ｸﾞﾗﾌと解析内容を表示す

る 

業
務
効
率
の
改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 5651117 

95.03.03 

705/4 

個人 

Method and system for disseminating obituaries 

and administering a depository to achieve this

 死者の名前と住所がﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに登録され､死者の
通知を契約した人に出力する 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

シ
ス
テ
ム
の

改
善 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 5956687 

97.04.04 

705/1 

個人 

Personal injury claim management system 

 顧客が傷害を受け弁護士は治療ﾃﾞｰﾀを入力に加
害者と示談の交渉をｺﾝﾋﾟｭｰﾀで行い和解しないと法

廷に持ち込む 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 



資料 4-2-15 

主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（15/20） 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0055890 

01.05.21 

705/27 

個人 

Recommendation information providing method, 

recommendation information transmission system, 

recommendation information transmission 

apparatus and computer memory product 

 顧客がﾘﾝｸをｸﾘｯｸした行動を記録し､顧客に対す
る推奨対象を決定し､提供する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-163279 
顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5570291 

94.08.31 

700/95 

Wallace Computer 

Services Inc 

Custom product estimating and order processing 

system; system for ordering the manufacture of 

an item 

 販売員はﾘﾓｰﾄ端末で特注の指定を会社ｵﾌｨｽに伝
送し､こつで見積を作成しし､製造ﾌﾟﾗﾝﾄに指示する

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 5893075 

95.10.27 

705/14 

Plainfield 

Software 

Interactive system and method for surveying and 

targeting customers 

 顧客は登録時､名前､住所､誕生日など入力情報を
促され､顧客に合せて仕立て､販促ﾒｯｾｰｼﾞを生成す

る 

新たなｻｲﾄ構築 US 6029141 

97.06.27 

705/27 

Amazon com Inc 

Internet-based customer referral system 

 会員紹介ｳｪﾌﾞ(associates)は顧客と業者間をと
りもち紹介ﾘﾝｸで会員登録ができる 

補助的情報の活用 

案内情報の活用 

US 6327572 

99.12.16 

705/10 

Talk2 Tech Inc 

Viral marketing for voice-accessible 

information service 

 顧客は潜在顧客に対して各種機会に(例えば E ﾒｰ
ﾙ送信時)情報ｻｰﾋﾞｽを受けられるｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄを教え

る 

リ
コ
メ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
技
術 

会
員
の
増
強 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6345258 

98.12.28 

705/1 

個人 

Information system for new home builders 

 新築家屋の建設処理ｼｽﾃﾑで製品開発､調達と契
約､製作ｽｹｼﾞｭｰﾙの機能を持つ 

正
確
な
タ
ー

ゲ
ッ
ト
抽
出 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 5974396 

(放棄) 

96.07.19 

705/10 

Moore Business 

Forms Inc 

Method and system for gathering and analyzing 

consumer purchasing information based on product 

and consumer clustering relationships 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

US 5903877 

96.09.30 

705/26 

Lucent 

Technologies Inc 

Transaction center for processing customer 

transaction requests from alternative media 

sources 

 顧客の問合せをｷｭｰｲﾝｸﾞして､問合せ情報に基づ
き適切なｻｰﾋﾞｽｴｰｼﾞｪﾝﾄを選択し､それが利用可能な

とき自動ｺｰﾙする 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

問
合
せ
対
応
強
化 

補助的情報の活用 

対応者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用 

US 5948054 

96.02.27 

709/200 

Sun Microsystems 

Inc 

Method and system for facilitating the exchange 

of information between human users in a networked 

computer system; computer-implemented method 

 顧客からの問合せに関し､その内容にふさわしい
相談者を選定して回答する 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（16/20） 

ｼｽﾃﾑ構成の改善 

画面の分割 

US 6177932 

98.08.21 

345/329 

Kana 

Communications 

Inc 

Method and apparatus for network based customer 

service; online help desk that presents the 

customer with a menu allowing him to select 

self-help, to post a question for answering 

later, or to communicate interactively with an 

online customer support pe 

 顧客の問合せに対し同期と非同期の対話ﾚﾍﾞﾙを
持ち､同期は顧客と同じ表示画面を持つ 

問
合
せ
対
応
強
化 

顧客情報の多面的活用 

顧客ﾊﾟﾀｰﾝ情報の活用 

US 6222535 

98.10.22 

345/331 

Alcatel USA 

Sourcing L P 

System and method for facilitating issue 

tracking; a computer systems for keeping track 

of issues that come up in business meetings, 

includes prioritization, assignment of 

responsibility 

 顧客は第 1 の GUI を使用して問題を提起し､担当
者は第 2 の GUI を使用して回答を入力する 

購
入
品
の
稼

動
の
維
持 

補助的情報の活用 

履歴情報の活用 

US 2002/0055853 

GRANTED 

01.10.24 

705/1 

個人 

Method and apparatus for providing 

media-independent self-help modules within a 

multimedia communication-center customer 

interface 

 顧客固有の自己ﾍﾙﾌﾟｳｨｻﾞｰﾄﾞを提供し､顧客処理
履歴に基づき､これを更新する 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

US 2002/0010515 

01.03.30 

700/9 

個人 

Laundry system 

 携帯電話でﾗﾝﾄﾞﾘｰの動作許可をとり､洗濯終了を
携帯電話に通知してもらう 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-276499 

特開 2002-239300 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

US 2002/0019742 

01.07.17 

705/1 

個人 

System for and method of performing corporate 

mileage service 

 搭乗者が法人ﾏｲﾚｰｼﾞ登録された法人の社員であ
るか否かを法人個人対応情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに問い合わ

せ､社員である場合法人にﾏｲﾚｰｼﾞを加算する｡ 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-41983 
新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

US 5612527 

95.03.31 

235/383 

個人 

Discount offer redemption system and method 

 ｸｰﾎﾟﾝ券を広告ﾁﾗｼに印刷し､持参時にｽｷｬﾅｰで顧
客ｺｰﾄﾞと共に読込んで割引する 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

US 5710886 

95.06.16 

705/14 

SellectSoft L C 

Electric couponing method and apparatus 

 個人識別ｺｰﾄﾞを含んだ電子ｸｰﾎﾟﾝの情報を用い､
それに印刷し､小売店に提示する 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

US 5761647 

96.05.24 

705/10 

Harrah s Operating 

Co 

National customer recognition system and method; 

computer implemented method 

 提携ｶｼﾞﾉの全施設を顧客はｶｰﾄﾞにて利用でき､ｶｰ
ﾄﾞは金銭価値を持ちﾎﾟｲﾝﾄが加算される 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

顧
客
囲
い
込
み 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

値引ｻｰﾋﾞｽ 

US 5857175 

95.08.11 

705/14 

Micro Enhancement 

International 

System and method for offering targeted 

discounts to customers 

 顧客は店でｶｰﾄﾞを読込ませると特別利用可能なﾘ
ｽﾄが出力され､買物集計時ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ情報が出力され

る 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（17/20） 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

US 6009411 

97.11.14 

705/14 

Concept Shopping 

Inc 

Method and system for distributing and 

reconciling electronic promotions 

 特殊ｷｰでｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上でﾎﾟｲﾝﾄが積算され､積算され
たﾎﾟｲﾝﾄは割引､ｸｰﾎﾟﾝなどのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを選択できる

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ 

US 6183362 

98.06.01 

463/25 

Harrah s Operating 

Co 

National customer recognition system and method

 提携ｶｼﾞﾉの全施設を顧客はｶｰﾄﾞにて利用でき､ｶｰ
ﾄﾞは金銭価値を持ちﾎﾟｲﾝﾄが加算される 

顧
客
囲
い
込
み 新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

US 6243687 

98.10.28 

705/14 

SoftCard Systems 

Inc 

Kiosk systems and methods for issuing a card 

storing electronic coupons, after receiving data 

about a customer; an electronic coupon system for 

retail; convenient, paperless, low cost, coupons 

put on smart cards at kiosks in store, redeem at 

checkout, c 

 顧客はｷｵｽｸ端末から電子ｸｰﾎﾟﾝのｽﾏｰﾄｶｰﾄﾞを発行
してもらい､清算を行う 

情
報
の
分
析 

補助的情報の活用 

分析結果の活用 

US 5819263 

96.07.19 

707/3 

American Express 

Financial Corp 

Financial planning system incorporating 

relationship and group management 

 顧客から資金運用の情報をきき､顧客をｸﾞﾙｰﾌﾟ化
し､予測ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙから顧客にｱﾄﾞﾊﾞｲｽをする 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

US 2002/0080931 

UNKNOWN 

02.02.20 

379/90.01 

Toshiba Corp JP 

Method for changing function of electronic 

device, customer center, dealer system and user 

system 

 電子機器の機能追加は､電話番号と要求で顧客を
認証し､機能追加情報を送信する 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-111894 
ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

US 5721832 

95.05.12 

705/27 

Regal Greetings 

and Gifts Inc CA 

Method and apparatus for an interactive 

computerized catalog system 

 顧客の問合せ内容を判断し､顧客の名前､住所の
登録の承認を得て､顧客を認証して注文に応ずる 

安
全
性
の
向
上 

ﾃﾞｰﾀの変換 

認証･署名の付加 

US 6209787 

98.07.01 

235/381 

個人 

Global access system of multi-media related 

information 

 顧客を識別し､希望ｺﾝﾃﾝﾂを指定し､記録ﾒﾃﾞｨｱに
ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞする 

新たなｻｲﾄ構築 US 2001/0056355 

01.05.17 

705/1 

個人 

Construction brokerage system 

 顧客の建築依頼を収集し業者に公開 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-331685 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

業
務
効
率
の
改
善 

顧客情報の多面的活用 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ情報の活用 

US 6047264 

96.10.08 

705/26 

Onsale Inc 

Method for supplying automatic status updates 

using electronic mail; a method uses computers, 

memory storage and computer networks to receive, 

collect, update customer shipping and order 

status information; generating a message and 

transmitting to custo 

 顧客の注文品の発送状況に従って､顧客情報を更
新し､更新ﾌﾗｸﾞによりﾒｰﾙで送信する 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（18/20） 

シ
ス
テ
ム
の

改
善 

ﾃﾞｰﾀの変換 

音声 

US 5974388 

96.05.17 

705/1 

American Standox 

Inc 

Paint customer service information method and 

apparatus 

 自動車の塗料の色調に関する問合せに対して､ﾘｱ
ﾙﾀｲﾑに商品の情報を提供 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

ｸｰﾎﾟﾝ券の発行 

US 6026370 

97.08.28 

705/14 

Catalina 

Marketing 

International Inc

Method and apparatus for generating purchase 

incentive mailing based on prior purchase 

history 

 顧客の購買履歴に基づきﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙで割引ｸｰﾎﾟﾝ
券を発送する 

サ
ー
ビ
ス
提
供
技
術 

会
員
の
増
強 

新たなｻｰﾋﾞｽの提供 

情報提供ｻｰﾋﾞｽ 

US 6055505 

97.12.30 

705/1 

MediaOne Group 

Inc；U S West Inc

Automatic customer notification system and 

method 

 電話によりｲﾍﾞﾝﾄを自動通知してもらう｡通知の
内容の保存､検索､時間､方法がｾｯﾄ出来る 

識別情報の活用 

検討依頼 

US 2002/0002481 

01.05.10 

705/9 

個人 

Information processing apparatus for management 

of documents relevant to patent application 

 1 つの案件を複数人に分けて､検討依頼を行う 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-325266 

特開 2001-325282 

特開 2001-325389 

特開 2001-344384 
識別情報の活用 

手続き情報 

US 2002/0019836 

01.05.10 

707/511 

個人 

Information processing apparatus for management 

of documents relevant to patent application 

 外国出願を含めて技術文献を蓄積し､特定出願の
文献を一括表示させる 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2001-325399 

特開 2001-325410 

特開 2001-325559 
ﾃﾞｰﾀ変換 

ﾌｧｲﾔｳｵｰﾙの通過 

US 2002/0022971 

01.08.21 

705/1 

個人 

Software rental system, software rental method, 

and computer program for being executed on the 

software rental system 

 ｸﾗｲｱﾝﾄとｻｰﾊﾞのそれぞれを､ﾌｧｲｱｳｫｰﾙを通る信号
に変換する為､経路意識せず使用許可できる 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開 2002-163578 
ｼｽﾃﾑ構成 

特許商標料の口座振替 

US 6363361 

97.07.22 

705/40 

Patent and 

Trademark Fee 

Management LLC 

Computerized patent and trademark fee payment 

method and system for law firms 

 自特許事務所が持つ特許商標料の支払請求を行
い､口座に振込ませ他事務所からの自事務所への支

払請求は口座から送金する 

出
願
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の
効
率
化 

書誌情報の活用 

提案書の検証 

US 6434580 

98.10.23 

707/530 

NEC Corp JP 

System, method, and recording medium for 

drafting and preparing patent specifications 

 提案書と出願管理ｼｽﾃﾑを関連付けて検正する 
ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開平 11-134399 

明
細
書
作
成

支
援
シ
ス
テ

ム

資
料
作
成
の

効
率
化 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

ﾙｰﾙの活用 

US 2002/0078082 

GRANTED 

02.02.18 

707/500 

個人 

Machine for drafting a patent application and 

process for doing same 

 草案される前に先行技術に対する資質や利点の
入力､独立ｸﾚｰﾑの草案前に発明の要素の入力､従属ｸ

ﾚｰﾑ草案前に先行技術とは異なる発明を定義するに

必要でない要素と代替要素の入力を行う 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
出願日 
主米国分類 
出願人 
 

 

発明の名称 

概要 

ﾊﾟﾃﾝﾄﾌｧﾐﾘ 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（19/20） 

明
細
書
作
成
支

援
シ
ス
テ
ム 

資
料
作
成
の
効

率
化 

ﾊﾟﾀｰﾝ･ﾙｰﾙの活用 

文書ｻﾝﾌﾟﾙ 

US 6049811 

96.11.26 

707/507 

個人 

Machine for drafting a patent application and 

process for doing same 

 特許明細書に必要な項目毎に､文章のｻﾝﾌﾟﾙが表
示されて作成の支援をする 

画像情報の活用 

ﾃｷｽﾄの頁付け 

US 5623681 

93.11.19 

707/522 

Waverley Holdings 

Inc 

Method and apparatus for synchronizing, 

displaying and manipulating text and image 

documents; computer controlled display system

 ｿｰｽﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙおよびｿｰｽｲﾒｰｼﾞﾌｧｲﾙからﾄﾞｷｭﾒﾝﾄの
等価ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙを生成するための方法において､少な

くとも 1 つの記憶媒体からｿｰｽﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙおよびｿｰｽｲﾒ

ｰｼﾞﾌｧｲﾙを抽出する過程と､等価ﾃｷｽﾄﾌｧｲﾙを生成す

るために､ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄのｿｰｽｲﾒｰｼﾞﾌｧｲﾙを用いてｿｰｽﾃｷｽﾄ

ﾌｧｲﾙをﾍﾟｰｼﾞ付けする過程と､を有する方法 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ﾌｧﾐﾘ 

特開平 9-505422 

シ
ス
テ
ム
の
改
善 

ﾃﾞｰﾀ変換 

座標ﾃﾞｰﾀ 

US 5930784 

97.08.21 

707/2 

Sandia Corp 

Method of locating related items in a geometric 

space for data mining 

 ｱｲﾃﾑを 3 次元の幾何学的空間に位置決めをする
方法 

技術文献の活用 

検索情報 

US 5717913 

95.01.03 

707/5 

Central Florida! 

University of 

Method for detecting and extracting text data 

using database schemas 

 検索したい情報の内容をﾌﾟﾛﾌｧｲﾙして､検索情報
とﾌﾟﾛﾌｧｲﾙを比較する 検

索
の
高
度
化 

分析結果･履歴情報の

活用 

座標ﾃﾞｰﾀ 

US 6038561 

97.09.15 

707/6 

Manning and Napier 

Information 

Services 

Management and analysis of document information 

text 

 特許文書を用語ﾍﾞｰｽと概念表現で分析し､語句ﾍﾞ
ｸﾄﾙと主題ﾍﾞｸﾄﾙを生成する 

実施利益の活用 

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 

US 5999907 

93.12.06 

705/1 

個人 

Intellectual property audit system 

 特許の内容を第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから取り経験的に蓄
積された知的財産ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの内容と比

較する 

実施利益の活用 

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 

US 6154725 

97.03.04 

705/1 

個人 

Intellectual property (ip) computer-implemented 

audit system optionally over network 

architecture, and computer program product for 

same 

 特許の内容と第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから取り込み経験的
に蓄積された知的財産ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの内容

と比較 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

評
価
手
法
の
開
発 

実施利益の活用 

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 

US 6263314 

00.03.03 

705/1 

個人 

Method of performing intellectual property (ip) 

audit optionally over network architecture; a 

process to value an intellectual property 

portfolio for an acquisition, qualitatively or 

quantitatively, fast and efficient, allows 

manual data corrections 

 特許の内容を第 1 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽから取り経験的に蓄
積された知的財産ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの内容と比

較 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 
（経過情報） 
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主米国分類 
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主要企業以外の米国出願の技術要素別課題対応特許（20/20） 

評
価
手
法
の

開
発 

類似度の活用 

叙述語 

US 6389418 

00.02.09 

707/6 

Sandia Corp 

Patent data mining method and apparatus 

 特許同士の関係を示す叙述語をを決め､各叙述語
に適用する重みを決め､叙述語と重みの時間関数を

決めて特許間の関係を決める 

特
許
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム 

業
務
処
理
の

効
率
化 

分析結果･履歴情報の

活用 

侵害識別 

US 6289341 

98.06.26 

707/6 

Lucent 

Technologies Inc 

Intelligent agent for identifying intellectual 

property infringement issues in computer network 

sites and method of operation thereof 

 侵害調査ｴｰｼﾞｪﾝﾄは知的財産ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ内の証拠と
検索ｻｲﾄﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ内の関連ﾃﾞｰﾀを比較して侵害を識

別する 
実施利益の活用 

有効性 

US 6018714 

97.11.08 

705/4 

IP Value LLC 

Method of protecting against a change in value 

of intellectual property, and product providing 

such protection; by determining the value of the 

intellectual property asset, the predicted value 

of the asset at some future point in time, and 

providing an 

 特許の有効性と実施権力を解析し､効力期間と共
に保険会社に示しﾌﾟﾚﾐｱﾑ､保証範囲､期間を決める 

評
価
手
法
の
開
発 

分析結果･履歴情報の

活用 

重要度 

US 6175824 

99.07.14 

705/36 

CHI Res Inc 

Method and apparatus for choosing a stock 

portfolio, based on patent indicators; using 

number of awarded patents and number of patent 

citations to select stocks of companies with the 

most successful technology programs 

 特許された技術が先端技術か､会社の革新の速度
への影響などの特許指標を定め､技術得点とし株式

ﾎﾟｰﾄﾎﾘｵ選択の基準とする 

知
財
流
通
支
援
シ
ス
テ
ム 

知
財
の
流
通
促

進 

ｻｲﾄ構築 

使用許諾 

US 6330547 

99.06.02 

705/38 

Mosaic 

Technologies Inc 

Method and apparatus for establishing and 

enhancing the creditworthiness of intellectual 

property 

 知的所有権などの無形資産を担保物件として貸
付を行うため､貸し手にとって魅力的な資産である

ために､知的財産の譲渡性や実行可能性の評価を行

う 
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資料５．ライセンス提供の用意のある特許 
CRM および知的財産管理システム関連する技術で、ライセンス提供の用意のある特許を、

特許流通データベース（独立行政法人工業所有権総合情報館のホームページ参照）による

検索に基づき、以下に示す。 

なお、検索キーワード｢顧客｣でヒットしたものを、CRM に関連した技術を選択した。 

知的財産管理システムに関するものはなかった。 

 
ライセンス提供の用意のある特許リスト 

ライセンス番号 特許番号 発明の名称 

  出願日   

順番号 

  特許権者   

L2003003301 特願 2001-218939 自動化ショッピングシステム 

  01.07.19   

1 

  出願中   

L2003000963 特許第 3311972 
顧客とのおなじみコミュニケーション形成を支援す

る電話接続方法 

  97.09.19   

2 

  富士通   

L2003001226 特許第 3192358 
利用者の関心に沿った有効な配信が可能な情報セン

タにおけるサービス可変装置 

  95.10.24   

3 

  富士通   

L2003000971 特許第 2993832 
顧客毎の情報提供が可能で精算処理も可能な POS シ

ステム 

  93.11.26   

4 

  富士通   

L2003000102 特願 2000-075334 顧客問合せシステム 

  00.03.17   

5 

  出願中   

L2002009347 特願 2000-316358 
ユーザの個人情報やプライバシーを保護しながらワ

ン・ツー・ワンマーケティングを可能にする 

  00.10.17   

6 

  出願中   

L2002009141 特願 2002-053990 ソフトウエアの不正防止と顧客管理 

  02.02.28   

7 

  出願中   

L2002008451 特許 3290980 時間による価格割引回転寿司システム及びその方法

  01.06.29   

8 

  アイティージェム   

L1998013387 特許第 2735969 
CRM/CTI分野のシステム構築に有効な注文情報入力装

置 

  91.12.18   

9 

  富士通   

L1998012045 特許第 1863930 
新規顧客を顧客データベースに登録する時間が短縮

できる名寄せ処理方式 

  87.05.14   

10 

  富士通   
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